
特定個人情報保護評価書（全項目評価書）

評価書番号  評価書名

5 地方税の賦課徴収等に関する事務　全項目評価書

 個人のプライバシー等の権利利益の保護の宣言

　前橋市は、地方税の賦課徴収等に関する事務における特定個人情報ファ
イルの取扱いが個人のプライバシー等の権利利益に影響を及ぼしかねない
ことを認識し、特定個人情報の漏えいその他の事態を発生させるリスクを軽
減させるために適切な措置を講じ、もって個人のプライバシー等の権利利益
の保護に取り組んでいることを宣言する。

特記事項 －

  令和6年3月28日

[平成30年５月　様式４]

 評価実施機関名

前橋市長

 個人情報保護委員会　承認日　【行政機関等のみ】

 公表日



　（別添３）　変更箇所

Ⅵ　評価実施手続

Ⅴ　開示請求、問合せ

Ⅳ　その他のリスク対策

　（別添１） 事務の内容

項目一覧

Ⅰ　基本情報

　（別添２） 特定個人情報ファイル記録項目

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策
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 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

Ⅰ　基本情報
 １．特定個人情報ファイルを取り扱う事務

 ①事務の名称 地方税の賦課徴収等に関する事務

 ②事務の内容　※

前橋市は、地方税及び行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平
成２５年法律第２７号以下「番号法」という。））の規定に従い、特定個人情報を地方税の賦課徴収又は地
方税に関する調査（地方税法その他の地方税に関する法律及びこれらの法律に基づく条例によるもの）
に関する事務において、特定個人情報ファイルを以下の事務で取り扱う。（別添１を参照）
１．個人市民税賦課事務
　その年の１月１日（賦課期日）に前橋市に住所を有する個人又は前橋市に住所を有していないが事務
所、事業所若しくは家屋敷を有する個人で市内に住所を有しない者（以下「個人市民税課税対象者」とい
う。）に対して確定申告書や個人市民税の申告書、給与支払報告書等の資料情報（以下「個人市民税課
税資料」という。）に基づき賦課決定を行い、税額の通知を行う。
２．固定資産税及び都市計画税賦課事務
　その年の１月１日（賦課期日）に前橋市に土地、家屋又は償却資産を所有している者（以下「固定資産
所有者」という。）に対して、その固定資産の価格に基づき賦課決定を行い、税額の通知を行う。
３．軽自動車税賦課事務
　その年の４月１日（賦課期日）に前橋市を定置場とする原動機付自転車、軽自動車、小型特殊自動車
及び二輪の小型自動車を有する所有者（以下「軽自税課税対象者」という。）に対して軽自動車税申告
書（報告書）、軽自動車税申告（報告）書兼標識交付申請書、軽自動車税廃車申告書兼標識返納書や
各種報告書等（以下「軽自税課税資料」という。）に基づき賦課決定を行い、税額の通知を行う。
４．事業所税課税事務
　前橋市内の事務所又は事業所において一定規模以上の事業を行っている法人又は個人（以下「事業
所税課税対象者」という。）に対して、申告に基づき課税を行う。
５．国民健康保険税賦課事務
　前橋市国民健康保険の被保険者の属する世帯の世帯主（以下「国民健康保険税課税対象者」とい
う。）に対して申告書等の所得に係る情報（以下「国民健康保険税課税資料」という。）に基づき賦課決定
を行い、税額の通知を行う。
６．収納・滞納管理事務
　賦課された税に対する収納・還付･充当等の管理及び滞納者に対する滞納情報の管理を行う。
７．証明書交付事務
　請求に基づき納税に関する証明、固定資産に関する証明及び所得等に関する諸証明の交付を行う。
８．情報連携事務
　納税者の宛名の特定や突合のための宛名情報の管理及び税務情報を必要とする他業務への情報連
携機能の管理を行う。また、番号法第９条別表第１の上欄に掲げる行政機関、地方公共団体、独立行政
法人等その他の行政事務を処理する者（以下「行政機関等」という。）への情報照会及び税務情報提供
のための中間サーバとの連携を行う。

 ①システムの名称 個人市民税システム

 ②システムの機能

個人市民税賦課事務に関する機能
１．個人市民税課税対象者及び市外被扶養者（以下「個人市民税課税対象者等」という。）の把握
２．特別徴収義務者の把握
３．個人市民税課税資料の情報管理
４．賦課計算及び賦課徴収額の決定
５．納税通知書等の帳票発行
６．収入・所得情報の把握、管理
７．各種証明書の発行
８．宛名情報の把握、管理
９．個人市民税情報を必要とする各業務への情報連携

 ③対象人数 [ 30万人以上

 ２．特定個人情報ファイルを取り扱う事務において使用するシステム

 システム1

＜選択肢＞
1) 1,000人未満
3) 1万人以上10万人未満
5) 30万人以上

2) 1,000人以上1万人未満
4) 10万人以上30万人未満]

○

[ ○ ] 宛名システム等 [ ○

[ ○ ] その他 （ 審査システム（eLTAX）、国税連携システム（eLTAX）、コンビニ交付システム

] 庁内連携システム

）

] 税務システム

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ] 既存住民基本台帳システム
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] 既存住民基本台帳システム

] 庁内連携システム

 システム2

 ①システムの名称 固定資産税システム

 ②システムの機能

固定資産税及び都市計画税賦課事務に関する機能
１．課税客体（土地、家屋、償却資産）及び固定資産所有者の把握
２．固定資産税課税資料の情報管理
３．賦課計算及び賦課徴収額の決定
４．納税通知書等の帳票発行
５．各種証明書の発行
６．宛名情報の把握、管理
７．土地、家屋情報を必要とする各業務への情報連携

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [
 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ○

[ ○ ] 宛名システム等 [

] 庁内連携システム

 システム3

 ①システムの名称 軽自動車税システム

 ②システムの機能

軽自動車税賦課事務に関する機能
１．課税客体（登録車両）等の軽自動車の所有者の把握
２．軽自動車税課税資料の情報管理
３．賦課計算及び賦課徴収額の決定
４．納税通知書等の帳票発行
５．各種証明書の発行
６．宛名情報の把握、管理
７．軽自動車税情報を必要とする各業務への情報連携

○

[ ○ ] その他 （ 資産税ＧＩＳ、家屋評価システム ）

] 税務システム

 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ○

[ ○ ] 宛名システム等 [ ○

[ ○ ] その他 （ 軽自動車検査情報提供システム ）

] 税務システム

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ] 既存住民基本台帳システム

] 既存住民基本台帳システム

] 庁内連携システム

 システム4

 ①システムの名称 事業所税システム

 ②システムの機能

事業所税課税事務に関する機能
１．事業所税課税対象者の把握
２．申告書等の帳票発行
３．事業所税申告情報の管理
４．更正・決定による税額の変更及び通知書等の発行
５．各種証明書の発行
６．宛名情報の把握、管理

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [
 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ○

[ ○ ] 宛名システム等 [

 システム5

 ①システムの名称 国民健康保険税システム

 ②システムの機能

国民健康保険税賦課事務に関する機能
１．国民健康保険税課税対象者の把握
２．国民健康保険税課税資料の情報管理
３．賦課計算及び賦課徴収額の決定
４．納税通知書等の帳票発行
５．宛名情報の把握、管理
６．国民健康保険税情報を必要とする各業務への情報連携

○

[ ] その他 （ ）

] 税務システム
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] 庁内連携システム

 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ○

[ ○ ] 宛名システム等 [ ○

[ ○ ] その他 （ 国民健康保険システム ）

] 税務システム

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ] 既存住民基本台帳システム

] 庁内連携システム

 システム6

 ①システムの名称 収納・滞納管理システム

 ②システムの機能

収納・滞納管理事務に関する機能
１．収納情報の把握、管理
２．還付・充当等の管理
３．納付方法の管理
４．滞納情報の把握、管理
５．口座情報の管理

 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ○

[ ○ ] 宛名システム等 [ ○

[ ] その他 （ ）

] 税務システム

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ] 既存住民基本台帳システム

] 既存住民基本台帳システム

] 庁内連携システム

 システム7

 ①システムの名称 審査システム（eLTAX）

 ②システムの機能

・地方税ポータルシステム（eLTAX）は、納税者の利便性の向上を図るとともに、税務事務の高度化及び
効率化に寄与するため、一般社団法人地方税電子化協議会が構築したシステムであり、平成17年１月
から運用が開始されたシステムである。
・このシステムでは、固定資産税（償却資産）、事業所税の申告、給与支払報告書等の提出、各種申請・
届出について、書面に代えてインターネットを通じて手続が行えるものである。
・地方税ポータルセンタ（eLTAX）で受付した電子データは、総合行政ネットワーク（LGWAN）を通じ、審査
システム（eLTAX）で受領する。
・審査システム（eLTAX）は、税務事務の効率化を図るため、税務システムと連携している。
　審査システム（eLTAX）から税務システムへの連携：申告データ、利用届出データ、申請・届出データ、
寄附金税額控除に係る申告特例通知データ等
　税務システムから審査システム（eLTAX）への連携：特別徴収税額通知データ等
・審査システム（eLTAX）には、
　個人市民税：給与・公的年金等の支払をする者から、地方税ポータルセンタ（eLTAX）を通じて、給与支
払報告書、公的年金等支払報告書等を受領する。また、地方税ポータルセンタ（eLTAX）を通じて、給与
所得及び年金所得者に係る特別徴収税額を特別徴収義務者及び年金保険者に送付する。
　固定資産税（償却資産）：償却資産の所有者から、地方税ポータルセンタ（eLTAX）を通じて、償却資産
申告書等を受領する。
　事業所税：事業所税の納税義務者から、地方税ポータルセンタ（eLTAX）を通じて、事業所税の申告書
等を受領する。
等の機能がある。

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [
 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 宛名システム等 [ ○

[ ○ ] その他 （ 地方税ポータルセンタ（eLTAX） ）

] 税務システム
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] 庁内連携システム

 システム8

 ①システムの名称 国税連携システム（eLTAX）

 ②システムの機能

・国税連携システム（eLTAX）は、国及び地方を通じた税務事務の一層の効率化を図るため、一般社団
法人地方税電子化協議会が構築したシステムであり、平成23年1月から運用が開始されたシステムであ
る。
・国税庁のe-Taxに申告された所得税申告書等データ及び国税当局に書面で申告された所得税申告書
等データが地方税ポータルセンタ（eLTAX）に受付され、総合行政ネットワーク（LGWAN）を通じ国税連携
システム（eLTAX）に送付される。
・国税連携システム（eLTAX）には、
　国税庁から、地方税ポータルセンタ（eLTAX）を通じて、所得税申告書等データ、法定調書（配当・報酬
資料せん、年金・給与資料せん）データを受領する。また、地方税ポータルセンタ（eLTAX）を通じて、扶
養是正情報等データを国税庁に送付する。同じく、地方税ポータルセンタ(eLTAX)を通じて、住民登録外
課税通知データ等を他自治体との間で送付及び受領する。
等の機能がある。

 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 宛名システム等 [ ○

[ ○ ] その他 （ 地方税ポータルセンタ（eLTAX） ）

] 税務システム

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ] 既存住民基本台帳システム

] 既存住民基本台帳システム

] 庁内連携システム

 システム9

 ①システムの名称 資産税ＧＩＳ

 ②システムの機能

１．路線データの管理
２．地番図等地図データの管理
３．航空写真データによる視覚的検証
４．画地計測

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [
 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 宛名システム等 [

] 庁内連携システム

 システム10

 ①システムの名称 家屋評価システム

 ②システムの機能
１．家屋評価の算定
２．評価計算書等の出力

○

[ ] その他 （ ）

] 税務システム

 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 宛名システム等 [ ○

[ ] その他 （ ）

] 税務システム

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ] 既存住民基本台帳システム

] 庁内連携システム

 システム11

 ①システムの名称 軽自動車検査情報提供システム

 ②システムの機能 １．軽自動車検査情報の受信

 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 宛名システム等 [ ○

[ ○ ] その他 （ 地方公共団体情報システム機構ポータルサイト(J-LISポータル) ）

] 税務システム

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ] 既存住民基本台帳システム
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] 既存住民基本台帳システム

] 庁内連携システム

 システム12

 ①システムの名称 国民健康保険システム

 ②システムの機能

１．国民健康保険事務に関する機能
　・国民健康保険資格状況の管理
　・特定世帯及び特定継続世帯の管理
　・非自発的失業者の管理
　・証関連の発行
２．国民健康保険給付事務に関する機能
　・給付事務に関する計算および支給管理
　・各給付のお知らせ通知および支給決定通知の発行
　・限度額適用認定証、限度額適用・標準負担額減額認定証及び特定疾病療養受療証などの発行

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [
 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ○

[ ○ ] 宛名システム等 [

] 庁内連携システム

 システム13

 ①システムの名称 団体内統合宛名システム

 ②システムの機能

１．個人番号の管理
　個人番号と団体内統合宛名番号を紐付け、個別業務システムから個人を特定できるように管理する。
２．個人番号へのアクセス制御
　個人番号利用事務、事務取扱部署及び事務取扱担当者を紐付け、アクセス制御とアクセスログ管理を
する。
３．個人番号の確認
　個別業務システムからの要求に基づき、本人確認のために必要な情報を確認できるようにする。
４．中間サーバとの連携
　情報連携で必要なデータを個別業務システムから受け取り、中間サーバへ連携する。

○

[ ] その他 （ ）

] 税務システム

 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ○

[ ] 宛名システム等 [ ○

[ ○ ] その他 （ 中間サーバ、個別業務システム ）

] 税務システム

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ○ ] 既存住民基本台帳システム

] 既存住民基本台帳システム

] 庁内連携システム

 システム14

 ①システムの名称 宛名システム

 ②システムの機能

１．住登外者管理機能
　個別業務システムで必要となる住登外者を一括管理し、個別業務システムへ提供する。
２．送付先管理機能
　個別業務システムで必要となる送付先を一括管理し、個別業務システムへ提供する。

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [
 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ○

[ ] 宛名システム等 [

[ ] その他 （ ）

] 税務システム
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] 庁内連携システム

 システム15

 ①システムの名称 共通基盤システム（庁内連携システム）

 ②システムの機能

１．共通基盤データベース機能
　個別業務システム間で必要となる連携データを一括管理し、個別業務システムへ提供する。
２．共通管理機能
　各業務システムを利用する際に必要となる認証やアクセス制御等の機能を一元管理する。

 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ○ ] 宛名システム等 [ ○

[ ○ ] その他 （ 個別業務システム ）

] 税務システム

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ○ ] 既存住民基本台帳システム

] 庁内連携システム

 システム16

 ①システムの名称 中間サーバ

 ②システムの機能

１．符号管理機能
　情報照会、情報提供に用いる個人の識別子である「符号」と、情報保有機関内で個人を特定するため
に利用する「団体内統合宛名番号」とを紐付け、その情報を保管・管理する。
２．情報照会機能
　情報提供ネットワークシステムを介して、特定個人情報(連携対象)の情報照会及び情報提供受領（照
会した情報の受領）を行う。
３．情報提供機能
　情報提供ネットワークシステムを介して、情報照会要求の受領及び当該特定個人情報(連携対象)の提
供を行う。
４．既存システム接続機能
　中間サーバと既存システム、団体内統合宛名システム及び住民基本台帳システムとの間で情報照会
内容、情報提供内容、特定個人情報（連携対象）、符号取得のための情報等について連携する。
５．情報提供等記録管理機能
　特定個人情報(連携対象)の照会、又は提供があった旨の情報提供等記録を生成し、管理する。
６．情報提供データベース管理機能
　特定個人情報（連携対象）を副本として、保持・管理する。
７．データ送受信機能
　中間サーバと情報提供ネットワークシステム（インターフェイスシステム）との間で情報照会、情報提
供、符号取得のための情報等について連携する。
８．セキュリティ管理機能
　特定個人情報(連携対象)の暗号化及び復号や、電文への署名付与、電文及び提供許可証に付与され
ている署名の検証、それらに伴う鍵管理を行う。また、情報提供ネットワークシステム(インターフェイスシ
ステム)から受信し情報提供ネットワークシステム配信マスター情報を管理する。
９．職員認証・権限管理機能
　中間サーバを利用する職員の認証と職員に付与された権限に基づいた各種機能や特定個人情報(連
携対象)へのアクセス制御を行う。
１０．システム管理機能
　バッチの状況管理、業務統計情報の集計、稼動状態の通知、保管期限切れ情報の削除を行う。

 ③他のシステムとの接続

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ○ ] 宛名システム等 [

[ ] その他 （ ）

] 税務システム

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ] 既存住民基本台帳システム
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] 既存住民基本台帳システム

] 庁内連携システム

 システム17

 ①システムの名称 住民基本台帳ネットワークシステム　市町村コミュニケーションサーバ

 ②システムの機能

１．本人確認情報の更新
　既存住民基本台帳システムにおいて住民票の記載事項の変更又は新規作成が発生した場合に、当
該情報を元に市町村ＣＳの本人確認情報を更新し、都道府県サーバへ更新情報を送信する。
２．本人確認
　特例転入処理や住民票の写しの広域交付などを行う際、窓口における本人確認のため、提示された
個人番号カード等を元に住民基本台帳ネットワークシステムが保有する本人確認情報に照会を行い、確
認結果を画面上に表示する。
３．個人番号カードを利用した転入（特例転入）
　転入の届出を受け付けた際に、あわせて個人番号カードが提示された場合、当該個人番号カードを用
いて転入処理を行う。
４．本人確認情報検索
　統合端末において入力された４情報（氏名、住所、性別、生年月日）の組合せをキーに本人確認情報
の検索を行い、検索条件に該当する本人確認情報の一覧を画面上に表示する。
５．機構への情報照会
　全国サーバに対して住民票コード、個人番号又は４情報の組合せをキーとした本人確認情報照会要
求を行い、該当する個人の本人確認情報を受領する。
６．本人確認情報整合
　本人確認情報ファイルの内容が都道府県知事が都道府県サーバにおいて保有している都道府県知事
保存本人確認情報ファイル及び機構が全国サーバにおいて保有している機構保存本人確認情報ファイ
ルと整合することを確認するため、都道府県サーバ及び全国サーバに対し、整合性確認用本人確認情
報を提供する。
７．送付先情報通知
　個人番号の通知に係る事務の委任先である機構において、住民に対して番号通知書類(個人番号通
知書、個人番号カード交付申請書（以下「交付申請書」という。）等)を送付するため、既存住民基本台帳
システムから当該市町村の住民基本台帳に記載されている者の送付先情報を抽出し、当該情報を、機
構が設置・管理する個人番号カード管理システムに通知する。
８．個人番号カード管理システムとの情報連携
　機構が設置・管理する個人番号カード管理システムに対し、個人番号カードの交付、廃止、回収又は
一時停止解除に係る情報や個人番号カードの返還情報等を連携する。

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ○
 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 宛名システム等 [

] 庁内連携システム

 システム18

 ①システムの名称 コンビニ交付システム

 ②システムの機能

１．業務システム連携機能
　既存住民基本台帳、印鑑登録、税務、共通基盤及び戸籍システムと、証明書情報を連携する。
２．コンビニ交付機能
　コンビニ交付センターからの要求に応答して、証明書交付を行う。

[ ] その他 （ ）

] 税務システム

 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ○

[ ] 宛名システム等 [ ○

[ ○ ] その他 （ 印鑑登録、戸籍システム ）

] 税務システム

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ○ ] 既存住民基本台帳システム

] 既存住民基本台帳システム

] 庁内連携システム

 システム19

 ①システムの名称 課税資料イメージ管理システム

 ②システムの機能
１．給与支払報告書、公的年金支払報告書、確定申告書などの課税資料のイメージを登録、管理する。
２．課税資料ごとの照会、個人単位で名寄せした課税資料の照会を行う。

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [
 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 宛名システム等 [ ○

[ ○ ] その他 （ 地方税ポータルセンタ（eLTAX） ）

] 税務システム
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 システム20

 ①システムの名称 地方税共通納税システム・共通納税インターフェースシステム・納付ポータルシステム

 ②システムの機能

１　電子納税
　納税者が自宅や職場のパソコンから、複数の納付先へ一括して電子納付が可能となるシステムであ
る。
　納付情報を作成し、納税者が納付情報に基づき支払操作を行い納税することを可能にするeLTAX
ポータルと納付書に記載されたキー情報やQRコードを活用して納税することを可能とする共通納税イン
ターフェースシステム及び納付ポータルシステムがある。
　地方税共通納税システムで受付された納付情報は、総合行政ネットワーク（LGWAN）を通じ、審査シス
テム（eLTAX）で受領し、納税された資金は機構の幹事⾦融機関⼝座を介して市の口座に入金される。

] 庁内連携システム

 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 宛名システム等 [ ○

[ ○ ] その他 （ 地方税ポータルセンタ（eLTAX） ）

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [

] 税務システム

] 既存住民基本台帳システム

 ３．特定個人情報ファイル名

（１）個人市民税ファイル
（２）固定資産税及び都市計画税ファイル
（３）軽自動車税ファイル
（４）事業所税ファイル
（５）国民健康保険税ファイル
（６）収納・滞納管理ファイル
（７）電子申告ファイル
（８）国税連携ファイル
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 ５．個人番号の利用　※

 法令上の根拠

１．番号法
　第９条第１項（利用範囲）及び別表第一　１６の項
２．行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律別表第一の主務省令
で定める事務を定める命令（平成26年内閣府・総務省令第5号）　第１６条

 ６．情報提供ネットワークシステムによる情報連携 ※

①実施の有無 [ 実施する

 ４．特定個人情報ファイルを取り扱う理由

①事務実施上の必要性

（１）個人市民税ファイル
公平公正な賦課決定を行うにあたって、個人市民税課税対象者等の所得情報、各種控除に係る情報

を正確に把握する必要がある。
（２）固定資産税及び都市計画税ファイル

公平公正な賦課決定を行うにあたって、固定資産所有者の登録情報を正確に把握する必要がある。
（３）軽自動車税ファイル

公平公正な賦課決定を行うにあたって、軽自動車税課税対象者の課税情報を正確に把握する必要が
ある。
（４）事業所税ファイル

公平公正な課税を行うにあたって、事業所税課税対象者の課税情報を正確に把握する必要がある。
（５）国民健康保険税ファイル

公平公正な賦課決定を行うにあたって、国民健康保険税課税対象者の資格情報及び所得情報を正確
に把握する必要がある。
（６）収納・滞納管理ファイル

収納情報の管理及び滞納情報の管理を行うにあたって、各個人の収納状況、滞納状況及び各種調査
結果等の情報を正確に把握する必要がある。
（７）電子申告ファイル

電子申告ファイルの情報連携を行うことにより、申請の手間や行政の手続を省略化し、納税義務者等
の利便性の向上を図る必要がある。
（８）国税連携ファイル

国税連携ファイルの情報連携を行うことにより、申請の手間や行政の手続を省略化し、納税義務者等
の利便性の向上を図る必要がある。

②実現が期待されるメリット

個人番号をキーにして課税資料を名寄せすることにより的確かつ効率的に把握することが可能となり、
適正かつ公平な課税が行える。各種税証明に代えて情報提供ネットワークシステムによる情報連携を
利用することにより、これまでに窓口で提出が求められていた行政機関が発行する添付書類（各種税証
明）の省略が図られ、もって住民の負担軽減（各機関を訪問し、証明書等を入手する金銭的、時間的コ
ストの節約）につながることが見込まれる。

]

＜選択肢＞
1) 実施する
2) 実施しない
3) 未定

 ８．他の評価実施機関

－

②法令上の根拠

（情報提供の根拠）
　番号法第１９条第８号、第１９条第９号、第１９条第１０号（（特定個人情報の提供の制限）及び別表第
二第三欄（情報提供者）が「市町村長」の項のうち、第四欄（特定個人情報）に「地方税関係情報」が含ま
れる項（１、２、３、４、６、８、９、１１、１６、１８、２０、２３、２６、２７、２８、２９、３０、３１、３４、３５、３７、３８、
３９、４０、４２、４８、５３、５４、５７、５８、５９、６１、６２、６３、６４、６５、６６、６７、７０、７１、７４、８０、８４、８
５の２、８７、９１、９２、９４、９７、１０１、１０２、１０３、１０６、１０７、１０８、１１３、１１４、１１５、１１６、１１７、
１２０、１２１の項）
　行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律別表第二の主務省令で
定める事務及び情報を定める命令（平成26年内閣府・総務省令第7号）　第１条、第２条、第３条、第４
条、第６条、第７条、第８条、第１０条、第１２条、第１３条、第１４条、第１６条、第１９条、第２０条、第２１
条、第２２条、第２２条の３、第２２条の４、第２３条、第２４条、第２４条の２、第２４条の３、第２５条、第２６
条の３、第２７条、第２８条、第３１条、第３１条の２の２、第３１条の３、第３２条、第３３条、第３４条、第３５
条、第３６条、第３７条、第３８条、第３９条、第３９条の２、第４０条、第４３条、第４３条の３、第４３条の４、
第４４条、第４４条の５、第４５条、第４７条、第４９条、第４９条の２、第５１条、第５３条、第５４条、第５５
条、第５８条、第５９条、第５９条の２の２、第５９条の２の３、第５９条の３、第５９条の４

（情報照会の根拠）
　番号法第１９条第８号（特定個人情報の提供の制限）及び別表第二　２７の項
　行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律別表第二の主務省令で
定める事務及び情報を定める命令（平成26年内閣府・総務省令第7号）　第２０条

 ７．評価実施機関における担当部署

①部署 収納課、市民税課、資産税課、国民健康保険課

②所属長 収納課長、市民税課長、資産税課長、国民健康保険課長
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] 既存住民基本台帳システム

[ ]その他（　 　）

[ ] その他（地方税ポータルセンタ（eLTAX）　 　）

システム22

 ①システムの名称 マイナポータル申請管理

 ②システムの機能
【住民向け機能】自らが受けることができるサービスをオンラインで検索及び申請ができる機能

【地方公共団体向け機能】住民が電子申請を行った際の申請データ取得画面又は機能を地方公共団体に公開する機能

[

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [

[ ] 宛名システム等 [ 　　　   ○   　　] 税務システム

] 情報提供ネットワークシステム [

システム21

 ①システムの名称 pufure

 ②システムの機能

マルチペイメントネットワーク（MPN)収納機関共同利用センターを利用した電子納付を可能にするためのMPNに接続する通信サーバー
１オンライン電文等の中継
MPNセンタと市との間の市税等の収納等に係るオンライン電文等の中継（オンライン方式、一括伝送方式）を行う。
２コンビニ収納連携
コンビニエンスストア収納業務で作成された収納情報を受信し、内容に応じて通信サーバのデータベースに登録を行うとともに、ＭＰＮ収納と同
一フォーマットに変換する。
３モバイルレジ収納連携
モバイルレジ収納業務で作成された収納情報を受信し、内容に応じて通信サーバのデータベースに登録を行うとともに、ＭＰＮ収納と同一フォー
マットに変換する。
４電子マネー収納連携
電子マネー収納業務で作成された収納情報を受信し、内容に応じて通信サーバのデータベースに登録を行うとともに、ＭＰＮ収納と同一フォー
マットに変換する。
５クレジット収納連携
クレジット収納代行事業者からの照会依頼に対して、納付情報の返却を行う。また、クレジット収納代行事業者にて作成された収納情報を受信
し、内容に応じて通信サーバのデータベースに登録を行うとともに、ＭＰＮ収納と同一フォーマットに変換し、コンビニ収納データと取り纏める。

] 庁内連携システム

２．特定個人情報ファイルを取り扱う事務において使用するシステム(システム　21以降)

 ○ 　] 税務システム

] 庁内連携システム

] 既存住民基本台帳システム

 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 宛名システム等

 ③他のシステムとの接続

[
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 （別添1） 事務の内容

市民がコンビニ

で請求した時は

コンビニ交付シ

ステムを経由

⑬
住
民
登
録
外
課
税
通
知

※
⑭
寄
附
金
申
告
特
例
通
知

※
⑭

⑭

課税資料イメー

ジ管理システム

⑮

地方税共通

納税システム

⑮納税情報

※１

※１ 地方税共通納税システム及びeLTAX個人住民税電子申告システム

を含む。

⑮

pufure

⑯
収
納
情

マイナポータル

申請管理
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（備考）

①納税義務者等、国税庁、年金保険者、他自治体から申告書等を受け付け、確認を行う。
②必要に応じて納税義務者等や申告書等の内容について、調査を行う。
③上記により決定した賦課内容等を納税義務者等、年金保険者へ納税通知書又は税額通知書等で通知する。
④納税義務者の納付状況の確認を金融機関等からの領収済通知書で行う。
⑤過誤納付があった場合は、納税義務者へ還付、充当通知を行う。
⑥納期限までに納付されない納税義務者へ督促状を発送する。
⑦督促後、法定期間を過ぎても納付のない納税義務者に対し、滞納処分を行う。
⑧納税義務者等からの申告等により、標識交付証明書等を交付する。
⑨税に関する各種証明書の申請があった場合は、申請に応じた証明書を交付する。
⑩扶養是正情報等を国税庁へ通知する。
⑪必要に応じて番号法等に基づき特定個人情報の情報連携を行う。
⑫必要に応じて法令等に基づき個人情報の情報連携を行う。
⑬住民登録外課税通知を他市区町村へ通知、又は他市区町村から受付ける。
⑭寄附金申告特例通知データを寄附先各市区町村へ通知、又は各市区町村から受付ける
⑮共通納税システムでの納税を受け付ける。
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Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
 １．特定個人情報ファイル名

（１）個人市民税ファイル

 ２．基本情報

 ①ファイルの種類　※

＜選択肢＞

[ システム用ファイル ]

2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ③対象となる本人の範囲　※ 個人市民税課税対象者等

1） システム用ファイル
2） その他の電子ファイル（表計算ファイル等）

 ②対象となる本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ]

[ ] 個人番号対応符号 [ ○ ] その他識別情報（内部番号）

2） 10項目以上50項目未満
3） 50項目以上100項目未満 4） 100項目以上

 主な記録項目　※

・識別情報

[ ○ ] 個人番号

 その必要性 公平・公正な賦課決定を目的とし、必要な範囲の特定個人情報を保有する必要があるため。

 ④記録される項目

＜選択肢＞

[ 100項目以上 ] 1） 10項目未満

[ ○ ] その他住民票関係情報

・業務関係情報

[ ○ ] 国税関係情報 [ ○ ] 地方税関係情報

・連絡先等情報

[ ○ ] 4情報（氏名、性別、生年月日、住所） [ ○ ] 連絡先（電話番号等）

○ ] 障害者福祉関係情報

[ ○ ] 生活保護・社会福祉関係情報 [ ○ ] 介護・高齢者福祉関係情報

[ ] 健康・医療関係情報

[ ○ ] 医療保険関係情報 [ ] 児童福祉・子育て関係情報 [

 その妥当性

個人番号、その他識別情報、４情報、国税関係情報、地方税関係情報
　正確な賦課決定のために記録する必要があるため。
連絡先
　本人への連絡等のため。
その他住民票関係情報
　家族関係、扶養関係の確認のため。
医療保険関係情報、障害者福祉関係情報、介護関係情報
　適正な社会保険料控除及び障害者控除を算定するため。
生活保護関係情報
　非課税の判定及び減免の決定を正確に行うため。
雇用・労働関係情報
　特別徴収税額の通知を行うため。
年金関係情報
　適正な年金収入及び社会保険料控除を算定するため。

 全ての記録項目 別添２を参照。

 ⑤保有開始日 平成27年10月5日

[ ] その他 （ ）

[ ] 学校・教育関係情報

[ ] 災害関係情報

[ ○ ] 雇用・労働関係情報 [ ○ ] 年金関係情報

 ⑥事務担当部署 市民税課
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（
市民課、社会福祉課、介護高齢課、障害福祉課、国民
健康保険課

）

[ ○ ] 行政機関・独立行政法人等 （ 国税庁、年金支払者（日本年金機構） ）

 ３．特定個人情報の入手・使用

 ①入手元　※

[ ○ ] 本人又は本人の代理人

[ ○ ] 評価実施機関内の他部署

[ ○ ] その他 （ 給与支払者、年金支払者（日本年金機構を除く） ）

[ ] 民間事業者 （ ）

[ ○ ] 地方公共団体・地方独立行政法人 （ 他自治体 ）

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。） [ ] フラッシュメモリ

[ ] 電子メール [ ] 専用線
 ②入手方法

[ ○ ] 紙 [ ○

[ ] その他 （

 ⑤本人への明示
個人市民税の賦課に必要な情報については、地方税法第２０条の１１、第３１７条の２及び第３１７条の６
の条文、番号法の別表第二の第２７号に規定されている。

 ⑥使用目的　※ 正確な課税情報を管理し、個人市民税の賦課決定を行うため。

 変更の妥当性 －

）

 ③入手の時期・頻度

・個人市民税課税対象者等４情報　　　随時
・給与支払報告書、確定申告書、公的年金支払報告書、寄付金税額控除に係る申告特例通知書、住民
税申告書の受付けごと（毎年１月～４月頃にかけて複数回入手、その後は随時）
・特別徴収税額通知の処理結果通知　 ９月
・年金特別徴収対象者情報　　　　　　　 ５月
・住民登録外課税情報　　　　　　　　　　５月
・特別徴収停止通知の処理結果通知　年１２回
・特別徴収税額等変更通知の処理結果通知　年１２回
・特別徴収結果通知　　　　　　　　　　　　　　　　年６回
・調査事務が必要になった都度情報提供ネットワークシステムから入手

 ④入手に係る妥当性
個人市民税の賦課決定・賦課更正のため、法令等の範囲内で適宜、申告等情報及び税務調査による
情報の収集を行う必要がある。

[ ○ ] 庁内連携システム

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム

 ⑧使用方法　※

１．賦課決定に関する業務
　・申告等により収集された課税資料と個人を紐付けし、個人毎に資料を集約する。
　　・住登外課税対象者に個人市民税を課税する場合に、住所地市町村に送付する住登外課税通知書
　に個人番号を記載する。
　・普通徴収納税通知書及び特別徴収税額通知書に個人番号を記載する。
　・生活保護対象者や障害者である場合は、非課税の判定や控除額の変更を行う。
２．調査に関する業務
　・未申告調査：課税資料がなく税額決定されていない個人（扶養されている者、高齢者、未成年を除く）
　を未申告者として取扱い、申告の催告や実態調査等を行う。
　・扶養親族調査：課税資料に記載されている扶養親族が、二重に扶養を受けていないか、扶養親族に
　できる範囲外の所得（３８万円を超える所得）となっていないかの調査・照会を行う。
　・情報提供ネットワークシステムを通じた扶養関係情報、所得情報の提供が行えるよう、照会用データ
　を中間サーバに記録する。
３．徴収方法の判断に関する事務
　給与支払報告書の提出有無や確定申告書の記載内容をもとに、賦課決定した個人市民税の徴収方
　法（特別徴収か普通徴収か）を判断する。（前年の賦課状況を参照し、必要に応じて当年度の徴収方
　法の変更を行う。）

 情報の突合　※ 宛名番号と個人番号を紐付て使用する。また、個人番号を利用して課税資料の突合を行う。

 情報の統計分析
※

個人番号を用いた統計分析をすることはない。

2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満
5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 ⑦使用の主体

 使用部署
※

市民税課

 使用者数

＜選択肢＞

[ 50人以上100人未満 ]
1） 10人未満
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 権利利益に影響を
与え得る決定　※

 ①委託内容 個人市民税システムの保守

 ②取扱いを委託する特定個
人情報ファイルの範囲

＜選択肢＞

[ 特定個人情報ファイルの全体 ] 1） 特定個人情報ファイルの全体
2） 特定個人情報ファイルの一部

2） 委託しない

（ 3 ）　件

 委託事項1 システム保守業務

課税資料に基づく賦課決定、更正決定、減免決定

 ⑨使用開始日 平成28年1月1日

 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託

 委託の有無　※
[ 委託する ] ＜選択肢＞

1） 委託する

 その妥当性
保守業務の範囲は、システムのソフトウェア及びハードウェアにわたり、システム上保有する全てのファ
イルを取扱うため。

 ③委託先における取扱者数

＜選択肢＞

[ 10人未満 ] 1） 10人未満 2） 10人以上50人未満

3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 対象となる本人の
範囲　※

個人市民税課税対象者等

 対象となる本人の
数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[
] フラッシュメモ
リ

[

3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満
5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 ④委託先への特定個人情報
ファイルの提供方法

[ ] 専用線 [

 ⑤委託先名の確認方法 前橋市情報公開条例第８条に基づく公開請求により委託契約書を確認することができる。

 ⑥委託先名 株式会社ジーシーシー

再
委
託

 ⑦再委託の有無　※

＜選択肢＞

[ 再委託する

] 紙

[ ○ ] その他 （ 個人市民税システム ）

 ②取扱いを委託する特定個
人情報ファイルの範囲

＜選択肢＞

[ 特定個人情報ファイルの一部 ] 1） 特定個人情報ファイルの全体
2） 特定個人情報ファイルの一部

 ⑨再委託事項 業務パッケージソフトウェア保守業務

 委託事項2 課税資料データ入力業務

 ①委託内容 紙で提出された課税資料のデータ入力

] 1） 再委託する 2） 再委託しない

 ⑧再委託の許諾方法 前橋市の規程を満たしていることを確認し、再委託を認める。

4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 対象となる本人の
範囲　※

個人市民税課税対象者等の一部

 その妥当性 短期間で大量の課税資料をデータ入力する必要があるため。

 対象となる本人の
数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満

5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 ③委託先における取扱者数

＜選択肢＞

[ 10人以上50人未満 ] 1） 10人未満 2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満
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 ④委託先への特定個人情報
ファイルの提供方法

[ ] 専用線 [ ] 電子メール

 ⑤委託先名の確認方法 前橋市情報公開条例第８条に基づく公開請求により委託契約書を確認することができる。

 ⑥委託先名 入札による業者選定

再
委
託

 ⑦再委託の有無　※

＜選択肢＞

[ 再委託しない

[ ] その他 （ ）

[ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[
] フラッシュメモ
リ

[ ○ ] 紙

 ②取扱いを委託する特定個
人情報ファイルの範囲

＜選択肢＞

[ 特定個人情報ファイルの一部 ] 1） 特定個人情報ファイルの全体
2） 特定個人情報ファイルの一部

 ⑨再委託事項

 委託事項3 通知書等大量プリント業務

 ①委託内容 納税通知書等のプリント及び製本等業務

] 1） 再委託する 2） 再委託しない

 ⑧再委託の許諾方法

4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 対象となる本人の
範囲　※

個人市民税課税対象者等の一部

 その妥当性 短期間で大量の納税通知書等をプリント及び製本等を行う必要があるため。

 対象となる本人の
数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満

5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 ④委託先への特定個人情報
ファイルの提供方法

[ ] 専用線 [ ] 電子メール

 ③委託先における取扱者数

＜選択肢＞

[ 10人以上50人未満 ] 1） 10人未満 2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満

 ⑤委託先名の確認方法 前橋市情報公開条例第８条に基づく公開請求により委託契約書を確認することができる。

 ⑥委託先名 福島印刷株式会社

再
委
託

 ⑦再委託の有無　※

＜選択肢＞

[ 再委託しない

[ ○ ] その他 （ zichinowa（LGWAN回線） ）

[ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[
] フラッシュメモ
リ

[ ] 紙

 ⑨再委託事項

] 1） 再委託する 2） 再委託しない

 ⑧再委託の許諾方法

[ ] 行っていない

 提供先1
番号法第１９条第８号別表第二に定める情報照会者（別紙Ⅱ-５-１参照）、番号法第１９条第９号に定め
る条例事務関係情報照会者

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号別表第二（別紙Ⅱ-５-１参照）、番号法第１９条第９号

[ ○ ] 移転を行っている （ 29 ） 件

 ５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）

 提供・移転の有無
[ ○ ] 提供を行っている （ 64 ） 件

 ②提供先における用途
番号法第１９条第８号別表第二の第２欄に掲げる事務（別紙Ⅱ-５-１参照）、別表第二の第２欄に掲げる
事務に準ずる個人情報保護委員会規則で定める事務

 ③提供する情報 地方税関係情報
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 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人市民税課税対象者等

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 情報提供ネットワークシステムを通じて特定個人情報の提供依頼があるとき

 提供先2 給与支払者（行政機関・独立行政法人等、地方公共団体・地方独立行政法人、民間事業者）

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第１号、地方税法第３２１条の４

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

給与の支払を受けている納税義務者のうち特別徴収の方法によって徴収する者

 ⑥提供方法

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途 給与所得に係る個人住民税について、給与から特別徴収する税額を給与支払者が把握する。

 ③提供する情報 地方税法第３２１条の４第１項に基づき、給与所得に係る特別徴収税額、住所、氏名等

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 1万人以上10万人未満

 ⑦時期・頻度 特別徴収税額通知　５月ほか随時

 提供先3 国税庁長官

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第１０号、地方税法第３１７条

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ○ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ○

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

地方税法第３１５条第１号ただし書又は同法第３１６条の規定によって、前橋市が所得を計算して個人市
民税を課した所得税申告者

 ⑥提供方法

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途 所得税の更正決定、修正申告の勧奨等

 ③提供する情報
地方税法第３１５条第１号ただし書又は同法第３１６条の規定によって、前橋市が所得を計算して個人市
民税を課した場合において、該当者の総所得金額、退職所得金額又は山林所得金額等

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 1万人未満

 ⑦時期・頻度 該当者が判明した場合に送付する。１年間に約６回

 提供先4 番号法第９条第１項別表第一の事務担当部署（別紙Ⅱ-５-２参照）

 ①法令上の根拠 番号法第９条第１項別表第一（別紙Ⅱ-５-２参照）

] 紙

[ ○ ] その他 （ 地方ポータルセンタ(eLTAX) ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ○

 ②提供先における用途 番号法第９条第１項別表第一の下欄に掲げる事務（別紙Ⅱ-５-２参照）
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 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人市民税課税対象者等

 ⑥提供方法

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ③提供する情報 地方税関係情報

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 異動更新の都度

 提供先5 市区町村

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第９号、地方税法第２９４条第３項

] 紙

[ ○ ] その他 （ 庁内連携システム ）

] 電子メール [ ○ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ○

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

地方税法第２９４条第３項の規定によって、前橋市が所得を計算して個人市民税を課した住民登録外課
税者

 ⑥提供方法

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途 住民登録外課税を把握する。

 ③提供する情報
地方税法第２９４条第３項の規定によって、前橋市が住民登録外課税をした場合において、該当者の課
税住所、氏名等

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 1万人未満

 ⑦時期・頻度 ５月ほか随時

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ○

 移転先1 番号法第９条第１項別表第一の事務担当部署（別紙Ⅱ-５-３参照）

 ①法令上の根拠 番号法第９条第１項別表第一（別紙Ⅱ-５-３参照）

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人市民税課税対象者等

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[

] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②移転先における用途 番号法第９条第１項別表第一の下欄に掲げる事務（別紙Ⅱ-５-３参照）

 ③移転する情報 地方税関係情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 異動更新の都度

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ○
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 ６．特定個人情報の保管・消去

 ①保管場所　※

＜前橋市における措置＞
・サーバと、データ、プログラム等を含んだ記録媒体及び帳票等の可搬媒体を保管する電算機室は、他
の部屋とは区別して専用の部屋とする。
・電算機室の出入口には生体認証による入退室管理をする。
・電算機室には監視設備として監視カメラを設置する。
・申告書等の紙媒体については、鍵付保管庫に保管する。
＜中間サーバ・プラットフォームにおける措置＞
中間サーバ･プラットフォームはデータセンターに設置しており、データセンターへの入館及びサーバ室
への入室を厳重に管理する。
・特定個人情報は、サーバ室に設置された中間サーバのデータベース内に保存され、バックアップも
データベース上に保存される。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①サーバ等はクラウド事業者が保有・管理する環境に設置し、設置場所のセキュリティ対策はクラウド事
業者が実施する。なお、クラウド事業者はISMAPのリストに登録されたクラウドサービス事業者であり、セ
キュリティ管理策が適切に実施されているほか、次を満たすものとする。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受けていること。
・日本国内でのデータ保管を条件としていること。
②特定個人情報は、クラウド事業者が管理するデータセンター内のデータベースに保存され、バックアッ
プも日本国内に設置された複数のデータセンターのうち本番環境とは別のデータセンター内に保存され
る。

 ②保管期間

 期間

＜選択肢＞
1） 1年未満

 ③消去方法

＜前橋市における措置＞
・収納情報において、完納後１０年間保管する必要があるため、システム上の特定個人情報について
は、賦課及び収納情報の保管期間経過後、消去する。
・申告書等の紙媒体については保管期間を定め、期間を過ぎたものはシュレッダー処分を行う。
＜中間サーバ・プラットフォームにおける措置＞
・特定個人情報の消去は地方公共団体からの操作によって実施されるため、通常、中間サーバ・プラット
フォームの保守・運用を行う事業者が特定個人情報を消去することはない。
・ディスク交換やハード更改等の際は、中間サーバ・プラットフォームの保守・運用を行う事業者におい
て、保存された情報が読み出しできないよう、物理的破壊又は専用ソフト等を利用して完全に消去する。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①特定個人情報の消去は前橋市からの操作によって実施される。前橋市の業務データは国及びガバメ
ントクラウドのクラウド事業者にはアクセスが制御されているため特定個人情報を消去することはない。
②クラウド事業者がHDDやSSDなどの記録装置等を障害やメンテナンス等により交換する際にデータの
復元がなされないよう、クラウド事業者において、NIST 800-88、ISO/IEC27001等にしたがって確実に
データを消去する。
③既存システムについては、前橋市が委託した開発事業者が既存の環境からガバメントクラウドへ移行
することになるが、移行に際しては、データ抽出及びクラウド環境へのデータ投入、並びに利用しなくなっ
た環境の破棄等を実施する。

 ７．備考

－

9） 20年以上
10） 定められていない

 その妥当性 地方税法で、賦課更正・決定期間は７年と定められている。

2） 1年 3） 2年

[ 6年以上10年未満 ] 4） 3年 5） 4年 6） 5年
7） 6年以上10年未満 8） 10年以上20年未満
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Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
 １．特定個人情報ファイル名

（２）固定資産税及び都市計画税ファイル

 ２．基本情報

 ①ファイルの種類　※

＜選択肢＞

[ システム用ファイル ]

2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ③対象となる本人の範囲　※ 固定資産所有者

1） システム用ファイル
2） その他の電子ファイル（表計算ファイル等）

 ②対象となる本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ]

[ ] 個人番号対応符号 [ ○ ] その他識別情報（内部番号）

2） 10項目以上50項目未満
3） 50項目以上100項目未満 4） 100項目以上

 主な記録項目　※

・識別情報

[ ○ ] 個人番号

 その必要性 公平・公正な賦課決定を目的とし、必要な範囲の特定個人情報を保有する必要があるため。

 ④記録される項目

＜選択肢＞

[ 100項目以上 ] 1） 10項目未満

[ ] その他住民票関係情報

・業務関係情報

[ ] 国税関係情報 [ ○ ] 地方税関係情報

・連絡先等情報

[ ○ ] 4情報（氏名、性別、生年月日、住所） [ ○ ] 連絡先（電話番号等）

] 障害者福祉関係情報

[ ] 生活保護・社会福祉関係情報 [ ] 介護・高齢者福祉関係情報

[ ] 健康・医療関係情報

[ ] 医療保険関係情報 [ ] 児童福祉・子育て関係情報 [

 その妥当性

個人番号、その他識別情報、４情報、地方税関係情報
　正確な賦課決定のために記録する必要があるため。
連絡先
　納税義務者への問合せに必要なため。

 全ての記録項目 別添２を参照。

 ⑤保有開始日 平成27年10月5日

[ ] その他 （ ）

[ ] 学校・教育関係情報

[ ] 災害関係情報

[ ] 雇用・労働関係情報 [ ] 年金関係情報

（
市民課、社会福祉課、保健総務課、衛生検査課、建築
指導課

）

[ ○ ] 行政機関・独立行政法人等 （ 地方法務局 ）

 ⑥事務担当部署 資産税課

 ３．特定個人情報の入手・使用

 ①入手元　※

[ ○ ] 本人又は本人の代理人

[ ○ ] 評価実施機関内の他部署

[ ] その他 （ ）

[ ○ ] 民間事業者 （ 電気・ガス・電気通信供給会社、不動産会社 ）

[ ○ ] 地方公共団体・地方独立行政法人 （ 本市農業委員会、本市水道局、他自治体 ）
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] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。） [ ] フラッシュメモリ

[ ] 電子メール [ ] 専用線
 ②入手方法

[ ○ ] 紙 [ ○

[ ] その他 （

 ⑤本人への明示

・固定資産税の賦課に必要な情報については、地方税法第３８１条、第３８２条、第３８３条、第３８４条、
第３８４条の２及び第３８４条の３の条文、番号法の別表第二の第２７号に規定されている。
・都市計画税の賦課に必要な情報については、地方税法第７０２条の条文、番号法の別表第二の第２７
号に規定されている。

 ⑥使用目的　※ 正確な課税情報を管理し、固定資産税及び都市計画税の賦課決定を行うため。

 変更の妥当性 －

）

 ③入手の時期・頻度

・資産税課税対象者４情報　　随時　　　・生活保護情報　　随時
・登記情報通知　　随時　　　・医療機関開業情報　　随時
・建築確認情報　　随時
・農地の転用・所有権移転情報　　随時
・償却資産情報　　　　　申告により1月末までに入手（1月1日時点の状況）
・償却資産申告情報　　随時
・水道・電気・ガス・電気通信・固定資産に関する契約者情報　　随時

 ④入手に係る妥当性
固定資産税及び都市計画税の賦課決定・賦課更正のため、法令等の範囲内で適宜、申告等情報及び
税務調査による情報の収集を行う必要がある。

[ ○ ] 庁内連携システム

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム

 ⑧使用方法　※
賦課決定に関する業務
　・申告等により収集された課税資料と個人を紐付けする。

 情報の突合　※ 宛名番号と個人番号を紐付て使用する。また、個人番号を利用して課税資料の突合を行う。

 情報の統計分析
※

個人番号を用いた統計分析をすることはない。

 権利利益に影響を
与え得る決定　※

2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満
5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 ⑦使用の主体

 使用部署
※

資産税課

 使用者数

＜選択肢＞

[ 10人以上50人未満 ]
1） 10人未満

 ①委託内容 固定資産税システムの保守

 ②取扱いを委託する特定個
人情報ファイルの範囲

＜選択肢＞

[ 特定個人情報ファイルの全体 ] 1） 特定個人情報ファイルの全体
2） 特定個人情報ファイルの一部

2） 委託しない

（ 3 ）　件

 委託事項1 システム保守業務

課税資料に基づく賦課決定及び更正決定、減免決定

 ⑨使用開始日 平成28年1月1日

 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託

 委託の有無　※
[ 委託する ] ＜選択肢＞

1） 委託する

 その妥当性
保守業務の範囲は、システムのソフトウェア及びハードウェアにわたり、システム上保有する全てのファ
イルを取扱うため。

3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 対象となる本人の
範囲　※

固定資産所有者

 対象となる本人の
数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
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 ③委託先における取扱者数

＜選択肢＞

[ 10人未満 ] 1） 10人未満 2） 10人以上50人未満

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[
] フラッシュメモ
リ

[

3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満
5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 ④委託先への特定個人情報
ファイルの提供方法

[ ] 専用線 [

 ⑤委託先名の確認方法 前橋市情報公開条例第８条に基づく公開請求により委託契約書を確認することができる。

 ⑥委託先名 株式会社ジーシーシー

再
委
託

 ⑦再委託の有無　※

＜選択肢＞

[ 再委託しない

] 紙

[ ○ ] その他 （ 固定資産税システム ）

 ②取扱いを委託する特定個
人情報ファイルの範囲

＜選択肢＞

[ 特定個人情報ファイルの一部 ] 1） 特定個人情報ファイルの全体
2） 特定個人情報ファイルの一部

 ⑨再委託事項

 委託事項2 課税資料データ入力業務

 ①委託内容 紙で提出された課税資料のデータ入力

] 1） 再委託する 2） 再委託しない

 ⑧再委託の許諾方法

4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 対象となる本人の
範囲　※

固定資産所有者の一部

 その妥当性 短期間で大量の課税資料をデータ入力する必要があるため。

 対象となる本人の
数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 1万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満

5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 ④委託先への特定個人情報
ファイルの提供方法

[ ] 専用線 [ ] 電子メール

 ③委託先における取扱者数

＜選択肢＞

[ 10人以上50人未満 ] 1） 10人未満 2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満

 ⑤委託先名の確認方法 前橋市情報公開条例第８条に基づく公開請求により委託契約書を確認することができる。

 ⑥委託先名 入札による業者選定

再
委
託

 ⑦再委託の有無　※

＜選択肢＞

[ 再委託しない

[ ] その他 （ ）

[ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[
] フラッシュメモ
リ

[ ○ ] 紙

 ⑨再委託事項

] 1） 再委託する 2） 再委託しない

 ⑧再委託の許諾方法
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 ②取扱いを委託する特定個
人情報ファイルの範囲

＜選択肢＞

[ 特定個人情報ファイルの一部 ] 1） 特定個人情報ファイルの全体
2） 特定個人情報ファイルの一部

 委託事項3 通知書等大量プリント業務

 ①委託内容 納税通知書等のプリント及び製本等業務

4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 対象となる本人の
範囲　※

固定資産所有者の一部

 その妥当性 短期間で大量の納税通知書等をプリント及び製本等を行う必要があるため。

 対象となる本人の
数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満

5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 ④委託先への特定個人情報
ファイルの提供方法

[ ] 専用線 [ ] 電子メール

 ③委託先における取扱者数

＜選択肢＞

[ 10人以上50人未満 ] 1） 10人未満 2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満

 ⑤委託先名の確認方法 前橋市情報公開条例第８条に基づく公開請求により委託契約書を確認することができる。

 ⑥委託先名 福島印刷株式会社

再
委
託

 ⑦再委託の有無　※

＜選択肢＞

[ 再委託しない

[ ○ ] その他 （ zichinowa（LGWAN回線） ）

[ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[
] フラッシュメモ
リ

[ ] 紙

 ⑨再委託事項

] 1） 再委託する 2） 再委託しない

 ⑧再委託の許諾方法

[ ○ ] 行っていない

[ ] 移転を行っている （ ） 件

 ５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）

 提供・移転の有無
[ ] 提供を行っている （ ） 件

25 / 217 ページ



 ６．特定個人情報の保管・消去

 ①保管場所　※

＜前橋市における措置＞
・サーバと、データ、プログラム等を含んだ記録媒体及び帳票等の可搬媒体を保管する電算機室は、他
の部屋とは区別して専用の部屋とする。
・電算機室の出入口には生体認証による入退室管理をする。
・電算機室には監視設備として監視カメラを設置する。
・申告書等の紙媒体については、鍵付保管庫に保管する。
＜中間サーバ・プラットフォームにおける措置＞
中間サーバ･プラットフォームはデータセンターに設置しており、データセンターへの入館及びサーバ室
への入室を厳重に管理する。
・特定個人情報は、サーバ室に設置された中間サーバのデータベース内に保存され、バックアップも
データベース上に保存される。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①サーバ等はクラウド事業者が保有・管理する環境に設置し、設置場所のセキュリティ対策はクラウド事
業者が実施する。なお、クラウド事業者はISMAPのリストに登録されたクラウドサービス事業者であり、セ
キュリティ管理策が適切に実施されているほか、次を満たすものとする。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受けていること。
・日本国内でのデータ保管を条件としていること。
②特定個人情報は、クラウド事業者が管理するデータセンター内のデータベースに保存され、バックアッ
プも日本国内に設置された複数のデータセンターのうち本番環境とは別のデータセンター内に保存され
る。

 ②保管期間

 期間

＜選択肢＞
1） 1年未満

 ③消去方法

＜前橋市における措置＞
・システム上の特定個人情報については、課税台帳の保存期間である２０年経過後、消去する。
・申告書等の紙媒体については保管期間を定め、期間を過ぎたものはシュレッダー処分を行う。
＜中間サーバ・プラットフォームにおける措置＞
・特定個人情報の消去は地方公共団体からの操作によって実施されるため、通常、中間サーバ・プラット
フォームの保守・運用を行う事業者が特定個人情報を消去することはない。
・ディスク交換やハード更改等の際は、中間サーバ・プラットフォームの保守・運用を行う事業者におい
て、保存された情報が読み出しできないよう、物理的破壊又は専用ソフト等を利用して完全に消去する。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①特定個人情報の消去は前橋市からの操作によって実施される。前橋市の業務データは国及びガバメ
ントクラウドのクラウド事業者にはアクセスが制御されているため特定個人情報を消去することはない。
②クラウド事業者がHDDやSSDなどの記録装置等を障害やメンテナンス等により交換する際にデータの
復元がなされないよう、クラウド事業者において、NIST 800-88、ISO/IEC27001等にしたがって確実に
データを消去する。
③既存システムについては、前橋市が委託した開発事業者が既存の環境からガバメントクラウドへ移行
することになるが、移行に際しては、データ抽出及びクラウド環境へのデータ投入、並びに利用しなくなっ
た環境の破棄等を実施する。

 ７．備考

－

9） 20年以上
10） 定められていない

 その妥当性 課税台帳の保存期間は２０年と定められているため。

2） 1年 3） 2年

[ 20年以上 ] 4） 3年 5） 4年 6） 5年
7） 6年以上10年未満 8） 10年以上20年未満
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] 地方公共団体・地方独立行政法人 （ ）

[ ] 民間事業者 （ ）

[ ] その他 （ ）

 ⑥事務担当部署 市民税課

 ３．特定個人情報の入手・使用

 ①入手元　※

[ ○ ] 本人又は本人の代理人

[ ○ ] 評価実施機関内の他部署 （ 市民課 ）

[ ○ ] 行政機関・独立行政法人等 （ 一般社団法人全国軽自動車協会連合会 ）

[ ] 災害関係情報

[ ] 雇用・労働関係情報 [

[ ] その他 （ ）

[

 その妥当性
個人番号、その他識別情報、４情報、地方税関係情報
　正確な賦課決定のために記録する必要があるため。

 全ての記録項目 別添２を参照。

 ⑤保有開始日 平成27年10月5日

[ ] 生活保護・社会福祉関係情報 [ ] 介護・高齢者福祉関係情報

・連絡先等情報

[ ○ ] 4情報（氏名、性別、生年月日、住所） [ ] 連絡先（電話番号等）

] 年金関係情報

] 国税関係情報 [ ○ ] 地方税関係情報

[ ] 学校・教育関係情報

・識別情報

[ ○ ] 個人番号 [ ] 個人番号対応符号 [ ○ ] その他識別情報（内部番号）

[ ] 健康・医療関係情報

[ ] 医療保険関係情報 [ ] 児童福祉・子育て関係情報 [ ] 障害者福祉関係情報

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
 １．特定個人情報ファイル名

（３）軽自動車税ファイル

 ２．基本情報

 ①ファイルの種類　※

＜選択肢＞

[ システム用ファイル ]

[ ] その他住民票関係情報

・業務関係情報

[

 その必要性 公平・公正な賦課決定を目的とし、必要な範囲の特定個人情報を保有する必要があるため。

 ④記録される項目

＜選択肢＞

[ 10項目以上50項目未満 ] 1） 10項目未満 2） 10項目以上50項目未満
3） 50項目以上100項目未満 4） 100項目以上

 主な記録項目　※

1） システム用ファイル
2） その他の電子ファイル（表計算ファイル等）

 ②対象となる本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ③対象となる本人の範囲　※ 軽自動車税課税対象者
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 ③委託先における取扱者数

＜選択肢＞

[ 10人未満 ] 1） 10人未満 2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満
5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 委託事項1 システム保守業務

 ①委託内容 軽自動車税システムの保守

 ②取扱いを委託する特定個
人情報ファイルの範囲

＜選択肢＞

[ 特定個人情報ファイルの全体 ] 1） 特定個人情報ファイルの全体
2） 特定個人情報ファイルの一部

 対象となる本人の
数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 対象となる本人の
範囲　※

軽自動車税課税対象者

 その妥当性
保守業務の範囲は、システムのソフトウェア及びハードウェアにわたり、システム上保有する全てのファ
イルを取扱うため。

 ⑧使用方法　※
賦課決定に関する業務
　・申告等により収集された課税資料と個人を紐付けする。

 情報の突合　※ 宛名番号と個人番号を紐付て使用する。また、個人番号を利用して課税資料の突合を行う。

 情報の統計分析
※

個人番号を用いた統計分析をすることはない。

 権利利益に影響を
与え得る決定　※

課税資料に基づく賦課決定、更正決定、減免決定

 ⑨使用開始日 平成28年1月1日

 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託

 委託の有無　※
[ 委託する ] ＜選択肢＞

1） 委託する 2） 委託しない

（ 2 ）　件

 ③入手の時期・頻度
・軽自動車税課税対象者４情報　　随時
・軽自動車検査情報　　随時
・各申告情報　　随時

 ④入手に係る妥当性
軽自動車税の賦課決定・賦課更正のため、法令等の範囲内で適宜、申告等情報及び税務調査による
情報の収集を行う必要がある。

] その他 （

 ⑤本人への明示
軽自動車税の賦課に必要な情報については、地方税法第４４７条の条文、番号法の別表第二の第２７
号に規定されている。

 ⑥使用目的　※ 正確な課税情報を管理し、軽自動車税の賦課決定を行うため。

 変更の妥当性 －

 ⑦使用の主体

 使用部署
※

市民税課

 使用者数

＜選択肢＞

[ 10人以上50人未満 ]
1） 10人未満 2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満
5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

] 専用線
 ②入手方法

[ ○ ] 紙 [

[ ○

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。） [ ] フラッシュメモリ

[ ○ ] 庁内連携システム

[ ] 情報提供ネットワークシステム

[ ] 電子メール [

地方公共団体情報システム機構ポータルサイト(J-LISポータル) ）
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 ５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）

 提供・移転の有無
[ ] 提供を行っている （ ） 件 [ ] 移転を行っている （ ） 件

[ ○ ] 行っていない

（ zichinowa（LGWAN回線） ）

 ⑤委託先名の確認方法 前橋市情報公開条例第８条に基づく公開請求により委託契約書を確認することができる。

 ⑥委託先名 福島印刷株式会社

再
委
託

 ⑦再委託の有無　※

＜選択肢＞

[ 再委託しない ] 1） 再委託する 2） 再委託しない

 ⑧再委託の許諾方法

 ⑨再委託事項

 ③委託先における取扱者数

＜選択肢＞

[ 10人以上50人未満 ] 1） 10人未満 2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満
5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 ④委託先への特定個人情報
ファイルの提供方法

[ ] 専用線 [ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[
] フラッシュメモ
リ

[ ] 紙

[ ○ ] その他

 委託事項2 通知書等大量プリント業務

 ①委託内容 納税通知書等のプリント及び製本等業務

 ②取扱いを委託する特定個
人情報ファイルの範囲

＜選択肢＞

[ 特定個人情報ファイルの一部 ] 1） 特定個人情報ファイルの全体
2） 特定個人情報ファイルの一部

 対象となる本人の
数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 対象となる本人の
範囲　※

軽自動車税対象者の一部

 その妥当性 短期間で大量の納税通知書等をプリント及び製本等を行う必要があるため。

（ 軽自動車税システム ）

 ⑤委託先名の確認方法 前橋市情報公開条例第８条に基づく公開請求により委託契約書を確認することができる。

 ⑥委託先名 株式会社ジーシーシー

再
委
託

 ⑦再委託の有無　※

＜選択肢＞

[ 再委託しない ] 1） 再委託する 2） 再委託しない

 ⑧再委託の許諾方法

 ⑨再委託事項

 ④委託先への特定個人情報
ファイルの提供方法

[ ] 専用線 [ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[
] フラッシュメモ
リ

[ ] 紙

[ ○ ] その他
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 ７．備考

－

9） 20年以上
10） 定められていない

 その妥当性 地方税法で、賦課更正・決定期間は７年と定められている。

 ③消去方法

＜前橋市における措置＞
・収納情報において、完納後１０年間保管する必要があるため、システム上の特定個人情報について
は、賦課及び収納情報の保管期間経過後、消去する。
・申告書等の紙媒体については保管期間を定め、期間を過ぎたものはシュレッダー処分を行う。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①特定個人情報の消去は前橋市からの操作によって実施される。前橋市の業務データは国及びガバメ
ントクラウドのクラウド事業者にはアクセスが制御されているため特定個人情報を消去することはない。
②クラウド事業者がHDDやSSDなどの記録装置等を障害やメンテナンス等により交換する際にデータの
復元がなされないよう、クラウド事業者において、NIST 800-88、ISO/IEC27001等にしたがって確実に
データを消去する。
③既存システムについては、前橋市が委託した開発事業者が既存の環境からガバメントクラウドへ移行
することになるが、移行に際しては、データ抽出及びクラウド環境へのデータ投入、並びに利用しなくなっ
た環境の破棄等を実施する。

 ６．特定個人情報の保管・消去

 ①保管場所　※

＜前橋市における措置＞
・サーバと、データ、プログラム等を含んだ記録媒体及び帳票等の可搬媒体を保管する電算機室は、他
の部屋とは区別して専用の部屋とする。
・電算機室の出入口には生体認証による入退室管理をする。
・電算機室には監視設備として監視カメラを設置する。
・申告書等の紙媒体については、鍵付保管庫に保管する。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①サーバ等はクラウド事業者が保有・管理する環境に設置し、設置場所のセキュリティ対策はクラウド事
業者が実施する。なお、クラウド事業者はISMAPのリストに登録されたクラウドサービス事業者であり、セ
キュリティ管理策が適切に実施されているほか、次を満たすものとする。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受けていること。
・日本国内でのデータ保管を条件としていること。
②特定個人情報は、クラウド事業者が管理するデータセンター内のデータベースに保存され、バックアッ
プも日本国内に設置された複数のデータセンターのうち本番環境とは別のデータセンター内に保存され
る。

 ②保管期間

 期間

＜選択肢＞
1） 1年未満 2） 1年 3） 2年

[ 6年以上10年未満 ] 4） 3年 5） 4年 6） 5年
7） 6年以上10年未満 8） 10年以上20年未満
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Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
 １．特定個人情報ファイル名

（４）事業所税ファイル

 ２．基本情報

 ①ファイルの種類　※

＜選択肢＞

[ システム用ファイル ]

2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ③対象となる本人の範囲　※ 事業所税課税対象者

1） システム用ファイル
2） その他の電子ファイル（表計算ファイル等）

 ②対象となる本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 1万人未満 ]

[ ] 個人番号対応符号 [ ○ ] その他識別情報（内部番号）

2） 10項目以上50項目未満
3） 50項目以上100項目未満 4） 100項目以上

 主な記録項目　※

・識別情報

[ ○ ] 個人番号

 その必要性 公平・公正な課税を目的とし、必要な範囲の特定個人情報を保有する必要があるため。

 ④記録される項目

＜選択肢＞

[ 50項目以上100項目未満 ] 1） 10項目未満

[ ] その他住民票関係情報

・業務関係情報

[ ] 国税関係情報 [ ○ ] 地方税関係情報

・連絡先等情報

[ ○ ] 4情報（氏名、性別、生年月日、住所） [ ] 連絡先（電話番号等）

] 障害者福祉関係情報

[ ] 生活保護・社会福祉関係情報 [ ] 介護・高齢者福祉関係情報

[ ] 健康・医療関係情報

[ ] 医療保険関係情報 [ ] 児童福祉・子育て関係情報 [

 その妥当性
個人番号、その他識別番号、４情報、地方税関係情報
　正確な課税のために記録する必要があるため。

 全ての記録項目 別添２を参照。

 ⑤保有開始日 平成27年10月5日

[ ] その他 （ ）

[ ] 学校・教育関係情報

[ ] 災害関係情報

[ ] 雇用・労働関係情報 [ ] 年金関係情報

（ 市民課 ）

[ ] 行政機関・独立行政法人等 （ ）

 ⑥事務担当部署 市民税課

 ３．特定個人情報の入手・使用

 ①入手元　※

[ ○ ] 本人又は本人の代理人

[ ○ ] 評価実施機関内の他部署

[ ] その他 （ ）

[ ] 民間事業者 （ ）

[ ] 地方公共団体・地方独立行政法人 （ ）
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] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。） [ ] フラッシュメモリ

[ ] 電子メール [ ] 専用線
 ②入手方法

[ ○ ] 紙 [ ○

[ ] その他 （

 ⑤本人への明示
事業所税の課税に必要な情報については、地方税法第７０１条の４７の条文、番号法の別表第二の第２
７号に規定されている。

 ⑥使用目的　※ 正確な課税情報を管理し、事業所税の課税を行うため。

 変更の妥当性 －

）

 ③入手の時期・頻度
・事業所税課税対象者４情報　　随時
・事業所税申告情報　　３月（個人の場合）
※上記の提出期間にかかわらず提出があれば１年を通じて受領している。

 ④入手に係る妥当性
事業所税の課税のため、法令等の範囲内で適宜、申告等情報及び税務調査による情報の収集を行う
必要がある。

[ ○ ] 庁内連携システム

[ ] 情報提供ネットワークシステム

 ⑧使用方法　※
課税に関する業務
　・事業所税の申告情報をシステム登録し個人を紐付けする。
　・申告情報と税務調査等による情報を突合し、課税内容の精査を行う。

 情報の突合　※ 宛名番号と個人番号を紐付て使用する。また、個人番号を利用して課税資料の突合を行う。

 情報の統計分析
※

個人番号を用いた統計分析をすることはない。

 権利利益に影響を
与え得る決定　※

2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満
5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 ⑦使用の主体

 使用部署
※

市民税課

 使用者数

＜選択肢＞

[ 10人以上50人未満 ]
1） 10人未満

 ①委託内容 事業所税システムの保守

 ②取扱いを委託する特定個
人情報ファイルの範囲

＜選択肢＞

[ 特定個人情報ファイルの全体 ] 1） 特定個人情報ファイルの全体
2） 特定個人情報ファイルの一部

2） 委託しない

（ 1 ）　件

 委託事項1 システム保守業務

課税内容の精査に基づく決定、更正、減免決定

 ⑨使用開始日 平成28年1月1日

 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託

 委託の有無　※
[ 委託する ] ＜選択肢＞

1） 委託する

 その妥当性
保守業務の範囲は、システムのソフトウェア及びハードウェアにわたり、システム上保有する全てのファ
イルを取扱うため。

 ③委託先における取扱者数

＜選択肢＞

[ 10人未満 ] 1） 10人未満 2） 10人以上50人未満

3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 対象となる本人の
範囲　※

事業所税課税対象者

 対象となる本人の
数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 1万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満

3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満
5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上
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] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[
] フラッシュメモ
リ

[
 ④委託先への特定個人情報
ファイルの提供方法

[ ] 専用線 [

 ⑤委託先名の確認方法 前橋市情報公開条例第８条に基づく公開請求により委託契約書を確認することができる。

 ⑥委託先名 株式会社ジーシーシー

再
委
託

 ⑦再委託の有無　※

＜選択肢＞

[ 再委託しない

] 紙

[ ○ ] その他 （ 事業所税システム ）

 ⑨再委託事項

] 1） 再委託する 2） 再委託しない

 ⑧再委託の許諾方法

[ ○ ] 行っていない

[ ] 移転を行っている （ ） 件

 ５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）

 提供・移転の有無
[ ] 提供を行っている （ ） 件

 ６．特定個人情報の保管・消去

 ①保管場所　※

＜前橋市における措置＞
・サーバと、データ、プログラム等を含んだ記録媒体及び帳票等の可搬媒体を保管する電算機室は、他
の部屋とは区別して専用の部屋とする。
・電算機室の出入口には生体認証による入退室管理をする。
・電算機室には監視設備として監視カメラを設置する。
・申告書等の紙媒体については、鍵付保管庫に保管する。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①サーバ等はクラウド事業者が保有・管理する環境に設置し、設置場所のセキュリティ対策はクラウド事
業者が実施する。なお、クラウド事業者はISMAPのリストに登録されたクラウドサービス事業者であり、セ
キュリティ管理策が適切に実施されているほか、次を満たすものとする。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受けていること。
・日本国内でのデータ保管を条件としていること。
②特定個人情報は、クラウド事業者が管理するデータセンター内のデータベースに保存され、バックアッ
プも日本国内に設置された複数のデータセンターのうち本番環境とは別のデータセンター内に保存され
る。

 ②保管期間

 期間

＜選択肢＞
1） 1年未満

 ③消去方法

＜前橋市における措置＞
・収納情報において、完納後１０年間保管する必要があるため、システム上の特定個人情報について
は、賦課及び収納情報の保管期間経過後、消去する。
・申告書等の紙媒体については保管期間を定め、期間を過ぎたものはシュレッダー処分を行う。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①特定個人情報の消去は前橋市からの操作によって実施される。前橋市の業務データは国及びガバメ
ントクラウドのクラウド事業者にはアクセスが制御されているため特定個人情報を消去することはない。
②クラウド事業者がHDDやSSDなどの記録装置等を障害やメンテナンス等により交換する際にデータの
復元がなされないよう、クラウド事業者において、NIST 800-88、ISO/IEC27001等にしたがって確実に
データを消去する。
③既存システムについては、前橋市が委託した開発事業者が既存の環境からガバメントクラウドへ移行
することになるが、移行に際しては、データ抽出及びクラウド環境へのデータ投入、並びに利用しなくなっ
た環境の破棄等を実施する。

 ７．備考

－

9） 20年以上
10） 定められていない

 その妥当性 地方税法で、更正・決定期間は７年と定められている。

2） 1年 3） 2年

[ 6年以上10年未満 ] 4） 3年 5） 4年 6） 5年
7） 6年以上10年未満 8） 10年以上20年未満
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Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
 １．特定個人情報ファイル名

（５）国民健康保険税ファイル

 ２．基本情報

 ①ファイルの種類　※

＜選択肢＞

[ システム用ファイル ]

2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ③対象となる本人の範囲　※ 国民健康保険税課税対象者

1） システム用ファイル
2） その他の電子ファイル（表計算ファイル等）

 ②対象となる本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ]

[ ] 個人番号対応符号 [ ○ ] その他識別情報（内部番号）

2） 10項目以上50項目未満
3） 50項目以上100項目未満 4） 100項目以上

 主な記録項目　※

・識別情報

[ ○ ] 個人番号

 その必要性 公平・公正な賦課決定を目的とし、必要な範囲の特定個人情報を保有する必要があるため。

 ④記録される項目

＜選択肢＞

[ 50項目以上100項目未満 ] 1） 10項目未満

[ ○ ] その他住民票関係情報

・業務関係情報

[ ] 国税関係情報 [ ○ ] 地方税関係情報

・連絡先等情報

[ ○ ] 4情報（氏名、性別、生年月日、住所） [ ] 連絡先（電話番号等）

○ ] 障害者福祉関係情報

[ ○ ] 生活保護・社会福祉関係情報 [ ○ ] 介護・高齢者福祉関係情報

[ ] 健康・医療関係情報

[ ○ ] 医療保険関係情報 [ ] 児童福祉・子育て関係情報 [

 その妥当性

個人番号、その他識別番号、４情報、その他住民票関係情報、地方税関係情報、医療保険関係情報、
障害者福祉関係情報、生活保護・社会福祉関係情報、介護・高齢者福祉関係情報、雇用・労働関係情
報、年金関係情報
　正確な賦課決定のために記録する必要があるため。

 全ての記録項目 別添２を参照。

 ⑤保有開始日 平成27年10月5日

[ ] その他 （ ）

[ ] 学校・教育関係情報

[ ] 災害関係情報

[ ○ ] 雇用・労働関係情報 [ ○ ] 年金関係情報

（
市民課、市民税課、社会福祉課、介護高齢課、障害福
祉課

）

[ ○ ] 行政機関・独立行政法人等 （ 厚生労働省、年金支払者（日本年金機構） ）

 ⑥事務担当部署 国民健康保険課

 ３．特定個人情報の入手・使用

 ①入手元　※

[ ○ ] 本人又は本人の代理人

[ ○ ] 評価実施機関内の他部署

[ ○ ] その他 （ 年金支払者（日本年金機構以外）、医療保険者 ）

[ ] 民間事業者 （ ）

[ ○ ] 地方公共団体・地方独立行政法人 （ 他自治体 ）
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] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。） [ ] フラッシュメモリ

[ ] 電子メール [ ] 専用線
 ②入手方法

[ ○ ] 紙 [ ○

[ ] その他 （

 ⑤本人への明示
国民健康保険税の賦課に必要な情報については、地方税法第２０条の１１及び第７０３条の４の条文、
番号法の別表第二の第２７号に規定されている。

 ⑥使用目的　※ 正確な課税情報を管理し、国民健康保険税の賦課決定を行うため。

 変更の妥当性 －

）

 ③入手の時期・頻度
・国民健康保険税課税対象者４情報　　随時　　・生活保護情報　随時　　・雇用保険受給者情報　随時
・所得情報　　随時　　・適用除外情報　随時　　・年金支払者情報　随時
・申告情報　　随時　　・介護保険料情報　随時

 ④入手に係る妥当性
国民健康保険税の賦課決定・賦課更正のため、法令等の範囲内で適宜、申告等情報及び税務調査に
よる情報の収集を行う必要がある。

[ ○ ] 庁内連携システム

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム

 ⑧使用方法　※
賦課決定に関する業務
　・申告等により収集された課税資料と個人を紐付けする。

 情報の突合　※ 宛名番号と個人番号との紐付け、及び基本４情報により突合する。

 情報の統計分析
※

個人番号を用いた統計分析をすることはない。

 権利利益に影響を
与え得る決定　※

2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満
5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 ⑦使用の主体

 使用部署
※

国民健康保険課、大胡・宮城・粕川・富士見支所市民サービス課、城南支所

 使用者数

＜選択肢＞

[ 50人以上100人未満 ]
1） 10人未満

 ①委託内容 国民健康保険税システムの保守

 ②取扱いを委託する特定個
人情報ファイルの範囲

＜選択肢＞

[ 特定個人情報ファイルの全体 ] 1） 特定個人情報ファイルの全体
2） 特定個人情報ファイルの一部

2） 委託しない

（ 2 ）　件

 委託事項1 システム保守業務

課税資料に基づく賦課決定、更正決定、減免決定

 ⑨使用開始日 平成28年1月1日

 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託

 委託の有無　※
[ 委託する ] ＜選択肢＞

1） 委託する

 その妥当性
保守業務の範囲は、システムのソフトウェア及びハードウェアにわたり、システム上保有する全てのファ
イルを取扱うため。

 ③委託先における取扱者数

＜選択肢＞

[ 10人未満 ] 1） 10人未満 2） 10人以上50人未満

3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 対象となる本人の
範囲　※

国民健康保険税課税対象者

 対象となる本人の
数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満

3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満
5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上
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] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[
] フラッシュメモ
リ

[
 ④委託先への特定個人情報
ファイルの提供方法

[ ] 専用線 [

 ⑤委託先名の確認方法 前橋市情報公開条例第８条に基づく公開請求により委託契約書を確認することができる。

 ⑥委託先名 株式会社ジーシーシー

再
委
託

 ⑦再委託の有無　※

＜選択肢＞

[ 再委託しない

] 紙

[ ○ ] その他 （ 国民健康保険税システム ）

 ②取扱いを委託する特定個
人情報ファイルの範囲

＜選択肢＞

[ 特定個人情報ファイルの一部 ] 1） 特定個人情報ファイルの全体
2） 特定個人情報ファイルの一部

 ⑨再委託事項

 委託事項2 通知書等大量プリント業務

 ①委託内容 納税通知書等のプリント及び製本等業務

] 1） 再委託する 2） 再委託しない

 ⑧再委託の許諾方法

4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 対象となる本人の
範囲　※

国民健康保険税課税対象者の一部

 その妥当性 短期間で大量の納税通知書等をプリント及び製本等を行う必要があるため。

 対象となる本人の
数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満

5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 ④委託先への特定個人情報
ファイルの提供方法

[ ] 専用線 [ ] 電子メール

 ③委託先における取扱者数

＜選択肢＞

[ 10人以上50人未満 ] 1） 10人未満 2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満

 ⑤委託先名の確認方法 前橋市情報公開条例第８条に基づく公開請求により委託契約書を確認することができる。

 ⑥委託先名 福島印刷株式会社

再
委
託

 ⑦再委託の有無　※

＜選択肢＞

[ 再委託しない

[ ○ ] その他 （ zichinowa（LGWAN回線） ）

[ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[
] フラッシュメモ
リ

[ ] 紙

 ⑨再委託事項

] 1） 再委託する 2） 再委託しない

 ⑧再委託の許諾方法

[ ○ ] 行っていない

[ ] 移転を行っている （ ） 件

 ５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）

 提供・移転の有無
[ ] 提供を行っている （ ） 件

 ６．特定個人情報の保管・消去
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 ①保管場所　※

＜前橋市における措置＞
・サーバと、データ、プログラム等を含んだ記録媒体及び帳票等の可搬媒体を保管する電算機室は、他
の部屋とは区別して専用の部屋とする。
・電算機室の出入口には生体認証による入退室管理をする。
・電算機室には監視設備として監視カメラを設置する。
・申告書等の紙媒体については、鍵付保管庫に保管する。
＜中間サーバ・プラットフォームにおける措置＞
中間サーバ･プラットフォームはデータセンターに設置しており、データセンターへの入館及びサーバ室
への入室を厳重に管理する。
・特定個人情報は、サーバ室に設置された中間サーバのデータベース内に保存され、バックアップも
データベース上に保存される。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①サーバ等はクラウド事業者が保有・管理する環境に設置し、設置場所のセキュリティ対策はクラウド事
業者が実施する。なお、クラウド事業者はISMAPのリストに登録されたクラウドサービス事業者であり、セ
キュリティ管理策が適切に実施されているほか、次を満たすものとする。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受けていること。
・日本国内でのデータ保管を条件としていること。
②特定個人情報は、クラウド事業者が管理するデータセンター内のデータベースに保存され、バックアッ
プも日本国内に設置された複数のデータセンターのうち本番環境とは別のデータセンター内に保存され
る。
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 ②保管期間

 期間

＜選択肢＞
1） 1年未満

 ③消去方法

＜前橋市における措置＞
・収納情報において、完納後１０年間保管する必要があるため、システム上の特定個人情報について
は、賦課及び収納情報の保管期間経過後、消去する。
・申告書等の紙媒体については保管期間を定め、期間を過ぎたものはシュレッダー処分を行う。
＜中間サーバ・プラットフォームにおける措置＞
・特定個人情報の消去は地方公共団体からの操作によって実施されるため、通常、中間サーバ・プラット
フォームの保守・運用を行う事業者が特定個人情報を消去することはない。
・ディスク交換やハード更改等の際は、中間サーバ・プラットフォームの保守・運用を行う事業者におい
て、保存された情報が読み出しできないよう、物理的破壊又は専用ソフト等を利用して完全に消去する。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①特定個人情報の消去は前橋市からの操作によって実施される。前橋市の業務データは国及びガバメ
ントクラウドのクラウド事業者にはアクセスが制御されているため特定個人情報を消去することはない。
②クラウド事業者がHDDやSSDなどの記録装置等を障害やメンテナンス等により交換する際にデータの
復元がなされないよう、クラウド事業者において、NIST 800-88、ISO/IEC27001等にしたがって確実に
データを消去する。
③既存システムについては、前橋市が委託した開発事業者が既存の環境からガバメントクラウドへ移行
することになるが、移行に際しては、データ抽出及びクラウド環境へのデータ投入、並びに利用しなくなっ
た環境の破棄等を実施する。

 ７．備考

－

9） 20年以上
10） 定められていない

 その妥当性 課税台帳の保存期間は１０年と定められているため。

2） 1年 3） 2年

[ 10年以上20年未満 ] 4） 3年 5） 4年 6） 5年
7） 6年以上10年未満 8） 10年以上20年未満
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Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
 １．特定個人情報ファイル名

（６）収納・滞納管理ファイル

 ２．基本情報

 ①ファイルの種類　※

＜選択肢＞

[ システム用ファイル ]

2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ③対象となる本人の範囲　※ 前橋市税の課税対象者、相続者及び税務調査対象者

1） システム用ファイル
2） その他の電子ファイル（表計算ファイル等）

 ②対象となる本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ]

[ ] 個人番号対応符号 [ ○ ] その他識別情報（内部番号）

2） 10項目以上50項目未満
3） 50項目以上100項目未満 4） 100項目以上

 主な記録項目　※

・識別情報

[ ○ ] 個人番号

 その必要性
公平・公正な収納及び滞納管理事務の執行を目的とし、必要な範囲の特定個人情報を保有する必要が
あるため。

 ④記録される項目

＜選択肢＞

[ 100項目以上 ] 1） 10項目未満

[ ○ ] その他住民票関係情報

・業務関係情報

[ ] 国税関係情報 [ ○ ] 地方税関係情報

・連絡先等情報

[ ○ ] 4情報（氏名、性別、生年月日、住所） [ ○ ] 連絡先（電話番号等）

] 障害者福祉関係情報

[ ] 生活保護・社会福祉関係情報 [ ] 介護・高齢者福祉関係情報

[ ] 健康・医療関係情報

[ ] 医療保険関係情報 [ ] 児童福祉・子育て関係情報 [

 その妥当性
個人番号、その他識別番号、４情報、連絡先、その他住民票関係情報、地方税関係情報
　市税の収納・滞納状況の把握・管理のため。

 全ての記録項目 別添２を参照。

 ⑤保有開始日 平成27年10月5日

[ ] その他 （ ）

[ ] 学校・教育関係情報

[ ] 災害関係情報

[ ] 雇用・労働関係情報 [ ] 年金関係情報

（ 市民課、市民税課、資産税課、国民健康保険課 ）

[ ○ ] 行政機関・独立行政法人等 （ 国税庁、年金支払者（日本年金機構） ）

 ⑥事務担当部署 収納課

 ３．特定個人情報の入手・使用

 ①入手元　※

[ ○ ] 本人又は本人の代理人

[ ○ ] 評価実施機関内の他部署

[ ○ ] その他 （ 給与支払者、年金支払者（日本年金機構以外） ）

[ ] 民間事業者 （ ）

[ ○ ] 地方公共団体・地方独立行政法人 （ 他自治体 ）
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] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。） [ ] フラッシュメモリ

[ ] 電子メール [ ] 専用線
 ②入手方法

[ ○ ] 紙 [ ○

[ ] その他 （

 ⑤本人への明示
本人から入手した情報については、その利用目的を本人へ明示する。ただし、地方税法等の規定がある
場合は、その限りでない。また、他機関を通じた入手を行うことは番号法に明示されている。

 ⑥使用目的　※
地方税法その他の地方税に関する法律及びこれらの法律に基づく条例による地方税の収納・滞納管理
又は地方税に関する調査に関する事務を行うため。

 変更の妥当性 －

）

 ③入手の時期・頻度 収納及び滞納管理事務で納税者の特定個人情報が必要な都度

 ④入手に係る妥当性 公平・公正な収納及び滞納管理事務を執行する必要があるため。

[ ○ ] 庁内連携システム

[ ] 情報提供ネットワークシステム

 ⑧使用方法　※
収納及び滞納管理に関する業務
　・納税者情報等から収納及び滞納管理事務を行う。

 情報の突合　※
納税者の確認を行うため、当該システムにおける宛名情報と他機関から入手した納税者関係情報の突
合を行う。

 情報の統計分析
※

個人番号を用いた統計分析をすることはない。

 権利利益に影響を
与え得る決定　※

2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満
5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 ⑦使用の主体

 使用部署
※

収納課、大胡・宮城・富士見支所地域振興課、粕川支所市民サービス課、城南支所、各市民サービスセ
ンター、国民健康保険課

 使用者数

＜選択肢＞

[ 100人以上500人未満 ]
1） 10人未満

 ①委託内容 収納・滞納管理システムの保守

 ②取扱いを委託する特定個
人情報ファイルの範囲

＜選択肢＞

[ 特定個人情報ファイルの全体 ] 1） 特定個人情報ファイルの全体
2） 特定個人情報ファイルの一部

2） 委託しない

（ 2 ）　件

 委託事項1 システム保守業務

督促、滞納処分、還付、充当

 ⑨使用開始日 平成28年1月1日

 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託

 委託の有無　※
[ 委託する ] ＜選択肢＞

1） 委託する

 その妥当性
保守業務の範囲は、システムのソフトウェア及びハードウェアにわたり、システム上保有する全てのファ
イルを取扱うため。

 ③委託先における取扱者数

＜選択肢＞

[ 10人未満 ] 1） 10人未満 2） 10人以上50人未満

3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 対象となる本人の
範囲　※

前橋市税の課税対象者、相続者及び税務調査対象者

 対象となる本人の
数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満

3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満
5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上
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] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[
] フラッシュメモ
リ

[
 ④委託先への特定個人情報
ファイルの提供方法

[ ] 専用線 [

 ⑤委託先名の確認方法 前橋市情報公開条例第８条に基づく公開請求により委託契約書を確認することができる。

 ⑥委託先名 株式会社ジーシーシー

再
委
託

 ⑦再委託の有無　※

＜選択肢＞

[ 再委託しない

] 紙

[ ○ ] その他 （ 収納・滞納管理システム ）

 ②取扱いを委託する特定個
人情報ファイルの範囲

＜選択肢＞

[ 特定個人情報ファイルの一部 ] 1） 特定個人情報ファイルの全体
2） 特定個人情報ファイルの一部

 ⑨再委託事項

 委託事項2 督促状等大量プリント業務

 ①委託内容 督促状等のプリント及び製本等業務

] 1） 再委託する 2） 再委託しない

 ⑧再委託の許諾方法

4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 対象となる本人の
範囲　※

前橋市税の課税対象者及び相続者の一部

 その妥当性 短期間で大量の督促状等をプリント及び製本等を行う必要があるため。

 対象となる本人の
数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 1万人以上10万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満

5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 ④委託先への特定個人情報
ファイルの提供方法

[ ] 専用線 [ ] 電子メール

 ③委託先における取扱者数

＜選択肢＞

[ 10人以上50人未満 ] 1） 10人未満 2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満

 ⑤委託先名の確認方法 前橋市情報公開条例第８条に基づく公開請求により委託契約書を確認することができる。

 ⑥委託先名 福島印刷株式会社

再
委
託

 ⑦再委託の有無　※

＜選択肢＞

[ 再委託しない

[ ○ ] その他 （ zichinowa（LGWAN回線） ）

[ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[
] フラッシュメモ
リ

[ ] 紙

 ⑨再委託事項

] 1） 再委託する 2） 再委託しない

 ⑧再委託の許諾方法

[ ○ ] 行っていない

[ ] 移転を行っている （ ） 件

 ５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）

 提供・移転の有無
[ ] 提供を行っている （ ） 件
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 ６．特定個人情報の保管・消去

 ①保管場所　※

＜前橋市における措置＞
・サーバと、データ、プログラム等を含んだ記録媒体及び帳票等の可搬媒体を保管する電算機室は、他
の部屋とは区別して専用の部屋とする。
・電算機室の出入口には生体認証による入退室管理をする。
・電算機室には監視設備として監視カメラを設置する。
・申告書等の紙媒体については、鍵付保管庫に保管する。
＜中間サーバ・プラットフォームにおける措置＞
中間サーバ･プラットフォームはデータセンターに設置しており、データセンターへの入館及びサーバ室
への入室を厳重に管理する。
・特定個人情報は、サーバ室に設置された中間サーバのデータベース内に保存され、バックアップも
データベース上に保存される。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①サーバ等はクラウド事業者が保有・管理する環境に設置し、設置場所のセキュリティ対策はクラウド事
業者が実施する。なお、クラウド事業者はISMAPのリストに登録されたクラウドサービス事業者であり、セ
キュリティ管理策が適切に実施されているほか、次を満たすものとする。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受けていること。
・日本国内でのデータ保管を条件としていること。
②特定個人情報は、クラウド事業者が管理するデータセンター内のデータベースに保存され、バックアッ
プも日本国内に設置された複数のデータセンターのうち本番環境とは別のデータセンター内に保存され
る。

 ②保管期間

 期間

＜選択肢＞
1） 1年未満

 ③消去方法

＜前橋市における措置＞
・収納情報において、完納後１０年間保管する必要があるため、システム上の特定個人情報について
は、賦課及び収納情報の保管期間経過後、消去する。
・申告書等の紙媒体については保管期間を定め、期間を過ぎたものはシュレッダー処分を行う。
＜中間サーバ・プラットフォームにおける措置＞
・特定個人情報の消去は地方公共団体からの操作によって実施されるため、通常、中間サーバ・プラット
フォームの保守・運用を行う事業者が特定個人情報を消去することはない。
・ディスク交換やハード更改等の際は、中間サーバ・プラットフォームの保守・運用を行う事業者におい
て、保存された情報が読み出しできないよう、物理的破壊又は専用ソフト等を利用して完全に消去する。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①特定個人情報の消去は前橋市からの操作によって実施される。前橋市の業務データは国及びガバメ
ントクラウドのクラウド事業者にはアクセスが制御されているため特定個人情報を消去することはない。
②クラウド事業者がHDDやSSDなどの記録装置等を障害やメンテナンス等により交換する際にデータの
復元がなされないよう、クラウド事業者において、NIST 800-88、ISO/IEC27001等にしたがって確実に
データを消去する。
③既存システムについては、前橋市が委託した開発事業者が既存の環境からガバメントクラウドへ移行
することになるが、移行に際しては、データ抽出及びクラウド環境へのデータ投入、並びに利用しなくなっ
た環境の破棄等を実施する。

 ７．備考

－

9） 20年以上
10） 定められていない

 その妥当性
市税の徴収権は５年間行使しない場合に時効により消滅するが、時効の中断又は停止により時効の完
成が５年を超えることがあるため。

2） 1年 3） 2年

[ 20年以上 ] 4） 3年 5） 4年 6） 5年
7） 6年以上10年未満 8） 10年以上20年未満
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Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
 １．特定個人情報ファイル名

（７）電子申告ファイル

 ２．基本情報

 ①ファイルの種類　※

＜選択肢＞

[ システム用ファイル ]

2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ③対象となる本人の範囲　※ 個人市民税課税対象者、固定資産税課税対象者及び事業所税課税対象者の一部

1） システム用ファイル
2） その他の電子ファイル（表計算ファイル等）

 ②対象となる本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ]

[ ] 個人番号対応符号 [ ○ ] その他識別情報（内部番号）

2） 10項目以上50項目未満
3） 50項目以上100項目未満 4） 100項目以上

 主な記録項目　※

・識別情報

[ ○ ] 個人番号

 その必要性 公平・公正な賦課決定を目的とし、必要な範囲の特定個人情報を保有する必要があるため。

 ④記録される項目

＜選択肢＞

[ 100項目以上 ] 1） 10項目未満

[ ] その他住民票関係情報

・業務関係情報

[ ] 国税関係情報 [ ○ ] 地方税関係情報

・連絡先等情報

[ ○ ] 4情報（氏名、性別、生年月日、住所） [ ○ ] 連絡先（電話番号等）

] 障害者福祉関係情報

[ ] 生活保護・社会福祉関係情報 [ ] 介護・高齢者福祉関係情報

[ ] 健康・医療関係情報

[ ] 医療保険関係情報 [ ] 児童福祉・子育て関係情報 [

 その妥当性

個人番号、その他識別番号、４情報、地方税関係情報
　正確な賦課決定のために記録する必要があるため。
連絡先
　本人への連絡等に使用するため。

 全ての記録項目 別添２を参照。

 ⑤保有開始日 平成28年1月1日

[ ] その他 （ ）

[ ] 学校・教育関係情報

[ ] 災害関係情報

[ ] 雇用・労働関係情報 [ ] 年金関係情報

 ⑥事務担当部署 市民税課
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（ ）

[ ○ ] 行政機関・独立行政法人等 （ 年金支払者（日本年金機構） ）

 ３．特定個人情報の入手・使用

 ①入手元　※

[ ○ ] 本人又は本人の代理人

[ ] 評価実施機関内の他部署

[ ○ ] その他 （ 給与支払者、年金支払者（日本年金機構を除く） ）

[ ] 民間事業者 （ ）

[ ] 地方公共団体・地方独立行政法人 （ ）

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。） [ ] フラッシュメモリ

[ ] 電子メール [ ] 専用線
 ②入手方法

[ ] 紙 [ ○

[ ○ ] その他 （

 ⑤本人への明示

・個人市民税の賦課に必要な情報については、地方税法第３１７条の２及び第３１７条の６の条文、番号
法の別表第二の第２７号に規定されていされている。
・固定資産税の賦課に必要な情報については、地方税法第３８１条、第３８２条、第３８３条、地方税法第
３８４条及び地方税法第３８４条の２の条文、番号法の別表第二の第２７号に規定されている。
・事業所税の課税に必要な情報については、地方税法第７０１条の４６及び地方税法第７０１条の４７の
条文、番号法の別表第二の第２７号に規定されている。

 ⑥使用目的　※
正確な課税情報を管理し、個人市民税及び固定資産税の賦課決定並びに事業所税の課税を行うた
め。

 変更の妥当性 －

地方税ポータルセンタ（eLTAX）、マイナポータル申請管理 ）

 ③入手の時期・頻度

・給与支払報告書　　　毎年１月～４月頃にかけて複数回入手
・公的年金支払報告書　　　　毎年１月～４月頃にかけて複数回入手
・償却資産情報　　　　　申告により1月末までに入手（1月1日時点の状況）
・償却資産申告情報　　随時
・事業所税申告情報　　３月（個人の場合）
・年金特別徴収対象者情報　 ５月に入手
・年金特別徴収税額通知処理結果通知　９月に入手
・年金特別徴収停止通知処理結果通知　年１２回入手
・年金特別徴収税額等変更通知処理結果通知　年１２回入手
・年金特別徴収処理結果通知　年６回入手
・特別徴収関係書類（異動届等）　随時
・個人住民税申告書　１月から４月中旬までは週に３回程度、その後は、随時データを取り込む。
※なお、上記の提出時期にかかわらず提出があれば一年を通じて受領している。

 ④入手に係る妥当性
個人市民税及び固定資産税の賦課決定・賦課更正並びに事業所税の課税のため、法令等の範囲内で
適宜、申告等情報及び税務調査による情報の収集を行う必要がある。

[ ○ ] 庁内連携システム

[ ] 情報提供ネットワークシステム

 ⑧使用方法　※

・住所・氏名のほか、個人番号が記載された地方税に係る申告書等データを審査システム（ｅＬＴＡＸ）又
はマイナポータル申請管理を通じて利用者より受け取る。
・受け取った電子データを閲覧・印刷する。
・受け取った電子データを税務システムに登録する。

（主な使用方法）
・個人市民税
　・各課税資料の情報を税務システムに登録する。
　・税務システムに登録された情報を基に、個人市民税の賦課及び徴収を行う。
・固定資産税（償却資産）
　・申告書等の情報を税務システムに登録する。
　・税務システムに登録された情報を基に、固定資産税（償却資産）の賦課及び徴収を行う。
・事業所税
　・申告書等の情報を税務システムに登録する。

 情報の突合　※ 個人番号利用して課税資料の突合を行う。

 情報の統計分析
※

個人番号を用いた統計分析をすることはない。

 権利利益に影響を
与え得る決定　※

2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満
5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 ⑦使用の主体

 使用部署
※

市民税課

 使用者数

＜選択肢＞

[ 10人以上50人未満 ]
1） 10人未満

該当なし

 ⑨使用開始日 平成28年1月1日
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 ①委託内容 審査システムの保守

 ②取扱いを委託する特定個
人情報ファイルの範囲

＜選択肢＞

[ 特定個人情報ファイルの全体 ] 1） 特定個人情報ファイルの全体
2） 特定個人情報ファイルの一部

2） 委託しない

（ 1 ）　件

 委託事項1 システム保守業務

 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託

 委託の有無　※
[ 委託する ] ＜選択肢＞

1） 委託する

 その妥当性
保守業務の範囲は、システムのソフトウェア及びハードウェアにわたり、システム上保有する全てのファ
イルを取扱うため。

 ③委託先における取扱者数

＜選択肢＞

[ 10人未満 ] 1） 10人未満 2） 10人以上50人未満

3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 対象となる本人の
範囲　※

個人市民税課税対象者、固定資産税課税対象者及び事業所税課税対象者

 対象となる本人の
数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[
] フラッシュメモ
リ

[

3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満
5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 ④委託先への特定個人情報
ファイルの提供方法

[ ] 専用線 [

 ⑤委託先名の確認方法 前橋市情報公開条例第８条に基づく公開請求により委託契約書を確認することができる。

 ⑥委託先名 株式会社ＮＴＴデータ

再
委
託

 ⑦再委託の有無　※

＜選択肢＞

[ 再委託する

] 紙

[ ○ ] その他 （ 審査システム ）

 ⑨再委託事項 ハードウェア保守業務、業務パッケージソフトウェア保守業務

] 1） 再委託する 2） 再委託しない

 ⑧再委託の許諾方法 前橋市の規程を満たしていることを確認し、再委託を認める。

[ ] 行っていない

 提供先1

・厚生労働大臣（日本年金機構）
・厚生労働大臣（日本年金機構）を経由して国家公務員共済組合連合会、日本私立学校振興・共済事
業団
・地方公務員共済組合連合会を経由して地方職員共済組合、地方職員共済組合団体共済部、東京都
職員共済組合、公立学校共済組合、警察共済組合、全国市町村職員共済組合連合会

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第１号、地方税法第３２１条の７の５第１項、第３２１条の７の７第２項等

[ ] 移転を行っている （ ） 件

 ５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）

 提供・移転の有無
[ ○ ] 提供を行っている （ 2 ） 件

] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途 年金所得に係る個人市民税について、年金から特別徴収する税額を年金保険者が把握する。

 ③提供する情報

地方税法第３２１条の７の５第１項及び第３２１条の７の８第３項に基づき、当該年金所得に係る特別徴
収税額を特別徴収の方法によって徴収する旨、当該年金所得に係る仮特別徴収税額を特別徴収の方
法によって徴収する旨、当該特別徴収対象年金所得者に係る年金所得に係る特別徴収税額及び支払
回数割特別徴収税額、当該特別徴収対象年金所得者に係る年金所得に係る仮特別徴収税額及び支
払回数割仮特別徴収税額、当該特別徴収対象年金所得者の氏名、住所、性別及び生年月日、当該特
別徴収対象年金所得者に係る当該特別徴収対象年金給付の種類及び年額並びに当該特別徴収対象
年金給付の支払を行う年金保険者の名称、特別徴収対象年金所得者が特別徴収対象年金所得者に
該当しないこととなった旨、仮特別徴収税額通知に係る支払回数割仮特別徴収税額を特別徴収の方法
によって徴収しない旨

 ④提供する情報の対象とな
る本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 1万人以上10万人未満
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 ⑤提供する情報の対象とな
る本人の範囲

老齢等年金給付の支払を受けている年齢６５歳以上の納税義務者

 ⑥提供方法

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

 ⑦時期・頻度
・年金特徴停止通知　年１２回
・年金特徴税額等変更通知　年１２回
・特別徴収税額通知　年１回（７月）

 提供先2 給与支払者（行政機関・独立行政法人等、地方公共団体・地方独立行政法人、民間事業者）

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第１号、地方税法第３２１条の４

] 紙

[ ○ ] その他 （ 地方税ポータルセンタ（eLTAX） ）

] 電子メール [ ○ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象とな
る本人の範囲

給与の支払を受けている納税義務者のうち特別徴収の方法によって徴収する者

 ⑥提供方法

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途 給与所得に係る個人住民税について、給与から特別徴収する税額を給与支払者が把握する。

 ③提供する情報 地方税法第３２１条の４第１項に基づき、給与所得に係る特別徴収税額、住所、氏名等

 ④提供する情報の対象とな
る本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 1万人以上10万人未満

 ⑦時期・頻度 特別徴収税額通知　５月ほか随時

] 紙

[ ○ ] その他 （ 地方税ポータルセンタ（eLTAX） ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ６．特定個人情報の保管・消去

 ①保管場所　※

＜前橋市における措置＞
・サーバと、データ、プログラム等を含んだ記録媒体及び帳票等の可搬媒体を保管する電算機室は、他
の部屋とは区別して専用の部屋とする。
・電算機室の出入口には生体認証による入退室管理をする。
・電算機室には監視設備として監視カメラを設置する。

＜審査システムのサーバ群における措置＞
 【保管場所の態様及び立ち入り制限】
①認定委託先事業者所有のデータセンター内に設置され、認定委託先事業者の社員により２４時間３６
５日運用監視されている。
②データセンター内は、全館入退館管理システムおよびビデオカメラにより常時監視され、またサーバ
室入り口扉は生体認証を採用している。
③全ての機器はラックに搭載され、ラックは常時施錠されている。
④データの受け入れは認定委託先事業者変更の際に限定され、データ持ち込みはデータセンターの責
任者の承認が必要となる。また導入作業は地方税電子化協議会からの指示によりのみ実施される。導
入後の移行媒体は一時的にデータセンター内の金庫に保管され、１か月を経過すると廃棄（データセン
ター内で破砕）される。
⑤データの持ち出しは認定委託先事業者変更の際に限定され、持ち出す際はデータセンターの責任者
の承認が必要となる。また移行用媒体作成およびサーバ内のデータ消去は、地方税電子化協議会から
の指示によりのみ実施される。

＜マイナポータル申請管理における措置＞
マイナポータル申請管理からダウンロードしたデータは、セキュリティゲートにて入退館管理をしている
建物のうち、さらに厳格な入退室管理を行っている電算室に設置したサーバ内に保管している。

【アクセス制限】
①開発環境と運用環境は分離されており、さらに業務端末と事務用端末も分離されている。
②アカウントは申請に基づき、データセンターの責任者の承認をもって作成する。
③全てのアカウントは毎月一回、利用状況等を点検している。
④アカウントのパスワードは四半期に一度変更している。
⑤ファイアウォールにより原則は外部からのアクセスは全て不許可にしており、許可された通信のみア
クセスできるようにしている。
⑥外部からのアクセスはＬＧＷＡＮのみ許可している。
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 ②保管期間

 期間

＜選択肢＞
1） 1年未満

 ③消去方法

審査システムの受信サーバは、最大７年間保有する構成になっているため、７年を超えたデータはシス
テム上から消去される。
＜マイナポータル申請管理における措置＞
１年間は保存し、保存期限を過ぎたデータは直ちに削除する。

 ７．備考

－

9） 20年以上
10） 定められていない

 その妥当性 地方税法で、賦課更正・決定期間は７年と定められている。

2） 1年 3） 2年

[ 6年以上10年未満 ] 4） 3年 5） 4年 6） 5年
7） 6年以上10年未満 8） 10年以上20年未満
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○ ] 地方公共団体・地方独立行政法人 （ 他自治体 ）

（ ）

[ ○ ] 行政機関・独立行政法人等 （ 国税庁 ）

 ⑥事務担当部署 市民税課

 ３．特定個人情報の入手・使用

 ①入手元　※

[ ] 本人又は本人の代理人

[ ] 評価実施機関内の他部署

[ ] その他 （ ）

[ ] 民間事業者 （ ）

[

 その妥当性

個人番号、その他識別情報、４情報、国税関係情報、地方税関係情報
　正確な賦課決定のために記録する必要があるため。
連絡先
　本人への連絡等に使用するため。

 全ての記録項目 別添２を参照。

 ⑤保有開始日 平成29年1月1日

[ ] その他 （ ）

[ ] 学校・教育関係情報

[ ] 災害関係情報

[ ] 雇用・労働関係情報 [ ] 年金関係情報

] 国税関係情報 [ ○ ] 地方税関係情報

・連絡先等情報

[ ○ ] 4情報（氏名、性別、生年月日、住所） [ ○ ] 連絡先（電話番号等）

] 障害者福祉関係情報

[ ] 生活保護・社会福祉関係情報 [ ] 介護・高齢者福祉関係情報

[ ] 健康・医療関係情報

[ ] 医療保険関係情報 [ ] 児童福祉・子育て関係情報 [

[ ] 個人番号対応符号 [ ○ ] その他識別情報（内部番号）

2） 10項目以上50項目未満
3） 50項目以上100項目未満 4） 100項目以上

 主な記録項目　※

・識別情報

[ ○ ] 個人番号

 その必要性 公平・公正な賦課決定を目的とし、必要な範囲の特定個人情報を保有する必要があるため。

 ④記録される項目

＜選択肢＞

[ 100項目以上 ] 1） 10項目未満

[ ] その他住民票関係情報

・業務関係情報

[ ○

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
 １．特定個人情報ファイル名

（８）国税連携ファイル

 ２．基本情報

 ①ファイルの種類　※

＜選択肢＞

[ システム用ファイル ]

2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ③対象となる本人の範囲　※ 個人市民税課税対象者の一部

1） システム用ファイル
2） その他の電子ファイル（表計算ファイル等）

 ②対象となる本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 1万人以上10万人未満 ]
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3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満
5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 その妥当性
保守業務の範囲は、システムのソフトウェア及びハードウェアにわたり、システム上保有する全てのファ
イルを取扱うため。

 ③委託先における取扱者数

＜選択肢＞

[ 10人未満 ] 1） 10人未満 2） 10人以上50人未満

3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 対象となる本人の
範囲　※

個人市民税課税対象者の一部

 対象となる本人の
数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 1万人以上10万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満

 ①委託内容 国税連携システムの保守

 ②取扱いを委託する特定個
人情報ファイルの範囲

＜選択肢＞

[ 特定個人情報ファイルの全体 ] 1） 特定個人情報ファイルの全体
2） 特定個人情報ファイルの一部

2） 委託しない

（ 1 ）　件

 委託事項1 システム保守業務

該当なし

 ⑨使用開始日 平成29年1月1日

 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託

 委託の有無　※
[ 委託する ] ＜選択肢＞

1） 委託する

 ⑧使用方法　※
賦課決定に関する業務
　・申告等により収集された課税資料と個人を紐付けする。

 情報の突合　※ 個人番号利用して課税資料の突合を行う。

 情報の統計分析
※

個人番号を用いた統計分析をすることはない。

 権利利益に影響を
与え得る決定　※

2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満
5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 ⑦使用の主体

 使用部署
※

市民税課

 使用者数

＜選択肢＞

[ 10人以上50人未満 ]
1） 10人未満

 ⑤本人への明示
個人市民税の賦課に必要な情報については、地方税法第２９４条、第３１７条の２及び第３１７条の６の
条文、番号法の別表第二の第２７号に規定されている。

 ⑥使用目的　※ 正確な課税情報を管理し、個人市民税の賦課決定を行うため。

 変更の妥当性 －

地方税ポータルセンタ（eLTAX） ）

 ③入手の時期・頻度
・確定申告受付時期　２月頃から４月中旬までは週に３回程度データ取込
・その他更正申告等５月から翌年１月までは、月に１回程度取込
・住民登録外課税情報　５月から随時

 ④入手に係る妥当性
個人市民税の賦課決定・賦課更正のため、法令等の範囲内で適宜、申告等情報及び税務調査による
情報の収集を行う必要がある。

[ ] 庁内連携システム

[ ] 情報提供ネットワークシステム

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。） [ ] フラッシュメモリ

[ ] 電子メール [ ] 専用線
 ②入手方法

[ ] 紙 [

[ ○ ] その他 （
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 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

地方税法第２９４条第３項の規定によって、前橋市が所得を計算して個人市民税を課した住民登録外課
税者

] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途 住民登録外課税を把握する。

 ③提供する情報
地方税法第２９４条第３項の規定によって、前橋市が住民登録外課税をした場合において、該当者の課
税住所、氏名等

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 1万人未満

 ⑦時期・頻度 該当者が判明した場合に送付する。１年間に約６回

 提供先2 市区町村

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第９号、地方税法第２９４条第３項

] 紙

[ ○ ] その他 （ 地方税ポータルセンタ（eLTAX） ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

地方税法第３１５条第１号ただし書又は同法第３１６条の規定によって、前橋市が所得を計算して個人市
民税を課した所得税申告者

 ⑥提供方法

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途 所得税の更正決定、修正申告の勧奨等

 ③提供する情報
地方税法第３１５条第１号ただし書又は同法第３１６条の規定によって、前橋市が所得を計算して個人市
民税を課した場合において、該当者の総所得金額、退職所得金額又は山林所得金額等

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 1万人未満

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第１０号、地方税法第３１７条

[ ] 移転を行っている （ ） 件

 ５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）

 提供・移転の有無
[ ○ ] 提供を行っている （ 2 ） 件

[ ] 行っていない

 提供先1 国税庁長官

 ⑨再委託事項 ハードウェア保守業務、業務パッケージソフトウェア保守業務

] 1） 再委託する 2） 再委託しない

 ⑧再委託の許諾方法 前橋市の規程を満たしていることを確認し、再委託を認める。

 ⑤委託先名の確認方法 前橋市情報公開条例第８条に基づく公開請求により委託契約書を確認することができる。

 ⑥委託先名 株式会社ＴＫＣ

再
委
託

 ⑦再委託の有無　※

＜選択肢＞

[ 再委託する

] 紙

[ ○ ] その他 （ 国税連携システム ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[
] フラッシュメモ
リ

[
 ④委託先への特定個人情報
ファイルの提供方法

[ ] 専用線 [
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 ７．備考

－

9） 20年以上
10） 定められていない

 その妥当性
受信サーバの記憶容量は２年分のため。なお、受信したデータは個人市民税ファイルに転記し保有する
ため、地方税法の保管期間は担保できる。

2） 1年 3） 2年

[ 2年 ] 4） 3年 5） 4年 6） 5年
7） 6年以上10年未満 8） 10年以上20年未満

 ６．特定個人情報の保管・消去

 ①保管場所　※

＜前橋市における措置＞
・サーバと、データ、プログラム等を含んだ記録媒体及び帳票等の可搬媒体を保管する電算機室は、他
の部屋とは区別して専用の部屋とする。
・電算機室の出入口には生体認証による入退室管理をする。
・電算機室には監視設備として監視カメラを設置する。

＜国税連携システムのサーバ群における措置＞
 【保管場所の態様及び立ち入り制限】
①認定委託先事業者所有のデータセンター内に設置され、認定委託先事業者の社員により２４時間３６
５日運用監視されている。
②データセンター内は、全館入退館管理システムおよびビデオカメラにより常時監視され、またサーバ室
入り口扉は生体認証を採用している。
③全ての機器はラックに搭載され、ラックは常時施錠されている。
④データの受け入れは認定委託先事業者変更の際に限定され、データ持ち込みはデータセンターの責
任者の承認が必要となる。また導入作業は地方税電子化協議会からの指示によりのみ実施される。導
入後の移行媒体は一時的にデータセンター内の金庫に保管され、１か月を経過すると廃棄（データセン
ター内で破砕）される。
⑤データの持ち出しは認定委託先事業者変更の際に限定され、持ち出す際はデータセンターの責任者
の承認が必要となる。また移行用媒体作成およびサーバ内のデータ消去は、地方税電子化協議会から
の指示によりのみ実施される。

【アクセス制限】
①開発環境と運用環境は分離されており、さらに業務端末と事務用端末も分離されている。
②アカウントは申請に基づき、データセンターの責任者の承認をもって作成する。
③全てのアカウントは毎月一回、利用状況等を点検している。
④アカウントのパスワードは四半期に一度変更している。
⑤ファイアウォールにより原則は外部からのアクセスは全て不許可にしており、許可された通信のみアク
セスできるようにしている。
⑥外部からのアクセスはＬＧＷＡＮのみ許可している。

 ②保管期間

 期間

＜選択肢＞
1） 1年未満

 ③消去方法
国税連携システムの受信サーバは、最大２年間保有する構成になっているため、２年を超えたデータは
システム上から消去される。

 ⑦時期・頻度 ５月ほか随時

] 紙

[ ○ ] その他 （ 地方税ポータルセンタ（eLTAX） ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [
 ⑥提供方法

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[
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 （別添２） 特定個人情報ファイル記録項目

（１）個人市民税ファイル
年度(西暦),旧自治体コード(５桁),徴収区分略称,資料区分略称,当初区分(1:当初 0:例月),冊番号(６桁),冊内連番(６桁),異動区分略称,異
動事由名称,異動年月日（西暦）,処理年月日（西暦）,特徴指定番号,受給者番号,事業所内連番,行政区番号,世帯番号,世帯員番号,宛名
番号,氏名(カナ),氏名(漢字),生年月日(西暦),年齢,性別(男 女),続柄,最新の宛名区分,郵便番号,現住所,除票区分,営業等収入,農業収入,
不動産収入,利子収入,配当収入,給与収入,専給収入,年金分収入,業務雑収入,その他雑収入,総合短期収入,総合長期収入,一時収入,総
合退職収入,免税外収入,免税収入,非課税収入,私募外貨以外収入,私募外貨収入,信託配当収入,特定支出控除,所得金額調整控除,営
業等所得,農業所得,不動産所得,利子所得,配当所得,少額配当所得,給与所得,年金分所得,業務雑所得,その他雑所得,総合短期所得,総
合長期所得,一時所得,総合退職所得,免税外所得,免税所得,非課税所得,私募外貨以外所得,私募外貨所得,信託配当所得,分離土地等
収入,分離短期一般収入,分離短期軽減収入,分離長期一般収入,分離長期特定収入,分離長期軽課収入,一般株式収入,上場株式収入,
分離配当収入,先物取引収入,山林収入,分離退職収入,分離土地等所得,分離短期一般所得,分離短期軽減所得,分離長期一般所得,分
離長期特定所得,分離長期軽課所得,一般株式所得,上場株式所得,分離配当所得,先物取引所得,山林所得,分離退職所得,分離短期特
別控除(合計),分離長期特別控除(合計),分離短期一般特別控除,分離短期軽減特別控除,分離長期一般特別控除,分離長期特定特別控
除,分離長期軽課特別控除,山林特別控除,一時特別控除,分離譲渡特定損失,臨時所得,変動所得(当年),変動所得(前年),変動所得(前々
年),条約適用配当等所得,条約適用利子等所得,特例適用配当等所得,特例適用利子等所得,繰越損失総合,繰越損失土地等,繰越損失
短期,繰越損失長期,繰越損失山林,繰越雑損失,繰越損失株式等,繰越損失先物取引,繰越損失居住用財産,繰越損失株式等(配当分),繰
越損失特定投資株式,合計所得金額,総合分総所得金額,総所得金額合計(特控前),総所得金額合計(特控後),雑損控除,医療費支払額,
スイッチＯＴＣ支払額,医療費控除,社会保険控除,小規模控除,生命保険控除(住民税),旧生命保険支払額,旧個人年金支払額,新生命保
険支払額,新個人年金支払額,介護医療支払額,地震保険控除(住民税),旧長期損害保険支払額,地震保険支払額,寄附金控除(住民税),
基礎控除,配偶者特別控除(住民税),控対配控除,老人控対配控除,特定扶養控除,老人扶養控除,同居老人扶養控除,一般扶養控除,扶養
特別障害控除,同居特別障害控除,扶養普通障害控除,本人特別障害控除,本人普通障害控除,老年者控除,寡婦控除,ひとり親控除,特別
寡婦控除,寡夫控除,勤労学生控除,同配区分(該当=1),控対配区分(該当=1),老人控対配区分(該当=1),特定扶養人数,老人扶養人数,同
居老人扶養人数,一般扶養人数,年少扶養人数,扶養特別障害人数,同居特別障害人数,扶養普通障害人数,本人特別障害(該当=1),本人
普通障害(該当=1),老年者(該当=1),寡婦(該当=1),ひとり親(該当=1),特別寡婦(該当=1),寡夫(該当=1),勤労学生(該当=1),所得控除合計,
生命保険控除(所得税),地震保険控除(所得税),寄附金控除(所得税),配偶者特別控除(所得税),配当控除入力値(所得税),住宅借入金控
除,政党等寄附金控除,その他住控前税額控除(所得税),その他税額控除(所得税),災害減免額(所得税),耐震等特別控除(所得税),外国
税額控除(所得税),配偶者合計所得,専従者控除,専従控対配(該当=1),専従その他人数,夫有(該当=1),妻有(該当=1),未成年(該当=1),生
活保護(該当=1),租税条約(該当=1),乙欄(該当=1),中途,所得調整区分(該当=1),確定申告区分(青 白),専従者区分(青 白),均等割(算出
非課税 課税),家屋敷(該当=家屋敷課税),有失格(失格者 有資格者),未申告区分略称,非課税名称,課税標準総所得,課税標準土地等,課
税標準短期一般,課税標準短期軽減,課税標準長期一般,課税標準長期特定,課税標準長期軽課,課税標準一般株式,課税標準上場株
式,課税標準分離配当,課税標準先物取引,課税標準山林,課税標準退職,課税標準免税外,課税標準条約特例,所得割総所得(市),所得割
総所得(県),所得割土地等(市),所得割土地等(県),所得割短期一般(市),所得割短期一般(県),所得割短期軽減(市),所得割短期軽減(県),
所得割長期一般(市),所得割長期一般(県),所得割長期特定(市),所得割長期特定(県),所得割長期軽課(市),所得割長期軽課(県),所得割
一般株式(市),所得割一般株式(県),所得割上場株式(市),所得割上場株式(県),所得割分離配当(市),所得割分離配当(県),所得割先物取
引(市),所得割先物取引(県),所得割山林(市),所得割山林(県),所得割退職(市),所得割退職(県),所得割免税外(市),所得割免税外(県),所
得割条約特例(市),所得割条約特例(県),調整控除(市),調整控除(県),税額調整額(市),税額調整額(県),外国税額控除(市),外国税額控除
(県),配当控除(市),配当控除(県),配当割控除,株式等所得割控除,控除不足額,配当割･株式所得割(市),配当割･株式所得割(県),住宅借
入金控除(市),住宅借入金控除(県),住宅借入金控除可能額,特例分寄附金,特例以外寄附金,都道府県寄附金,市区町村寄附金,寄附金
控除(市),寄附金控除(県),寄附特例区分（対象=1）,申告特例控除(市),申告特例控除(県),H19年度減額措置(市),H19年度減額措置(県),
定率控除前所得割(市),定率控除前所得割(県),定率控除額(市),定率控除額(県),定率控除後所得割(市),定率控除後所得割(県),均等割
(市),均等割(県),所得割減免額(市),所得割減免額(県),均等割減免額(市),均等割減免額(県),年税額(市),年税額(県),合計年税額,還付額,
充当額,充当済額,充当後年税額,普徴分調定額(市),普徴分調定額(県),特徴分調定額(市),特徴分調定額(県),年金特徴分調定額(市),年
金特徴分調定額(県),所得税控除額計算値,所得税入力値,所得税計算値,所税差額(計算値-入力値),定率前所得税(税控前),定率前所
得税(税控後),基準所得税,普徴期別充当前税額(１期),普徴期別充当額(１期),普徴期別税額(１期),普徴期別充当前税額(２期),普徴期別
充当額(２期),普徴期別税額(２期),普徴期別充当前税額(３期),普徴期別充当額(３期),普徴期別税額(３期),普徴期別充当前税額(４期),普
徴期別充当額(４期),普徴期別税額(４期),普徴期別充当前税額(５期),普徴期別充当額(５期),普徴期別税額(５期),普徴期別充当前税額
(６期),普徴期別充当額(６期),普徴期別税額(６期),普徴期別充当前税額(７期),普徴期別充当額(７期),普徴期別税額(７期),普徴期別充当
前税額(８期),普徴期別充当額(８期),普徴期別税額(８期),普徴期別充当前税額(９期),普徴期別充当額(９期),普徴期別税額(９期),普徴期
別充当前税額(１０期),普徴期別充当額(１０期),普徴期別税額(１０期),普徴期別充当前税額(１１期),普徴期別充当額(１１期),普徴期別税
額(１１期),普徴期別充当前税額(１２期),普徴期別充当額(１２期),普徴期別税額(１２期),過年度１(西暦),過年度期別充当前税額(１期),過
年度期別充当額(１期),過年度期別税額(１期),過年度２(西暦),過年度期別充当前税額(２期),過年度期別充当額(２期),過年度期別税額
(２期),過年度３(西暦),過年度期別充当前税額(３期),過年度期別充当額(３期),過年度期別税額(３期),過年度４(西暦),過年度期別充当前
税額(４期),過年度期別充当額(４期),過年度期別税額(４期),過年度５(西暦),過年度期別充当前税額(５期),過年度期別充当額(５期),過年
度期別税額(５期),過年度６(西暦),過年度期別充当前税額(６期),過年度期別充当額(６期),過年度期別税額(６期),過年度７(西暦),過年度
期別充当前税額(７期),過年度期別充当額(７期),過年度期別税額(７期),過年度８(西暦),過年度期別充当前税額(８期),過年度期別充当
額(８期),過年度期別税額(８期),過年度９(西暦),過年度期別充当前税額(９期),過年度期別充当額(９期),過年度期別税額(９期),過年度１０
(西暦),過年度期別充当前税額(１０期),過年度期別充当額(１０期),過年度期別税額(１０期),過年度１１(西暦),過年度期別充当前税額(１１
期),過年度期別充当額(１１期),過年度期別税額(１１期),過年度１２(西暦),過年度期別充当前税額(１２期),過年度期別充当額(１２期),過
年度期別税額(１２期),特徴月割充当前税額(６月),特徴月割充当額(６月),特徴月割税額(６月),特徴月割充当前税額(７月),特徴月割充当
額(７月),特徴月割税額(７月),特徴月割充当前税額(８月),特徴月割充当額(８月),特徴月割税額(８月),特徴月割充当前税額(９月),特徴月
割充当額(９月),特徴月割税額(９月),特徴月割充当前税額(１０月),特徴月割充当額(１０月),特徴月割税額(１０月),特徴月割充当前税額
(１１月),特徴月割充当額(１１月),特徴月割税額(１１月),特徴月割充当前税額(１２月),特徴月割充当額(１２月),特徴月割税額(１２月),特徴
月割充当前税額(１月),特徴月割充当額(１月),特徴月割税額(１月),特徴月割充当前税額(２月),特徴月割充当額(２月),特徴月割税額(２
月),特徴月割充当前税額(３月),特徴月割充当額(３月),特徴月割税額(３月),特徴月割充当前税額(４月),特徴月割充当額(４月),特徴月割
税額(４月),特徴月割充当前税額(５月),特徴月割充当額(５月),特徴月割税額(５月),月別指定番号(６月),月別指定番号(７月),月別指定番
号(８月),月別指定番号(９月),月別指定番号(１０月),月別指定番号(１１月),月別指定番号(１２月),月別指定番号(１月),月別指定番号(２
月),月別指定番号(３月),月別指定番号(４月),月別指定番号(５月),年金特徴月割額(４月),年金特徴月割額(６月),年金特徴月割額(８月),
年金特徴月割額(１０月),年金特徴月割額(１２月),年金特徴月割額(２月),備考
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 （別添２） 特定個人情報ファイル記録項目

（２）固定資産税及び都市計画税ファイル
（賦課）
１．自治体コード、２．賦課年度、３．調定年度、４．税目コード、５．通知書番号、６．履歴番号、７．所有者番号、８．納管人区分、９．納
管人個人番号、１０．免点区分_土地、１１．免点区分_家屋、１２．免点区分_償却、１３．固定算出税額、１４．都計算出税額、１５．固定軽
減額、１６．都計軽減額、１７．固定軽減後税額、１８．都計軽減後税額、１９．固定減免額、２０．都計減免額、２１．固定減免後税額、２
２．都計減免後税額、２３．確定年税額、２４．期別税額、２５．土地固定課標、２６．土地都計課標、２７．家屋固定課標、２８．家屋都計
課標、２９．償却固定課標、３０．固定課税標準額_合計、３１．都計課税標準額_合計、３２．更正事由、３３．処理年月日、３４．コメント
（土地）
３５．自治体コード、３６．データ区分、３７．資産番号、３８．処理年度、３９．履歴番号、４０．画地番号、４１．画地履歴番号、４２．所有者
番号、４３．大字コード、４４．小字コード、４５．甲乙区分、４６．本番、４７．枝番、４８．枝の枝、４９．同筆、５０．現況地目コード、５１．台
帳地目コード、５２．利用区分、５３．都計区分、５４．非課税区分、５５．区分、５６．等級、５７．形状、５８．砂防開始年度、５９．特例コー
ド、６０．減免コード、６１．農業用施設区分、６２．砂防指定区分、６３．現況地積、６４．台帳地積、６５．住宅用地計算区分、６６．小規模
地積、６７．一般住宅地積、６８．非住宅地積、６９．非住宅地割合、７０．評価額、７１．固定課税標準額、７２．都計課税標準額、７３．暫
定区分、７４．評価区分、７５．路線番号、７６．間口、７７．奥行、７８．補正率、７９．区分補正、８０．面積補正、８１．距離補正、８２．未処
理フラグ、８３．処理年月日、８４．処理時間、８５．処理事由、８６．処理担当者
（家屋）
８７．自治体コード、８８．データ区分、８９．沿革区分、９０．資産番号、９１．処理年度、９２．履歴番号、９３．画地番号、９４．画地履歴番
号、９５．所有者番号、９６．大字コード、９７．小字コード、９８．甲乙区分、９９．本番、１００．枝番、１０１．枝の枝、１０２．同棟、１０３．棟
番号、１０４．棟番号区分、１０５．家屋番号甲乙、１０６．家屋番号本番、１０７．家屋番号枝番、１０８．家屋番号枝の枝、１０９．家屋番号
枝の枝の枝、１１０．都計区分、１１１．木非区分、１１２．用途コード、１１３．種類コード、１１４．構成材料コード、１１５．屋根材料コード、
１１６．地上階数コード、１１７．地下階数コード、１１８．増改区分、１１９．その他区分、１２０．鉄骨造区分、１２１．建築年、１２２．課税
年、１２３．特例コード、１２４．特例終年、１２５．軽減コード、１２６．軽減終年、１２７．減免コード、１２８．減免終年、１２９．戸数、１３０．
登記床面積、１３１．現況床面積、１３２．併用住宅の住宅部分面積、１３３．併用住宅の住宅部分評価額、１３４．再建築費評点数、１３
５．特殊事情、１３６．区分、１３７．評価額、１３８．軽減対象評価額、１３９．固定課税標準額、１４０．都計課税標準額、１４１．特例減免
額、１４２．特例該当床面積、１４３．登記事由、１４４．登記年月日、１４５．異動事由、１４６．異動年月日、１４７．前基準年評価額、１４
８．調査表番号、１４９．未処理フラグ、１５０．不用区分、１５１．処理年月日、１５２．処理時間、１５３．処理事由、１５４．処理担当者
（償却資産申告）
１５５．所有者番号、１５６．自治体ｺｰﾄﾞ、１５７．申告年度、１５８．申告課税年度、１５９．履歴番号、１６０．発送日、１６１．申告日、１６２．
ｺﾒﾝﾄ、１６３．申告送付区分通番、１６４．申告区分マスタ通番、１６５．整理番号、１６６．特例有無、１６７．来年削除、１６８．減免有無、１
６９．屋号、１７０．代表電話番号、１７１．経理担当者氏名、１７２．経理担当者電話番号、１７３．関与税理士氏名、１７４．関与税理士電
話番号、１７５．決算期、１７６．資本金、１７７．事業種目NO、１７８．事業内容、１７９．資産所在地、１８０．事業開始年月日、１８１．短縮
承認区分、１８２．増加届出区分、１８３．非課税有無、１８４．圧縮記帳区分、１８５．償却方法、１８６．青色申告区分、１８７．借用資産区
分、１８８．事業所家屋区分、１８９．申告状況年度、１９０．申告状況区分、１９１．催告書発送年月日、１９２．市境割合分子、１９３．市境
割合分母、１９４．申告管理登録日、１９５．申告管理削除日、１９６．申告管理削除ﾌﾗｸﾞ、１９７．申告管理ﾕｰｻﾞｰID
（償却資産物件）
１９８．自治体コード、１９９．処理年度、２００．所有者番号、２０１．資産番号、２０２．固有番号、２０３．償却種類コード、２０４．カナ品名、
２０５．漢字品名、２０６．数量、２０７．耐用年数、２０８．取得年月日、２０９．取得価格、２１０．特例コード、２１１．特例終年、２１２．耐用
年数変更起年、２１３．耐用年数変更耐用年数、２１４．非課税区分、２１５．増加償却区分、２１６．残存率、２１７．帳簿価格、２１８．評価
額、２１９．帳簿軽減額、２２０．評価軽減額、２２１．前年評価額
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 （別添２） 特定個人情報ファイル記録項目

（３）軽自動車税ファイル
１．自治体コード、２．所有者_宛名番号、３．使用者_宛名番号、４．納税者_宛名番号、５．標識区分、６．標識コード、７．車両区分、８．車
両番号、９．標識番号、１０．旧_標識番号、１１．非課税区分、１２．車種コード、１３．排ガス区分、１４．車名カナ、１５．車台番号、１６．型
式、１７．型式認定番号、１８．総排気量、１９．総排気量_単位、２０．年式、２１．車名、２２．定置場所、２３．登録年月日、２４．異動事
由、２５．異動年月日、２６．廃車年月日、２７．減免事由、２８．減免年月日、２９．転入_旧市町村名、３０．転入_旧氏名、３１．転入_旧住
所、３２．申告者氏名、３３．申告者住所、３４．摘要、３５．処理コード、３６．処理年月日、３７．変更年月日、３８．原動機型式、３９．受付
年月、４０．受付番号、４１．標識記号、４２．標識返納区分、４３．交付証返納区分、４４．標識弁償金区分、４５．燃料の種類、４６．初度
検査、４７．課税保留事由、４８．課税保留開始日、４９．課税保留終了日、５０．軽課区分

（４）事業所税ファイル
１．宛名番号、２．調定年度、３．通知書番号、４．分冊番号、５．分冊連番、６．算定期間開始、７．算定期間終了、８．調定年月日、９．
調定年月、１０．申告区分、１１．申告受付日、１２．申告年月日、１３．法定納期限（申告期限）、１４．指定納期限、１５．当初期限後区
分、１６．現過区分、１７．更正決定等の理由コード、１８．更正請求日、１９．通知書発行日、２０．通知書発行有無フラグ、２１．税率　資
産割税率、２２．税率　従業者割税率、２３．申告月数、２４．項目１　　事業所床面積、２５．項目２　　中途に新設・廃止された事業所床、
２６．項目３　　項目１に係る非課税床面積、２７．項目４　　項目２に係る非課税床面積、２８．項目５　　項目１に係る控除床面積、２９．
項目６　　項目２に係る控除床面積、３０．項目７　　項目１に係る課税標準となる床面、３１．項目８　　項目２に係る課税標準となる床
面、３２．項目９　　課税標準となる床面積合計、３３．項目１０　資産割額、３４．項目１１　既に納付の確定した資産割額、３５．項目１２
納付すべき資産割額、３６．項目１３　従業者給与総額、３７．項目１４　非課税に係る従業者給与総額、３８．項目１５　控除従業者給与
総額、３９．項目１６　課税標準となる従業者給与総額、４０．項目１７　従業者割額、４１．項目１８　既に納付の確定した従業者割額、４
２．項目１９　納付すべき従業者割額、４３．項目２０　納付すべき事業所税額、４４．項目２１　資産割減免税額、４５．項目２２　既資産割
減免税額、４６．項目２３　差引資産割減免税額、４７．項目２４　従業者割減免税額、４８．項目２５　既従業者割減免税額、４９．項目２６
差引従業者割減免税額、５０．項目２７　通常減免税額、５１．項目特１　特別減免税額、５２．項目特２　既特別減免税額、５３．項目特３
差引特別減免税額、５４．項目２８　減免税額合計、５５．項目２９　事業所税減免後税額、５６．事業所税・調定件数、５７．事業所税・調
定額、５８．事業所税・調定額・残額、５９．事業所税・歳入減額・調定額、６０．事業所税・歳出減額・調定額、６１．資本金額、６２．決算
期コード、６３．事業種目･大分類コード、６４．事業種目･中分類コード、６５．法人区分コード、６６．非活動コード、６７．旧自治体コード、
６８．所轄税務署、６９．税理士コード、７０．エラーフラグ、７１．みなし共同事業区分、７２．算定期間終了時点の非課税床面積、７３．算
定期間終了時点の非課税従業者数、７４．資産割免税点判定値、７５．従業者割免税点判定値、７６．免税点フラグ（資産割）、７７．免
税点フラグ（従業者割）、７８．税額計算フラグ（資産割）、７９．税額計算フラグ（従業者割）、８０．調定対象フラグ、８１．調定対象日、８
２．収納連携フラグ、８３．収納連携日、８４．調定取消コード、８５．課税データ入力区分、８６．削除フラグ、８７．最新更新日、８８．
USEID

（５）国民健康保険税ファイル
１．自治体コード、２．調定年度、３．賦課年度、４．記号番号、５．通知書番号、６．世帯主宛名番号、７．賦課年月日、８．仮算本算区
分、９．世帯資格区分、１０．世帯区分、１１．賦課期日区分、１２．軽減判定区分、１３．減免指定区分、１４．税額変更区分、１５．脱退区
分、１６．介護区分、１７．限度超過世帯、１８．介護限度世帯、１９．更正年月日、２０．緩和措置区分、２１．支援金限度世帯、２２．特例
軽減区分、２３．年税額、２４．減免額、２５．宛名番号、２６．生年月日、２７．全体加入月数、２８．退職加入月数、２９．月別加入状況、３
０．資格区分、３１．国保得喪区分、３２．国保得喪年月日、３３．国保届出年月日、３４．退職得喪年月日、３５．退職届出年月日、３６．
退職本人扶養区分、３７．世帯取得日、３８．世帯喪失日、３９．介護加入状況、４０．介護月数、４１．除外区分、４２．除外開始日、４３．
除外終了日、４４．除外受付日、４５．日別加入状況、４６．月別特例軽減状況、４７．日別特例軽減状況、４８．離職日、４９．離職届出
日、５０．月別旧社保該当状況、５１．課税所得、５２．失業軽減後課税所得、５３．捕捉年月、５４．処理年月、５５．特別徴収義務者番
号、５６．年金コード、５７．基礎年金番号、５８．通知内容コード、５９．特別徴収制度コード、６０．各種区分コード、６１．処理結果コード、
６２．各種年月日、６３．特別徴収判定日、６４．特別徴収判定結果、６５．特別徴収依頼作成年月日、６６．特別徴収中止区分コード、６
７．特別徴収中止事由コード、６８．特別徴収中止登録年月日、６９．特別徴収中止依頼作成年月日

（６）収納・滞納管理ファイル
（収納）
１．納税義務者_宛名番号、２．納付書宛先_宛名番号、３．固定所有者_宛名番号、４．自治体コード、５．調定年度、６．賦課年度、７．科
目コード、８．通知書番号、９．年税額、１０．年税按分額、１１．法定納期限等、１２．法人宛名番号、１３．事業年度、１４．事業年度開始
日、１５．事業年度終了日、１６．調定年月日、１７．申告区分、１８．本来調定年月日、１９．法定納期限、２０．指定納期限、２１．延長納
期限、２２．申告受付日、２３．当初申告受付日、２４．更正決定通知日（市町村）、２５．更正決定通知日（国）、２６．延滞金除算期間開
始日、２７．延滞金除算期間終了日、２８．重加算金額、２９．減額理由、３０．修正申告区分、３１．更正決定理由、３２．減額発生日、３
３．減額調定日、３４．控除額、３５．更正請求日、３６．納通公示日、３７．納通公示理由、３８．異動事由、３９．国保記号番号、４０．軽自
標識番号、４１．軽自車種、４２．特徴指定番号、４３．介護被保険者番号、４４．更正日、４５．期別、４６．現年・過年度区分、４７．一般・
随時区分、４８．期別調定額、４９．確定延滞金、５０．課税前延滞金基準日、５１．課税前延滞金、５２．督促手数料、５３．納期限、５４．
滞納処分名称、５５．滞納処分開始日、５６．滞納処分終了日、５７．滞納処分備考、５８．按分名称、５９．期別按分額、６０．特徴退職人
数、６１．期別履歴その他名称、６２．期別履歴その他金額、６３．納付書発送年度、６４．納付書発送科目、６５．納付書発送本税額、６
６．納付書発送延滞金、６７．納付書発送手数料、６８．納付書発送日、６９．納付書種類、７０．納付書発送MPN確認番号、７１．納付書
OCR番号、７２．納付書発送コンビニバーコード番号、７３．納付書発送按分額、７４．繰越年度、７５．繰越調定額、７６．繰越按分額、７
７．軽自口座領収発送日、７８．口座振替宛名番号、７９．口座振替請求額、８０．口座振替不能事由、８１．催告発送日、８２．督促発送
日、８３．督促金額、８４．督促公示送達日、８５．督促公示理由、８６．消込アンマッチ名称、８７．領収書登録方法、８８．領収書種類、８
９．納付区分、９０．納付歳入出年度、９１．納付歳入出区分、９２．速報本税額、９３．速報延滞金、９４．速報手数料、９５．領収日時、９
６．会計日（確報日）、９７．コンビニ名称、９８．コンビニ店舗、９９．CVS消込バーコード、１００．CVS自治体コード、１０１．CVS調定年度、
１０２．CVS賦課年度、１０３．CVS科目コード、１０４．CVS通知書番号、１０５．CVS期別、１０６．CVS消込納付額、１０７．CVS消込本税
額、１０８．CVS消込延滞金、１０９．CVS消込手数料、１１０．MPN消込チャネル、１１１．MPN消込金融機関、１１２．MPN消込支店、１１
３．MPN法人宛名番号、１１４．MPN宛名番号、１１５．MPN申告区分、１１６．MPN事業年度開始、１１７．MPN事業年度終了、１１８．MPN
消込本税額、１１９．MPN消込延滞金、１２０．MPN消込納付方式、１２１．MPNクレジットカード番号、１２２．MPNクレジット会社番号、１２
３．OCR分冊番号、１２４．OCR納付書発送年度、１２５．OCR領収書歳入年度、１２６．OCR領収書領収日、１２７．OCR自治体コード、１２
８．OCR調定年度、１２９．OCR賦課年度、１３０．OCR科目コード、１３１．OCR期別、１３２．OCR事業年度開始、１３３．OCR事業年度終
了、１３４．OCR領収書本税額、１３５．OCR領収書延滞金、１３６．OCR領収書手数料、１３７．OCR領収書按分額、１３８．OCR読込連
番、１３９．領収日、１４０．会計日、１４１．会計受入年度、１４２．払込金融機関、１４３．払込支店、１４４．納付本税額、
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１４５．納付延滞金額、１４６．納付督促手数料、１４７．納付按分本税額、１４８．還付年度、１４９．還付通知番号、１５０．過誤納還付通
知番号、１５１．過誤納発生日、１５２．過誤納解消日時、１５３．支払開始日、１５４．還付確定日、１５５．還付通知発送日、１５６．充当確
定日、１５７．還付時効日、１５８．還付支払日、１５９．還付会計日、１６０．還付加算金起算日、１６１．還付加算金決定日、１６２．還付充
当歳入出年度、１６３．還付充当歳入出区分、１６４．還付充当(振込先)金融機関名称、１６５．還付充当(振込先)支店名称、１６６．還付
充当(振込先)口座種別、１６７．還付充当(振込先)口座番号、１６８．還付充当(振込先)口座名義人、１６９．還付充当(送付先)郵便番号、
１７０．還付充当(送付先)住所、１７１．還付充当(送付先)氏名、１７２．還付充当義務者氏名、１７３．還付充当特徴個人宛名番号、１７
４．還付充当過誤納理由、１７５．還付充当正当額本税額、１７６．還付充当正当額延滞金、１７７．還付充当正当額手数料、１７８．還付
充当納付額本税額、１７９．還付充当納付額延滞金、１８０．還付充当納付額手数料、１８１．還付本税額、１８２．還付延滞金、１８３．還
付手数料、１８４．還付加算金、１８５．還付按分本税額、１８６．充当本税額、１８７．充当延滞金、１８８．充当手数料、１８９．充当先通知
書番号、１９０．充当先期別、１９１．充当先未納本税額、１９２．充当先未納延滞金、１９３．充当先未納手数料、１９４．充当先納付本税
額、１９５．充当先納付延滞金、１９６．充当先納付手数料、１９７．充当按分本税額、１９８．充当先按分本税額
（滞納）
１９９．滞納管理番号、２００．宛名番号、２０１．担当者、２０２．特記事項、２０３．訪問区分、２０４．分類コード、２０５．関連者宛名番号、
２０６．関連者続柄、２０７．所在地情報　調査日、２０８．所在地情報　氏名カナ、２０９．所在地情報　氏名、２１０．所在地情報　住所、２
１１．所在地情報　所在調査コード、２１２．所在地情報　備考、２１３．勤務先情報　調査日、２１４．勤務先情報　名称、２１５．勤務先情
報　住所、２１６．勤務先情報　電話番号、２１７．勤務先情報　内線番号、２１８．勤務先情報　指定番号、２１９．勤務先情報　受給者番
号、２２０．勤務先情報　勤務状況区分、２２１．勤務先情報　備考、２２２．勤務先情報　宛名番号、２２３．生活保護情報　開始日、２２
４．生活保護情報　終了日、２２５．生活保護情報　理由、２２６．調査登記簿情報　種別、２２７．調査登記簿情報　調査対象住所、２２
８．調査登記簿情報　家屋番号、２２９．調査登記簿情報　土地枚数、２３０．調査登記簿情報　家屋枚数、２３１．経過記録情報　担当
者、２３２．経過記録情報　経過記録日、２３３．経過記録情報　経過記録時間、２３４．経過記録情報　相手、２３５．経過記録情報　内
容、２３６．経過記録情報　場所、２３７．経過記録情報　催告金額、２３８．経過記録情報　催告期限、２３９．経過記録情報　納付額、２４
０．経過記録情報　経過記録内容、２４１．経過明細情報　調定年度、２４２．経過明細情報　賦課年度、２４３．経過明細情報　税目、２４
４．経過明細情報　自治体コード、２４５．経過明細情報　表示通知書番号、２４６．経過明細情報　表示期別、２４７．経過明細情報　納
期限日、２４８．経過明細情報　法定納期限等、２４９．経過明細情報　納付額、２５０．経過明細情報　延滞金、２５１．経過明細情報　督
促手数料、２５２．経過明細情報　領収書番号、２５３．経過明細情報　現年滞繰越区分、２５４．経過明細情報　関連者宛名番号、２５
５．経過明細情報　関連者元宛名番号、２５６．調査結果情報　預金_調査日、２５７．調査結果情報　預金_回答日、２５８．調査結果情報
預金_金融機関、２５９．調査結果情報　預金_預金種別、２６０．調査結果情報　預金_満期日、２６１．調査結果情報　預金_口座番号、２
６２．調査結果情報　預金_口座名義人カナ、２６３．調査結果情報　預金_預金残高額、２６４．調査結果情報　預金_最終取引日、２６５．
調査結果情報　預金_備考、２６６．調査結果情報　収入_調査日、２６７．調査結果情報　収入_回答日、２６８．調査結果情報　収入_収入
種類、２６９．調査結果情報　収入_調査先、２７０．調査結果情報　収入_備考、２７１．調査結果情報　収入_第三債務者住所、２７２．調
査結果情報　収入_第三債務者名称、２７３．調査結果情報　収入_第三債務者電話番号、２７４．調査結果情報　収入_内容、２７５．調査
結果情報　保険_調査日、２７６．調査結果情報　保険_回答日、２７７．調査結果情報　保険_契約日、２７８．調査結果情報　保険_満期
日、２７９．調査結果情報　保険_保険会社、２８０．調査結果情報　保険_保険種類、２８１．調査結果情報　保険_証券番号、２８２．調査
結果情報　保険_保険料額、２８３．調査結果情報　保険_解約返戻金、２８４．調査結果情報　保険_契約者、２８５．調査結果情報　保険_
被保険者、２８６．調査結果情報　保険_受取人、２８７．調査結果情報　保険_取扱金融機関、２８８．調査結果情報　保険_口座番号、２８
９．調査結果情報　保険_口座名義人カナ、２９０．調査結果情報　保険_備考、２９１．調査結果情報　債権他_調査日、２９２．調査結果情
報　債権他_回答日、２９３．調査結果情報　債権他_債権種類、２９４．調査結果情報　債権他_内容、２９５．調査結果情報　債権他_金
額、２９６．調査結果情報　債権他_備考、２９７．調査結果情報　債権他_第三債務者住所、２９８．調査結果情報　債権他_第三債務者名
称、２９９．調査結果情報　債権他_第三債務者電話番号、３００．調査結果情報　不動産_調査日、３０１．調査結果情報　不動産_回答
日、３０２．調査結果情報　不動産_財産種類、３０３．調査結果情報　不動産_内容、３０４．調査結果情報　不動産_備考、３０５．調査結
果情報　動産_調査日、３０６．調査結果情報　動産_回答日、３０７．調査結果情報　動産_動産種類、３０８．調査結果情報　動産_内容、
３０９．調査結果情報　動産_金額、３１０．調査結果情報　動産_備考、３１１．調査結果情報　動産_第三債務者住所、３１２．調査結果情
報　動産_第三債務者名称、３１３．調査結果情報　動産_第三債務者電話番号、３１４．調査結果情報　車_調査日、３１５．調査結果情報
車_回答日、３１６．調査結果情報　車_自動車登録番号、３１７．調査結果情報　車_車名、３１８．調査結果情報　車_型式（年式）、３１９．
調査結果情報　車_車台番号、３２０．調査結果情報　車_原動機の型式、３２１．調査結果情報　車_使用の本拠位置、３２２．調査結果情
報　車_備考、３２３．調査結果情報　無体財産権_調査日、３２４．調査結果情報　無体財産権_回答日、３２５．調査結果情報　無体財産
権_無体財産種類、３２６．調査結果情報　無体財産権_内容、３２７．調査結果情報　無体財産権_金額、３２８．調査結果情報　無体財産
権_備考、３２９．調査結果情報　無体財産権_第三債務者住所、３３０．調査結果情報　無体財産権_第三債務者名称、３３１．調査結果
情報　無体財産権_第三債務者電話番号、３３２．調査結果情報　電話加入権_調査日、３３３．調査結果情報　電話加入権_回答日、３３
４．調査結果情報　電話加入権_電話番号、３３５．調査結果情報　電話加入権_NTT受付番号、３３６．調査結果情報　電話加入権_NTT
受付日、３３７．調査結果情報　電話加入権_設置場所、３３８．調査結果情報　電話加入権_登録住所、３３９．調査結果情報　電話加入
権_備考、３４０．調査結果情報　決算書_調査日、３４１．調査結果情報　決算書_年月度、３４２．調査結果情報　決算書_合計金額、３４
３．調査結果情報　決算書_貸借対照表、３４４．調査結果情報　決算書_損益計算書、３４５．調査結果情報　決算書_受取手形内訳書、
３４６．調査結果情報　決算書_売掛金内訳書、３４７．調査結果情報　決算書_借入金及び支払利子の内訳書、３４８．調査結果情報　決
算書_損益計算書（青色）、３４９．調査結果情報　決算書_月別売上・仕入金額（青色）、３５０．調査結果情報　決算書_給与賃金の内訳
（青色）、３５１．調査結果情報　決算書_減価償却費の計算（青色）、３５２．調査結果情報　決算書_貸借対照表（青色）、３５３．調査結果
情報　決算書_不動産所得の収入の内訳（青色）、３５４．調査結果情報　決算書_その他の内訳書、３５５．処分予定財産情報　財産分
類、３５６．処分予定財産情報　財産表示番号、３５７．処分予定財産情報　調査日、３５８．処分予定財産情報　履行期限（債権のみ使
用）、３５９．処分予定財産情報　満期日（債権のみ使用）、３６０．処分予定財産情報　執行予定日、３６１．処分予定財産情報　未確定
予定、３６２．処分予定財産情報　担当者、３６３．処分予定財産情報　財産内容、３６４．処分予定財産情報　備考、３６５．処分予定財
産情報　宛先（債権用）、３６６．処分予定財産情報　第三債務者_氏名（名称）、３６７．処分予定財産情報　第三債務者_住所、３６８．処
分予定財産情報　第三債務者_送付先氏名（名称）、３６９．処分予定財産情報　第三債務者_送付先住所、３７０．処分予定財産情報
権利者_権利者種別、３７１．処分予定財産情報　権利者_設定日、３７２．処分予定財産情報　権利者_解除日、３７３．処分予定財産情
報　権利者_残債調査日、３７４．処分予定財産情報　権利者_当初設定額、３７５．処分予定財産情報　権利者_残債権額、３７６．処分予
定財産情報　権利者_取扱店、３７７．処分予定財産情報　権利者_職名、３７８．処分予定財産情報　権利者_権利者氏名（名称）、３７９．
処分予定財産情報　権利者_権利者住所、３８０．処分予定財産情報　権利者_代理人職名、３８１．処分予定財産情報　権利者_代理人
氏名（名称）、３８２．処分予定財産情報　権利者_代理人住所、３８３．処分予定財産情報　権利者_債務者氏名（名称）、３８４．処分予定
財産情報　権利者_債務者住所、３８５．処分予定財産情報　権利者_備考、３８６．債務の承認情報　承認日、３８７．債務の承認情報
備考、３８８．債務の承認明細情報　調定年度、３８９．債務の承認明細情報　賦課年度、３９０．債務の承認明細情報　税目、３９１．債
務の承認明細情報　自治体コード、３９２．債務の承認明細情報　表示通知書番号、３９３．債務の承認明細情報　表示期別、
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３９４．債務の承認明細情報　納期限日、３９５．債務の承認明細情報　法定納期限等、３９６．債務の承認明細情報　期別税額、３９７．
債務の承認明細情報　納付額、３９８．債務の承認明細情報　延滞金、３９９．債務の承認明細情報　延滞金納付額、４００．債務の承認
明細情報　督促手数料、４０１．債務の承認明細情報　関連者宛名番号、４０２．債務の承認明細情報　二次納元宛名番号、４０３．債務
の承認明細情報　二次納処分連番、４０４．時効延長情報　開始日、４０５．時効延長情報　終了日、４０６．時効延長情報　事由、４０７．
時効延長情報　備考、４０８．時効延長明細情報　調定年度、４０９．時効延長明細情報　賦課年度、４１０．時効延長明細情報　税目、４
１１．時効延長明細情報　自治体コード、４１２．時効延長明細情報　表示通知書番号、４１３．時効延長明細情報　表示期別、４１４．時
効延長明細情報　納期限日、４１５．時効延長明細情報　法定納期限等、４１６．時効延長明細情報　期別税額、４１７．時効延長明細情
報　納付額、４１８．時効延長明細情報　延滞金、４１９．時効延長明細情報　延滞金納付額、４２０．時効延長明細情報　督促手数料、４
２１．時効延長明細情報　関連者宛名番号、４２２．時効延長明細情報　二次納元宛名番号、４２３．時効延長明細情報　二次納処分連
番、４２４．捜索情報　表示管理番号、４２５．捜索情報　年度、４２６．捜索情報　担当者、４２７．捜索情報　起案日、４２８．捜索情報　時
効中断日、４２９．捜索情報　延滞金計算日、４３０．捜索情報　捜索日、４３１．捜索情報　捜索開始時間、４３２．捜索情報　捜索終了時
間、４３３．捜索情報　捜索場所、４３４．捜索情報　捜索第三者、４３５．捜索情報　捜索立会人、４３６．捜索情報　備考、４３７．捜索情
報　登録日、４３８．捜索情報　義務者氏名（名称）、４３９．捜索情報　義務者氏名（名称）カナ、４４０．捜索情報　義務者住所、４４１．捜
索明細情報　調定年度、４４２．捜索明細情報　賦課年度、４４３．捜索明細情報　税目、４４４．捜索明細情報　自治体コード、４４５．捜
索明細情報　表示通知書番号、４４６．捜索明細情報　表示期別、４４７．捜索明細情報　納期限日、４４８．捜索明細情報　法定納期限
等、４４９．捜索明細情報　期別税額、４５０．捜索明細情報　納付額、４５１．捜索明細情報　延滞金、４５２．捜索明細情報　延滞金納付
額、４５３．捜索明細情報　督促手数料、４５４．捜索明細情報　関連者宛名連番、４５５．捜索明細情報　二次納元宛名番号、４５６．捜
索明細情報　二次納処分連番、４５７．猶予情報　表示管理番号、４５８．猶予情報　担当者、４５９．猶予情報　起案日、４６０．猶予情報
申請日、４６１．猶予情報　許可日、４６２．猶予情報　不許可日、４６３．猶予情報　延長申請日、４６４．猶予情報　猶予要件区分、４６
５．猶予情報　猶予区分、４６６．猶予情報　減免区分、４６７．猶予情報　猶予期間開始日、４６８．猶予情報　猶予期間終了日、４６９．
猶予情報　延滞金計算日、４７０．猶予情報　猶予許可理由、４７１．猶予情報　取消日、４７２．猶予情報　取消理由、４７３．猶予情報
義務者氏名（名称）、４７４．猶予情報　義務者氏名（名称）カナ、４７５．猶予情報　義務者住所、４７６．猶予情報　猶予担保内容、４７７．
猶予明細情報　調定年度、４７８．猶予明細情報　賦課年度、４７９．猶予明細情報　税目、４８０．猶予明細情報　自治体コード、４８１．
猶予明細情報　表示通知書番号、４８２．猶予明細情報　表示期別、４８３．猶予明細情報　納期限日、４８４．猶予明細情報　法定納期
限等、４８５．猶予明細情報　期別税額、４８６．猶予明細情報　納付額、４８７．猶予明細情報　延滞金、４８８．猶予明細情報　延滞金納
付額、４８９．猶予明細情報　督促手数料、４９０．猶予明細情報　関連者宛名連番、４９１．猶予明細情報　二次納元宛名番号、４９２．
猶予明細情報　二次納処分連番、４９３．分納情報　管理表示番号、４９４．分納情報　担当者、４９５．分納情報　届出日、４９６．分納情
報　理由、４９７．分納情報　誓約日、４９８．分納情報　納付開始日、４９９．分納情報　期間自、５００．分納情報　期間至、５０１．分納情
報　支払日、５０２．分納情報　分納金額、５０３．分納情報　分納回数、５０４．分納情報　分納解除日、５０５．分納情報　分納解除理
由、５０６．分納情報　解除不履行コメント、５０７．分納情報　不履行対応日、５０８．分納情報　不履行対応種類、５０９．分納情報　承認
フラグ、５１０．分納情報　納付方法、５１１．分納情報　内入金額、５１２．分納情報　加算金開始年月、５１３．分納情報　加算金額、５１
４．分納明細情報　調定年度、５１５．分納明細情報　賦課年度、５１６．分納明細情報　税目、５１７．分納明細情報　自治体コード、５１
８．分納明細情報　表示通知書番号、５１９．分納明細情報　表示期別、５２０．分納明細情報　納期限日、５２１．分納明細情報　法定納
期限等、５２２．分納明細情報　期別税額、５２３．分納明細情報　納付額、５２４．分納明細情報　延滞金、５２５．分納明細情報　延滞金
納付額、５２６．分納明細情報　督促手数料未納額、５２７．分納明細情報　関連者宛名番号、５２８．分納明細情報　二次納元宛名番
号、５２９．分納明細情報　二次納処分連番、５３０．分納計画情報　納付書発行日、５３１．分納計画情報　納付予定日・支払期日、５３
２．分納計画情報　調定年度、５３３．分納計画情報　賦課年度、５３４．分納計画情報　税目、５３５．分納計画情報　自治体コード、５３
６．分納計画情報　表示通知書番号、５３７．分納計画情報　表示期別、５３８．分納計画情報　納期限日、５３９．分納計画情報　計画税
額、５４０．分納計画情報　計画延滞金、５４１．分納計画情報　計画手数料、５４２．受託情報　管理表示番号、５４３．受託情報　担当
者、５４４．受託情報　届出日、５４５．受託情報　理由、５４６．受託情報　受託日、５４７．受託情報　納付開始日、５４８．受託情報　期間
自、５４９．受託情報　期間至、５５０．受託情報　支払日、５５１．受託情報　分納金額、５５２．受託情報　分納回数、５５３．受託情報　受
託解除日、５５４．受託情報　受託解除理由、５５５．受託情報　解除不履行コメント、５５６．受託情報　不履行対応日、５５７．受託情報
不履行対応種類、５５８．受託情報　承認フラグ、５５９．受託情報　納付方法、５６０．受託情報　内入金額、５６１．受託情報　振出日、５
６２．受託情報　証券種別、５６３．受託情報　証券番号（初期値）、５６４．受託情報　取立費用、５６５．受託情報　支払場所、５６６．受託
情報　支払人、５６７．受託情報　振出人住所、５６８．受託情報　振出人氏名、５６９．受託明細情報　調定年度、５７０．受託明細情報
賦課年度、５７１．受託明細情報　税目、５７２．受託明細情報　自治体コード、５７３．受託明細情報　表示通知書番号、５７４．受託明細
情報　表示期別、５７５．受託明細情報　納期限日、５７６．受託明細情報　法定納期限等、５７７．受託明細情報　期別税額、５７８．受託
明細情報　納付額、５７９．受託明細情報　延滞金、５８０．受託明細情報　延滞金納付額、５８１．受託明細情報　督促手数料未納額、５
８２．受託明細情報　関連者宛名番号、５８３．受託明細情報　二次納元宛名番号、５８４．受託明細情報　二次納処分連番、５８５．受託
計画情報　納付書発行日、５８６．受託計画情報　支払期日、５８７．受託計画情報　調定年度、５８８．受託計画情報　賦課年度、５８９．
受託計画情報　税目、５９０．受託計画情報　自治体コード、５９１．受託計画情報　表示通知書番号、５９２．受託計画情報　表示期別、
５９３．受託計画情報　納期限日、５９４．受託計画情報　計画税額、５９５．受託計画情報　計画延滞金、５９６．受託計画情報　計画手
数料、５９７．受託計画情報　証券番号、５９８．受託証券情報　支払期日、５９９．受託証券情報　支払日、６００．受託証券情報　証券種
別、６０１．受託証券情報　証券番号、６０２．受託証券情報　証券枚数、６０３．受託証券情報　証券額面金額、６０４．受託予定情報　分
納回、６０５．受託予定情報　納付予定日、６０６．受託予定情報　証券番号、６０７．受託予定情報　証券情報番号、６０８．受託予定情
報　額面金額、６０９．処分情報　処分表示番号、６１０．処分情報　管理表示番号、６１１．処分情報　処分年度、６１２．処分情報　処分
種類、６１３．処分情報　財産分類、６１４．処分情報　担当者、６１５．処分情報　コメント、６１６．処分情報　起案日、６１７．処分情報　時
効中断日、６１８．処分情報　受付日、６１９．処分情報　受付番号、６２０．処分情報　延滞金計算日、６２１．処分情報　滞納処分費、６２
２．処分情報　調書作成場所、６２３．処分情報　登記法務局、６２４．処分情報　執行機関、６２５．処分情報　職名、６２６．処分情報　執
行機関差押日、６２７．処分情報　執行機関解除日、６２８．処分情報　事件内容、６２９．処分情報　事件年度、６３０．処分情報　事件番
号、６３１．処分情報　その他事件番号、６３２．処分情報　該当法、６３３．処分情報　破産手続開始日、６３４．処分情報　取立請求した
日、６３５．処分情報　組合持分予告日、６３６．処分情報　求意見書印刷日、６３７．処分情報　解除日、６３８．処分情報　処分解除理
由、６３９．処分明細情報　調定年度、６４０．処分明細情報　賦課年度、６４１．処分明細情報　税目、６４２．処分明細情報　自治体コー
ド、６４３．処分明細情報　表示通知書番号、６４４．処分明細情報　表示期別、６４５．処分明細情報　納期限日、６４６．処分明細情報
法定納期限等、６４７．処分明細情報　期別税額、６４８．処分明細情報　納付額、６４９．処分明細情報　延滞金、６５０．処分明細情報
延滞金納付額、６５１．処分明細情報　督促手数料、６５２．処分明細情報　関連者宛名番号、６５３．処分明細情報　二次納宛名番号、
６５４．処分明細情報　二次納処分連番、６５５．処分財産情報　財産種類、６５６．処分財産情報　財産表示番号、６５７．処分財産情報
履行期限（債権のみ使用）、６５８．処分財産情報　満期日（債権のみ使用）、６５９．処分財産情報　一部解除日、６６０．処分財産情報
一部解除理由、６６１．処分財産情報　財産内容、６６２．処分財産情報　権利者_種別、６６３．処分財産情報　権利者_設定日、６６４．処
分財産情報　権利者_解除日、６６５．処分財産情報　権利者_残債調査日、６６６．処分財産情報　権利者_当初設定額、
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６６７．処分財産情報　権利者_残債権額、６６８．処分財産情報　権利者_権利者取扱店、６６９．処分財産情報　権利者_権利者職名、６
７０．処分財産情報　権利者_権利者氏名（名称）、６７１．処分財産情報　権利者_権利者住所、６７２．処分財産情報　権利者_代理人職
名、６７３．処分財産情報　権利者_代理人氏名（名称）、６７４．処分財産情報　権利者_代理人住所、６７５．処分財産情報　権利者_債務
者氏名（名称）、６７６．処分財産情報　権利者_債務者住所、６７７．処分財産情報　権利者_備考、６７８．現在額申立情報　代金納付
日、６７９．現在額申立情報　申立日、６８０．現在額申立情報　執行機関、６８１．現在額申立情報　担当官、６８２．現在額申立情報　担
当官名称、６８３．現在額申立情報　担当官肩書、６８４．現在額申立明細情報　調定年度、６８５．現在額申立明細情報　賦課年度、６８
６．現在額申立明細情報　税目、６８７．現在額申立明細情報　自治体コード、６８８．現在額申立明細情報　表示通知書番号、６８９．現
在額申立明細情報　表示期別、６９０．現在額申立明細情報　納期限日、６９１．現在額申立明細情報　法定納期限等、６９２．現在額申
立明細情報　期別税額、６９３．現在額申立明細情報　納付額、６９４．現在額申立明細情報　延滞金、６９５．現在額申立明細情報　延
滞金納付額、６９６．現在額申立明細情報　督促手数料未納額、６９７．現在額申立明細情報　破産債権（優先）延滞金、６９８．現在額
申立明細情報　破産債権（劣後）延滞金、６９９．現在額申立明細情報　関連者宛名連番、７００．現在額申立明細情報　処分表示連
番、７０１．現在額申立明細情報　執行日（交付要求日）、７０２．現在額申立明細情報　該当法、７０３．配当情報　管理表示番号、７０
４．配当情報　配当場所、７０５．配当情報　受入日（取立日）、７０６．配当情報　配当時間、７０７．配当情報　配当計算書作成日、７０
８．配当情報　種目、７０９．配当情報　換価代金交付期日、７１０．配当情報　換価代金、７１１．配当情報　配当順位、７１２．配当情報
延滞金計算日、７１３．配当情報　残余金交付先、７１４．配当情報　滞納処分費名称、７１５．配当情報　滞納処分費、７１６．配当情報
残余金、７１７．配当明細情報　調定年度、７１８．配当明細情報　賦課年度、７１９．配当明細情報　税目、７２０．配当明細情報　自治体
コード、７２１．配当明細情報　表示通知書番号、７２２．配当明細情報　表示期別、７２３．配当明細情報　納期限日、７２４．配当明細情
報　法定納期限等、７２５．配当明細情報　期別税額、７２６．配当明細情報　納付額、７２７．配当明細情報　延滞金、７２８．配当明細情
報　延滞金納付額、７２９．配当明細情報　督促手数料未納額、７３０．配当明細情報　関連者宛名連番、７３１．配当明細情報　本税未
納額（配当用）、７３２．配当明細情報　延滞金未納額（配当用）、７３３．配当明細情報　督促料未納額（配当用）、７３４．配当明細情報
本税配当額、７３５．配当明細情報　延滞金配当額、７３６．配当明細情報　督促料配当額、７３７．配当財産情報　財産種類、７３８．配
当財産情報　履行期限（債権のみ使用）、７３９．配当財産情報　満期日（債権のみ使用）、７４０．配当財産情報　財産内容、７４１．配当
財産情報　権利者_権利者種別、７４２．配当財産情報　権利者_設定日、７４３．配当財産情報　権利者_解除日、７４４．配当財産情報
権利者_残債調査日、７４５．配当財産情報　権利者_当初設定額、７４６．配当財産情報　権利者_残債権額、７４７．配当財産情報　権利
者_権利者取扱店、７４８．配当財産情報　権利者_権利者職名、７４９．配当財産情報　権利者_権利者氏名（名称）、７５０．配当財産情
報　権利者_権利者住所、７５１．配当財産情報　権利者_代理人職名、７５２．配当財産情報　権利者_代理人氏名（名称）、７５３．配当財
産情報　権利者_代理人住所、７５４．配当財産情報　権利者_債務者氏名（名称）、７５５．配当財産情報　権利者_債務者住所、７５６．配
当財産情報　権利者_備考、７５７．配当財産情報　権利者_配当順位、７５８．配当財産情報　権利者_配当額、７５９．繰上徴収情報　管
理表示番号、７６０．繰上徴収情報　年度、７６１．繰上徴収情報　担当者、７６２．繰上徴収情報　判定基準日、７６３．繰上徴収情報　繰
上徴収日、７６４．繰上徴収情報　繰上徴収時間、７６５．繰上徴収情報　繰上徴収理由、７６６．繰上徴収情報　義務者氏名（名称）、７６
７．繰上徴収情報　義務者氏名（名称）カナ、７６８．繰上徴収情報　義務者住所、７６９．繰上徴収明細情報　調定年度、７７０．繰上徴収
明細情報　賦課年度、７７１．繰上徴収明細情報　税目、７７２．繰上徴収明細情報　自治体コード、７７３．繰上徴収明細情報　表示通知
書番号、７７４．繰上徴収明細情報　表示期別、７７５．繰上徴収明細情報　変更前納期限、７７６．繰上徴収明細情報　変更後納期限、
７７７．繰上徴収明細情報　法定納期限等、７７８．繰上徴収明細情報　期別税額、７７９．繰上徴収明細情報　納付額、７８０．繰上徴収
明細情報　関連者宛名連番、７８１．延滞金減免情報　管理表示番号、７８２．延滞金減免情報　年度、７８３．延滞金減免情報　担当
者、７８４．延滞金減免情報　起案日、７８５．延滞金減免情報　理由、７８６．延滞金減免情報　決裁日、７８７．延滞金減免情報　期間開
始日、７８８．延滞金減免情報　期間終了日、７８９．延滞金減免情報　延滞金計算日、７９０．延滞金減免情報　備考、７９１．延滞金減
免情報　延滞金区分、７９２．延滞金減免情報　義務者氏名（名称）、７９３．延滞金減免情報　義務者氏名（名称）カナ、７９４．延滞金減
免情報　義務者住所、７９５．延滞金減免明細情報　調定年度、７９６．延滞金減免明細情報　賦課年度、７９７．延滞金減免明細情報
税目、７９８．延滞金減免明細情報　自治体コード、７９９．延滞金減免明細情報　表示通知書番号、８００．延滞金減免明細情報　表示
期別、８０１．延滞金減免明細情報　納期限日、８０２．延滞金減免明細情報　法定納期限等、８０３．延滞金減免明細情報　期別税額、
８０４．延滞金減免明細情報　納付額、８０５．延滞金減免明細情報　延滞金、８０６．延滞金減免明細情報　延滞金納付額、８０７．延滞
金減免明細情報　督促手数料、８０８．延滞金減免明細情報　関連者宛名連番、８０９．延滞金減免財産情報　財産種類、８１０．延滞金
減免財産情報　財産表示番号、８１１．延滞金減免財産情報　財産内容、８１２．執行停止情報　表示管理番号、８１３．執行停止情報
停止欠損年度、８１４．執行停止情報　担当者、８１５．執行停止情報　起案日、８１６．執行停止情報　決裁日、８１７．執行停止情報　該
当事項、８１８．執行停止情報　即時区分、８１９．執行停止情報　処分状況、８２０．執行停止情報　資産状況、８２１．執行停止情報　滞
納原因、８２２．執行停止情報　その他、８２３．執行停止情報　停止解除理由、８２４．執行停止情報　停止解除日、８２５．執行停止情
報　義務者氏名（名称）、８２６．執行停止情報　義務者氏名（名称）カナ、８２７．執行停止情報　義務者住所、８２８．執行停止情報　停
止理由内容、８２９．執行停止明細情報　一部解除日、８３０．執行停止明細情報　調定年度、８３１．執行停止明細情報　賦課年度、８３
２．執行停止明細情報　税目、８３３．執行停止明細情報　自治体コード、８３４．執行停止明細情報　表示通知書番号、８３５．執行停止
明細情報　表示期別、８３６．執行停止明細情報　納期限日、８３７．執行停止明細情報　法定納期限等、８３８．執行停止明細情報　期
別税額、８３９．執行停止明細情報　納付額、８４０．執行停止明細情報　延滞金、８４１．執行停止明細情報　延滞金納付額、８４２．執
行停止明細情報　督促手数料、８４３．執行停止明細情報　関連者宛名番号、８４４．執行停止明細情報　二次納元宛名番号、８４５．執
行停止明細情報　二次納処分連番、８４６．執行停止詳細情報　収入_継続的収入、８４７．執行停止詳細情報　収入_継続的収入調査
日、８４８．執行停止詳細情報　収入_申告書、８４９．執行停止詳細情報　収入_申告書調査日、８５０．執行停止詳細情報　財産_不動産
有無、８５１．執行停止詳細情報　財産_不動産、８５２．執行停止詳細情報　財産_不動産調査日、８５３．執行停止詳細情報　財産_預貯
金、８５４．執行停止詳細情報　財産_預貯金調査日、８５５．執行停止詳細情報　財産_保険、８５６．執行停止詳細情報　財産_保険調査
日、８５７．執行停止詳細情報　財産_売掛金、８５８．執行停止詳細情報　財産_売掛金調査日、８５９．執行停止詳細情報　財産_その
他、８６０．執行停止詳細情報　財産_その他調査日、８６１．執行停止詳細情報　支出_負債、８６２．執行停止詳細情報　支出_負債調査
日、８６３．執行停止詳細情報　支出_公租公課、８６４．執行停止詳細情報　支出_公租公課調査日、８６５．執行停止詳細情報　現地調
査_現地状況、８６６．執行停止詳細情報　現地調査_現地状況調査日、８６７．執行停止詳細情報　現地調査_自動車、８６８．執行停止
詳細情報　現地調査_自動車調査日、８６９．執行停止詳細情報　現地調査_その他、８７０．執行停止詳細情報　現地調査_その他調査
日、８７１．執行停止詳細情報　執行停止理由（詳細用）、８７２．執行停止詳細情報　職業、８７３．執行停止詳細情報　郵便状況　納税
通知書区分、８７４．執行停止詳細情報　郵便状況　納税通知書日付、８７５．執行停止詳細情報　郵便状況　督促状区分、８７６．執行
停止詳細情報　郵便状況　督促状日付、８７７．執行停止詳細情報　郵便状況　催告書区分、８７８．執行停止詳細情報　郵便状況　催
告書日付、８７９．執行停止詳細情報　住所情報　住民登録区分、８８０．執行停止詳細情報　住所情報　職権削除日、８８１．執行停止
詳細情報　住所情報　居住の事実区分、８８２．執行停止詳細情報　住所情報　現在の居住者区分、８８３．執行停止詳細情報　住所情
報　現在の居住者、８８４．執行停止詳細情報　住所情報　転出時期等区分、８８５．執行停止詳細情報　住所情報　転出日、８８６．執
行停止詳細情報　住所情報　転出先、８８７．執行停止詳細情報　財産状況　電話加入権区分、８８８．執行停止詳細情報　財産状況
電話加入権内容、８８９．執行停止詳細情報　財産状況　電話加入権価値区分、８９０．執行停止詳細情報　財産状況　不動産区分、
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８９１．執行停止詳細情報　財産状況　不動産内容、８９２．執行停止詳細情報　財産状況　不動産価値区分、８９３．執行停止詳細情報
財産状況　債権区分、８９４．執行停止詳細情報　財産状況　債権内容、８９５．執行停止詳細情報　財産状況　債権価値区分、８９６．
執行停止詳細情報　財産状況　自動車区分、８９７．執行停止詳細情報　財産状況　自動車内容、８９８．執行停止詳細情報　財産状況
自動車価値区分、８９９．執行停止詳細情報　財産状況　遺留財産区分、９００．執行停止詳細情報　財産状況　遺留財産内容、９０１．
執行停止詳細情報　財産状況　遺留財産価値区分、９０２．執行停止詳細情報　財産状況　その他の財産区分、９０３．執行停止詳細情
報　財産状況　その他の財産内容、９０４．執行停止詳細情報　財産状況　その他の財産価値区分、９０５．執行停止詳細情報　負債状
況　負債の種類、９０６．執行停止詳細情報　負債状況　債権者、９０７．執行停止詳細情報　負債状況　負債額、９０８．執行停止詳細
情報　負債状況　備考、９０９．執行停止詳細情報　生計状況　生活保護法区分、９１０．執行停止詳細情報　生計状況　生活保護開始
日、９１１．執行停止詳細情報　生計状況　最新の合計所得額、９１２．執行停止詳細情報　生計状況　生活困窮区分、９１３．執行停止
詳細情報　生計状況　収入額、９１４．執行停止詳細情報　生計状況　差押禁止範囲内区分、９１５．執行停止詳細情報　生計状況　本
人高齢で無職区分、９１６．執行停止詳細情報　生計状況　本人、家族により扶養区分、９１７．執行停止詳細情報　生計状況　未申告
のため勤務先不明区分、９１８．執行停止詳細情報　生計状況　家族構成、９１９．執行停止詳細情報　生計状況　国税徴収法第76条第
1項第4号の額、９２０．執行停止詳細情報　生計状況　生活維持の状況、９２１．執行停止詳細情報　納税状況　直近の納税区分、９２
２．執行停止詳細情報　納税状況　直近の納税日、９２３．執行停止詳細情報　納税状況　今後の納税見込み区分、９２４．執行停止詳
細情報　納税状況　今後の納税見込み日、９２５．執行停止詳細情報　他機関状況　機関名、９２６．執行停止詳細情報　他機関状況
区分、９２７．執行停止詳細情報　他機関状況　滞納額計、９２８．執行停止詳細情報　他機関状況　執行停止区分、９２９．執行停止詳
細情報　他機関状況　滞納処分区分、９３０．執行停止詳細情報　裁判所情報　名称、９３１．執行停止詳細情報　裁判所情報　区分、９
３２．執行停止詳細情報　裁判所情報　事件番号、９３３．執行停止詳細情報　滞納処分状況　執行日、９３４．執行停止詳細情報　滞納
処分状況　差押財産、９３５．執行停止詳細情報　滞納処分状況　公売、９３６．執行停止詳細情報　滞納処分状況　配当金額、９３７．
執行停止詳細情報　滞納処分状況　備考、９３８．執行停止詳細情報　調査経緯　調査日、９３９．執行停止詳細情報　調査経緯　調査
結果、９４０．執行停止詳細情報　理由　チェック、９４１．執行停止詳細情報　理由　その他内容、９４２．欠損情報　表示管理番号、９４
３．欠損情報　欠損年度、９４４．欠損情報　担当者、９４５．欠損情報　起案日、９４６．欠損情報　決裁日、９４７．欠損情報　該当事項、
９４８．欠損情報　即時区分、９４９．欠損情報　処分状況、９５０．欠損情報　資産状況、９５１．欠損情報　滞納原因、９５２．欠損情報
その他、９５３．欠損情報　決議内容、９５４．欠損情報　該当事項15-7-1区分、９５５．欠損情報　該当事項15-7-4区分、９５６．欠損情
報　該当事項15-7-5区分、９５７．欠損情報　該当事項18-1区分、９５８．欠損情報　不納欠損日、９５９．欠損情報　義務者氏名（名
称）、９６０．欠損情報　義務者氏名（名称）カナ、９６１．欠損情報　義務者住所、９６２．欠損情報　理由内容、９６３．欠損明細情報　調
定年度、９６４．欠損明細情報　賦課年度、９６５．欠損明細情報　税目、９６６．欠損明細情報　自治体コード、９６７．欠損明細情報　表
示通知書番号、９６８．欠損明細情報　表示期別、９６９．欠損明細情報　納期限日、９７０．欠損明細情報　法定納期限等、９７１．欠損
明細情報　期別税額、９７２．欠損明細情報　納付額、９７３．欠損明細情報　延滞金、９７４．欠損明細情報　延滞金納付額、９７５．欠損
明細情報　督促手数料、９７６．欠損明細情報　時効完成日、９７７．欠損明細情報　処分法令、９７８．欠損明細情報　関連者宛名番
号、９７９．欠損明細情報　二次納元宛名番号、９８０．欠損明細情報　二次納処分連番、９８１．公売物件情報　物件番号、９８２．公売
物件情報　物件管理番号、９８３．公売物件情報　公売状況、９８４．公売物件情報　鑑定価額、９８５．公売物件情報　減額率、９８６．公
売物件情報　調整価額、９８７．公売物件情報　見積価額、９８８．公売物件情報　累積滞納処分費、９８９．公売物件情報　公売保証
金、９９０．公売物件情報　取消日、９９１．公売物件情報　公売取消理由、９９２．公売物件情報　鑑定書納付期限、９９３．公売物件情
報　鑑定書納付日、９９４．公売物件情報　鑑定人名称、９９５．公売物件情報　鑑定人住所、９９６．公売物件情報　買受人備考、９９７．
公売財産情報　宛名番号、９９８．公売財産情報　処分表示番号、９９９．公売財産情報　処分種類、１０００．公売財産情報　財産分類、
１００１．公売財産情報　過去公売の物件管理番号、１００２．公売財産情報　財産内容、１００３．公売交付要求者情報　残債権額、１００
４．公売交付要求者情報　権利者取扱店、１００５．公売交付要求者情報　権利者種別、１００６．公売交付要求者情報　設定日、１００
７．公売交付要求者情報　氏名、１００８．公売交付要求者情報　住所、１００９．公売交付要求者情報　備考、１０１０．公売買受人情報
申込日、１０１１．公売買受人情報　保証金納付日、１０１２．公売買受人情報　入札価額、１０１３．公売買受人情報　買受代金納付日、
１０１４．公売買受人情報　取消日、１０１５．公売買受人情報　取消理由コード連番、１０１６．公売買受人情報　売却決定日（次順位）、１
０１７．公売買受人情報　売却決定時間（次順位）、１０１８．公売買受人情報　買受代金納付場所（次順位）、１０１９．公売買受人情報
買受代金納付期限（次順位）、１０２０．公売買受人情報　買受代金納付期限時間（次順位）、１０２１．公売買受人情報　最高価申込者
取消日、１０２２．公売買受人情報　氏名、１０２３．公売買受人情報　住所、１０２４．公売買受人情報　電話番号、１０２５．公売買受人情
報　代理人氏名、１０２６．公売買受人情報　代理人住所、１０２７．公売買受人情報　代理人電話番号、１０２８．公売買受人情報　備
考、１０２９．相続情報　被相続人_宛名番号、１０３０．相続情報　被相続人_登録日、１０３１．相続情報　被相続人_相続開始日、１０３２．
相続情報　被相続人_指定期日、１０３３．相続情報　被相続人_被相続人本税額、１０３４．相続情報　相続承継人_関連者続柄、１０３５．
相続情報　相続承継人_宛名番号、１０３６．相続情報　相続承継人_相続按分分子、１０３７．相続情報　相続承継人_相続按分分母、１０
３８．相続情報　相続承継人_納税義務承継額、１０３９．相続情報　相続承継人_納付責任額、１０４０．相続明細情報　納期限日、１０４
１．相続明細情報　調定年度、１０４２．相続明細情報　賦課年度、１０４３．相続明細情報　税目、１０４４．相続明細情報　自治体コード、
１０４５．相続明細情報　表示通知書番号、１０４６．相続明細情報　表示期別、１０４７．相続明細情報　法定納期限等、１０４８．相続明
細情報　期別税額、１０４９．相続明細情報　納付額、１０５０．相続明細情報　延滞金、１０５１．相続明細情報　延滞金納付額、１０５２．
相続明細情報　督促手数料未納額、１０５３．承継通知情報　宛名番号、１０５４．承継通知情報　登録日、１０５５．承継通知情報　相続
開始日、１０５６．承継通知情報　指定期日、１０５７．承継通知情報　被相続人本税額、１０５８．承継通知情報　備考、１０５９．承継通知
情報　承継人_関連者続柄、１０６０．承継通知情報　承継人_相続人宛名番号、１０６１．承継通知情報　承継人_相続按分分子、１０６２．
承継通知情報　承継人_相続按分分母、１０６３．承継通知情報　承継人_納税義務承継額、１０６４．承継通知情報　承継人_納付責任
額、１０６５．承継明細情報　納期限日、１０６６．承継明細情報　調定年度、１０６７．承継明細情報　賦課年度、１０６８．承継明細情報
税目、１０６９．承継明細情報　自治体コード、１０７０．承継明細情報　表示通知書番号、１０７１．承継明細情報　表示期別、１０７２．承
継明細情報　法定納期限等、１０７３．承継明細情報　期別税額、１０７４．承継明細情報　納付額、１０７５．承継明細情報　延滞金、１０
７６．承継明細情報　延滞金納付額、１０７７．承継明細情報　督促手数料未納額、１０７８．承継明細情報　関連者宛名番号、１０７９．二
次納情報　管理番号、１０８０．二次納情報　二次納対象宛名連番、１０８１．二次納情報　発送日（法定納期限等）、１０８２．二次納情報
二次納理由、１０８３．二次納情報　納付すべき額、１０８４．二次納情報　納付責任額、１０８５．二次納情報　根拠規定、１０８６．二次納
明細情報　納期限日、１０８７．二次納明細情報　督促発送日、１０８８．二次納明細情報　督促公示日、１０８９．二次納明細情報　調定
年度、１０９０．二次納明細情報　賦課年度、１０９１．二次納明細情報　税目、１０９２．二次納明細情報　自治体コード、１０９３．二次納
明細情報　表示通知書番号、１０９４．二次納明細情報　表示期別、１０９５．二次納明細情報　法定納期限等、１０９６．二次納明細情報
期別税額、１０９７．二次納明細情報　納付額、１０９８．二次納明細情報　延滞金、１０９９．二次納明細情報　延滞金納付額、１１００．二
次納明細情報　督促手数料未納額、１１０１．二次納明細情報　関連者宛名番号、１１０２．催告発送履歴情報　延滞金計算日、１１０３．
催告発送履歴情報　発送日、１１０４．催告発送履歴情報　公示日、１１０５．催告発送履歴情報　帳票種類、１１０６．催告発送履歴情報
帳票名称、１１０７．催告発送履歴明細情報　調定年度、１１０８．催告発送履歴明細情報　賦課年度、１１０９．催告発送履歴明細情報
税目、１１１０．催告発送履歴明細情報　自治体コード、１１１１．催告発送履歴明細情報　表示通知書番号、
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 （別添２） 特定個人情報ファイル記録項目

１１１２．催告発送履歴明細情報　表示期別、１１１３．催告発送履歴明細情報　催告対象本税額、１１１４．催告発送履歴明細情報　催
告対象延滞金額、１１１５．催告発送履歴明細情報　催告対象手数料額、１１１６．帳票発行情報　発行日、１１１７．帳票発行情報　発行
時間、１１１８．帳票発行情報　帳票発行番号、１１１９．帳票発行情報　発送日、１１２０．帳票発行情報　帳票名称、１１２１．帳票発行情
報　帳票発番号、１１２２．帳票発行情報　処分等管理番号、１１２３．帳票発行情報　担当者、１１２４．帳票発行情報　延滞金計算日、１
１２５．帳票発行情報　期限日、１１２６．帳票発行情報　調査種類、１１２７．帳票発行情報　調査照会書宛先、１１２８．帳票発行情報
調査照会書宛先住所、１１２９．帳票発行情報　調査照会判明日（回答日）、１１３０．帳票発行情報　調定年度、１１３１．帳票発行情報
賦課年度、１１３２．帳票発行情報　税目、１１３３．帳票発行情報　自治体コード、１１３４．帳票発行情報　表示通知書番号、１１３５．帳
票発行情報　表示期別、１１３６．帳票発行情報　本税額、１１３７．帳票発行情報　延滞金額、１１３８．帳票発行情報　督促手数料額、１
１３９．帳票発行情報　返戻日、１１４０．帳票発行情報　返戻事由、１１４１．スケジュール情報　担当者、１１４２．スケジュール情報　所
属、１１４３．スケジュール情報　予定日、１１４４．スケジュール情報　未確定予定、１１４５．スケジュール情報　予定日時間、１１４６．ス
ケジュール情報　宛名番号、１１４７．スケジュール情報　アラート日、１１４８．スケジュール情報　内容、１１４９．スケジュール情報　行き
先、１１５０．スケジュール情報　宛先情報、１１５１．スケジュール情報　備考、１１５２．継続予定情報　担当者、１１５３．継続予定情報
所属、１１５４．継続予定情報　宛名番号、１１５５．継続予定情報　内容、１１５６．継続予定情報　行き先、１１５７．継続予定情報　宛先
情報、１１５８．継続予定情報　予定日、１１５９．継続予定情報　支払日、１１６０．継続予定情報　回数、１１６１．継続予定情報　予定日
時間、１１６２．継続予定情報　財産区分、１１６３．継続予定情報　備考、１１６４．継続予定情報　登録日

（７）電子申告ファイル
①給与支払報告書
別紙Ⅲのとおり

②公的年金等支払報告書
別紙Ⅳのとおり
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③償却資産申告書
第二十六号様式、所有者コード、申告年度、提出年月日、あて先、［所有者］１住所フリガナ、［所有者］１住所郵便番号、［所有者］１住
所、［所有者］１電話、［所有者］２氏名フリガナ、［所有者］２氏名、［所有者］２代表者フリガナ、［所有者］２代表者、［所有者］２屋号、［所
有者］３事業種目、［所有者］３事業種目（資本金等の額）、［所有者］４事業開始年月、［所有者］５この申告に応答する者の係及び氏名
（係）、［所有者］５この申告に応答する者の係及び氏名（氏名）、［所有者］５この申告に応答する者の係及び氏名（電話）、［所有者］６税
理士等の氏名、［所有者］６税理士等の氏名（電話）、［所有者］７短縮耐用年数の承認、［所有者］８増加償却の届出、［所有者］９非課
税該当資産、［所有者］１０課税標準の特例、［所有者］１１特別償却又は圧縮記帳、［所有者］１２税務会計上の償却方法、［所有者］１３
青色申告、［所有者］１４市（区）町村内における事業所等資産の所在地、［所有者］１４市（区）町村内における事業所等資産の所在地
２、［所有者］１４市（区）町村内における事業所等資産の所在地３、［所有者］１５借用資産　（有無）、［所有者］［１５借用資産］貸主の名
称等、［所有者］１６事業所用家屋の所有区分、［所有者］１７備考、連帯納税義務者人数、［１］［構築物］［取得価額］前年前に取得した
もの（イ）、［２］［機械及び装置］［取得価額］前年前に取得したもの（イ）、［３］［船舶］［取得価額］前年前に取得したもの（イ）、［４］［航空
機］［取得価額］前年前に取得したもの（イ）、［５］［車両及び運搬具］［取得価額］前年前に取得したもの（イ）、［６］［工具、器具及び備
品］［取得価額］前年前に取得したもの（イ）、［７］［合計］［取得価額］前年前に取得したもの（イ）、［１］［構築物］［取得価額］前年中に減
少したもの（ロ）、［２］［機械及び装置］［取得価額］前年中に減少したもの（ロ）、［３］［船舶］［取得価額］前年中に減少したもの（ロ）、［４］
［航空機］［取得価額］前年中に減少したもの（ロ）、［５］［車両及び運搬具］［取得価額］前年中に減少したもの（ロ）、［６］［工具、器具及
び備品］［取得価額］前年中に減少したもの（ロ）、［７］［合計］［取得価額］前年中に減少したもの（ロ）、［１］［構築物］［取得価額］前年中
に取得したもの（ハ）、［２］［機械及び装置］［取得価額］前年中に取得したもの（ハ）、［３］［船舶］［取得価額］前年中に取得したもの
（ハ）、［４］［航空機］［取得価額］前年中に取得したもの（ハ）、［５］［車両及び運搬具］［取得価額］前年中に取得したもの（ハ）、［６］［工
具、器具及び備品］［取得価額］前年中に取得したもの（ハ）、［７］［合計］［取得価額］前年中に取得したもの（ハ）、［１］［構築物］［取得価
額］計（（イ）－（ロ）＋（ハ））（ニ）、［２］［機械及び装置］［取得価額］計（（イ）－（ロ）＋（ハ））（ニ）、［３］［船舶］［取得価額］計（（イ）－（ロ）
＋（ハ））（ニ）、［４］［航空機］［取得価額］計（（イ）－（ロ）＋（ハ））（ニ）、［５］［車両及び運搬具］［取得価額］計（（イ）－（ロ）＋（ハ））（ニ）、
［６］［工具、器具及び備品］［取得価額］計（（イ）－（ロ）＋（ハ））（ニ）、［７］［合計］［取得価額］計（（イ）－（ロ）＋（ハ））（ニ）、対象年、［１］
［構築物］１月１日現在の帳簿価額（ホ）、［２］［機械及び装置］１月１日現在の帳簿価額（ホ）、［３］［船舶］１月１日現在の帳簿価額（ホ）、
［４］［航空機］１月１日現在の帳簿価額（ホ）、［５］［車両及び運搬具］１月１日現在の帳簿価額（ホ）、［６］［工具、器具及び備品］１月１日
現在の帳簿価額（ホ）、［７］［合計］１月１日現在の帳簿価額（ホ）、［１］［構築物］評価額（ホ）、［２］［機械及び装置］評価額（ホ）、［３］［船
舶］評価額（ホ）、［４］［航空機］評価額（ホ）、［５］［車両及び運搬具］評価額（ホ）、［６］［工具、器具及び備品］評価額（ホ）、［７］［合計］評
価額（ホ）、［１］［構築物］決定価格（ヘ）、［２］［機械及び装置］決定価格（ヘ）、［３］［船舶］決定価格（ヘ）、［４］［航空機］決定価格（ヘ）、
［５］［車両及び運搬具］決定価格（ヘ）、［６］［工具、器具及び備品］決定価格（ヘ）、［７］［合計］決定価格（ヘ）、［１］［構築物］課税標準額
（ト）、［２］［機械及び装置］課税標準額（ト）、［３］［船舶］課税標準額（ト）、［４］［航空機］課税標準額（ト）、［５］［車両及び運搬具］課税標
準額（ト）、［６］［工具、器具及び備品］課税標準額（ト）、［７］［合計］課税標準額（ト）、［１］［構築物］件数、［２］［機械及び装置］件数、
［３］［船舶］件数、［４］［航空機］件数、［５］［車両及び運搬具］件数、［６］［工具、器具及び備品］件数、［７］［合計］件数、第二十六号様
式別表一、所有者コード、申告年度、所有者名、全頁数、異動入力区分、修正入力区分、種類別明細書（増加資産・全資産用）ワークエ
リア、種類別明細書（増加資産・全資産用）、行番号、異動区分、異動事由、プレ申告明細、資産の種類、資産コード、資産の名称等、
数量、取得年月、取得価額（イ）、耐用年数、申告年度、減価残存率（ロ）、価額（ハ）、［課税標準の特例］率、［課税標準の特例］コード、
課税標準額、限度額表示、事由、区分、摘要、異動明細、資産の種類、資産コード、資産の名称等、数量、取得年月、取得価額（イ）、耐
用年数、申告年度、減価残存率（ロ）、価額（ハ）、［課税標準の特例］率、［課税標準の特例］コード、課税標準額、限度額表示、事由、
区分、摘要、団体独自明細、団体独自項目０１、団体独自項目０２、団体独自項目０３、団体独自項目０４、団体独自項目０５、団体独自
項目０６、団体独自項目０７、団体独自項目０８、団体独自項目０９、団体独自項目１０、変更入力フラグ、CSVデータ、種類別明細書、
［合計］数量、［合計］取得価額、［合計］価額、［合計］課税標準額、［取得価額前年中増加額］構築物、［取得価額前年中増加額］機械
及び装置、［取得価額前年中増加額］船舶、［取得価額前年中増加額］航空機、［取得価額前年中増加額］車両及び運搬具、［取得価額
前年中増加額］工具、器具及び備品、［取得価額前年中増加額］合計、［取得価額前年中減少額］構築物、［取得価額前年中減少額］機
械及び装置、［取得価額前年中減少額］船舶、［取得価額前年中減少額］航空機、［取得価額前年中減少額］車両及び運搬具、［取得価
額前年中減少額］工具、器具及び備品、［取得価額前年中減少額］合計、［評価額］構築物、［評価額］機械及び装置、［評価額］船舶、
［評価額］航空機、［評価額］車両及び運搬具、［評価額］工具、器具及び備品、［評価額］合計、［課税標準額］構築物、［課税標準額］機
械及び装置、［課税標準額］船舶、［課税標準額］航空機、［課税標準額］車両及び運搬具、［課税標準額］工具、器具及び備品、［課税
標準額］合計、［件数］構築物、［件数］機械及び装置、［件数］船舶、［件数］航空機、［件数］車両及び運搬具、［件数］工具、器具及び備
品、［件数］合計、個人番号

④事業所税申告書
第四十四号様式、提出年月日、あて先、［※処理事項］[発信年月日]通信日付印、［※処理事項］[発信年月日]確認印、［※処理事項］
整理番号、［※処理事項］事務所、［※処理事項］管理番号、［※処理事項］申告区分、［※処理事項］申告年月日、氏名又は名称フリガ
ナ、氏名又は名称、個人番号又は法人番号、法人の代表者氏名フリガナ、法人の代表者氏名、[住所又は所在地]［本店］郵便番号、
[住所又は所在地]［本店］住所又は所在地、[住所又は所在地]［本店］電話、[住所又は所在地]［支店］郵便番号、[住所又は所在地]［支
店］住所又は所在地、[住所又は所在地]［支店］電話、事業種目、資本金の額又は出資金の額、所轄税務署名、この申告に応答する者
の氏名（氏名）、この申告に応答する者の氏名（電話）、［事業年度又は課税期間］開始年月日、［事業年度又は課税期間］終了年月日、
申告の種類、［資産割］［事業所床面積］算定期間を通じて使用された事業所床面積　（１）、［資産割］［事業所床面積］算定期間の中途
において新設又は廃止された事業所床面積　（２）、［資産割］［非課税に係る事業所床面積］（１）に係る非課税床面積　（３）、［資産割］
［非課税に係る事業所床面積］（２）に係る非課税床面積　（４）、［資産割］［控除事業所床面積］（１）に係る控除床面積　（５）、［資産割］
［控除事業所床面積］（２）に係る控除床面積　（６）、［資産割］［課税標準となる事業所床面積］（１）に係る課税標準となる床面積（（１）
－（３）－（５）×月数／１２）　（７）、［資産割］［課税標準となる事業所床面積］（２）に係る課税標準となる床面積　（８）、［資産割］［課税
標準となる事業所床面積］課税標準となる床面積合計（（７）＋（８））　（９）、［資産割］資産割額（（９）×６００円）　（１０）、［資産割］既に
納付の確定した資産割額　（１１）、［従業者割］従業者給与総額　（１２）、［従業者割］非課税に係る従業者給与総額　（１３）、［従業者
割］控除従業者給与総額　（１４）、［従業者割］課税標準となる従業者給与総額（（１２）－（１３）－（１４））　（１５）、［従業者割］従業者割
額（（１５）×０．２５／１００）　（１６）、［従業者割］既に納付の確定した従業者割額　（１７）、資産割額と従業者割額の合計額（（１０）+（１
６））（１８）、既に納付の確定した事業所税額（（１１）+（１７））（１９）、この申告により納付すべき事業所税額（（１８）-（１９））　（２０）、備
考、関与税理士氏名、［関与税理士氏名］電話
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 （別添２） 特定個人情報ファイル記録項目

④－１事業所税申告書　別表１
第四十四号様式別表一、［※処理事項］整理番号、［※処理事項］事務所、［※処理事項］管理番号、［※処理事項］申告区分、氏名又
は名称、個人番号又は法人番号、［算定期間］開始年月日、［算定期間］終了年月日、［事業所等明細書］、［※処理事項］、明細区分、
［事業所等］事業所等の名称、［事業所等］［所在地及びビル名］所在地、［事業所等］［所在地及びビル名］ビル名、［事業所家屋の所有
者］住所、［事業所家屋の所有者］氏名、［資産割］専用床面積　（ア）、［資産割］共用床面積　（イ）、［資産割］事業所床面積（（ア）＋
（イ））　（ウ）、［資産割］［使用した期間（年月日）］開始日、［資産割］［使用した期間（年月日）］終了日、［資産割］［使用した期間（年月
日）］月数、［従業者割］従業者数　（エ）、［従業者割］従業者給与総額　（オ）、［明細区分１］事業所床面積（ウ）の合計、［明細区分２］事
業所床面積（ウ）の合計、［明細区分１］従業者数（エ）の合計、［明細区分２］従業者数（エ）の合計、［明細区分１］従業者給与総額（オ）
の合計、［明細区分２］従業者給与総額（オ）の合計

④－２事業所税申告書　別表２
第四十四号様式別表二、［※処理事項］整理番号、［※処理事項］事務所、［※処理事項］管理番号、［※処理事項］申告区分、氏名又
は名称、個人番号又は法人番号、［算定期間］開始年月日、［算定期間］終了年月日、［非課税明細書］、［※処理事項］、［事業所等］事
業所等の名称、［事業所等］事業所等の所在地、［１］［非課税の内訳］［法第７０１条の３４］項、［１］［非課税の内訳］［法第７０１条の３４］
号、［１］［資産割］非課税床面積　（ア）、［１］［従業者割］非課税従業者数　（イ）、［１］［従業者割］非課税従業者給与総額　（ウ）、［２］
［非課税の内訳］［法第７０１条の３４］項、［２］［非課税の内訳］［法第７０１条の３４］号、［２］［資産割］非課税床面積　（ア）、［２］［従業者
割］非課税従業者数　（イ）、［２］［従業者割］非課税従業者給与総額　（ウ）、［３］［非課税の内訳］［法第７０１条の３４］項、［３］［非課税
の内訳］［法第７０１条の３４］号、［３］［資産割］非課税床面積　（ア）、［３］［従業者割］非課税従業者数　（イ）、［３］［従業者割］非課税従
業者給与総額　（ウ）、［非課税の内訳］予備、［予備］［資産割］非課税床面積　（ア）、［予備］［従業者割］非課税従業者数　（イ）、［予
備］［従業者割］非課税従業者給与総額　（ウ）、［非課税の内訳］［非課税に係る従業者］年齢、［非課税の内訳］［非課税に係る従業者］
［従業者割］非課税従業者数　（イ）、［非課税の内訳］［非課税に係る従業者］［従業者割］非課税従業者給与総額　（ウ）、［合計］［資産
割］非課税床面積　（ア）、［合計］［従業者割］非課税従業者数　（イ）、［合計］［従業者割］非課税従業者給与総額　（ウ）、［非課税事業
所床面積等の合計］［資産割］非課税床面積　（ア）、［非課税事業所床面積等の合計］［従業者割］非課税従業者数　（イ）、［非課税事
業所床面積等の合計］［従業者割］非課税従業者給与総額　（ウ）

④－３事業所税申告書　別表３
第四十四号様式別表三、［※処理事項］整理番号、［※処理事項］事務所、［※処理事項］管理番号、［※処理事項］申告区分、氏名又
は名称、個人番号又は法人番号、［算定期間］開始年月日、［算定期間］終了年月日、［課税標準の特例明細書］、［※処理事項］、［事
業所等］事業所等の名称、［事業所等］事業所等の所在地、［１］［課税標準の特例内訳］［法第７０１条の４１］項、［１］［課税標準の特例
内訳］［法第７０１条の４１］号、［１］［資産割］課税標準の特例適用対象床面積　（ア）、［１］［資産割］［控除割合］分子　（イ）、［１］［資産
割］［控除割合］分母　（イ）、［１］［資産割］控除事業所床面積（（ア）×（イ））　（ウ）、［１］［従業者割］課税標準の特例適用対象従業者給
与総額　（エ）、［１］［従業者割］［控除割合］分子　（オ）、［１］［従業者割］［控除割合］分母　（オ）、［１］［従業者割］控除従業者給与総額
（（エ）×（オ））　（カ）、［２］［課税標準の特例内訳］［法第７０１条の４１］項、［２］［課税標準の特例内訳］［法第７０１条の４１］号、［２］［資
産割］課税標準の特例適用対象床面積　（ア）、［２］［資産割］［控除割合］分子　（イ）、［２］［資産割］［控除割合］分母　（イ）、［２］［資産
割］控除事業所床面積（（ア）×（イ））　（ウ）、［２］［従業者割］課税標準の特例適用対象従業者給与総額　（エ）、［２］［従業者割］［控除
割合］分子　（オ）、［２］［従業者割］［控除割合］分母　（オ）、［２］［従業者割］控除従業者給与総額（（エ）×（オ））　（カ）、［課税標準の特
例の内訳］予備、［課税標準の特例の内訳］［予備］［資産割］課税標準の特例適用対象床面積　（ア）、［課税標準の特例の内訳］［予
備］［資産割］［控除割合］分子　（イ）、［課税標準の特例の内訳］［予備］［資産割］［控除割合］分母　（イ）、［課税標準の特例の内訳］
［予備］［資産割］控除事業所床面積（（ア）×（イ））　（ウ）、［課税標準の特例の内訳］［予備］［従業者割］課税標準の特例適用対象従業
者給与総額　（エ）、［課税標準の特例の内訳］［予備］［従業者割］［控除割合］分子　（オ）、［課税標準の特例の内訳］［予備］［従業者
割］［控除割合］分母　（オ）、［課税標準の特例の内訳］［予備］［従業者割］控除従業者給与総額（（エ）×（オ））　（カ）、［課税標準の特
例の内訳］［雇用改善助成対象者］［従業者割］課税標準の特例適用対象従業者給与総額　（エ）、［課税標準の特例の内訳］［雇用改善
助成対象者］［従業者割］控除従業者給与総額（（エ）×（オ））　（カ）、［合計］［資産割］課税標準の特例適用対象床面積　（ア）、［合計］
［資産割］控除事業所床面積（（ア）×（イ））　（ウ）、［合計］［従業者割］課税標準の特例適用対象従業者給与総額　（エ）、［合計］［従業
者割］控除従業者給与総額（（エ）×（オ））　（カ）、［控除事業所床面積の合計］控除事業所床面積（（ア）×（イ））　（ウ）、［控除事業者給
与総額の合計］控除従業者給与総額（（エ）×（オ））　（カ）

④－４事業所税申告書　別表４
第四十四号様式別表四、［※処理事項］整理番号、［※処理事項］事務所、［※処理事項］管理番号、［※処理事項］申告区分、氏名又
は名称、個人番号又は法人番号、［算定期間］開始年月日、［算定期間］終了年月日、［共用部分の計算書］、［※処理事項］、［事業所
等］事業所等の名称、［事業所等］事業所等の所在地、専用部分の延べ面積　（１）、（１）のうち当該事業所部分の延べ面積　（２）、非課
税に係る共用床面積　（３）、（３）以外の共用床面積　（４）、共用床面積の合計（（３）＋（４））　（５）、事業所床面積となる共用床面積
（（４）×（２）／（１））　（６）、［（３）の内訳］　（７）、［（３）の内訳］消防設備等に係る共用床面積　（ア）、［（３）の内訳］［防災に関する設備
等］全部が非課税となる共用床面積　（イ）、［（３）の内訳］［防災に関する設備等］２分の１が非課税となる共用床面積　（ウ）、［（３）の内
訳］（ア）～（ウ）以外の非課税に係る共用床面積　（エ）、［（３）の内訳］合計（（ア）～（エ））　（オ）

⑤給与支払報告書（総括表）
第十七号様式、給与支払年分、申告の種類、あて先、提出年月日、※種別、※整理番号、※空欄、整理番号１、本支店等区分番号、指
定番号、［給与の支払期間］自、［給与の支払期間］至、［給与支払者の名称又は氏名］フリガナ、［給与支払者の名称又は氏名］名称、
所得税の源泉徴収をしている事務所又は事業所の名称、［所得税の源泉徴収をしている事務所又は事業所の所在地］フリガナ、［所得
税の源泉徴収をしている事務所又は事業所の所在地］郵便番号、［所得税の源泉徴収をしている事務所又は事業所の所在地］所在
地、給与支払者が法人である場合の代表者の氏名、［連絡者の氏名、所属課、係名及び電話番号］課、［連絡者の氏名、所属課、係名
及び電話番号］係、［連絡者の氏名、所属課、係名及び電話番号］氏名、［連絡者の氏名、所属課、係名及び電話番号］電話番号、提出
区分、事業種目、受給者総人員、報告人員、報告人員のうち退職者人員、所属税務署名、［給与の支払方法及びその期日］支払方法、
［給与の支払方法及びその期日］期日、［特別徴収税額の払込みを希望する金融機関］名称、［特別徴収税額の払込みを希望する金融
機関］所在地、関与税理士氏名、［関与税理士氏名］電話番号、個人番号、法人番号
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 （別添２） 特定個人情報ファイル記録項目

⑥給与支払報告　特別徴収に係る給与所得者異動届出書
別紙Ⅴのとおり

⑦退職所得者の源泉徴収票・特別徴収票
第五号の十四様式、特別徴収票、［支払者］氏名又は名称、［支払者］住所（居所）又は所在地、［支払を受ける者］１月１日現在の住
所、［支払を受ける者］住所又は居所、［支払を受ける者］氏名、［支払を受ける者］［氏名］フリガナ、［支払を受ける者］役職名、就職年
月日、退職年月日、勤続年数、退職所得控除額、退職手当等支払金額（所得税法第２０１条第１項第１号）、（未払金額）（所得税法第２
０１条第１項第１号）、退職手当等支払金額（所得税法第２０１条第１項第２号）、（未払金額）（所得税法第２０１条第１項第２号）、退職手
当等支払金額（所得税法第２０１条第３項）、（未払金額）（所得税法第２０１条第３項）、源泉徴収税額（所得税法第２０１条第１項第１
号）、源泉徴収税額（所得税法第２０１条第１項第２号）、源泉徴収税額（所得税法第２０１条第３項）、特別徴収税額（市町村民税）（所得
税法第２０１条第１項第１号）、特別徴収税額（市町村民税）（所得税法第２０１条第１項第２号）、特別徴収税額（市町村民税）（所得税法
第２０１条第３項）、特別徴収税額（道府県民税）（所得税法第２０１条第１項第１号）、特別徴収税額（道府県民税）（所得税法第２０１条
第１項第２号）、特別徴収税額（道府県民税）（所得税法第２０１条第３項）、摘要、［支払を受ける者］生年月日、他の退職所得等の支払
金額がある場合の計算内訳、［合計額］退職手当等支払金額、［合計額］未払金額、［合計額］特別徴収税額（市町村民税）、［合計額］
特別徴収税額（道府県民税）、［合計額］退職所得控除額、個人番号、法人番号

⑧特別徴収切替届出（依頼）書
削除

⑨事業所用家屋貸付等申告書（申告者情報）
事業所用家屋貸付等申告書（申告者情報）、あて先、提出年月日、［申告者］［氏名又は名称］フリガナ、［申告者］氏名又は名称、[申告
者]法人番号、［申告者］住所又は所在地、［申告者］［住所又は所在地］郵便番号、［申告者］法人代表者氏名、［申告者］［この申告の
応答者］所属、［申告者］［この申告の応答者］氏名、［申告者］［この申告の応答者］電話番号

⑩事業所用家屋貸付等申告書（事業所家屋明細書）
事業所用家屋貸付等申告書（事業所家屋明細書）、事業所用家屋情報、［家屋所有者］［氏名又は名称］フリガナ、［家屋所有者］氏名
又は名称、[家屋所有者]法人番号、［家屋所有者］［住所又は所在地］住所又は所在地、［家屋所有者］［住所又は所在地］郵便番号、
［家屋所有者］電話番号、［事業所用家屋］名称（ビル名）、［事業所用家屋］構造（階数）、［事業所用家屋］所在地、［事業所用家屋］［所
在地］郵便番号、［事業所用家屋］家屋の延べ床面積（（４）＋（７））、［事業所用家屋］［専用部分の床面積］事業所用（１）、［事業所用家
屋］［専用部分の床面積］［事業所用］（うち屋内駐車場用）（２）、［事業所用家屋］［専用部分の床面積］居住用（３）、［事業所用家屋］
［専用部分の床面積］計（（１）＋（３））（４）、［事業所用家屋］［共用部分の床面積］非課税（５）、［事業所用家屋］［共用部分の床面積］非
課税以外（６）、［事業所用家屋］［共用部分の床面積］計（（５）＋（６））（７）、［事業所用家屋］［屋内駐車場の明細］収容台数（８）、［事業
所用家屋］［屋内駐車場の明細］１台あたりの床面積（（２）／（８））（９）、［事業所用家屋］［消防設備に係る床面積］消防設備等に係る床
面積（１０）、［事業所用家屋］［消防設備に係る床面積］防災に関する設備等（全部非課税）（１１）、［事業所用家屋］［消防設備に係る床
面積］防災に関する設備等（１／２非課税）（１２）、［事業所用家屋］［消防設備に係る床面積］その他の非課税対象（１３）、［事業所用家
屋］［消防設備に係る床面積］計（（１０）＋（１１）＋（１２）＋（１３））（１４）、［事業所用家屋］［建築年月日等］取得等の事由、［事業所用家
屋］［建築年月日等］年月日、［事業所用家屋］所有形態、［事業所用家屋］他の区分所有者数、［事業所用家屋］特定防火対象物の用
途番号、［事業所用家屋］［申告者の明細］［事業所床面積］専用、［事業所用家屋］［申告者の明細］［事業所床面積］共用、［事業所用
家屋］［申告者の明細］［事業所床面積］合計、［事業所用家屋］［申告者の明細］［取得又は転貸等年月日］事由、［事業所用家屋］［申
告者の明細］［取得又は転貸等年月日］年月日、［事業所用家屋］［転貸等の場合、貴社（殿）に貸している方の氏名等］住所又は所在
地、［事業所用家屋］［転貸等の場合、貴社（殿）に貸している方の氏名等］［住所又は所在地］郵便番号、［事業所用家屋］［転貸等の場
合、貴社（殿）に貸している方の氏名等］［氏名又は名称］フリガナ、［事業所用家屋］［転貸等の場合、貴社（殿）に貸している方の氏名
等］［氏名又は名称］漢字、［事業所用家屋］［転貸等の場合、貴社（殿）に貸している方の氏名等］［氏名又は名称］電話番号、［事業所
用家屋］摘要、賃借人情報（画面表示用ワークエリア）、住所又は本店等の所在地、［氏名又は名称］フリガナ、氏名又は名称、屋号等、
電話番号、使用階・部屋番号等、事務所等専用床面積、屋内駐車場の使用台数、［屋内駐車場の使用台数］（うち屋内駐車場）、共用
床面積、事業所床面積、異動年月日、異動事由、摘要
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 （別添２） 特定個人情報ファイル記録項目

⑪特別徴収義務者の所在地・名称変更届出書
削除

⑫事業所等新設・廃止申告書
事業所等新設・廃止申告書、事業所等新設・廃止区分、提出年月日、あて先、管理番号、事業種目、資本金の額又は出資金の額、住
所（本店所在地）、［住所（本店所在地）］郵便番号、主たる事務所等の所在地、［主たる事務所等の所在地］郵便番号、氏名又は名称、
［氏名又は名称］フリガナ、個人番号又は法人番号、代表者氏名、［連絡先］所属、［連絡先］氏名、［連絡先］電話、［事業年度（決算期）
１］自、［事業年度（決算期）１］至、［事業年度（決算期）２］自、［事業年度（決算期）２］至、［事業所等］名称、［事業所等］家屋の名称、
［事業所等］所在地、［事業所等］［所在地］郵便番号、［事業所等］［所在地］電話番号、[事業所等]新設・廃止年月日、［事業所等］家屋
所有者、［事業所等］従業員数、［事業所等］［床面積］専用床面積、［事業所等］［床面積］共有床面積、［事業所等］［床面積］合計床面
積、［貸付者］氏名・名称、［貸付者］［氏名・名称］フリガナ、［貸付者］所在地、［貸付者］［所在地］郵便番号、［貸付者］［所在地］電話番
号、［区・市内合計］従業者数、［区・市内合計］床面積、関与税理士等氏名、関与税理士等住所、［関与税理士等住所］郵便番号、［関
与税理士等住所］電話番号、備考

⑬個人住民税申告データ
eLTAX住民税申告受付番号,"翌年度の書面通知希望有無","メールアドレス","提出年月日時分秒","年分","申告書バージョン情報","
個人番号","整理番号","氏名フリガナ","氏名","現住所","１月１日現在の住所","１月１日現在の住所の地方自治体コード","業種又は
職業","電話番号","生年月日","世帯主の氏名","続柄","収入金額等_事業_営業等","収入金額等_事業_農業","収入金額等_不動産","
収入金額等_利子","収入金額等_配当","収入金額等_給与","収入金額等_雑_公的年金等","収入金額等_雑_業務","収入金額等_雑_そ
の他","収入金額等_総合譲渡_短期","収入金額等_総合譲渡_長期","収入金額等_一時","所得金額_事業_営業等","所得金額_事業_農
業","所得金額_不動産","所得金額_利子","所得金額_配当","所得金額_給与","所得金額_雑_公的年金等","所得金額_雑_業務","所得
金額_雑_その他","所得金額_雑_合計","所得金額_総合譲渡・一時","所得金額_合計","所得から差し引かれる金額に関する事項_社会
保険料控除_社会保険の種類","所得から差し引かれる金額に関する事項_社会保険料控除_支払った保険料","所得から差し引かれる
金額に関する事項_社会保険料控除_支払った保険料合計","所得から差し引かれる金額に関する事項_生命保険料控除_新生命保険料
の計","所得から差し引かれる金額に関する事項_生命保険料控除_旧生命保険料の計","所得から差し引かれる金額に関する事項_生
命保険料控除_新個人年金保険料の計","所得から差し引かれる金額に関する事項_生命保険料控除_旧個人年金保険料の計","所得
から差し引かれる金額に関する事項_生命保険料控除_介護医療保険料の計","所得から差し引かれる金額に関する事項_地震保険料
控除_地震保険料の計","所得から差し引かれる金額に関する事項_地震保険料控除_旧長期損害保険料の計","所得から差し引かれる
金額に関する事項_寡婦控除、ひとり親控除、勤労学生控除_寡婦控除","所得から差し引かれる金額に関する事項_寡婦控除、ひとり親
控除、勤労学生控除_死別","所得から差し引かれる金額に関する事項_寡婦控除、ひとり親控除、勤労学生控除_離婚","所得から差し
引かれる金額に関する事項_寡婦控除、ひとり親控除、勤労学生控除_生死不明","所得から差し引かれる金額に関する事項_寡婦控
除、ひとり親控除、勤労学生控除_未帰還","所得から差し引かれる金額に関する事項_寡婦控除、ひとり親控除、勤労学生控除_ひとり
親控除","所得から差し引かれる金額に関する事項_寡婦控除、ひとり親控除、勤労学生控除_勤労学生控除","所得から差し引かれる
金額に関する事項_寡婦控除、ひとり親控除、勤労学生控除_学校名","所得から差し引かれる金額に関する事項_障害者控除_フリガナ
","所得から差し引かれる金額に関する事項_障害者控除_氏名","所得から差し引かれる金額に関する事項_障害者控除_障害の程度","
所得から差し引かれる金額に関する事項_障害者控除_個人番号","所得から差し引かれる金額に関する事項_配偶者控除、配偶者特別
控除、同一生計配偶者_配偶者_フリガナ","所得から差し引かれる金額に関する事項_配偶者控除、配偶者特別控除、同一生計配偶者_
配偶者_氏名","所得から差し引かれる金額に関する事項_配偶者控除、配偶者特別控除、同一生計配偶者_配偶者_生年月日","所得か
ら差し引かれる金額に関する事項_配偶者控除、配偶者特別控除、同一生計配偶者_配偶者_配偶者の合計所得金額","所得から差し引
かれる金額に関する事項_配偶者控除、配偶者特別控除、同一生計配偶者_配偶者_個人番号","所得から差し引かれる金額に関する事
項_配偶者控除、配偶者特別控除、同一生計配偶者_配偶者_同一生計配偶者（控除対象配偶者を除く。）","所得から差し引かれる金額
に関する事項_扶養控除_フリガナ","所得から差し引かれる金額に関する事項_扶養控除_氏名","所得から差し引かれる金額に関する事
項_扶養控除_生年月日","所得から差し引かれる金額に関する事項_扶養控除_別居同居の区分","所得から差し引かれる金額に関する
事項_扶養控除_続柄","所得から差し引かれる金額に関する事項_扶養控除_個人番号","所得から差し引かれる金額に関する事項_扶
養控除_控除額","所得から差し引かれる金額に関する事項_１６歳未満の扶養親族（控除対象外）_フリガナ","所得から差し引かれる金
額に関する事項_１６歳未満の扶養親族（控除対象外）_氏名","所得から差し引かれる金額に関する事項_１６歳未満の扶養親族（控除
対象外）_生年月日","所得から差し引かれる金額に関する事項_１６歳未満の扶養親族（控除対象外）_別居同居の区分","所得から差し
引かれる金額に関する事項_１６歳未満の扶養親族（控除対象外）_続柄","所得から差し引かれる金額に関する事項_１６歳未満の扶養
親族（控除対象外）_個人番号","所得から差し引かれる金額に関する事項_扶養控除額の合計","所得から差し引かれる金額に関する
事項_雑損控除_損害の原因","所得から差し引かれる金額に関する事項_雑損控除_損害年月日","所得から差し引かれる金額に関する
事項_雑損控除_損害を受けた資産の種類","所得から差し引かれる金額に関する事項_雑損控除_損害金額","所得から差し引かれる金
額に関する事項_雑損控除_保険金などで補填される金額","所得から差し引かれる金額に関する事項_雑損控除_差引損失額のうち災害
関連支出の金額","所得から差し引かれる金額に関する事項_医療費控除_支払った医療費等","所得から差し引かれる金額に関する事
項_医療費控除_保険金などで補填される金額","所得から差し引かれる金額_社会保険料控除","所得から差し引かれる金額_小規模企
業共済等掛金控除","所得から差し引かれる金額_生命保険料控除","所得から差し引かれる金額_地震保険料控除","所得から差し引
かれる金額_寡婦、ひとり親控除","所得から差し引かれる金額_勤労学生、障害者控除",
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 （別添２） 特定個人情報ファイル記録項目

⑬個人住民税申告データ（続き）
"所得から差し引かれる金額_配偶者（特別）控除","所得から差し引かれる金額_扶養控除","所得から差し引かれる金額_基礎控除","
所得から差し引かれる金額_⑬から?までの計","所得から差し引かれる金額_雑損控除","所得から差し引かれる金額_医療費控除区分
","所得から差し引かれる金額_医療費控除","所得から差し引かれる金額_合計",給与・公的年金等に係る所得以外（令和　年４月１日
において６５歳未満の方は給与所得以外）の市町村民税・道府県民税の納税方法,"給与所得の内訳_日給","給与所得の内訳_勤務日
数","給与所得の内訳_月収","給与所得の内訳_賞与等","給与所得の内訳_合計","給与所得の内訳_法人番号又は所在地","給与所得
の内訳_勤務先名","給与所得の内訳_電話番号","事業・不動産所得に関する事項_所得の種類","事業・不動産所得に関する事項_支
払者の「名称」","事業・不動産所得に関する事項_支払者の「法人番号又は所在地」","事業・不動産所得に関する事項_収入金額","事
業・不動産所得に関する事項_必要経費","事業・不動産所得に関する事項_青色申告特別控除額","配当所得に関する事項_配当所得
の種類","配当所得に関する事項_支払者の「名称」","配当所得に関する事項_支払者の「法人番号又は所在地」","配当所得に関する
事項_支払確定年月","配当所得に関する事項_収入金額","配当所得に関する事項_必要経費","配当所得に関する事項_国外株式等に
係る外国所得税額","雑所得（公的年金等以外）に関する事項_種目","雑所得（公的年金等以外）に関する事項_支払者の「名称」","雑
所得（公的年金等以外）に関する事項_支払者の「法人番号又は所在地」","雑所得（公的年金等以外）に関する事項_収入金額","雑所
得（公的年金等以外）に関する事項_必要経費","総合譲渡・一時所得の所得金額に関する事項_総合譲渡_短期_収入金額","総合譲渡・
一時所得の所得金額に関する事項_総合譲渡_短期_必要経費","総合譲渡・一時所得の所得金額に関する事項_総合譲渡_短期_差引金
額","総合譲渡・一時所得の所得金額に関する事項_総合譲渡_短期_所得金額","総合譲渡・一時所得の所得金額に関する事項_総合譲
渡_長期_収入金額","総合譲渡・一時所得の所得金額に関する事項_総合譲渡_長期_必要経費","総合譲渡・一時所得の所得金額に関
する事項_総合譲渡_長期_差引金額","総合譲渡・一時所得の所得金額に関する事項_総合譲渡_長期_所得金額","総合譲渡・一時所得
の所得金額に関する事項_総合譲渡_特別控除額","総合譲渡・一時所得の所得金額に関する事項_一時_収入金額","総合譲渡・一時所
得の所得金額に関する事項_一時_必要経費","総合譲渡・一時所得の所得金額に関する事項_一時_差引金額","総合譲渡・一時所得の
所得金額に関する事項_一時_所得金額","総合譲渡・一時所得の所得金額に関する事項_一時_特別控除額","総合譲渡・一時所得の所
得金額に関する事項_合計","事業専従者に関する事項_フリガナ","事業専従者に関する事項_氏名","事業専従者に関する事項_続柄
","事業専従者に関する事項_生年月日","事業専従者に関する事項_専従者給与（控除）額","事業専従者に関する事項_個人番号","事
業専従者に関する事項_従事月数","事業専従者に関する事項_所得税における青色申告の承認の有無","事業専従者に関する事項_
合計額","別居の扶養親族等に関する事項_フリガナ","別居の扶養親族等に関する事項_氏名","別居の扶養親族等に関する事項_個人
番号","別居の扶養親族等に関する事項_住所","別居の扶養親族等に関する事項_国外居住_配偶者","別居の扶養親族等に関する事
項_国外居住_30歳未満又は70歳以上","別居の扶養親族等に関する事項_国外居住_留学","別居の扶養親族等に関する事項_国外居
住_障害者","別居の扶養親族等に関する事項_国外居住_38万円以上の支払","事業税に関する事項_非課税所得など_所得金額","事
業税に関する事項_損益通算の特例適用前の不動産取得","事業税に関する事項_事業用資産の譲渡損失など_資産の種類","事業税
に関する事項_事業用資産の譲渡損失など_損失額、被災損失額（白）","事業税に関する事項_前年中の開廃業_開始・廃止","事業税に
関する事項_前年中の開廃業_月日","事業税に関する事項_他都道府県の事務所等","寄附金に関する事項_都道府県、市区町村分（特
例控除対象）","寄附金に関する事項_住所地の共同募金、日赤支部分・都道府県、市区町村分（特例控除対象以外）","寄附金に関す
る事項_条例指定分_都道府県","寄附金に関する事項_条例指定分_市区町村","所得金額調整控除に関する事項_フリガナ","所得金額
調整控除に関する事項_氏名","所得金額調整控除に関する事項_続柄","所得金額調整控除に関する事項_生年月日","所得金額調整
控除に関する事項_特別障害者に該当する場合","所得金額調整控除に関する事項_別居の場合の住所","所得金額調整控除に関する
事項_個人番号",摘要,"添付資料情報","団体任意検索キー１","団体任意検索キー２","団体任意検索キー３","団体任意検索キー４","
団体任意検索キー５"
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（８）国税連携ファイル　KOA020 Ver20.0
一般社団法人地方税電子化協議会「XML構造設計書」を基に作成
申告書第一表,申告書見出し部（第一表）,年分,申告の種類,税務署名,提出年月日,納税者等部,現在の住所（又は居所・事業所等）,納税
地区分,郵便番号,住所（上段）,住所（下段）,１月１日の住所,年,住所,個人番号（マイナンバー）,フリガナ,氏名,職業,屋号・雅号,世帯主の氏
名,世帯主との続柄,生年月日,電話番号,振替継続希望区分,種類,青色区分,分離区分,国出区分,損失区分,修正区分,特農の表示区分,申
告内容（第一表）,収入金額等,事業,営業等　区分,営業等　金額,農業　区分,農業　金額,不動産　区分１,不動産　区分２,不動産　金額,配
当,給与　区分,給与　金額,雑,公的年金等,業務　区分,業務　金額,その他　区分,その他　金額,総合譲渡,短期,長期,一時,所得金額等,事
業,営業等（特例表示）,営業等,農業（特例表示）,農業,不動産（特例表示）,不動産,利子,配当,給与　区分,給与　金額,雑,公的年金等,業務,
業務（特例表示）,業務,その他,その他（特例表示）,その他,（７）から（９）までの計,総合譲渡・一時,合計,所得から差し引かれる金額,雑損
控除,医療費控除　区分,医療費控除　控除額,社会保険料控除,小規模企業共済等掛金控除,生命保険料控除,地震保険料控除,寄附金
控除,寡婦、ひとり親控除　区分,寡婦、ひとり親控除　控除額,勤労学生、障害者控除,配偶者(特別)控除　区分１,配偶者(特別)控除　区
分２,配偶者(特別)控除　控除額,扶養控除　区分,扶養控除　控除額,基礎控除,（１３）から（２４）までの計,合計,税金の計算,課税される所
得金額又は第三表,上の（３０）に対する税額又は第三表の（９３）,配当控除,その他の税額控除,税額控除の名称,区分,控除額,住借金等
特別控除　区分１,住借金等特別控除　区分２,住借金等特別控除　控除額,政党等寄附金等特別控除,住宅耐震改修特別控除等　区分,
区分,住宅耐震改修特別控除等　控除額,（免）表示,差引所得税額,外国税額控除等　区分,災害減免額,再差引所得税額,復興特別所得
税額,所得税等の額,外国税額控除等　控除額,源泉徴収税額,申告納税額,予定納税額,第３期分の税額,納める税金,還付される税金,修
正申告,修正前の第３期分の税額,第３期分の税額の増加額,その他,公的年金等以外の合計所得金額,配偶者の合計所得金額,専従者
給与（控除）額の合計額,青色申告特別控除額,雑所得・一時所得等の源泉徴収税額の合計額,未納付の源泉徴収税額,本年分で差し引
く繰越損失額,平均課税対象金額,変動・臨時所得金額,区分,所得金額,延納の届出,申告期限までに納付する金額,延納届出額,還付され
る税金の受取場所,口座,口座情報提供同意区分,口座情報利用同意区分,通知希望区分（加算税）,通知希望区分（予定納税）,通知希望
区分（還付金振込）,申告書第二表,申告書見出し部（第二表）,年分,申告の種類,納税者等部,住所,住所以外の居所又は事業所等,屋号,
フリガナ,氏名,所得の内訳（所得税及び復興特別所得税の源泉徴収税額）,所得の内訳　繰り返し,所得の種類,種目,給与などの支払者
の「法人番号又は所在地」等,給与などの支払者の「名称」,収入金額,源泉徴収税額,次葉合計,項目名,金額,源泉徴収税額の合計額,総
合課税の譲渡所得、一時所得に関する事項　繰り返し,所得の種類,収入金額,必要経費等,必要経費等（上段）,必要経費等（下段）,差引
金額,差引金額（上段）,差引金額（下段）,事業専従者に関する事項,事業専従者の明細　繰り返し,氏名,個人番号,生年月日,続柄,従事月
数・程度・仕事の内容,専従者給与（控除）額,特例適用条文等,明細,雑損控除に関する事項,損害の原因,損害年月日,損害を受けた資産
の種類など,損害金額,保険金などで補填される金額,差引損失額のうち災害関連支出の金額,（１３）社会保険料控除・（１４）小規模企業
共済等掛金控除,明細　繰り返し,保険料等の種類,支払保険料等の計,うち年末調整等以外,（１５）生命保険料控除,新生命保険料　支払
保険料等の計,新生命保険料　うち年末調整等以外,旧生命保険料　支払保険料等の計,旧生命保険料　うち年末調整等以外,新個人年
金保険料　支払保険料等の計,新個人年金保険料　うち年末調整等以外,旧個人年金保険料　支払保険料等の計,旧個人年金保険料
うち年末調整等以外,介護医療保険料　支払保険料等の計,介護医療保険料　うち年末調整等以外,（１６）地震保険料控除,地震保険料
支払保険料等の計,地震保険料　うち年末調整等以外,旧長期損害保険料　支払保険料等の計,旧長期損害保険料　うち年末調整等以
外,寄附金控除に関する事項,寄附先の名称等　所在地,寄附先の名称等　名称,寄附金,本人に関する事項,寡婦,控除区分,原因区分,ひ
とり親　控除区分,勤労学生,控除区分,年調以外かつ専修学校等区分,障害者　控除区分,特別障害者　控除区分,配偶者や親族に関す
る事項,配偶者,氏名,個人番号,生年月日,障害者,障,特障,国外居住,国外,年調,住民税,同一,別居,その他　調整,親族　繰り返し,氏名,個人
番号,続柄,生年月日,障害者,障,特障,国外居住,国外,年調,住民税,１６,別居,その他　調整,住民税・事業税に関する事項,住民税　給与、
公的年金等以外の所得に係る住民税の徴収方法,上記の配偶者・親族・事業専従者のうち別居の者の氏名・住所,氏名,住所,国外,所得
税で控除対象配偶者などとした専従者,氏名,給与,住民税,非上場株式の少額配当等,非居住者の特例,配当割額控除額,株式等譲渡所
得割額控除額,特定配当等・特定株式等譲渡所得の全部の申告不要,明細１,都道府県、市区町村への寄附（特例控除対象）,共同募金、
日赤その他の寄附,明細２,都道府県条例指定寄附,市区町村条例指定寄附,退職所得のある配偶者・親族,退職所得のある配偶者・親族
の氏名,個人番号,続柄,生年月日,退職所得を除く所得金額,障害者,障,特障,その他　調整,寡婦・ひとり親,寡婦,ひとり親,事業税,非課税所
得など,番号,所得金額,損益通算の特例適用前の不動産所得,不動産所得から差し引いた青色申告特別控除額,事業用資産の譲渡損失
など,前年中の開（廃）業,開始・廃止の区分,開始（廃止）月日,他都道府県の事務所等区分,税理士署名欄,税理士法書面提出,３０条,３３
条の２,税理士署名・電話番号,税理士署名,電話番号,申告書第三表,申告書見出し部（第三表）,年分,申告の種類,納税者等部,住所（又は
居所・事業所等）,住所,住所以外の居所又は事業所等,屋号,フリガナ,氏名,分離課税用（第三表）,収入金額,分離課税,短期譲渡,一般分,
軽減分,長期譲渡,一般分,特定分,軽課分,明細,一般株式等の譲渡,上場株式等の譲渡,上場株式等の配当等,収入金額,先物取引,収入金
額,山林,退職,所得金額,分離課税,短期譲渡,一般分,軽減分,長期譲渡,一般分,特定分,軽課分,明細,一般株式等の譲渡,上場株式等の譲
渡,上場株式等の配当等,所得金額,先物取引,所得金額,山林,退職,税金の計算,総合課税の合計額,所得から差し引かれる金額,課税され
る所得金額,
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 （別添２） 特定個人情報ファイル記録項目

（１２）対応分,（６６）（６７）対応分,（６８）（６９）（７０）対応分,（７１）（７２）対応分,（７３）対応分,（７４）対応分,（７５）対応分,（７６）対応分,税額,
（７７）対応分,（７８）対応分,（７９）対応分,（８０）対応分,（８１）対応分,（８２）対応分,（８３）対応分,（８４）対応分,（８５）から（９２）までの合計,
その他,株式等,本年分の（７１）、（７２）から差し引く繰越損失額,翌年以後に繰り越される損失の金額,配当等,本年分の（７３）から差し引く
繰越損失額,先物取引,本年分の（７４）から差し引く繰越損失額,翌年以後に繰り越される損失の金額,特例適用条文,条文　繰り返し,法区
分,条１,条２,条３,項,号,分離課税の短期・長期譲渡所得に関する事項,分離課税の譲渡所得の明細　繰り返し,区分,所得の生ずる場所,
必要経費(上段),必要経費(下段),差引金額（上段）,差引金額（下段）,特別控除額,差引金額（上段）　次葉合計,項目名,金額,差引金額の
合計額,特別控除額　次葉合計,項目名,金額,特別控除額の合計額,上場株式等の譲渡所得等に関する事項　上場株式等の譲渡所得等
の源泉徴収税額の合計額,退職所得に関する事項,一般,収入金額,退職所得控除額,短期,収入金額,退職所得控除額,特定役員,収入金
額,退職所得控除額,申告書第四表（一）,申告書見出し部（第四表（一））,年分,申告の種類,納税者等部（第四表（一））,住所（又は居所・事
業所等）,納税地区分,住所,住所以外の居所又は事業所等,フリガナ,氏名,損失申告用（第四表（一））,１．損失額又は所得金額,Ａ,経常所
得,Ｂ,譲渡,短期,分離譲渡,区分等,一般分,軽減分,所得の生ずる場所等,収入金額,必要経費等（上段）,必要経費等（下段）,差引金額(上
段),差引金額(下段),損失額又は所得金額(上段),損失額又は所得金額(下段),総合譲渡,差引金額(上段),差引金額(下段),特別控除額,損
失額又は所得金額(上段),損失額又は所得金額(下段),長期,分離譲渡,区分等,一般分,特定分,軽課分,所得の生ずる場所等,収入金額,必
要経費等（上段）,必要経費等（下段）,差引金額(上段),差引金額(下段),損失額又は所得金額(上段),損失額又は所得金額(下段),総合譲
渡,差引金額(上段),差引金額(下段),特別控除額,損失額又は所得金額(上段),損失額又は所得金額(下段),一時,差引金額,特別控除額,損
失額又は所得金額(上段),損失額又は所得金額(下段),Ｃ,山林,収入金額,損失額又は所得金額,D,退職,一般,所得の生ずる場所等,収入
金額,必要経費等,差引金額,短期,所得の生ずる場所等,収入金額,必要経費等,差引金額,特定役員,所得の生ずる場所等,収入金額,必要
経費等,差引金額,損失額又は所得金額,E,明細,一般株式等の譲渡,収入金額,損失額又は所得金額,上場株式等の譲渡,収入金額,損失
額又は所得金額,上場株式等の配当等,区分等,所得の生ずる場所等,収入金額,必要経費等,差引金額,損失額又は所得金額,Ｆ,先物取
引,収入金額,損失額又は所得金額,分離課税の譲渡所得の特別控除額の合計額,上場株式等の譲渡所得等の源泉徴収税額の合計額,
特例適用条文,２．損益の通算,通算前,Ａ,経常所得,Ｂ,譲渡,短期,総合譲渡,長期,分離譲渡（特定損失額）,総合譲渡,一時,第１次通算後,Ａ,
経常所得,Ｂ,譲渡,短期,総合譲渡,長期,分離譲渡（特定損失額）,総合譲渡,一時,Ｃ,山林,第２次通算後,Ａ,経常所得,Ｂ,譲渡,短期,総合譲渡,
長期,分離譲渡（特定損失額）,総合譲渡,一時,Ｃ,山林,D,退職,第３次通算後,Ａ,経常所得,Ｂ,譲渡,短期,総合譲渡,長期,分離譲渡（特定損失
額）,総合譲渡,一時,Ｃ,山林,D,退職,損失額又は所得金額,Ａ,経常所得,Ｂ,譲渡,短期,総合譲渡,長期,分離譲渡（特定損失額）,総合譲渡・一
時,Ｃ,山林,D,退職,損失額又は所得金額の合計額,申告書第四表（二）,申告書見出し部（第四表（二））,年分,申告の種類,損失申告用（第
四表（二））,３．翌年以後に繰り越す損失額,青色申告者の損失の金額,居住用財産に係る通算後譲渡損失の金額,変動所得の損失額,被
災事業用資産の損失額,山林以外,営業等・農業,被災事業用資産の種類など,損害の原因,損害年月日,損害金額,保険金などで補填され
る金額,差引損失額,不動産,被災事業用資産の種類など,損害の原因,損害年月日,損害金額,保険金などで補填される金額,差引損失額,
山林,被災事業用資産の種類など,損害の原因,損害年月日,損害金額,保険金などで補填される金額,差引損失額,山林以外の所得に係る
被災事業用資産の損失額,山林所得に係る被災事業用資産の損失額,４．繰越損失を差し引く計算,年分（Ａ）,３年前（Ａ）,青色の場合,白
色の場合,年分（Ｂ）,２年前（Ｂ）,青色の場合,白色の場合,年分（Ｃ）,前年（Ｃ）,青色の場合,白色の場合,前年分までに引ききれなかった損
失額,Ａ年分,純損失,青色,山林以外の所得の損失,山林所得の損失,白色,変動所得の損失,被災事業用資産の損失,山林以外,山林,居住
用財産に係る通算後譲渡損失の金額,雑損失,Ｂ年分,純損失,青色,山林以外の所得の損失,山林所得の損失,白色,変動所得の損失,被
災事業用資産の損失,山林以外,山林,居住用財産に係る通算後譲渡損失の金額,雑損失,Ｃ年分,純損失,青色,山林以外の所得の損失,
山林所得の損失,白色,変動所得の損失,被災事業用資産の損失,山林以外,山林,居住用財産に係る通算後譲渡損失の金額,雑損失,本
年分で差し引く損失額,Ａ年分,純損失,青色,山林以外の所得の損失,山林所得の損失,白色,変動所得の損失,被災事業用資産の損失,山
林以外,山林,居住用財産に係る通算後譲渡損失の金額,雑損失,Ｂ年分,純損失,青色,山林以外の所得の損失,山林所得の損失,白色,変
動所得の損失,被災事業用資産の損失,山林以外,山林,居住用財産に係る通算後譲渡損失の金額,雑損失,Ｃ年分,純損失,青色,山林以
外の所得の損失,山林所得の損失,白色,変動所得の損失,被災事業用資産の損失,山林以外,山林,居住用財産に係る通算後譲渡損失の
金額,雑損失,本年分の一般株式等及び上場株式等に係る譲渡所得等から差し引く損失額,本年分の上場株式等に係る配当所得等から
差し引く損失額,本年分の先物取引に係る雑所得等から差し引く損失額,翌年分以後に繰り越して差し引かれる損失額,Ｂ年分,純損失,青
色,山林以外の所得の損失,山林所得の損失,白色,変動所得の損失,被災事業用資産の損失,山林以外,山林,居住用財産に係る通算後
譲渡損失の金額,雑損失,Ｃ年分,純損失,青色,山林以外の所得の損失,山林所得の損失,白色,変動所得の損失,被災事業用資産の損失,
山林以外,山林,居住用財産に係る通算後譲渡損失の金額,雑損失,雑損控除、医療費控除及び寄附金控除の計算で使用する所得金額
の合計額,５．翌年以後に繰り越される本年分の雑損失の金額,６．翌年以後に繰り越される株式等に係る譲渡損失の金額,７．翌年以後
に繰り越される先物取引に係る損失の金額,申告書第四表付表（一）,申告書見出し部（第四表付表（一））,年分,申告の種類,納税者等部
（第四表付表（一））,住所（又は居所・事業所等）,納税地区分,住所,住所以外の居所又は事業所等,フリガナ,氏名,損失申告用（第四表付
表（一））,３．翌年以後に繰り越す損失額,内訳,青色申告者の損失の金額,内訳,被災純損失以外の純損失金額,被災純損失金額,居住用
財産に係る通算後譲渡損失の金額,変動所得の損失額,被災事業用資産の損失額,山林以外,営業等・農業,被災事業用資産の種類など,
損害の原因,損害年月日,損害金額,保険金などで補填される金額,差引損失額,うち棚卸資産震災損失額,うち固定資産震災損失額,不動
産,被災事業用資産の種類など,損害の原因,損害年月日,損害金額,保険金などで補填される金額,差引損失額,うち固定資産震災損失額,
山林,被災事業用資産の種類など,損害の原因,損害年月日,損害金額,保険金などで補填される金額,差引損失額,うち固定資産震災損失
額,山林所得に係る被災事業用資産の損失額,内訳,被災純損失以外の純損失金額,被災純損失金額,山林以外の所得に係る被災事業
用資産の損失額,内訳,被災純損失以外の純損失金額,被災純損失金額,申告書第四表付表（二）,申告書見出し部（第四表付表（二））,年
分,申告の種類,損失申告用（第四表付表（二））,４．繰越損失を差し引く計算,年分（Ａ）,年分（Ｂ）,年分（Ｃ）,３年前（Ｃ）,青色の場合,白色の
場合,年分（Ｄ）,２年前（Ｄ）,青色の場合,白色の場合,年分（Ｅ）,前年（Ｅ）,青色の場合,白色の場合,前年分までに引ききれなかった損失額,
Ａ年分,純損失,山林以外,山林,雑損失,B年分,純損失,山林以外,山林,雑損失,Ｃ年分,純損失,青色,山林以外,山林,白色,変動所得の損失,
被災事業用資産の損失,山林以外,山林,被災純損失,山林以外,山林,居住用財産に係る通算後譲渡損失の金額,雑損失,特定雑損失以
外の雑損失,特定雑損失,Ｄ年分,純損失,青色,山林以外,山林,白色,変動所得の損失,被災事業用資産の損失,山林以外,山林,被災純損
失,山林以外,山林,居住用財産に係る通算後譲渡損失の金額,雑損失,特定雑損失以外の雑損失,特定雑損失,Ｅ年分,純損失,青色,山林
以外,山林,白色,変動所得の損失,被災事業用資産の損失,山林以外,山林,被災純損失,山林以外,山林,居住用財産に係る通算後譲渡損
失の金額,雑損失,特定雑損失以外の雑損失,特定雑損失,本年分で差し引く損失額,Ａ年分,純損失,山林以外,山林,雑損失,B年分,純損失,
山林以外,山林,雑損失,Ｃ年分,純損失,青色,山林以外,山林,白色,変動所得の損失,被災事業用資産の損失,山林以外,山林,被災純損失,
山林以外,山林,居住用財産に係る通算後譲渡損失の金額,雑損失,特定雑損失以外の雑損失,特定雑損失,Ｄ年分,純損失,青色,山林以
外,山林,白色,変動所得の損失,被災事業用資産の損失,山林以外,山林,被災純損失,山林以外,山林,居住用財産に係る通算後譲渡損失
の金額,雑損失,特定雑損失以外の雑損失,特定雑損失,Ｅ年分,純損失,青色,山林以外,山林,白色,変動所得の損失,被災事業用資産の損
失,山林以外,山林,被災純損失,山林以外,山林,居住用財産に係る通算後譲渡損失の金額,雑損失,特定雑損失以外の雑損失,特定雑損
失,本年分の一般株式等及び上場株式等に係る譲渡所得等から差し引く損失額,本年分の上場株式等に係る配当所得等から差し引く損
失額,本年分の先物取引に係る雑所得等から差し引く損失額,翌年分以後に繰り越して差し引かれる損失額,B年分,純損失,山林以外,山
林,雑損失,Ｃ年分,純損失,山林以外,山林,特定雑損失,Ｄ年分,純損失,青色,山林以外,山林,白色,変動所得の損失,被災事業用資産の損
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 （別添２） 特定個人情報ファイル記録項目

申告書第五表,申告書見出し部（第五表）,年分,納税者等部（第五表）,住所（又は事業所・事務所・居所など）,納税地区分,住所,住所以外
の事業所・事務所又は居所,フリガナ,氏名,修正申告書（別表）,修正前の課税額,総合課税の所得金額,事業,営業等（特例表示）,営業等,
農業（特例表示）,農業,不動産（特例表示）,不動産,利子,配当,給与　区分,給与　金額,雑（特例表示）,雑,総合譲渡・一時,合計,その他の所
得金額１,所得の種類,所得金額,その他の所得金額２,所得の種類,所得金額,所得から差し引かれる金額,雑損控除,医療費控除　区分,医
療費控除　控除額,社会保険料控除,小規模企業共済等掛金控除,生命保険料控除,地震保険料控除,寄附金控除,寡婦、寡夫控除,勤労
学生、障害者控除,配偶者（特別）控除　区分,配偶者（特別）控除　控除額,扶養控除,基礎控除,（１２）から（２２）までの計,合計,税金の計
算,課税される所得金額,（９）対応分,（１０）対応分,（１１）対応分,税額,（２８）対応分,（２９）対応分,（３０）対応分,計,配当控除,その他の税額
控除,税額控除の名称,区分,控除額,（特定増改築等）住宅借入金等特別控除　区分,（特定増改築等）住宅借入金等特別控除　控除額,
政党等寄附金等特別控除,住宅耐震改修特別控除、住宅特定改修・認定住宅新築等特別税額控除　区分,住宅耐震改修特別控除区
分,住宅特定改修特別税額控除区分,認定住宅新築等特別税額控除区分,区分,住宅耐震改修特別控除、住宅特定改修・認定住宅新築
等特別税額控除　控除額,(免)表示,差引所得税額,外国税額控除　区分,災害減免額,再差引所得税額,復興特別所得税額,所得税等の
額,外国税額控除　控除額,源泉徴収税額,申告納税額,予定納税額,第３期分の税額,納める税金,還付される税金,修正申告により増加す
る税額等,申告納税額の増加額,第3期分の税額の増加額,修正申告によって異動した事項,所得金額に関する事項,所得金額に関する事
項　繰り返し,所得の種類,種目・所得の生ずる場所,収入金額,必要経費,異動の理由,事業専従者に関する事項　繰り返し,氏名,控除額等,
異動前,異動後,所得から差し引かれる金額に関する事項　繰り返し,所得控除の種類,所得控除額,異動の理由,税金の計算に関する事
項　繰り返し,税額控除等の種類,税額控除額等,異動の理由,住民税・事業税に関する事項,住民税,配当に関する住民税の特例,非居住
者の特例,配当割額控除額,株式等譲渡所得割額控除額,寄附金税額控除,（第五表）都道府県、市区町村分（特例控除対象）,（第五表）
住所地の共同募金会、日赤支部・都道府県、市区町村分（特例控除対象以外）,条例指定分,都道府県,市区町村,事業税,非課税所得な
ど,番号,所得金額,損益通算の特例適用前の不動産所得,不動産所得から差し引いた青色申告特別控除額,事業用資産の譲渡損失など,
異動の理由,申告書第四表付表（一）,申告書見出し部（第四表付表（一））,年分,申告の種類,納税者等部（第四表付表（一））,住所（又は
事業所・事務所・居所など）,納税地区分,住所,住所以外の事業所・事務所又は居所,フリガナ,氏名,損失申告用（第四表付表（一））,３．翌
年以後に繰り越す損失額,内訳,青色申告者の損失の金額,内訳,被災純損失以外の純損失金額,被災純損失金額,居住用財産に係る通
算後譲渡損失の金額,変動所得の損失額,被災事業用資産の損失額,山林以外,営業等・農業,被災事業用資産の種類など,損害の原因,
損害年月日,損害金額,保険金などで補填される金額,差引損失額,うち棚卸資産震災損失額,うち固定資産震災損失額,不動産,被災事業
用資産の種類など,損害の原因,損害年月日,損害金額,保険金などで補填される金額,差引損失額,うち固定資産震災損失額,山林,被災事
業用資産の種類など,損害の原因,損害年月日,損害金額,保険金などで補填される金額,差引損失額,うち固定資産震災損失額,山林所得
に係る被災事業用資産の損失額,内訳,被災純損失以外の純損失金額,被災純損失金額,山林以外の所得に係る被災事業用資産の損
失額,内訳,被災純損失以外の純損失金額,被災純損失金額,申告書第四表付表（二）,申告書見出し部（第四表付表（二））,年分,申告の種
類,損失申告用（第四表付表（二））,４．繰越損失を差し引く計算,年分（Ａ）,年分（Ｂ）,年分（Ｃ）,３年前（Ｃ）,青色の場合,白色の場合,年分
（Ｄ）,２年前（Ｄ）,青色の場合,白色の場合,年分（Ｅ）,前年（Ｅ）,青色の場合,白色の場合,前年分までに引ききれなかった損失額,Ａ年分,純
損失,山林以外,山林,雑損失,B年分,純損失,山林以外,山林,雑損失,Ｃ年分,純損失,青色,山林以外,山林,白色,変動所得の損失,被災事業
用資産の損失,山林以外,山林,被災純損失,山林以外,山林,居住用財産に係る通算後譲渡損失の金額,雑損失,特定雑損失以外の雑損
失,特定雑損失,Ｄ年分,純損失,青色,山林以外,山林,白色,変動所得の損失,被災事業用資産の損失,山林以外,山林,被災純損失,山林以
外,山林,居住用財産に係る通算後譲渡損失の金額,雑損失,特定雑損失以外の雑損失,特定雑損失,Ｅ年分,純損失,青色,山林以外,山林,
白色,変動所得の損失,被災事業用資産の損失,山林以外,山林,被災純損失,山林以外,山林,居住用財産に係る通算後譲渡損失の金額,
雑損失,特定雑損失以外の雑損失,特定雑損失,本年分で差し引く損失額,Ａ年分,純損失,山林以外,山林,雑損失,B年分,純損失,山林以外,
山林,雑損失,Ｃ年分,純損失,青色,山林以外,山林,白色,変動所得の損失,被災事業用資産の損失,山林以外,山林,被災純損失,山林以外,
山林,居住用財産に係る通算後譲渡損失の金額,雑損失,特定雑損失以外の雑損失,特定雑損失,Ｄ年分,純損失,青色,山林以外,山林,白
色,変動所得の損失,被災事業用資産の損失,山林以外,山林,被災純損失,山林以外,山林,居住用財産に係る通算後譲渡損失の金額,雑
損失,特定雑損失以外の雑損失,特定雑損失,Ｅ年分,純損失,青色,山林以外,山林,白色,変動所得の損失,被災事業用資産の損失,山林以
外,山林,被災純損失,山林以外,山林,居住用財産に係る通算後譲渡損失の金額,雑損失,特定雑損失以外の雑損失,特定雑損失,本年分
の一般株式等及び上場株式等に係る譲渡所得等から差し引く損失額,本年分の上場株式等に係る配当所得等から差し引く損失額,本年
分の先物取引に係る雑所得等から差し引く損失額,翌年分以後に繰り越して差し引かれる損失額,B年分,純損失,山林以外,山林,雑損失,
Ｃ年分,純損失,山林以外,山林,特定雑損失,Ｄ年分,純損失,青色,山林以外,山林,白色,変動所得の損失,被災事業用資産の損失,山林以外,
山林,被災純損失,山林以外,山林,居住用財産に係る通算後譲渡損失の金額,雑損失,特定雑損失以外の雑損失,特定雑損失,Ｅ年分,純損
失,青色,山林以外,山林,白色,変動所得の損失,被災事業用資産の損失,山林以外,山林,被災純損失,山林以外,山林,居住用財産に係る通
算後譲渡損失の金額,雑損失,特定雑損失以外の雑損失,特定雑損失,雑損控除、医療費控除及び寄附金控除の計算で使用する所得金
額の合計額,５．翌年以後に繰り越される本年分の雑損失の金額　特定雑損失以外の雑損失の金額,５．翌年以後に繰り越される本年
分の雑損失の金額　特定雑損失の金額
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 （別添２） 特定個人情報ファイル記録項目

②法定調書
（②－１）374（利子等の支払調書）Ver020-01
人格住所コード5桁,ＴＳＶ作成年月日,資料識別,局署番号,整理番号,資料年分,資料処理年月日,無効区分,受取人住所,受取人氏名（漢
字）,受取人氏名（カナ）,受取人口座住所,受取人口座名称,支払の取扱者所在地,支払の取扱者名称,生年月日,資料３７４外国サイン,資
料３７４外国証券口座番号,資料３７４利子等種別（１）,資料３７４記号番号（１）,資料３７４支払金額（１）,資料３７４源泉徴収税額（１）,資料
３７４支払確定年月日（１）,資料３７４租税条約適用有無（１）,資料３７４利子等種別（２）,資料３７４記号番号（２）,資料３７４支払金額（２）,
資料３７４源泉徴収税額（２）,資料３７４支払確定年月日（２）,資料３７４租税条約適用有無（２）,資料３７４利子等種別（３）,資料３７４記号
番号（３）,資料３７４支払金額（３）,資料３７４源泉徴収税額（３）,資料３７４支払確定年月日（３）,資料３７４租税条約適用有無（３）,資料３７
４利子等種別（４）,資料３７４記号番号（４）,資料３７４支払金額（４）,資料３７４源泉徴収税額（４）,資料３７４支払確定年月日（４）,資料３７
４租税条約適用有無（４）,資料３７４利子等種別（５）,資料３７４記号番号（５）,資料３７４支払金額（５）,資料３７４源泉徴収税額（５）,資料３
７４支払確定年月日（５）,資料３７４租税条約適用有無（５）,資料３７４利子等種別（６）,資料３７４記号番号（６）,資料３７４支払金額（６）,資
料３７４源泉徴収税額（６）,資料３７４支払確定年月日（６）,資料３７４租税条約適用有無（６）,資料３７４摘要,資料３７４受取人記載共通番
号,資料３７４支払の取扱者記載法人番号,資料３７４支払者の住所又は居所所在地,資料３７４支払者の氏名又は名称,資料３７４支払者
記載共通番号,資料３７４通知外国税相当額（１）,資料３７４通知所得税相当額（１）,資料３７４通知外国税相当額（２）,資料３７４通知所得
税相当額（２）,資料３７４通知外国税相当額（３）,資料３７４通知所得税相当額（３）,資料３７４通知外国税相当額（４）,資料３７４通知所得
税相当額（４）,資料３７４通知外国税相当額（５）,資料３７４通知所得税相当額（５）,資料３７４通知外国税相当額（６）,資料３７４通知所得
税相当額（６）

（②－２）302（配当、剰余金の分配及び基金利息の支払調書）
削除

（②－３）309（報酬、料金、契約金及び賞金の支払調書）Ver017-01
削除
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 （別添２） 特定個人情報ファイル記録項目

（②－４）359（配当、剰余金の分配及び基金利息の支払調書）Ver020-01
人格住所コード5桁,ＴＳＶ作成年月日,資料識別,局署番号,整理番号,資料年分,資料処理年月日,無効区分,受取人住所,受取人氏名（漢
字）,受取人氏名（カナ）,受取人口座住所,受取人口座名称,支払の取扱者所在地,支払の取扱者名称,生年月日,資料３５９株式種類,資料
３５９旧株口数,資料３５９新株口数,資料３５９配当等金額,資料３５９源泉徴収税額,資料３５９事業年度自年月日,資料３５９事業年度至年
月日,資料３５９支払確定年月日,資料３５９配当金額（円）,資料３５９配当金額（銭）,資料３５９支払者所在地,資料３５９支払者名称,資料３
５９摘要,資料３５９受取人記載共通番号,資料３５９支払の取扱者記載法人番号,資料３５９支払者記載法人番号,資料３５９通知外国税相
当額

（②－５）375（給与所得の源泉徴収票）Ver017-01
人格住所コード５桁、ＴＳＶ作成年月日、資料識別コード、資料活用納税地等局署番号、資料活用納税地等整理番号、資料年分、資料
処理年月日、資料無効区分、資料活用住所名、納税地等名称（漢字）、納税地等名称（カナ）、資料活用屋号漢字名称、活用先住所（支
払を受ける者）、活用先名称（支払を受ける者）、収集先住所（支払者）、収集先名称（支払者）、資料活用業種番号、資料活用青白区
分、資料活用生年月日、納税地等主電話番号、課税年分（１）、資料活用確定申告有無（１）、消費申告有無（１）、課税年分（２）、資料
活用確定申告有無（２）、消費申告有無（２）、課税年分（３）、資料活用確定申告有無（３）、消費申告有無（３）、資料３７５給与所得種
別、資料３７５支払金額、資料３７５未払金額、資料３７５給与所得控除後金額、資料３７５所得控除合計金額、資料３７５源泉徴収税額、
資料３７５未源泉徴収税額、資料３７５控除対象配偶者有、資料３７５控除対象配偶者無、資料３７５控除対象配偶者従有、資料３７５控
除対象配偶者従無、資料３７５控除対象配偶者老人、資料３７５配偶者特別控除金額、資料３７５扶養親族老人同居人数、資料３７５扶
養親族老人人数、資料３７５扶養親族老人従人数、資料３７５扶養親族その他人数、資料３７５扶養親族その他従人数、資料３７５特別
障害者同居人数、資料３７５特別障害者人数、資料３７５その他障害者人数、資料３７５社会保険金額、資料３７５小規模共済等掛金
額、資料３７５生命保険控除金額、資料３７５地震保険控除金額、資料３７５住宅取得控除金額、資料３７５配偶者合計、資料３７５適要、
資料３７５旧個人年金保険金額、資料３７５受給者生元号、資料３７５受給者年月日、資料３７５未成年者区分、資料３７５乙欄区分、資
料３７５特別障害者区分、資料３７５その他障害者区分、資料３７５寡婦区分、資料３７５寡夫区分、資料３７５勤労学生区分、資料３７５
死亡退職区分、資料３７５災害者区分、資料３７５外国人区分、資料３７５中途就職区分、資料３７５中途退職区分、資料３７５中途就退
職年月日、資料３７５役職名称（漢字）、資料３７５扶養親族特定主人数、資料３７５扶養親族特定従人数、資料３７５新生命保険金額、
資料３７５旧生命保険金額、資料３７５介護医療保険金額、資料３７５新個人年金保険金額、資料３７５国民年金保険金額、資料３７５住
宅取得控除適用数、資料３７５居住開始年月日１、資料３７５住宅取得控除区分１、資料３７５住宅取得年末残高１、資料３７５住宅取得
控除可能額、資料３７５居住開始年月日２、資料３７５住宅取得控除区分２、資料３７５住宅取得年末残高２、資料３７５控除対象配偶者
個人番号、資料３７５控除対象配偶者氏名、資料３７５控除対象配偶者国外扶養、資料３７５扶養親族個人番号（１）、資料３７５扶養親
族氏名（１）、資料３７５扶養親族国外扶養区分（１）、資料３７５扶養親族個人番号（２）、資料３７５扶養親族氏名（２）、資料３７５扶養親
族国外扶養区分（２）、資料３７５扶養親族個人番号（３）、資料３７５扶養親族氏名（３）、資料３７５扶養親族国外扶養区分（３）、資料３７
５扶養親族個人番号（４）、資料３７５扶養親族氏名（４）、資料３７５扶養親族国外扶養区分（４）、資料３７５１６歳未満扶養親族氏名
（１）、資料３７５１６歳未満扶養親族国外扶養区分（１）、資料３７５１６歳未満扶養親族氏名（２）、資料３７５１６歳未満扶養親族国外扶養
区分（２）、資料３７５１６歳未満扶養親族氏名（３）、資料３７５１６歳未満扶養親族国外扶養区分（３）、資料３７５１６歳未満扶養親族氏名
（４）、資料３７５１６歳未満扶養親族国外扶養区分（４）、資料３７５活用先記載個人番号、資料３７５収集先記載共通番号

（②－６）377（公的年金等の源泉徴収票）Ver017-01
人格住所コード５桁、ＴＳＶ作成年月日、資料識別コード、資料活用納税地等局署番号、資料活用納税地等整理番号、資料年分、資料
処理年月日、資料無効区分、資料活用住所名、納税地等名称（漢字）、納税地等名称（カナ）、資料活用屋号漢字名称、活用先住所（支
払を受ける者）、活用先名称（支払を受ける者）、収集先住所（支払者）、収集先名称（支払者）、資料活用業種番号、資料活用青白区
分、資料活用生年月日、納税地等主電話番号、課税年分（１）、資料活用確定申告有無（１）、消費申告有無（１）、課税年分（２）、資料
活用確定申告有無（２）、消費申告有無（２）、課税年分（３）、資料活用確定申告有無（３）、消費申告有無（３）、資料３７７生元号、資料３
７７生年月日、資料３７７第１号支払金額、資料３７７第１号未払金額、資料３７７第１号源泉徴収税額、資料３７７第１号未徴収税額、資
料３７７第２号支払金額、資料３７７第２号未払金額、資料３７７第２号源泉徴収税額、資料３７７第２号未徴収税額、資料３７７第３号支払
金額、資料３７７第３号未払金額、資料３７７第３号源泉徴収税額、資料３７７第３号未徴収税額、資料３７７第４号支払金額、資料３７７第
４号未払金額、資料３７７第４号源泉徴収税額、資料３７７第４号未徴収税額、資料３７７特別障害者区分、資料３７７その他障害者区
分、資料３７７控除対象配偶者有、資料３７７控除対象配偶者無、資料３７７控除対象配偶者老人、資料３７７扶養親族老人、資料３７７
扶養親族その他、資料３７７その他特別障害者、資料３７７障害者数その他、資料３７７社会保険金額、資料３７７摘要、資料３７７扶養親
族特定、資料３７７同居特別障害者の数、資料３７７控除対象配偶者個人番号、資料３７７控除対象配偶者氏名、資料３７７控除対象配
偶者国外扶養、資料３７７扶養親族個人番号（１）、資料３７７扶養親族氏名（１）、資料３７７扶養親族国外扶養区分（１）、資料３７７扶養
親族個人番号（２）、資料３７７扶養親族氏名（２）、資料３７７扶養親族国外扶養区分（２）、資料３７７１６歳未満扶養親族氏名（１）、資料
３７７１６歳未満扶養親族国外扶養区分（１）、資料３７７１６歳未満扶養親族氏名（２）、資料３７７１６歳未満扶養親族国外扶養区分（２）、
資料３７７特別寡婦区分、資料３７７寡婦寡夫区分、資料３７７支払者電話番号、資料３７７活用先記載個人番号、資料３７７収集先記載
法人番号
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 （別添２） 特定個人情報ファイル記録項目

　
③扶養是正情報等Ver021-01
地方公共団体コード、新規・訂正・削除フラグ、資料番号、１月１日住所、１月１日住所（カナ）、氏名、氏名（カナ）、電話番号、生年月日、
課税年分、所得税確定申告有無、申告漏れ情報の有無、是正対象者控除額（誤）、是正対象者控除額（正）、転出年月日、転出先住所
等、（国税）局署番号、（国税）整理番号、（e-Tax）利用者識別番号、是正対象者収入金額種別１、是正対象者収入金額１、是正対象者
所得金額１、是正対象者収入金額種別２、是正対象者収入金額２、是正対象者所得金額２、是正対象者収入金額種別３、是正対象者
収入金額３、是正対象者所得金額３、是正対象者収入金額種別４、是正対象者収入金額４、是正対象者所得金額４、是正対象者（合
計）所得金額、是正対象者所得控除の額の合計額、是正対象者源泉徴収額、是正対象者住宅借入金等特別控除の額、是正対象者摘
要住宅借入金等特別控除可能額、是正対象者摘要居住開始年月日、是正対象者所得支払者名称、是正対象者所得支払者名称（カ
ナ）、是正対象者所得支払者所在地、是正対象者所得支払者電話番号、是正対象被扶養者氏名、是正対象被扶養者生年月日、是正
対象被扶養者続柄区分、是正対象被扶養者確定申告有無、是正対象被扶養者資料判別フラグ、是正対象被扶養者是正理由フラグ、
是正対象被扶養者所得区分、是正対象被扶養者収入金額、是正対象被扶養者（合計）所得金額、是正対象被扶養者 、"所得支払者、
重複者、事業主　名称・氏名"、是正対象被扶養者、"所得支払者、重複者、事業主　所在地"、是正対象被扶養者、"所得支払者、重複
者、事業主　電話番号"、是正対象被扶養者否認理由補完、是正対象被扶養者氏名、是正対象被扶養者生年月日、是正対象被扶養
者続柄区分、是正対象被扶養者確定申告有無、是正対象被扶養者資料判別フラグ、是正対象者被扶養者是正理由フラグ、是正対象
被扶養者所得区分、是正対象被扶養者収入金額、是正対象被扶養者（合計）所得金額、是正対象被扶養者 、"所得支払者、重複者、
事業主　名称・氏名"、是正対象被扶養者、"所得支払者、重複者、事業主　所在地"、是正対象被扶養者、"所得支払者、重複者、事業
主　電話番号"、是正対象被扶養者否認理由補完、是正対象被扶養者氏名、是正対象被扶養者生年月日、是正対象被扶養者続柄区
分、是正対象被扶養者確定申告有無、是正対象被扶養者資料判別フラグ、是正対象者被扶養者是正理由フラグ、是正対象被扶養者
所得区分、是正対象被扶養者収入金額、是正対象被扶養者（合計）所得金額、是正対象被扶養者 、"所得支払者、重複者、事業主
名称・氏名"、是正対象被扶養者、"所得支払者、重複者、事業主　所在地"、是正対象被扶養者、"所得支払者、重複者、事業主　電話
番号"、是正対象被扶養者否認理由補完、申告漏れ所得区分、収入金額、所得金額、社会保険料控除額、源泉徴収税額、支払者名
称、支払者所在地、支払者電話番号、内容、申告漏れ所得区分、収入金額、所得金額、社会保険料控除額、源泉徴収税額、支払者名
称、支払者所在地、支払者電話番号、内容、申告漏れ所得区分、収入金額、所得金額、社会保険料控除額、源泉徴収税額、支払者名
称、支払者所在地、支払者電話番号、内容、申告漏れ所得区分、収入金額、所得金額、社会保険料控除額、源泉徴収税額、支払者名
称、支払者所在地、支払者電話番号、内容、連絡事項、社会保険料控除額、小規模企業共済掛金等掛金控除額、生命保険料控除額、
地震保険料控除額、寡婦、ひとり親控除額、勤労学生、障害者控除額、配偶者(特別)控除、扶養控除額、基礎控除額、控除適用誤り区
分、是正対象者記載共通番号、是正対象者所得支払者記載共通番号、是正対象被扶養者記載共通番号１、是正対象被扶養者記載
共通番号２、是正対象被扶養者記載共通番号３、是正対象者所得支払者（国税）局署番号、是正対象者所得支払者（国税）整理番号

④住民登録外課税通知Ver017-01
１文書番号、２通知年月日、３送信先市（区町村）長、４発出者、５送信元市（区町村）長、６フリガナ、７氏名、８生年月日、９個人番号、１
０課税年度、１１課税年１月１日住所（都道府県）、１２課税年１月１日住所（市区町村）、１３課税年１月１日住所（番地）、１４課税年１月１
日住所市区町村コード、１５課税年１月１日住基地住所（都道府県）、１６課税年１月１日住基地住所（市区町村）、１７課税年１月１日住
基地住所（番地）、１８課税年１月１日住基地住所市区町村コード、１９普通徴収区分、２０特別徴収区分（給与）、２１特別徴収区分（公
的年金）、２２備考１、２３備考２、２４備考３、２５部局課、２６担当者、２７電話番号

（１）～（６）のファイルに共通する項目
１．個人番号、２．宛名番号、３．氏名、４．生年月日、５．性別、６．住所、７．世帯番号等、８．電話番号（（３）～（５）をのぞく）
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Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策 ※（７．リスク１⑨を除く。）

 １．特定個人情報ファイル名

（１）個人市民税ファイル

 ２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）

 リスク１：　目的外の入手が行われるリスク

 対象者以外の情報の入手を
防止するための措置の内容

・申告書等は、本人又は本人の代理人が提出するものであり、その記載内容は法令等に定める項目で
あり不必要な情報は入手できない。
・申告や申請等の窓口において、本人確認資料として個人番号カード等の提示を求めるとともに、申告
や申請内容を複数人で確認し、対象者以外の情報の入手の防止に努めている。

2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク２：　不適切な方法で入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

・窓口においては本人又は代理人による申告書等のみを受領することとし、受領の際は必ず本人又は
代理人の本人確認又は委任状の確認を行い、番号法第１６条の規定に基づき対応する。
・申告等の手続きを行う者が、地方税法等の規定に基づき申告書等を提出する際には、法令等におい
て手続きに必要な事項を規定した様式を示していることから、申告等の手続きを行う者は個人番号の記
載が必要であることを認識した上で申告書等を提出することとなる。

 必要な情報以外を入手するこ
とを防止するための措置の内
容

申告書等の様式における記載事項は法令等で定められた、個人市民税賦課業務に必要な項目のみに
限っている。また、申告書等に記載された情報以外は登録できないことを、システム上で担保している。

 その他の措置の内容 －

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている

 リスク３：　入手した特定個人情報が不正確であるリスク

 入手の際の本人確認の措置
の内容

窓口において、対面で個人番号カード等の本人確認資料で、本人の確認を行っている。

 個人番号の真正性確認の措
置の内容

・個人番号カード等の提示を受け、申告書等に記載された個人番号の真正性の確認を行っている。
・上記による確認が取れない場合は、本市に住所を有する者については団体内統合宛名システムで照
合し、本市以外の住所を有する者については住民基本台帳ネットワークシステムを利用して、個人番号
の真正性の確認を行う。

 特定個人情報の正確性確保
の措置の内容

申告書等の入力など、特定個人情報の入力・修正・削除を行う際は、異動対象者や入力内容に誤りの
無いよう、二人以上の担当者によるチェックを実施している。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 その他の措置の内容 －

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク４：　入手の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリスク

 リスクに対する措置の内容

・申告書等の取扱いについては手順化され運用している。
・申告書等の紙媒体については、鍵付保管庫に保管している。
・本人確認情報を住民基本台帳ネットワークシステムより取得する場合は、地方税事務担当者以外は利
用できないような仕組みが構築されている。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 特定個人情報の入手（情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

その他、特定個人情報の入手にあたり、以下の措置を講じている。
　・スクリーンセーバ等を利用して、長時間にわたり特定個人情報を表示させない。
　・個人市民税システム端末の画面は、来庁者から見えない位置に置くか、覗き見防止シートを貼る。
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 ３．特定個人情報の使用

 リスク１：　目的を超えた紐付け、事務に必要のない情報との紐付けが行われるリスク

 宛名システム等における措置
の内容

・番号利用業務以外の部門における団体内統合宛名システムの照会では、個人番号が参照できないよ
うな仕組みを構築している。
・団体内統合宛名システムに対して不要なアクセスができないよう、利用権限の設定等、適切なアクセス
制御対策を実施している。

 事務で使用するその他のシ
ステムにおける措置の内容

団体内統合宛名システムは、共通基盤システムを介して目的を超えた紐付けがなされないよう、適切な
アクセス制御を行っている。

 その他の措置の内容
情報セキュリティポリシーに則し、特定個人情報を取り扱う者に対して情報セキュリティに関する教育及
び研修を実施している。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク２：　権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって不正に使用されるリスク

 ユーザ認証の管理 [ 行っている ] ＜選択肢＞
1） 行っている 2） 行っていない

 具体的な管理方法
ユーザIDによる識別とパスワード設定による認証を実施しており、認証後は利用機能の認可機能によ
り、そのユーザがシステム上で利用可能な機能を制限することで不正利用が行えない対策を実施してい
る。

 アクセス権限の発効・失効の
管理

[ 行っている ] ＜選択肢＞
1） 行っている 2） 行っていない

 具体的な管理方法
・市民税課長が業務ごとにアクセスできる権限を決め、システムに反映している。
・人事異動等によりアクセス権限の変更を行った際は、変更した内容を帳票に出力し、アクセス権の失
効・追加等を再確認している。

 その他の措置の内容 －

2） 行っていない

 具体的な管理方法
異動退職等があった際に、ユーザIDやアクセス権を市民税課長が業務上アクセスが不要となったIDやア
クセス権を変更又は削除している。

 特定個人情報の使用の記録 [ 記録を残している ] ＜選択肢＞
1） 記録を残している

 アクセス権限の管理 [ 行っている ] ＜選択肢＞
1） 行っている

2) 記録を残していない

 具体的な方法
・アクセスログによる記録を残している。
・団体内統合宛名システムでは、操作者による特定個人情報の全ての業務処理記録を行っている。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク３：　従業者が事務外で使用するリスク

 リスクに対する措置の内容

・システムの操作履歴(操作ログ)を記録している。
・システム利用職員への研修等において、事務外利用の禁止等について指導している。
・担当者へのヒアリングを実施し、業務上必要のない検索又は抽出が行われていないことを確認してい
る。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク４：　特定個人情報ファイルが不正に複製されるリスク

 リスクに対する措置の内容
・バックアップ以外にファイルを複製しないよう、職員・委託先に対し指導している。
・バックアップ処理の実行権限を持つ者を限定している。
・複製データで構築された特定個人情報を扱うシステムの操作認証は適切な方法で実施している。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 特定個人情報の使用におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

その他、特定個人情報の使用にあたり、以下の措置を講じている。
　・スクリーンセーバ等を利用して、長時間にわたり特定個人情報を表示させない。
　・個人市民税システム端末の画面は、来庁者から見えない位置に置くか、覗き見防止シートを貼る。
　・特定個人情報が表示された画面のハードコピーの取得は事務処理に必要となる範囲にとどめ、使用後はシュレッダー処理する。

72 / 217 ページ



 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託 [ ] 委託しない

 委託先による特定個人情報の不正入手・不正な使用に関するリスク
 委託先による特定個人情報の不正な提供に関するリスク
 委託先による特定個人情報の保管・消去に関するリスク
 委託契約終了後の不正な使用等のリスク
 再委託に関するリスク

 情報保護管理体制の確認

・外部委託業者を選定する際、個人情報保護方針の策定、プライバシーマーク等の個人情報保護や対
策を目的として公共機関の認定・認証を取得しているか等を確認している。
・入札の通知を発送する際に、個人情報の保護に関する法律を遵守し、個人情報の保護に関し必要な
措置を講じ、適正な管理を行うことを書面にて通知している。
・契約後直ちに、業務従事者名簿を提出することとしている。

 特定個人情報ファイルの閲覧
者・更新者の制限

[ 制限している ] ＜選択肢＞
1） 制限している 2） 制限していない

 具体的な制限方法
・ID/パスワードにより制限している。
・情報セキュリティポリシーの遵守を契約条件としている。

 特定個人情報ファイルの取扱
いの記録

[ 記録を残している ] ＜選択肢＞
1） 記録を残している 2） 記録を残していない

 具体的な方法
・アクセスログによる記録を残している。
・団体内統合宛名システムでは、操作者による特定個人情報の全ての業務処理記録を行っている。

 特定個人情報の提供ルール [ 定めている ] ＜選択肢＞

 特定個人情報の消去ルール [ 定めている ] ＜選択肢＞
1） 定めている 2） 定めていない

1） 定めている 2） 定めていない
 委託先から他者への
提供に関するルールの
内容及びルール遵守
の確認方法

提供を禁止している。

 委託元と委託先間の
提供に関するルールの
内容及びルール遵守
の確認方法

委託契約の仕様により、特定個人情報の具体的な取り扱い手順について合意し作業を実施している。
作業の遵守状況は、合意された取り扱い手順の実施記録により確認を行っている。

2） 定めていない

 規定の内容

・目的外利用の禁止
・情報漏洩を防ぐための保管管理に責任を負う。
・必要に応じて、前橋市は委託先の視察・監査を行うことができる。
・一括再委託の禁止

 ルールの内容及び
ルール遵守の確認方
法

前橋市の指示により消去し、その結果を書面にて報告させている。

 委託契約書中の特定個人情
報ファイルの取扱いに関する
規定

＜選択肢＞

[ 定めている ] 1） 定めている

 具体的な方法
原則として再委託は行わないが、受託業務遂行体制報告書により前橋市が承認した業者については、
再委託を許諾するとともにセキュリティ事項について委託と同様の措置を義務付けている。

 その他の措置の内容 －

 再委託先による特定個人情
報ファイルの適切な取扱いの
確保

＜選択肢＞

[ 十分に行っている ] 1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない 4） 再委託していない

 特定個人情報ファイルの取扱いの委託におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

－

 ５．特定個人情報の提供・移転 （委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。） [ ] 提供・移転しない

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク１：　不正な提供・移転が行われるリスク

 特定個人情報の提供・移転
の記録

[ 記録を残している ] ＜選択肢＞
1） 記録を残している 2） 記録を残していない

 具体的な方法
団体内統合宛名システムでは、システムを利用する場合、どの職員がどの特定個人情報をいつ誰に対
し何のために提供したかが全て記録される仕組みとなっている。また、団体内統合宛名システムでは、
番号法及び条例上認められる提供以外受け付けないようにしている。
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 ルールの内容及び
ルール遵守の確認方
法

「データファイル使用許可申請書」の提出を受け、番号法の条文に適合しているか否かを判断し、提供・
移転を行っている。

 その他の措置の内容
・情報セキュリティポリシーに則し、情報セキュリティに関する教育及び研修を実施している。
・違反行為を行った場合は、番号法の罰則規定によリ措置を講じている。

 特定個人情報の提供・移転
に関するルール

[ 定めている ] ＜選択肢＞
1） 定めている 2） 定めていない

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク２：　不適切な方法で提供・移転が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容
特定の権限者以外は情報照会・提供できず、また情報照会・情報提供の記録が逐一保存される仕組み
が確立した団体内統合宛名システムを通してやりとりすることで、不適切な方法で特定個人情報がやり
とりされることを防止している。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 特定個人情報の提供・移転（委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対
する措置

－

3） 課題が残されている

 リスク３：　誤った情報を提供・移転してしまうリスク、誤った相手に提供・移転してしまうリスク

 リスクに対する措置の内容
団体内統合宛名システムでは本業務で保有する情報を全て連携することはできず、番号法及び前橋市
の条例に基づき認められる情報のみしか移転できないよう、仕組みとして担保されている。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞

 ６．情報提供ネットワークシステムとの接続 [ ] 接続しない（入手） [ ] 接続しない（提供）

 リスク１：　目的外の入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

＜前橋市における措置＞
特定個人情報の提供・移転時には、情報照会・情報提供（どの端末・職員が、どの住民の情報について
いつ参照を行ったか）の記録をデータベースに逐一保存することで、不正な入手を防止している。
＜中間サーバ・ソフトウェアにおける措置＞
・情報照会機能（※1）により、情報提供ネットワークシステムに情報照会を行う際には、情報提供許可証
の発行と照会内容の照会許可用照合リスト（※2）との照合を情報提供ネットワークシステムに求め、情
報提供ネットワークシステムから情報提供許可証を受領してから情報照会を実施することになる。つま
り、番号法上認められた情報連携以外の照会を拒否する機能を備えており、目的外提供やセキュリティ
リスクに対応している。
・中間サーバの職員認証・権限管理機能（※3）では、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ログアウ
トを実施した職員、時刻、操作内容の記録が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切なオ
ンライン連携を抑止する仕組みになっている。
（※1）情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の照会及び照会した情報の受領を行う機
能。
（※2）番号法別表第２及び第１９条第１４号に基づき、事務手続きごとに情報照会者、情報提供者、照
会・提供可能な特定個人情報をリスト化したもの。
（※3）中間サーバを利用する職員の認証と職員に付与された権限に基づいた各種機能や特定個人情
報へのアクセス制御を行う機能。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク２：　安全が保たれない方法によって入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

＜前橋市における措置＞
特定個人情報の提供・移転時には、情報照会・情報提供（どの端末・職員が、どの住民の情報について
いつ参照を行ったか）の記録をデータベースに逐一保存することで、不正な入手を防止している。
＜中間サーバ・ソフトウェアにおける措置＞
中間サーバは、特定個人情報保護委員会との協議を経て、総務大臣が設置・管理する情報提供ネット
ワークシステムを使用した特定個人情報の入手のみ実施できるよう設計されるため、安全性が担保され
ている。
＜中間サーバ･プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間は、高度なセキュリティを維持した行
政専用のネットワーク（総合行政ネットワーク等）を利用することにより、安全性を確保している。
・中間サーバと団体についてはVPN等の技術を利用し、団体ごとに通信回線を分離するとともに、通信を
暗号化することで安全性を確保している。
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1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク３：　入手した特定個人情報が不正確であるリスク

 リスクに対する措置の内容

＜中間サーバ・ソフトウェアにおける措置＞
中間サーバは、特定個人情報保護委員会との協議を経て、総務大臣が設置・管理する情報提供ネット
ワークシステムを使用して、情報提供用個人識別符号により紐付けられた照会対象者に係る特定個人
情報を入手するため、正確な照会対象者に係る特定個人情報を入手することが担保されている。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク４：　入手の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリスク

 リスクに対する措置の内容

＜前橋市における措置＞
特定個人情報の提供・移転時には、情報照会・情報提供（どの端末・職員が、どの住民の情報について
いつ参照を行ったか）の記録をデータベースに逐一保存することで、不正な提供を防止している。
＜中間サーバ・ソフトウェアにおける措置＞
・中間サーバは、情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の入手のみを実施するため、
漏えい・紛失のリスクに対応している（※）。
・既存システムからの接続に対し認証を行い、許可されていないシステムからのアクセスを防止する仕
組みを設けている。
・情報照会が完了又は中断した情報照会結果については、一定期間経過後に当該結果を情報照会機
能において自動で削除することにより、特定個人情報が漏えい・紛失するリスクを軽減している。
・中間サーバの職員認証・権限管理機能では、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ログアウトを実
施した職員、時刻、操作内容の記録が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切なオンライ
ン連携を抑止する仕組みになっている。
（※）中間サーバは、情報提供ネットワークシステムを使用して特定個人情報を送信する際、送信する特
定個人情報の暗号化を行っており、照会者の中間サーバでしか復号できない仕組みになっている。その
ため、情報提供ネットワークシステムでは復号されないものとなっている。
＜中間サーバ･プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間は、高度なセキュリティを維持した行
政専用のネットワーク（総合行政ネットワーク等）を利用することにより、漏えい･紛失のリスクに対応して
いる。
・中間サーバと団体についてはVPN等の技術を利用し、団体ごとに通信回線を分離するとともに、通信を
暗号化することで漏えい･紛失のリスクに対応している。
・中間サーバ･プラットフォーム事業者の業務は、中間サーバ・プラットフォームの運用、監視・障害対応
等であり、業務上、特定個人情報へはアクセスすることはできない。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

3） 課題が残されている

 リスク５：　不正な提供が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

＜前橋市における措置＞
特定個人情報の提供・移転時には、情報照会・情報提供（どの端末・職員が、どの住民の情報について
いつ参照を行ったか）の記録をデータベースに逐一保存することで、不正な提供を防止している。
＜中間サーバ・ソフトウェアにおける措置＞
・情報提供機能（※）により、情報提供ネットワークシステムにおける照会許可用照合リストを情報提供
ネットワークシステムから入手し、中間サーバにも格納して、情報提供機能により、照会許可用照合リス
トに基づき情報連携が認められた特定個人情報の提供の要求であるかチェックを実施している。
・情報提供機能により、情報提供ネットワークシステムに情報提供を行う際には、情報提供ネットワーク
システムから情報提供許可証と情報照会者へたどり着くための経路情報を受領し、照会内容に対応した
情報を自動で生成して送付することで、特定個人情報が不正に提供されるリスクに対応している。
・特に慎重な対応が求められる情報については自動応答を行わないように自動応答不可フラグを設定
し、特定個人情報の提供を行う際に、送信内容を改めて確認し、提供を行うことで、センシティブな特定
個人情報が不正に提供されるリスクに対応している。
・中間サーバの職員認証・権限管理機能では、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ログアウトを実
施した職員、時刻、操作内容の記録が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切なオンライ
ン連携を抑止する仕組みになっている。
（※）情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の提供の要求の受領及び情報提供を行う
機能。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
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 リスク６：　不適切な方法で提供されるリスク

 リスクに対する措置の内容

＜中間サーバ・ソフトウェアにおける措置＞
・セキュリティ管理機能（※）により、情報提供ネットワークシステムに送信する情報は、情報照会者から
受領した暗号化鍵で暗号化を適切に実施した上で提供を行う仕組みになっている。
・中間サーバの職員認証・権限管理機能では、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ログアウトを実
施した職員、時刻、操作内容の記録が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切なオンライ
ン連携を抑止する仕組みになっている。（※）暗号化・復号機能と、鍵情報及び照会許可用照合リストを
管理する機能。
＜中間サーバ･プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間は、高度なセキュリティを維持した行
政専用のネットワーク（総合行政ネットワーク）等を利用することにより、不適切な方法で提供されるリス
クに対応している。
・中間サーバと団体についてはVPN等の技術を利用し、団体ごとに通信回線を分離するとともに、通信を
暗号化することで漏えい･紛失のリスクに対応している。
・中間サーバ・プラットフォームの保守・運用を行う事業者においては、特定個人情報に係る業務にはア
クセスができないよう管理を行い、不適切な方法での情報提供を行えないよう管理している。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

3） 課題が残されている

 情報提供ネットワークシステムとの接続に伴うその他のリスク及びそのリスクに対する措置

＜中間サーバ・ソフトウェアにおける措置＞
・中間サーバの職員認証・権限管理機能では、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ログアウトを実施した職員、時刻、操作内容の
記録が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切なオンライン連携を抑止する仕組みになっている。
・情報連携においてのみ、情報提供用個人識別符号を用いることがシステム上担保されており、不正な名寄せが行われるリスクに対応
している。
＜中間サーバ･プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間は、高度なセキュリティを維持した行政専用のネットワーク（総合行
政ネットワーク）等を利用することにより、安全性を確保している。
・中間サーバと団体についてはVPN等の技術を利用し、団体ごとに通信回線を分離するとともに、通信を暗号化することで安全性を確
保している。
・中間サーバ・プラットフォームでは、特定個人情報を管理するデータベースを地方公共団体ごとに区分管理（アクセス制御）しており、
中間サーバ・プラットフォームを利用する団体であっても他団体が管理する情報には一切アクセスできない。
・特定個人情報の管理を地方公共団体のみが行うことで、中間サーバ・プラットフォームの保守・運用を行う事業者における情報漏えい
等のリスクを極小化している。

 リスク７：　誤った情報を提供してしまうリスク、誤った相手に提供してしまうリスク

 リスクに対する措置の内容

＜中間サーバ・ソフトウェアにおける措置＞
・情報提供機能により、情報提供ネットワークシステムに情報提供を行う際には、情報提供許可証と情
報照会者への経路情報を受領した上で、情報照会内容に対応した情報提供をすることで、誤った相手に
特定個人情報が提供されるリスクに対応している。
・情報提供データベース管理機能（※）により、「情報提供データベースへのインポートデータ」の形式
チェックと、接続端末の画面表示等により情報提供データベースの内容を確認できる手段を準備するこ
とで、誤った特定個人情報を提供してしまうリスクに対応している。
・情報提供データベース管理機能では、情報提供データベースの副本データを既存業務システムの原
本と照合するためのエクスポートデータを出力する機能を有している。
（※）特定個人情報を副本として保存・管理する機能。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である

 ７．特定個人情報の保管・消去

 リスク１：　特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク

 ①NISC政府機関統一基準群 [ 政府機関ではない ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて遵守している 2） 十分に遵守している
3） 十分に遵守していない 4） 政府機関ではない

 ②安全管理体制 [ 十分に整備している ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて整備している 2） 十分に整備している
3） 十分に整備していない

 ③安全管理規程 [ 十分に整備している ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて整備している 2） 十分に整備している
3） 十分に整備していない

 ④安全管理体制・規程の職
員への周知

[ 十分に周知している ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて周知している 2） 十分に周知している
3） 十分に周知していない
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 ⑤物理的対策 [ 十分に行っている ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない

 具体的な対策の内容

＜前橋市における措置＞
・サーバと、データ、プログラム等を含んだ記録媒体及び帳票等の可搬媒体を保管する電算機室は、他
の部屋とは区別して専用の部屋としている。
・電算機室の出入口には生体認証による入退室管理を行っている。
・電算機室には監視設備として監視カメラを設置している。
・申告書等の紙媒体については、鍵付保管庫に保管している。
＜中間サーバ･プラットフォームにおける措置＞
中間サーバ･プラットフォームをデータセンターに構築し、設置場所への入退室者管理、有人監視及び施
錠管理をすることとしている。また、設置場所はデータセンター内の専用の領域とし、他テナントとの混在
によるリスクを回避している。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①ガバメントクラウドについては政府情報システムのセキュリティ制度（ISMAP）のリストに登録されたクラ
ウドサービスから調達することとしており、システムのサーバー等は、クラウド事業者が保有・管理する環
境に構築し、その環境には認可された者だけがアクセスできるよう適切な入退室管理策を行っている。
②事前に許可されていない装置等に関しては、外部に持出できないこととしている。

 ⑥技術的対策 [ 十分に行っている ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない

 具体的な対策の内容

＜前橋市における措置＞
・特定個人情報ファイルを管理しているサーバは、インターネット等の外部ネットワークから隔離された
ネットワーク上に設置している。
・特定個人情報ファイルを管理している全てのサーバには、ウイルス対策ソフトを導入しており、パターン
ファイルも最新版が適用されるよう管理している。
＜中間サーバ･プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバ・プラットフォームではUTM（コンピュータウイルスやハッキングなどの脅威からネットワーク
を効率的かつ包括的に保護する装置）等を導入し、アクセス制限、侵入検知及び侵入防止を行うととも
に、ログの解析を行っている。
・中間サーバ・プラットフォームでは、ウイルス対策ソフトを導入し、パターンファイルの更新を行ってい
る。
・導入しているＯＳ及びミドルウェアについて、必要に応じてセキュリティパッチの適用を行っている。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①国及びクラウド事業者は利用者のデータにアクセスしない契約等となっている。
②前橋市が委託したASP(「地方公共団体情報システムのガバメントクラウドの利用に関する基準【第1.0
版】」（令和４年１０月　デジタル庁。以下「利用基準」という。）に規定する「ASP」をいう。以下同じ。)又は
ガバメントクラウド運用管理補助者（利用基準に規定する「ガバメントクラウド運用管理補助者」をいう。
以下同じ。）は、ガバメントクラウドが提供するマネージドサービスにより、ネットワークアクティビティ、
データアクセスパターン、アカウント動作等について継続的にモニタリングを行うとともに、ログ管理を行
う。
③クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対するセキュリティの脅威に対し、脅威検出やDDos対策を24
時間365日講じる。
④クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対し、ウイルス対策ソフトを導入し、パターンファイルの更新を
行う。
⑤前橋市が委託したASP又はガバメントクラウド運用管理補助者は、導入しているOS及びミドルウエア
について、必要に応じてセキュリティパッチの適用を行う。
⑥ガバメントクラウドの特定個人情報を保有するシステムを構築する環境は、インターネットとは切り離さ
れた閉域ネットワークで構成する。
⑦前橋市やASP又はガバメントクラウド運用管理補助者の運用保守地点からガバメントクラウドへの接
続については、閉域ネットワークで構成する。
⑧前橋市が管理する業務データは、国及びクラウド事業者がアクセスできないよう制御を講じる。

 ⑦バックアップ [ 十分に行っている ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない

 ⑧事故発生時手順の策定・
周知

[ 十分に行っている ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない

 ⑨過去３年以内に、評価実施
機関において、個人情報に関
する重大事故が発生したか

[ 発生なし ] ＜選択肢＞
1） 発生あり 2） 発生なし

 その内容 －

 再発防止策の内容 －
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 ⑩死者の個人番号 [ 保管している ] ＜選択肢＞
1） 保管している 2） 保管していない

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク２：　特定個人情報が古い情報のまま保管され続けるリスク

 リスクに対する措置の内容

・個人市民税務事務における対象者情報は共通基盤システムにより随時自動更新されるため、古い情
報のまま保管されるリスクはない。
・納税者の賦課情報及び住登外者の納税者情報は、随時、必要に応じて本人確認及び調査したうえ、
変更があればその都度更新する。

 具体的な保管方法 生存者の個人番号と同様の方法にて安全管理措置を実施している。

 その他の措置の内容 －

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞

 リスク３：　特定個人情報が消去されずいつまでも存在するリスク

 消去手順 [ 定めている ] ＜選択肢＞
1） 定めている 2） 定めていない

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 特定個人情報の保管・消去におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

－

 手順の内容

＜前橋市における措置＞
・収納情報において、完納後１０年間保管する必要があるため、システム上の特定個人情報について
は、賦課及び収納情報の保管期間経過後、消去する。
・申告書等の紙媒体についてはシュレッダー処分を行う。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
データの復元がなされないよう、クラウド事業者において、NIST 800-88、ISO/IEC27001等に準拠したプ
ロセスにしたがって確実にデータを消去する。

 その他の措置の内容 －

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
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Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策 ※（７．リスク１⑨を除く。）

 １．特定個人情報ファイル名

（２）固定資産税及び都市計画税ファイル

 ２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）

 リスク１：　目的外の入手が行われるリスク

 対象者以外の情報の入手を
防止するための措置の内容

・申告書等は、本人又は本人の代理人が提出するものであり、その記載内容は法令等に定める項目で
あり不必要な情報は入手できない。
・申告や申請等の窓口において、本人確認資料として個人番号カード等の提示を求めるとともに、申告
や申請内容を複数人で確認し、対象者以外の情報の入手の防止に努めている。

2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク２：　不適切な方法で入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

・窓口においては本人又は代理人による申告書等のみを受領することとし、受領の際は必ず本人又は
代理人の本人確認又は委任状の確認を行い、番号法第１６条の規定に基づき対応する。
・申告等の手続きを行う者が、地方税法等の規定に基づき申告書等を提出する際には、法令等におい
て手続きに必要な事項を規定した様式を示していることから、申告等の手続きを行う者は個人番号の記
載が必要であることを認識した上で申告書等を提出することとなる。

 必要な情報以外を入手するこ
とを防止するための措置の内
容

申請等の様式において届出や申請等を行う者が記載する部分は、地方税法施行令、施行規則等に掲
載の参考様式をもとに、固定資産税賦課業務に必要な項目のみに限っている。また、申告書等に記載さ
れた情報以外は登録できないことを、システム上で担保している。

 その他の措置の内容 －

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている

 リスク３：　入手した特定個人情報が不正確であるリスク

 入手の際の本人確認の措置
の内容

窓口において、対面で個人番号カード等の本人確認資料で、本人の確認を行っている。

 個人番号の真正性確認の措
置の内容

・個人番号カード等の提示を受け、申告書等に記載された個人番号の真正性の確認を行っている。
・上記による確認が取れない場合は、本市に住所を有する者については団体内統合宛名システムで照
合し、本市以外の住所を有する者については住民基本台帳ネットワークシステムを利用して、個人番号
の真正性の確認を行う。

 特定個人情報の正確性確保
の措置の内容

申告書等の入力など、特定個人情報の入力・修正・削除を行う際は、異動対象者や入力内容に誤りの
無いよう、二人以上の担当者によるチェックを実施している。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 その他の措置の内容 －

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク４：　入手の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリスク

 リスクに対する措置の内容

・申告書等の取扱いについては手順化され運用している。
・申告書等の紙媒体については、鍵付保管庫に保管している。
・本人確認情報を住民基本台帳ネットワークシステムより取得する場合は、地方税事務担当者以外は利
用できないような仕組みが構築されている。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 特定個人情報の入手（情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

その他、特定個人情報の入手にあたり、以下の措置を講じている。
　・スクリーンセーバ等を利用して、長時間にわたり特定個人情報を表示させない。
　・固定資産税システム端末の画面は、来庁者から見えない位置に置くか、覗き見防止シートを貼る。
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 ３．特定個人情報の使用

 リスク１：　目的を超えた紐付け、事務に必要のない情報との紐付けが行われるリスク

 宛名システム等における措置
の内容

・番号利用業務以外の部門における団体内統合宛名システムの照会では、個人番号が参照できないよ
うな仕組みを構築している。
・団体内統合宛名システムに対して不要なアクセスができないよう、利用権限の設定等、適切なアクセス
制御対策を実施している。

 事務で使用するその他のシ
ステムにおける措置の内容

団体内統合宛名システムは、共通基盤システムを介して目的を超えた紐付けがなされないよう、適切な
アクセス制御を行っている。

 その他の措置の内容
情報セキュリティポリシーに則し、特定個人情報を取り扱う者に対して情報セキュリティに関する教育及
び研修を実施している。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク２：　権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって不正に使用されるリスク

 ユーザ認証の管理 [ 行っている ] ＜選択肢＞
1） 行っている 2） 行っていない

 具体的な管理方法
ユーザIDによる識別とパスワード設定による認証を実施しており、認証後は利用機能の認可機能によ
り、そのユーザがシステム上で利用可能な機能を制限することで不正利用が行えない対策を実施してい
る。

 アクセス権限の発効・失効の
管理

[ 行っている ] ＜選択肢＞
1） 行っている 2） 行っていない

 具体的な管理方法
・資産税課長が業務ごとにアクセスできる権限を決め、システムに反映している。
・人事異動等によりアクセス権限の変更を行った際は、変更した内容を帳票に出力し、アクセス権の失
効・追加等を再確認している。

 その他の措置の内容 －

2） 行っていない

 具体的な管理方法
異動退職等があった際に、ユーザIDやアクセス権を資産税課長が業務上アクセスが不要となったIDやア
クセス権を変更又は削除している。

 特定個人情報の使用の記録 [ 記録を残している ] ＜選択肢＞
1） 記録を残している

 アクセス権限の管理 [ 行っている ] ＜選択肢＞
1） 行っている

2) 記録を残していない

 具体的な方法
・アクセスログによる記録を残している。
・団体内統合宛名システムでは、操作者による特定個人情報の全ての業務処理記録を行っている。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク３：　従業者が事務外で使用するリスク

 リスクに対する措置の内容

・システムの操作履歴(操作ログ)を記録している。
・システム利用職員への研修等において、事務外利用の禁止等について指導している。
・担当者へのヒアリングを実施し、業務上必要のない検索又は抽出が行われていないことを確認してい
る。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク４：　特定個人情報ファイルが不正に複製されるリスク

 リスクに対する措置の内容
・バックアップ以外にファイルを複製しないよう、職員・委託先に対し指導している。
・バックアップ処理の実行権限を持つ者を限定している。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 特定個人情報の使用におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

その他、特定個人情報の使用にあたり、以下の措置を講じている。
　・スクリーンセーバ等を利用して、長時間にわたり特定個人情報を表示させない。
　・固定資産税システム端末の画面は、来庁者から見えない位置に置くか、覗き見防止シートを貼る。
　・特定個人情報が表示された画面のハードコピーの取得は事務処理に必要となる範囲にとどめ、使用後はシュレッダー処理する。
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 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託 [ ] 委託しない

 委託先による特定個人情報の不正入手・不正な使用に関するリスク
 委託先による特定個人情報の不正な提供に関するリスク
 委託先による特定個人情報の保管・消去に関するリスク
 委託契約終了後の不正な使用等のリスク
 再委託に関するリスク

 情報保護管理体制の確認

・外部委託業者を選定する際、個人情報保護方針の策定、プライバシーマーク等の個人情報保護や対
策を目的として公共機関の認定・認証を取得しているか等を確認している。
・入札の通知を発送する際に、個人情報の保護に関する法律を遵守し、個人情報の保護に関し必要な
措置を講じ、適正な管理を行うことを書面にて通知している。
・契約後直ちに、業務従事者名簿を提出することとしている。

 特定個人情報ファイルの閲覧
者・更新者の制限

[ 制限している ] ＜選択肢＞
1） 制限している 2） 制限していない

 具体的な制限方法
・ID/パスワードにより制限している。
・情報セキュリティポリシーの遵守を契約条件としている。

 特定個人情報ファイルの取扱
いの記録

[ 記録を残している ] ＜選択肢＞
1） 記録を残している 2） 記録を残していない

 具体的な方法
・アクセスログによる記録を残している。
・団体内統合宛名システムでは、操作者による特定個人情報の全ての業務処理記録を行っている。

 特定個人情報の提供ルール [ 定めている ] ＜選択肢＞

 特定個人情報の消去ルール [ 定めている ] ＜選択肢＞
1） 定めている 2） 定めていない

1） 定めている 2） 定めていない
 委託先から他者への
提供に関するルールの
内容及びルール遵守
の確認方法

提供を禁止している。

 委託元と委託先間の
提供に関するルールの
内容及びルール遵守
の確認方法

委託契約の仕様により、特定個人情報の具体的な取り扱い手順について合意し作業を実施している。
作業の遵守状況は、合意された取り扱い手順の実施記録により確認を行っている。

2） 定めていない

 規定の内容

・目的外利用の禁止
・情報漏洩を防ぐための保管管理に責任を負う。
・必要に応じて、前橋市は委託先の視察・監査を行うことができる。
・一括再委託の禁止

 ルールの内容及び
ルール遵守の確認方
法

前橋市の指示により消去し、その結果を書面にて報告させている。

 委託契約書中の特定個人情
報ファイルの取扱いに関する
規定

＜選択肢＞

[ 定めている ] 1） 定めている

 具体的な方法 －

 その他の措置の内容 －

 再委託先による特定個人情
報ファイルの適切な取扱いの
確保

＜選択肢＞

[ 再委託していない ] 1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない 4） 再委託していない

 特定個人情報ファイルの取扱いの委託におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

－

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている
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 ５．特定個人情報の提供・移転 （委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。） [ ○ ] 提供・移転しない

 リスク１：　不正な提供・移転が行われるリスク

 特定個人情報の提供・移転
の記録

[ ] ＜選択肢＞
1） 記録を残している 2） 記録を残していない

 ルールの内容及び
ルール遵守の確認方
法

 その他の措置の内容

 具体的な方法

 特定個人情報の提供・移転
に関するルール

[ ] ＜選択肢＞
1） 定めている 2） 定めていない

 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク２：　不適切な方法で提供・移転が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 特定個人情報の提供・移転（委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対
する措置

3） 課題が残されている

 リスク３：　誤った情報を提供・移転してしまうリスク、誤った相手に提供・移転してしまうリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞

 ６．情報提供ネットワークシステムとの接続 [ ] 接続しない（入手） [ ○ ] 接続しない（提供）

 リスク１：　目的外の入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

＜前橋市における措置＞
特定個人情報の提供・移転時には、情報照会・情報提供（どの端末・職員が、どの住民の情報について
いつ参照を行ったか）の記録をデータベースに逐一保存することで、不正な入手を防止している。
＜中間サーバ・ソフトウェアにおける措置＞
・情報照会機能（※1）により、情報提供ネットワークシステムに情報照会を行う際には、情報提供許可証
の発行と照会内容の照会許可用照合リスト（※2）との照合を情報提供ネットワークシステムに求め、情
報提供ネットワークシステムから情報提供許可証を受領してから情報照会を実施することになる。つま
り、番号法上認められた情報連携以外の照会を拒否する機能を備えており、目的外提供やセキュリティ
リスクに対応している。
・中間サーバの職員認証・権限管理機能（※3）では、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ログアウ
トを実施した職員、時刻、操作内容の記録が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切なオ
ンライン連携を抑止する仕組みになっている。
（※1）情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の照会及び照会した情報の受領を行う機
能。
（※2）番号法別表第２及び第１９条第１４号に基づき、事務手続きごとに情報照会者、情報提供者、照
会・提供可能な特定個人情報をリスト化したもの。
（※3）中間サーバを利用する職員の認証と職員に付与された権限に基づいた各種機能や特定個人情
報へのアクセス制御を行う機能。

82 / 217 ページ



 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク３：　入手した特定個人情報が不正確であるリスク

 リスクに対する措置の内容

＜中間サーバ・ソフトウェアにおける措置＞
中間サーバは、特定個人情報保護委員会との協議を経て、総務大臣が設置・管理する情報提供ネット
ワークシステムを使用して、情報提供用個人識別符号により紐付けられた照会対象者に係る特定個人
情報を入手するため、正確な照会対象者に係る特定個人情報を入手することが担保されている。

3） 課題が残されている

 リスク２：　安全が保たれない方法によって入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

＜前橋市における措置＞
特定個人情報の提供・移転時には、情報照会・情報提供（どの端末・職員が、どの住民の情報について
いつ参照を行ったか）の記録をデータベースに逐一保存することで、不正な入手を防止している。
＜中間サーバ・ソフトウェアにおける措置＞
中間サーバは、特定個人情報保護委員会との協議を経て、総務大臣が設置・管理する情報提供ネット
ワークシステムを使用した特定個人情報の入手のみ実施できるよう設計されるため、安全性が担保され
ている。
＜中間サーバ･プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間は、高度なセキュリティを維持した行
政専用のネットワーク（総合行政ネットワーク等）を利用することにより、安全性を確保している。
・中間サーバと団体についてはVPN等の技術を利用し、団体ごとに通信回線を分離するとともに、通信を
暗号化することで安全性を確保している。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク４：　入手の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリスク

 リスクに対する措置の内容

＜前橋市における措置＞
特定個人情報の提供・移転時には、情報照会・情報提供（どの端末・職員が、どの住民の情報について
いつ参照を行ったか）の記録をデータベースに逐一保存することで、不正な提供を防止している。
＜中間サーバ・ソフトウェアにおける措置＞
・中間サーバは、情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の入手のみを実施するため、
漏えい・紛失のリスクに対応している（※）。
・既存システムからの接続に対し認証を行い、許可されていないシステムからのアクセスを防止する仕
組みを設けている。
・情報照会が完了又は中断した情報照会結果については、一定期間経過後に当該結果を情報照会機
能において自動で削除することにより、特定個人情報が漏えい・紛失するリスクを軽減している。
・中間サーバの職員認証・権限管理機能では、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ログアウトを実
施した職員、時刻、操作内容の記録が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切なオンライ
ン連携を抑止する仕組みになっている。
（※）中間サーバは、情報提供ネットワークシステムを使用して特定個人情報を送信する際、送信する特
定個人情報の暗号化を行っており、照会者の中間サーバでしか復号できない仕組みになっている。その
ため、情報提供ネットワークシステムでは復号されないものとなっている。
＜中間サーバ･プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間は、高度なセキュリティを維持した行
政専用のネットワーク（総合行政ネットワーク等）を利用することにより、漏えい･紛失のリスクに対応して
いる。
・中間サーバと団体についてはVPN等の技術を利用し、団体ごとに通信回線を分離するとともに、通信を
暗号化することで漏えい･紛失のリスクに対応している。
・中間サーバ･プラットフォーム事業者の業務は、中間サーバ・プラットフォームの運用、監視・障害対応
等であり、業務上、特定個人情報へはアクセスすることはできない。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

3） 課題が残されている

 リスク５：　不正な提供が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞
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 リスク６：　不適切な方法で提供されるリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

3） 課題が残されている

 情報提供ネットワークシステムとの接続に伴うその他のリスク及びそのリスクに対する措置

＜中間サーバ・ソフトウェアにおける措置＞
・中間サーバの職員認証・権限管理機能では、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ログアウトを実施した職員、時刻、操作内容の
記録が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切なオンライン連携を抑止する仕組みになっている。
・情報連携においてのみ、情報提供用個人識別符号を用いることがシステム上担保されており、不正な名寄せが行われるリスクに対応
している。
＜中間サーバ･プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間は、高度なセキュリティを維持した行政専用のネットワーク（総合行
政ネットワーク）等を利用することにより、安全性を確保している。
・中間サーバと団体についてはVPN等の技術を利用し、団体ごとに通信回線を分離するとともに、通信を暗号化することで安全性を確
保している。
・中間サーバ・プラットフォームでは、特定個人情報を管理するデータベースを地方公共団体ごとに区分管理（アクセス制御）しており、
中間サーバ・プラットフォームを利用する団体であっても他団体が管理する情報には一切アクセスできない。
・特定個人情報の管理を地方公共団体のみが行うことで、中間サーバ・プラットフォームの保守・運用を行う事業者における情報漏えい
等のリスクを極小化している。

 リスク７：　誤った情報を提供してしまうリスク、誤った相手に提供してしまうリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である

 ７．特定個人情報の保管・消去

 リスク１：　特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク

 ①NISC政府機関統一基準群 [ 政府機関ではない ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて遵守している 2） 十分に遵守している
3） 十分に遵守していない 4） 政府機関ではない

 ②安全管理体制 [ 十分に整備している ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて整備している 2） 十分に整備している
3） 十分に整備していない

 ③安全管理規程 [ 十分に整備している ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて整備している 2） 十分に整備している
3） 十分に整備していない

 ④安全管理体制・規程の職
員への周知

[ 十分に周知している ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて周知している 2） 十分に周知している
3） 十分に周知していない

 ⑤物理的対策 [ 十分に行っている ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない

 具体的な対策の内容

＜前橋市における措置＞
・サーバと、データ、プログラム等を含んだ記録媒体及び帳票等の可搬媒体を保管する電算機室は、他
の部屋とは区別して専用の部屋としている。
・電算機室の出入口には生体認証による入退室管理を行っている。
・電算機室には監視設備として監視カメラを設置している。
・申告書等の紙媒体については、鍵付保管庫に保管している。
＜中間サーバ･プラットフォームにおける措置＞
中間サーバ･プラットフォームをデータセンターに構築し、設置場所への入退室者管理、有人監視及び施
錠管理をすることとしている。また、設置場所はデータセンター内の専用の領域とし、他テナントとの混在
によるリスクを回避している。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①ガバメントクラウドについては政府情報システムのセキュリティ制度（ISMAP）のリストに登録されたクラ
ウドサービスから調達することとしており、システムのサーバー等は、クラウド事業者が保有・管理する環
境に構築し、その環境には認可された者だけがアクセスできるよう適切な入退室管理策を行っている。
②事前に許可されていない装置等に関しては、外部に持出できないこととしている。
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 ⑥技術的対策 [ 十分に行っている ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない

 具体的な対策の内容

＜前橋市における措置＞
・特定個人情報ファイルを管理しているサーバは、インターネット等の外部ネットワークから隔離された
ネットワーク上に設置している。
・特定個人情報ファイルを管理している全てのサーバには、ウイルス対策ソフトを導入しており、パターン
ファイルも最新版が適用されるよう管理している。
＜中間サーバ･プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバ・プラットフォームではUTM（コンピュータウイルスやハッキングなどの脅威からネットワーク
を効率的かつ包括的に保護する装置）等を導入し、アクセス制限、侵入検知及び侵入防止を行うととも
に、ログの解析を行っている。
・中間サーバ・プラットフォームでは、ウイルス対策ソフトを導入し、パターンファイルの更新を行ってい
る。
・導入しているＯＳ及びミドルウェアについて、必要に応じてセキュリティパッチの適用を行っている。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①国及びクラウド事業者は利用者のデータにアクセスしない契約等となっている。
②前橋市が委託したASP(「地方公共団体情報システムのガバメントクラウドの利用に関する基準【第1.0
版】」（令和４年１０月　デジタル庁。以下「利用基準」という。）に規定する「ASP」をいう。以下同じ。)又は
ガバメントクラウド運用管理補助者（利用基準に規定する「ガバメントクラウド運用管理補助者」をいう。
以下同じ。）は、ガバメントクラウドが提供するマネージドサービスにより、ネットワークアクティビティ、
データアクセスパターン、アカウント動作等について継続的にモニタリングを行うとともに、ログ管理を行
う。
③クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対するセキュリティの脅威に対し、脅威検出やDDos対策を24
時間365日講じる。
④クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対し、ウイルス対策ソフトを導入し、パターンファイルの更新を
行う。
⑤前橋市が委託したASP又はガバメントクラウド運用管理補助者は、導入しているOS及びミドルウエア
について、必要に応じてセキュリティパッチの適用を行う。
⑥ガバメントクラウドの特定個人情報を保有するシステムを構築する環境は、インターネットとは切り離さ
れた閉域ネットワークで構成する。
⑦前橋市やASP又はガバメントクラウド運用管理補助者の運用保守地点からガバメントクラウドへの接
続については、閉域ネットワークで構成する。
⑧前橋市が管理する業務データは、国及びクラウド事業者がアクセスできないよう制御を講じる。

 ⑦バックアップ [ 十分に行っている ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない

 ⑧事故発生時手順の策定・
周知

[ 十分に行っている ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない

 ⑨過去３年以内に、評価実施
機関において、個人情報に関
する重大事故が発生したか

[ 発生なし ] ＜選択肢＞
1） 発生あり

 ⑩死者の個人番号 [ 保管している ] ＜選択肢＞
1） 保管している 2） 保管していない

2） 発生なし

 その内容 －

 再発防止策の内容 －

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク２：　特定個人情報が古い情報のまま保管され続けるリスク

 リスクに対する措置の内容

・固定資産税務事務における対象者情報は共通基盤システムにより随時自動更新されるため、古い情
報のまま保管されるリスクはない。
・納税者の賦課情報及び住登外者の納税者情報は、随時、必要に応じて本人確認及び調査したうえ、
変更があればその都度更新する。

 具体的な保管方法 生存者の個人番号と同様の方法にて安全管理措置を実施している。

 その他の措置の内容 －

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞

 リスク３：　特定個人情報が消去されずいつまでも存在するリスク

 消去手順 [ 定めている ] ＜選択肢＞
1） 定めている 2） 定めていない

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

85 / 217 ページ



1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 特定個人情報の保管・消去におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

－

 手順の内容

＜前橋市における措置＞
・収納情報において、完納後１０年間保管する必要があるため、システム上の特定個人情報について
は、賦課及び収納情報の保管期間経過後、消去する。
・申告書等の紙媒体についてはシュレッダー処分を行う。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
データの復元がなされないよう、クラウド事業者において、NIST 800-88、ISO/IEC27001等に準拠したプ
ロセスにしたがって確実にデータを消去する。

 その他の措置の内容 －

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
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Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策 ※（７．リスク１⑨を除く。）

 １．特定個人情報ファイル名

（３）軽自動車税ファイル

 ２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）

 リスク１：　目的外の入手が行われるリスク

 対象者以外の情報の入手を
防止するための措置の内容

・申告書等は本人又は本人の代理人が提出するものであり、その記載内容は法令等に定める項目であ
り不必要な情報は入手できない。
・申告や申請等の窓口において本人確認資料として個人番号カード等の提示を求めるとともに、申告や
申請内容を複数人で確認し、対象者以外の情報の入手の防止に努めている。

2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク２：　不適切な方法で入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

・窓口においては本人又は代理人による申告書等のみを受領することとし、受領の際は必ず本人又は
代理人の本人確認又は委任状の確認を行い、番号法第１６条の規定に基づき対応する。
・申告等の手続きを行う者が、地方税法等の規定に基づき申告書等を提出する際には、法令等におい
て手続きに必要な事項を規定した様式を示していることから、申告等の手続きを行う者は個人番号の記
載が必要であることを認識した上で申告書等を提出することとなる。

 必要な情報以外を入手するこ
とを防止するための措置の内
容

申告等の様式における記載事項は、法令等で定められた、軽自動車税課税業務に必要な項目のみに
限っている。また、申告書等に記載された情報以外は登録できないことを、システム上で担保している。

 その他の措置の内容 －

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている

 リスク３：　入手した特定個人情報が不正確であるリスク

 入手の際の本人確認の措置
の内容

窓口において、対面で個人番号カード等の本人確認資料で、本人の確認を行っている。

 個人番号の真正性確認の措
置の内容

・個人番号カード等の提示を受け、申告書等に記載された個人番号の真正性の確認を行っている。
・上記による確認が取れない場合は、本市に住所を有する者については団体内統合宛名システムで照
合し、本市以外の住所を有する者については住民基本台帳ネットワークシステムを利用して、個人番号
の真正性の確認を行う。

 特定個人情報の正確性確保
の措置の内容

申告書等の入力など、特定個人情報の入力・修正・削除を行う際は、異動対象者や入力内容に誤りの
無いよう、二人以上の担当者によるチェックを実施している。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 その他の措置の内容 －

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク４：　入手の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリスク

 リスクに対する措置の内容

・申告書等の取扱いについては手順化され運用している。
・申告書等の紙媒体については、鍵付保管庫に保管している。
・本人確認情報を住民基本台帳ネットワークシステムより取得する場合は、地方税事務担当者以外は利
用できないような仕組みが構築されている。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 特定個人情報の入手（情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

その他、特定個人情報の入手にあたり、以下の措置を講じている。
　・スクリーンセーバ等を利用して、長時間にわたり特定個人情報を表示させない。
　・軽自動車税システム端末の画面は、来庁者から見えない位置に置くか、覗き見防止シートを貼る。
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 ３．特定個人情報の使用

 リスク１：　目的を超えた紐付け、事務に必要のない情報との紐付けが行われるリスク

 宛名システム等における措置
の内容

・番号利用業務以外の部門における団体内統合宛名システムの照会では、個人番号が参照できないよ
うな仕組みを構築している。
・団体内統合宛名システムに対して不要なアクセスができないよう、利用権限の設定等、適切なアクセス
制御対策を実施している。

 事務で使用するその他のシ
ステムにおける措置の内容

団体内統合宛名システムは、共通基盤システムを介して目的を超えた紐付けがなされないよう、適切な
アクセス制御を行っている。

 その他の措置の内容
情報セキュリティポリシーに則し、特定個人情報を取り扱う者に対して情報セキュリティに関する教育及
び研修を実施している。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク２：　権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって不正に使用されるリスク

 ユーザ認証の管理 [ 行っている ] ＜選択肢＞
1） 行っている 2） 行っていない

 具体的な管理方法
ユーザIDによる識別とパスワード設定による認証を実施しており、認証後は利用機能の認可機能によ
り、そのユーザがシステム上で利用可能な機能を制限することで不正利用が行えない対策を実施してい
る。

 アクセス権限の発効・失効の
管理

[ 行っている ] ＜選択肢＞
1） 行っている 2） 行っていない

 具体的な管理方法
・市民税課長が業務ごとにアクセスできる権限を決め、システムに反映している。
・人事異動等によりアクセス権限の変更を行った際は、変更した内容を帳票に出力し、アクセス権の失
効・追加等を再確認している。

 その他の措置の内容 －

2） 行っていない

 具体的な管理方法
異動退職等があった際に、ユーザIDやアクセス権を市民税課長が業務上アクセスが不要となったIDやア
クセス権を変更又は削除している。

 特定個人情報の使用の記録 [ 記録を残している ] ＜選択肢＞
1） 記録を残している

 アクセス権限の管理 [ 行っている ] ＜選択肢＞
1） 行っている

2) 記録を残していない

 具体的な方法
・アクセスログによる記録を残している。
・団体内統合宛名システムでは、操作者による特定個人情報の全ての業務処理記録を行っている。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク３：　従業者が事務外で使用するリスク

 リスクに対する措置の内容

・システムの操作履歴(操作ログ)を記録している。
・システム利用職員への研修等において、事務外利用の禁止等について指導している。
・担当者へのヒアリングを実施し、業務上必要のない検索又は抽出が行われていないことを確認してい
る。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク４：　特定個人情報ファイルが不正に複製されるリスク

 リスクに対する措置の内容
・バックアップ以外にファイルを複製しないよう、職員・委託先に対し指導している。
・バックアップ処理の実行権限を持つ者を限定している。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 特定個人情報の使用におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

その他、特定個人情報の使用にあたり、以下の措置を講じている。
　・スクリーンセーバ等を利用して、長時間にわたり特定個人情報を表示させない。
　・軽自動車税システム端末の画面は、来庁者から見えない位置に置くか、覗き見防止シートを貼る。
　・特定個人情報が表示された画面のハードコピーの取得は事務処理に必要となる範囲にとどめ、使用後はシュレッダー処理する。
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 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託 [ ] 委託しない

 委託先による特定個人情報の不正入手・不正な使用に関するリスク
 委託先による特定個人情報の不正な提供に関するリスク
 委託先による特定個人情報の保管・消去に関するリスク
 委託契約終了後の不正な使用等のリスク
 再委託に関するリスク

 情報保護管理体制の確認

・外部委託業者を選定する際、個人情報保護方針の策定、プライバシーマーク等の個人情報保護や対
策を目的として公共機関の認定・認証を取得しているか等を確認している。
・入札の通知を発送する際に、個人情報の保護に関する法律を遵守し、個人情報の保護に関し必要な
措置を講じ、適正な管理を行うことを書面にて通知している。
・契約後直ちに、業務従事者名簿を提出することとしている。

 特定個人情報ファイルの閲覧
者・更新者の制限

[ 制限している ] ＜選択肢＞
1） 制限している 2） 制限していない

 具体的な制限方法
・ID/パスワードにより制限している。
・情報セキュリティポリシーの遵守を契約条件としている。

 特定個人情報ファイルの取扱
いの記録

[ 記録を残している ] ＜選択肢＞
1） 記録を残している 2） 記録を残していない

 具体的な方法
・アクセスログによる記録を残している。
・団体内統合宛名システムでは、操作者による特定個人情報の全ての業務処理記録を行っている。

 特定個人情報の提供ルール [ 定めている ] ＜選択肢＞

 特定個人情報の消去ルール [ 定めている ] ＜選択肢＞
1） 定めている 2） 定めていない

1） 定めている 2） 定めていない
 委託先から他者への
提供に関するルールの
内容及びルール遵守
の確認方法

提供を禁止している。

 委託元と委託先間の
提供に関するルールの
内容及びルール遵守
の確認方法

委託契約の仕様により、特定個人情報の具体的な取り扱い手順について合意し作業を実施している。
作業の遵守状況は、合意された取り扱い手順の実施記録により確認を行っている。

2） 定めていない

 規定の内容

・目的外利用の禁止
・情報漏洩を防ぐための保管管理に責任を負う。
・必要に応じて、前橋市は委託先の視察・監査を行うことができる。
・一括再委託の禁止

 ルールの内容及び
ルール遵守の確認方
法

前橋市の指示により消去し、その結果を書面にて報告させている。

 委託契約書中の特定個人情
報ファイルの取扱いに関する
規定

＜選択肢＞

[ 定めている ] 1） 定めている

 具体的な方法 －

 その他の措置の内容 －

 再委託先による特定個人情
報ファイルの適切な取扱いの
確保

＜選択肢＞

[ 再委託していない ] 1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない 4） 再委託していない

 特定個人情報ファイルの取扱いの委託におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

－

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている
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 ５．特定個人情報の提供・移転 （委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。） [ ○ ] 提供・移転しない

 リスク１：　不正な提供・移転が行われるリスク

 特定個人情報の提供・移転
の記録

[ ] ＜選択肢＞
1） 記録を残している 2） 記録を残していない

 ルールの内容及び
ルール遵守の確認方
法

 その他の措置の内容

 具体的な方法

 特定個人情報の提供・移転
に関するルール

[ ] ＜選択肢＞
1） 定めている 2） 定めていない

 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク２：　不適切な方法で提供・移転が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 特定個人情報の提供・移転（委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対
する措置

3） 課題が残されている

 リスク３：　誤った情報を提供・移転してしまうリスク、誤った相手に提供・移転してしまうリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞

 ６．情報提供ネットワークシステムとの接続 [ ○ ] 接続しない（入手） [ ○ ] 接続しない（提供）

 リスク１：　目的外の入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク３：　入手した特定個人情報が不正確であるリスク

 リスクに対する措置の内容

3） 課題が残されている

 リスク２：　安全が保たれない方法によって入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞
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 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク４：　入手の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク６：　不適切な方法で提供されるリスク

 リスクに対する措置の内容

3） 課題が残されている

 リスク５：　不正な提供が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞

 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

3） 課題が残されている

 情報提供ネットワークシステムとの接続に伴うその他のリスク及びそのリスクに対する措置

 リスク７：　誤った情報を提供してしまうリスク、誤った相手に提供してしまうリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である

 ７．特定個人情報の保管・消去

 リスク１：　特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク

 ①NISC政府機関統一基準群 [ 政府機関ではない ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて遵守している 2） 十分に遵守している
3） 十分に遵守していない 4） 政府機関ではない

 ②安全管理体制 [ 十分に整備している ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて整備している 2） 十分に整備している
3） 十分に整備していない

 ③安全管理規程 [ 十分に整備している ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて整備している 2） 十分に整備している
3） 十分に整備していない

 ④安全管理体制・規程の職
員への周知

[ 十分に周知している ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて周知している 2） 十分に周知している
3） 十分に周知していない

 ⑤物理的対策 [ 十分に行っている ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない

 具体的な対策の内容

＜前橋市における措置＞
・サーバと、データ、プログラム等を含んだ記録媒体及び帳票等の可搬媒体を保管する電算機室は、他
の部屋とは区別して専用の部屋としている。
・出入口には生体認証による入退室管理を行っている。
・監視設備として監視カメラを設置している。
・申告書等の紙媒体については、鍵付保管庫に保管している。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①ガバメントクラウドについては政府情報システムのセキュリティ制度（ISMAP）のリストに登録されたクラ
ウドサービスから調達することとしており、システムのサーバー等は、クラウド事業者が保有・管理する環
境に構築し、その環境には認可された者だけがアクセスできるよう適切な入退室管理策を行っている。
②事前に許可されていない装置等に関しては、外部に持出できないこととしている。
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 ⑥技術的対策 [ 十分に行っている ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない

 具体的な対策の内容

＜前橋市における措置＞
・特定個人情報ファイルを管理しているサーバは、インターネット等の外部ネットワークから隔離された
ネットワーク上に設置している。
・特定個人情報ファイルを管理している全てのサーバには、ウイルス対策ソフトを導入しており、パターン
ファイルも最新版が適用されるよう管理している。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①国及びクラウド事業者は利用者のデータにアクセスしない契約等となっている。
②前橋市が委託したASP(「地方公共団体情報システムのガバメントクラウドの利用に関する基準【第1.0
版】」（令和４年１０月　デジタル庁。以下「利用基準」という。）に規定する「ASP」をいう。以下同じ。)又は
ガバメントクラウド運用管理補助者（利用基準に規定する「ガバメントクラウド運用管理補助者」をいう。
以下同じ。）は、ガバメントクラウドが提供するマネージドサービスにより、ネットワークアクティビティ、
データアクセスパターン、アカウント動作等について継続的にモニタリングを行うとともに、ログ管理を行
う。
③クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対するセキュリティの脅威に対し、脅威検出やDDos対策を24
時間365日講じる。
④クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対し、ウイルス対策ソフトを導入し、パターンファイルの更新を
行う。
⑤前橋市が委託したASP又はガバメントクラウド運用管理補助者は、導入しているOS及びミドルウエア
について、必要に応じてセキュリティパッチの適用を行う。
⑥ガバメントクラウドの特定個人情報を保有するシステムを構築する環境は、インターネットとは切り離さ
れた閉域ネットワークで構成する。
⑦前橋市やASP又はガバメントクラウド運用管理補助者の運用保守地点からガバメントクラウドへの接
続については、閉域ネットワークで構成する。
⑧前橋市が管理する業務データは、国及びクラウド事業者がアクセスできないよう制御を講じる。

 ⑦バックアップ [ 十分に行っている ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない

 ⑧事故発生時手順の策定・
周知

[ 十分に行っている ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない

 ⑨過去３年以内に、評価実施
機関において、個人情報に関
する重大事故が発生したか

[ 発生なし ] ＜選択肢＞
1） 発生あり

 ⑩死者の個人番号 [ 保管している ] ＜選択肢＞
1） 保管している 2） 保管していない

2） 発生なし

 その内容 －

 再発防止策の内容 －

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク２：　特定個人情報が古い情報のまま保管され続けるリスク

 リスクに対する措置の内容

・軽自動車税務事務における対象者情報は共通基盤システムにより随時自動更新されるため、古い情
報のまま保管されるリスクはない。
・納税者の賦課情報及び住登外者の納税者情報は、随時、必要に応じて本人確認及び調査したうえ、
変更があればその都度更新する。

 具体的な保管方法 生存者の個人番号と同様の方法にて安全管理措置を実施している。

 その他の措置の内容 －

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている
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 リスク３：　特定個人情報が消去されずいつまでも存在するリスク

 消去手順 [ 定めている ] ＜選択肢＞
1） 定めている 2） 定めていない

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 特定個人情報の保管・消去におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

－

 手順の内容

＜前橋市における措置＞
・収納情報において、完納後１０年間保管する必要があるため、システム上の特定個人情報について
は、賦課及び収納情報の保管期間経過後、消去する。
・申告書等の紙媒体についてはシュレッダー処分を行う。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
データの復元がなされないよう、クラウド事業者において、NIST 800-88、ISO/IEC27001等に準拠したプ
ロセスにしたがって確実にデータを消去する。

 その他の措置の内容 －

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
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Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策 ※（７．リスク１⑨を除く。）

 １．特定個人情報ファイル名

（４）事業所税ファイル

 ２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）

 リスク１：　目的外の入手が行われるリスク

 対象者以外の情報の入手を
防止するための措置の内容

・申告書等は本人又は本人の代理人が提出するものであり、その記載内容は法令等に定める項目であ
り不必要な情報は入手できない。
・申告や申請等の窓口において本人確認資料として個人番号カード等の提示を求めるとともに、申告や
申請内容を複数人で確認し、対象者以外の情報の入手の防止に努めている。

2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク２：　不適切な方法で入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

・窓口においては本人又は代理人による申告書等のみを受領することとし、受領の際は必ず本人又は
代理人の本人確認又は委任状の確認を行い、番号法第１６条の規定に基づき対応する。
・申告等の手続きを行う者が、地方税法等の規定に基づき申告書等を提出する際には、法令等におい
て手続きに必要な事項を規定した様式を示していることから、申告等の手続きを行う者は個人番号の記
載が必要であることを認識した上で申告書等を提出することとなる。

 必要な情報以外を入手するこ
とを防止するための措置の内
容

申告等の様式における記載事項は、法令等で定められた、事業所税課税業務に必要な項目のみに限っ
ている。また、申告書等に記載された情報以外は登録できないことを、システム上で担保している。

 その他の措置の内容 －

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている

 リスク３：　入手した特定個人情報が不正確であるリスク

 入手の際の本人確認の措置
の内容

窓口において、対面で個人番号カード等の本人確認資料で、本人の確認を行っている。

 個人番号の真正性確認の措
置の内容

・個人番号カード等の提示を受け、申告書等に記載された個人番号の真正性の確認を行っている。
・上記による確認が取れない場合は、本市に住所を有する者については団体内統合宛名システムで照
合し、本市以外の住所を有する者については住民基本台帳ネットワークシステムを利用して、個人番号
の真正性の確認を行う。

 特定個人情報の正確性確保
の措置の内容

申告書等の入力など、特定個人情報の入力・修正・削除を行う際は、異動対象者や入力内容に誤りの
無いよう、二人以上の担当者によるチェックを実施している。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 その他の措置の内容 －

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク４：　入手の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリスク

 リスクに対する措置の内容

・申告書等の取扱いについては手順化され運用している。
・申告書等の紙媒体については、鍵付保管庫に保管している。
・本人確認情報を住民基本台帳ネットワークシステムより取得する場合は、地方税事務担当者以外は利
用できないような仕組みが構築されている。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 特定個人情報の入手（情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

その他、特定個人情報の入手にあたり、以下の措置を講じている。
　・スクリーンセーバ等を利用して、長時間にわたり特定個人情報を表示させない。
　・事業所税システム端末の画面は、来庁者から見えない位置に置くか、覗き見防止シートを貼る。
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 ３．特定個人情報の使用

 リスク１：　目的を超えた紐付け、事務に必要のない情報との紐付けが行われるリスク

 宛名システム等における措置
の内容

・番号利用業務以外の部門における団体内統合宛名システムの照会では、個人番号が参照できないよ
うな仕組みを構築している。
・団体内統合宛名システムに対して不要なアクセスができないよう、利用権限の設定等、適切なアクセス
制御対策を実施している。

 事務で使用するその他のシ
ステムにおける措置の内容

団体内統合宛名システムは、共通基盤システムを介して目的を超えた紐付けがなされないよう、適切な
アクセス制御を行っている。

 その他の措置の内容
情報セキュリティポリシーに則し、特定個人情報を取り扱う者に対して情報セキュリティに関する教育及
び研修を実施している。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク２：　権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって不正に使用されるリスク

 ユーザ認証の管理 [ 行っている ] ＜選択肢＞
1） 行っている 2） 行っていない

 具体的な管理方法
ユーザIDによる識別とパスワード設定による認証を実施しており、認証後は利用機能の認可機能によ
り、そのユーザがシステム上で利用可能な機能を制限することで不正利用が行えない対策を実施してい
る。

 アクセス権限の発効・失効の
管理

[ 行っている ] ＜選択肢＞
1） 行っている 2） 行っていない

 具体的な管理方法
・市民税課長が業務ごとにアクセスできる権限を決め、システムに反映している。
・人事異動等によりアクセス権限の変更を行った際は、変更した内容を帳票に出力し、アクセス権の失
効・追加等を再確認している。

 その他の措置の内容 －

2） 行っていない

 具体的な管理方法
異動退職等があった際に、ユーザIDやアクセス権を市民税課長が業務上アクセスが不要となったIDやア
クセス権を変更又は削除している。

 特定個人情報の使用の記録 [ 記録を残している ] ＜選択肢＞
1） 記録を残している

 アクセス権限の管理 [ 行っている ] ＜選択肢＞
1） 行っている

2) 記録を残していない

 具体的な方法
・アクセスログによる記録を残している。
・団体内統合宛名システムでは、操作者による特定個人情報の全ての業務処理記録を行っている。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク３：　従業者が事務外で使用するリスク

 リスクに対する措置の内容

・システムの操作履歴(操作ログ)を記録している。
・システム利用職員への研修等において、事務外利用の禁止等について指導している。
・担当者へのヒアリングを実施し、業務上必要のない検索又は抽出が行われていないことを確認してい
る。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク４：　特定個人情報ファイルが不正に複製されるリスク

 リスクに対する措置の内容
・バックアップ以外にファイルを複製しないよう、職員・委託先に対し指導している。
・バックアップ処理の実行権限を持つ者を限定している。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 特定個人情報の使用におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

その他、特定個人情報の使用にあたり、以下の措置を講じている。
　・スクリーンセーバ等を利用して、長時間にわたり特定個人情報を表示させない。
　・事業所税システム端末の画面は、来庁者から見えない位置に置くか、覗き見防止シートを貼る。
　・特定個人情報が表示された画面のハードコピーの取得は事務処理に必要となる範囲にとどめ、使用後はシュレッダー処理する。
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 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託 [ ] 委託しない

 委託先による特定個人情報の不正入手・不正な使用に関するリスク
 委託先による特定個人情報の不正な提供に関するリスク
 委託先による特定個人情報の保管・消去に関するリスク
 委託契約終了後の不正な使用等のリスク
 再委託に関するリスク

 情報保護管理体制の確認

・外部委託業者を選定する際、個人情報保護方針の策定、プライバシーマーク等の個人情報保護や対
策を目的として公共機関の認定・認証を取得しているか等を確認している。
・入札の通知を発送する際に、個人情報の保護に関する法律を遵守し、個人情報の保護に関し必要な
措置を講じ、適正な管理を行うことを書面にて通知している。
・契約後直ちに、業務従事者名簿を提出することとしている。

 特定個人情報ファイルの閲覧
者・更新者の制限

[ 制限している ] ＜選択肢＞
1） 制限している 2） 制限していない

 具体的な制限方法
・ID/パスワードにより制限している。
・情報セキュリティポリシーの遵守を契約条件としている。

 特定個人情報ファイルの取扱
いの記録

[ 記録を残している ] ＜選択肢＞
1） 記録を残している 2） 記録を残していない

 具体的な方法
・アクセスログによる記録を残している。
・団体内統合宛名システムでは、操作者による特定個人情報の全ての業務処理記録を行っている。

 特定個人情報の提供ルール [ 定めていない ] ＜選択肢＞

 特定個人情報の消去ルール [ 定めている ] ＜選択肢＞
1） 定めている 2） 定めていない

1） 定めている 2） 定めていない
 委託先から他者への
提供に関するルールの
内容及びルール遵守
の確認方法

提供を禁止している。

 委託元と委託先間の
提供に関するルールの
内容及びルール遵守
の確認方法

提供を禁止している。

2） 定めていない

 規定の内容

・目的外利用の禁止
・情報漏洩を防ぐための保管管理に責任を負う。
・必要に応じて、前橋市は委託先の視察・監査を行うことができる。
・一括再委託の禁止

 ルールの内容及び
ルール遵守の確認方
法

前橋市の指示により消去し、その結果を書面にて報告させている。

 委託契約書中の特定個人情
報ファイルの取扱いに関する
規定

＜選択肢＞

[ 定めている ] 1） 定めている

 具体的な方法 －

 その他の措置の内容 －

 再委託先による特定個人情
報ファイルの適切な取扱いの
確保

＜選択肢＞

[ 再委託していない ] 1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない 4） 再委託していない

 特定個人情報ファイルの取扱いの委託におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

－

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている
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 ５．特定個人情報の提供・移転 （委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。） [ ○ ] 提供・移転しない

 リスク１：　不正な提供・移転が行われるリスク

 特定個人情報の提供・移転
の記録

[ ] ＜選択肢＞
1） 記録を残している 2） 記録を残していない

 ルールの内容及び
ルール遵守の確認方
法

 その他の措置の内容

 具体的な方法

 特定個人情報の提供・移転
に関するルール

[ ] ＜選択肢＞
1） 定めている 2） 定めていない

 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク２：　不適切な方法で提供・移転が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 特定個人情報の提供・移転（委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対
する措置

3） 課題が残されている

 リスク３：　誤った情報を提供・移転してしまうリスク、誤った相手に提供・移転してしまうリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞

 ６．情報提供ネットワークシステムとの接続 [ ○ ] 接続しない（入手） [ ○ ] 接続しない（提供）

 リスク１：　目的外の入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク３：　入手した特定個人情報が不正確であるリスク

 リスクに対する措置の内容

3） 課題が残されている

 リスク２：　安全が保たれない方法によって入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞
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 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク４：　入手の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク６：　不適切な方法で提供されるリスク

 リスクに対する措置の内容

3） 課題が残されている

 リスク５：　不正な提供が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞

 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

3） 課題が残されている

 情報提供ネットワークシステムとの接続に伴うその他のリスク及びそのリスクに対する措置

 リスク７：　誤った情報を提供してしまうリスク、誤った相手に提供してしまうリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である

 ７．特定個人情報の保管・消去

 リスク１：　特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク

 ①NISC政府機関統一基準群 [ 政府機関ではない ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて遵守している 2） 十分に遵守している
3） 十分に遵守していない 4） 政府機関ではない

 ②安全管理体制 [ 十分に整備している ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて整備している 2） 十分に整備している
3） 十分に整備していない

 ③安全管理規程 [ 十分に整備している ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて整備している 2） 十分に整備している
3） 十分に整備していない

 ④安全管理体制・規程の職
員への周知

[ 十分に周知している ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて周知している 2） 十分に周知している
3） 十分に周知していない

 ⑤物理的対策 [ 十分に行っている ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない

 具体的な対策の内容

＜前橋市における措置＞
・サーバと、データ、プログラム等を含んだ記録媒体及び帳票等の可搬媒体を保管する電算機室は、他
の部屋とは区別して専用の部屋としている。
・出入口には生体認証による入退室管理を行っている。
・監視設備として監視カメラを設置している。
・申告書等の紙媒体については、鍵付保管庫に保管している。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①ガバメントクラウドについては政府情報システムのセキュリティ制度（ISMAP）のリストに登録されたクラ
ウドサービスから調達することとしており、システムのサーバー等は、クラウド事業者が保有・管理する環
境に構築し、その環境には認可された者だけがアクセスできるよう適切な入退室管理策を行っている。
②事前に許可されていない装置等に関しては、外部に持出できないこととしている。
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 ⑥技術的対策 [ 十分に行っている ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない

 具体的な対策の内容

＜前橋市における措置＞
・特定個人情報ファイルを管理しているサーバは、インターネット等の外部ネットワークから隔離された
ネットワーク上に設置している。
・特定個人情報ファイルを管理している全てのサーバには、ウイルス対策ソフトを導入しており、パターン
ファイルも最新版が適用されるよう管理している。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①国及びクラウド事業者は利用者のデータにアクセスしない契約等となっている。
②前橋市が委託したASP(「地方公共団体情報システムのガバメントクラウドの利用に関する基準【第1.0
版】」（令和４年１０月　デジタル庁。以下「利用基準」という。）に規定する「ASP」をいう。以下同じ。)又は
ガバメントクラウド運用管理補助者（利用基準に規定する「ガバメントクラウド運用管理補助者」をいう。
以下同じ。）は、ガバメントクラウドが提供するマネージドサービスにより、ネットワークアクティビティ、
データアクセスパターン、アカウント動作等について継続的にモニタリングを行うとともに、ログ管理を行
う。
③クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対するセキュリティの脅威に対し、脅威検出やDDos対策を24
時間365日講じる。
④クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対し、ウイルス対策ソフトを導入し、パターンファイルの更新を
行う。
⑤前橋市が委託したASP又はガバメントクラウド運用管理補助者は、導入しているOS及びミドルウエア
について、必要に応じてセキュリティパッチの適用を行う。
⑥ガバメントクラウドの特定個人情報を保有するシステムを構築する環境は、インターネットとは切り離さ
れた閉域ネットワークで構成する。
⑦前橋市やASP又はガバメントクラウド運用管理補助者の運用保守地点からガバメントクラウドへの接
続については、閉域ネットワークで構成する。
⑧前橋市が管理する業務データは、国及びクラウド事業者がアクセスできないよう制御を講じる。

 ⑦バックアップ [ 十分に行っている ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない

 ⑧事故発生時手順の策定・
周知

[ 十分に行っている ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない

 ⑨過去３年以内に、評価実施
機関において、個人情報に関
する重大事故が発生したか

[ 発生なし ] ＜選択肢＞
1） 発生あり

 ⑩死者の個人番号 [ 保管している ] ＜選択肢＞
1） 保管している 2） 保管していない

2） 発生なし

 その内容 －

 再発防止策の内容 －

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク２：　特定個人情報が古い情報のまま保管され続けるリスク

 リスクに対する措置の内容

・事業所税務事務における対象者情報は共通基盤システムにより随時自動更新されるため、古い情報
のまま保管されるリスクはない。
・納税者の課税情報及び住登外者の納税者情報は、随時、必要に応じて本人確認及び調査したうえ、
変更があればその都度更新する。

 具体的な保管方法 生存者の個人番号と同様の方法にて安全管理措置を実施している。

 その他の措置の内容 －

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている
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 リスク３：　特定個人情報が消去されずいつまでも存在するリスク

 消去手順 [ 定めている ] ＜選択肢＞
1） 定めている 2） 定めていない

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 特定個人情報の保管・消去におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

－

 手順の内容

＜前橋市における措置＞
・収納情報において、完納後１０年間保管する必要があるため、システム上の特定個人情報について
は、賦課及び収納情報の保管期間経過後、消去する。
・申告書等の紙媒体についてはシュレッダー処分を行う。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
データの復元がなされないよう、クラウド事業者において、NIST 800-88、ISO/IEC27001等に準拠したプ
ロセスにしたがって確実にデータを消去する。

 その他の措置の内容 －

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
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Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策 ※（７．リスク１⑨を除く。）

 １．特定個人情報ファイル名

（５）国民健康保険税ファイル

 ２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）

 リスク１：　目的外の入手が行われるリスク

 対象者以外の情報の入手を
防止するための措置の内容

国民健康保険税システムへの情報の登録の際に、届出や申請等の窓口及び郵送による受付におい
て、本人確認資料として個人番号カードなどの提示等求めるとともに、届出や申請内容を複数人で確認
し、対象者以外の情報の入手の防止に努めている。

2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク２：　不適切な方法で入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

・本人又は代理人もしくは同一世帯員による申請書等のみを受領することとし、受領の際は必ず本人又
は代理人もしくは同一世帯員の本人確認又は委任状の確認を行い、番号法第１６条の規定に基づき対
応する。
・申請書等は統一様式とし、必要な情報以外は記載できないようにしている。

 必要な情報以外を入手するこ
とを防止するための措置の内
容

届出や申請等の様式において届出や申請等を行う者が記載する部分は、国民健康保険税賦課業務に
必要な項目のみに限っている。また、申請書等に記載された情報以外は登録できないことを、システム
上で担保している。

 その他の措置の内容 －

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている

 リスク３：　入手した特定個人情報が不正確であるリスク

 入手の際の本人確認の措置
の内容

対面又は郵送により個人番号カード等の本人確認資料で、本人の確認を行っている。

 個人番号の真正性確認の措
置の内容

・個人番号カード等の提示を受け、申請書等に記載された個人番号の真正性の確認を行っている。
・上記による確認が取れない場合は、本市に住所を有する者については団体内統合宛名システムで照
合し、本市以外の住所を有する者については住民基本台帳ネットワークシステムを利用して、個人番号
の真正性の確認を行う。

 特定個人情報の正確性確保
の措置の内容

申請書等の入力など、特定個人情報の入力・修正・削除を行う際は、異動対象者や入力内容に誤りの
無いよう、二人以上の担当者によるチェックなどを実施している。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 その他の措置の内容 －

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク４：　入手の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリスク

 リスクに対する措置の内容

・申請書等の取扱いについては手順化され運用している。
・申請書等の紙媒体については、鍵付保管庫に保管している。
・本人確認情報を住民基本台帳ネットワークシステムより取得する場合は、地方税事務担当者以外は利
用できないような仕組みが構築されている。
・郵送による場合は、簡易書留により送付するよう周知している。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 特定個人情報の入手（情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

その他、特定個人情報の入手にあたり、以下の措置を講じている。
　・スクリーンセーバ等を利用して、長時間にわたり特定個人情報を表示させない。
　・国民健康保険税システム端末の画面は、来庁者から見えない位置に置くか、覗き見防止シートを貼る。
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 ３．特定個人情報の使用

 リスク１：　目的を超えた紐付け、事務に必要のない情報との紐付けが行われるリスク

 宛名システム等における措置
の内容

・番号利用業務以外の部門における団体内統合宛名システムの照会では、個人番号が参照できないよ
うな仕組みを構築している。
・団体内統合宛名システムに対して不要なアクセスができないよう、利用権限の設定等、適切なアクセス
制御対策を実施している。

 事務で使用するその他のシ
ステムにおける措置の内容

団体内統合宛名システムは、共通基盤システムを介して目的を超えた紐付けがなされないよう、適切な
アクセス制御を行っている。

 その他の措置の内容
情報セキュリティポリシーに則し、特定個人情報を取り扱う者に対して情報セキュリティに関する教育及
び研修を実施している。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク２：　権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって不正に使用されるリスク

 ユーザ認証の管理 [ 行っている ] ＜選択肢＞
1） 行っている 2） 行っていない

 具体的な管理方法
ユーザIDによる識別とパスワード設定による認証を実施しており、認証後は利用機能の認可機能によ
り、そのユーザがシステム上で利用可能な機能を制限することで不正利用が行えない対策を実施してい
る。

 アクセス権限の発効・失効の
管理

[ 行っている ] ＜選択肢＞
1） 行っている 2） 行っていない

 具体的な管理方法
・国民健康保険課長が業務ごとにアクセスできる権限を決め、システムに反映している。
・人事異動等によりアクセス権限の変更を行った際は、変更した内容を帳票に出力し、アクセス権の失
効・追加等を再確認している。

 その他の措置の内容 －

2） 行っていない

 具体的な管理方法
異動退職等があった際に、ユーザIDやアクセス権を国民健康保険課長が業務上アクセスが不要となっ
たIDやアクセス権を変更又は削除している。

 特定個人情報の使用の記録 [ 記録を残している ] ＜選択肢＞
1） 記録を残している

 アクセス権限の管理 [ 行っている ] ＜選択肢＞
1） 行っている

2) 記録を残していない

 具体的な方法
・アクセスログによる記録を残している。
・団体内統合宛名システムでは、操作者による特定個人情報の全ての業務処理記録を行っている。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク３：　従業者が事務外で使用するリスク

 リスクに対する措置の内容

・システムの操作履歴(操作ログ)を記録している。
・システム利用職員への研修等において、事務外利用の禁止等について指導している。
・担当者へのヒアリングを実施し、業務上必要のない検索又は抽出が行われていないことを確認してい
る。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク４：　特定個人情報ファイルが不正に複製されるリスク

 リスクに対する措置の内容
・バックアップ以外にファイルを複製しないよう、職員・委託先に対し指導している。
・バックアップ処理の実行権限を持つ者を限定している。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 特定個人情報の使用におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

その他、特定個人情報の使用にあたり、以下の措置を講じている。
　・スクリーンセーバ等を利用して、長時間にわたり特定個人情報を表示させない。
　・国民健康保険税システム端末の画面は、来庁者から見えない位置に置くか、覗き見防止シートを貼る。
　・特定個人情報が表示された画面のハードコピーの取得は事務処理に必要となる範囲にとどめ、使用後はシュレッダー処理する。
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 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託 [ ] 委託しない

 委託先による特定個人情報の不正入手・不正な使用に関するリスク
 委託先による特定個人情報の不正な提供に関するリスク
 委託先による特定個人情報の保管・消去に関するリスク
 委託契約終了後の不正な使用等のリスク
 再委託に関するリスク

 情報保護管理体制の確認

・外部委託業者を選定する際、個人情報保護方針の策定、プライバシーマーク等の個人情報保護や対
策を目的として公共機関の認定・認証を取得しているか等を確認している。
・入札の通知を発送する際に、個人情報の保護に関する法律を遵守し、個人情報の保護に関し必要な
措置を講じ、適正な管理を行うことを書面にて通知している。
・契約後直ちに、業務従事者名簿を提出することとしている。

 特定個人情報ファイルの閲覧
者・更新者の制限

[ 制限している ] ＜選択肢＞
1） 制限している 2） 制限していない

 具体的な制限方法
・ID/パスワードにより制限している。
・情報セキュリティポリシーの遵守を契約条件としている。

 特定個人情報ファイルの取扱
いの記録

[ 記録を残している ] ＜選択肢＞
1） 記録を残している 2） 記録を残していない

 具体的な方法
・アクセスログによる記録を残している。
・団体内統合宛名システムでは、操作者による特定個人情報の全ての業務処理記録を行っている。

 特定個人情報の提供ルール [ 定めている ] ＜選択肢＞

 特定個人情報の消去ルール [ 定めている ] ＜選択肢＞
1） 定めている 2） 定めていない

1） 定めている 2） 定めていない
 委託先から他者への
提供に関するルールの
内容及びルール遵守
の確認方法

提供を禁止している。

 委託元と委託先間の
提供に関するルールの
内容及びルール遵守
の確認方法

委託契約の仕様により、特定個人情報の具体的な取り扱い手順について合意し作業を実施している。
作業の遵守状況は、合意された取り扱い手順の実施記録により確認を行っている。

2） 定めていない

 規定の内容

・目的外利用の禁止
・情報漏洩を防ぐための保管管理に責任を負う。
・必要に応じて、前橋市は委託先の視察・監査を行うことができる。
・一括再委託の禁止

 ルールの内容及び
ルール遵守の確認方
法

前橋市の指示により消去し、その結果を書面にて報告させている。

 委託契約書中の特定個人情
報ファイルの取扱いに関する
規定

＜選択肢＞

[ 定めている ] 1） 定めている

 具体的な方法 －

 その他の措置の内容 －

 再委託先による特定個人情
報ファイルの適切な取扱いの
確保

＜選択肢＞

[ 再委託していない ] 1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない 4） 再委託していない

 特定個人情報ファイルの取扱いの委託におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

－

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている
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 ５．特定個人情報の提供・移転 （委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。） [ ○ ] 提供・移転しない

 リスク１：　不正な提供・移転が行われるリスク

 特定個人情報の提供・移転
の記録

[ ] ＜選択肢＞
1） 記録を残している 2） 記録を残していない

 ルールの内容及び
ルール遵守の確認方
法

 その他の措置の内容

 具体的な方法

 特定個人情報の提供・移転
に関するルール

[ ] ＜選択肢＞
1） 定めている 2） 定めていない

 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク２：　不適切な方法で提供・移転が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 特定個人情報の提供・移転（委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対
する措置

3） 課題が残されている

 リスク３：　誤った情報を提供・移転してしまうリスク、誤った相手に提供・移転してしまうリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞

 ６．情報提供ネットワークシステムとの接続 [ ○ ] 接続しない（入手） [ ○ ] 接続しない（提供）

 リスク１：　目的外の入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク３：　入手した特定個人情報が不正確であるリスク

 リスクに対する措置の内容

3） 課題が残されている

 リスク２：　安全が保たれない方法によって入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞
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 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク４：　入手の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク６：　不適切な方法で提供されるリスク

 リスクに対する措置の内容

3） 課題が残されている

 リスク５：　不正な提供が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞

 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

3） 課題が残されている

 情報提供ネットワークシステムとの接続に伴うその他のリスク及びそのリスクに対する措置

 リスク７：　誤った情報を提供してしまうリスク、誤った相手に提供してしまうリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である

 ７．特定個人情報の保管・消去

 リスク１：　特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク

 ①NISC政府機関統一基準群 [ 政府機関ではない ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて遵守している 2） 十分に遵守している
3） 十分に遵守していない 4） 政府機関ではない

 ②安全管理体制 [ 十分に整備している ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて整備している 2） 十分に整備している
3） 十分に整備していない

 ③安全管理規程 [ 十分に整備している ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて整備している 2） 十分に整備している
3） 十分に整備していない

 ④安全管理体制・規程の職
員への周知

[ 十分に周知している ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて周知している 2） 十分に周知している
3） 十分に周知していない
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 ⑤物理的対策 [ 十分に行っている ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない

 具体的な対策の内容

＜前橋市における措置＞
・サーバと、データ、プログラム等を含んだ記録媒体及び帳票等の可搬媒体を保管する電算機室は、他
の部屋とは区別して専用の部屋としている。
・電算機室の出入口には生体認証による入退室管理を行っている。
・電算機室には監視設備として監視カメラを設置している。
・申告書等の紙媒体については、鍵付保管庫に保管している。
＜中間サーバ･プラットフォームにおける措置＞
中間サーバ･プラットフォームをデータセンターに構築し、設置場所への入退室者管理、有人監視及び施
錠管理をすることとしている。また、設置場所はデータセンター内の専用の領域とし、他テナントとの混在
によるリスクを回避している。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①ガバメントクラウドについては政府情報システムのセキュリティ制度（ISMAP）のリストに登録されたクラ
ウドサービスから調達することとしており、システムのサーバー等は、クラウド事業者が保有・管理する環
境に構築し、その環境には認可された者だけがアクセスできるよう適切な入退室管理策を行っている。
②事前に許可されていない装置等に関しては、外部に持出できないこととしている。

 ⑥技術的対策 [ 十分に行っている ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない

 具体的な対策の内容

＜前橋市における措置＞
・特定個人情報ファイルを管理しているサーバは、インターネット等の外部ネットワークから隔離された
ネットワーク上に設置している。
・特定個人情報ファイルを管理している全てのサーバには、ウイルス対策ソフトを導入しており、パターン
ファイルも最新版が適用されるよう管理している。
＜中間サーバ･プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバ・プラットフォームではUTM（コンピュータウイルスやハッキングなどの脅威からネットワーク
を効率的かつ包括的に保護する装置）等を導入し、アクセス制限、侵入検知及び侵入防止を行うととも
に、ログの解析を行っている。
・中間サーバ・プラットフォームでは、ウイルス対策ソフトを導入し、パターンファイルの更新を行ってい
る。
・導入しているＯＳ及びミドルウェアについて、必要に応じてセキュリティパッチの適用を行っている。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①国及びクラウド事業者は利用者のデータにアクセスしない契約等となっている。
②前橋市が委託したASP(「地方公共団体情報システムのガバメントクラウドの利用に関する基準【第1.0
版】」（令和４年１０月　デジタル庁。以下「利用基準」という。）に規定する「ASP」をいう。以下同じ。)又は
ガバメントクラウド運用管理補助者（利用基準に規定する「ガバメントクラウド運用管理補助者」をいう。
以下同じ。）は、ガバメントクラウドが提供するマネージドサービスにより、ネットワークアクティビティ、
データアクセスパターン、アカウント動作等について継続的にモニタリングを行うとともに、ログ管理を行
う。
③クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対するセキュリティの脅威に対し、脅威検出やDDos対策を24
時間365日講じる。
④クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対し、ウイルス対策ソフトを導入し、パターンファイルの更新を
行う。
⑤前橋市が委託したASP又はガバメントクラウド運用管理補助者は、導入しているOS及びミドルウエア
について、必要に応じてセキュリティパッチの適用を行う。
⑥ガバメントクラウドの特定個人情報を保有するシステムを構築する環境は、インターネットとは切り離さ
れた閉域ネットワークで構成する。
⑦前橋市やASP又はガバメントクラウド運用管理補助者の運用保守地点からガバメントクラウドへの接
続については、閉域ネットワークで構成する。
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 ⑦バックアップ [ 十分に行っている ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない

 ⑧事故発生時手順の策定・
周知

[ 十分に行っている ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない

 ⑨過去３年以内に、評価実施
機関において、個人情報に関
する重大事故が発生したか

[ 発生なし ] ＜選択肢＞
1） 発生あり

 ⑩死者の個人番号 [ 保管している ] ＜選択肢＞
1） 保管している 2） 保管していない

2） 発生なし

 その内容 －

 再発防止策の内容 －

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク２：　特定個人情報が古い情報のまま保管され続けるリスク

 リスクに対する措置の内容

・国民健康保険税務事務における対象者情報は共通基盤システムにより随時自動更新されるため、古
い情報のまま保管されるリスクはない。
・納税者の賦課情報及び住登外者の納税者情報は、随時、必要に応じて本人確認及び調査したうえ、
変更があればその都度更新する。

 具体的な保管方法 生存者の個人番号と同様の方法にて安全管理措置を実施している。

 その他の措置の内容 －

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞

 リスク３：　特定個人情報が消去されずいつまでも存在するリスク

 消去手順 [ 定めている ] ＜選択肢＞
1） 定めている 2） 定めていない

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 特定個人情報の保管・消去におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

－

 手順の内容

＜前橋市における措置＞
・収納情報において、完納後１０年間保管する必要があるため、システム上の特定個人情報について
は、賦課及び収納情報の保管期間経過後、消去する。
・申告書等の紙媒体についてはシュレッダー処分を行う。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
データの復元がなされないよう、クラウド事業者において、NIST 800-88、ISO/IEC27001等に準拠したプ
ロセスにしたがって確実にデータを消去する。

 その他の措置の内容 －

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
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Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策 ※（７．リスク１⑨を除く。）

 １．特定個人情報ファイル名

（６）収納・滞納管理ファイル

 ２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）

 リスク１：　目的外の入手が行われるリスク

 対象者以外の情報の入手を
防止するための措置の内容

・収納及び滞納管理事務は、住民基本台帳システム及び各地方税システムに登録されている情報から
作成され、これらの情報は既に他の事務において必要な措置が講じられている。また、システム内連携
により、必要な情報のみ入手できるよう制御されている。
・届出や申請等の窓口において、本人確認資料として個人番号カード等の提示を求めるとともに、届出
や申請内容を複数人で確認し、対象者以外の情報の入手の防止に努めている。

2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク２：　不適切な方法で入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

・本人又は代理人もしくは同居の親族による申請書等のみを受領することとし、受領の際は必ず本人又
は代理人もしくは同居の親族の本人確認又は委任状の確認を行い、番号法第１６条の規定に基づき対
応する。
・申請書等は統一様式とし、必要項目以外は記載できないようにしている。

 必要な情報以外を入手するこ
とを防止するための措置の内
容

・収納及び滞納管理事務は、住民基本台帳システム及び各地方税システムに登録されている情報から
作成され、これらの情報は既に他の事務において必要な措置が講じられている。また、システム内連携
により、必要な情報のみ入手できるよう制御されている。
・申請書等の様式における記載事項は、法令等で定められた収納及び滞納管理業務に必要な項目の
みに限っている。

 その他の措置の内容 －

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている

 リスク３：　入手した特定個人情報が不正確であるリスク

 入手の際の本人確認の措置
の内容

窓口において、対面で個人番号カード等の本人確認資料で、本人の確認を行っている。

 個人番号の真正性確認の措
置の内容

・個人番号カード等の提示を受け、申請書等に記載された個人番号の真正性の確認を行っている。
・上記による確認が取れない場合は、本市に住所を有する者については団体内統合宛名システムで照
合し、本市以外の住所を有する者については住民基本台帳ネットワークシステムを利用して、個人番号
の真正性の確認を行う。

 特定個人情報の正確性確保
の措置の内容

申請書等の入力など、特定個人情報の入力・修正・削除を行った際は、異動対象者や入力内容に誤り
の無いよう、副担当者によるチェックを実施している。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 その他の措置の内容 －

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク４：　入手の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリスク

 リスクに対する措置の内容

・申請書等の取扱いについては手順化され運用している。
・申請書等の紙媒体については、鍵付保管庫に保管している。
・本人確認情報を住民基本台帳ネットワークシステムより取得する場合は、地方税事務担当者以外は利
用できないような仕組みが構築されている。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 特定個人情報の入手（情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

その他、特定個人情報の入手にあたり、以下の措置を講じている。
　・スクリーンセーバ等を利用して、長時間にわたり特定個人情報を表示させない。
　・収納・滞納管理システム端末の画面は、来庁者から見えない位置に置くか、覗き見防止シートを貼る。
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 ３．特定個人情報の使用

 リスク１：　目的を超えた紐付け、事務に必要のない情報との紐付けが行われるリスク

 宛名システム等における措置
の内容

・番号利用業務以外の部門における団体内統合宛名システムの照会では、個人番号が参照できないよ
うな仕組みを構築している。
・団体内統合宛名システムに対して不要なアクセスができないよう、利用権限の設定等、適切なアクセス
制御対策を実施している。

 事務で使用するその他のシ
ステムにおける措置の内容

団体内統合宛名システムは、共通基盤システムを介して目的を超えた紐付けがなされないよう、適切な
アクセス制御を行っている。

 その他の措置の内容
情報セキュリティポリシーに則し、特定個人情報を取り扱う者に対して情報セキュリティに関する教育及
び研修を実施している。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク２：　権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって不正に使用されるリスク

 ユーザ認証の管理 [ 行っている ] ＜選択肢＞
1） 行っている 2） 行っていない

 具体的な管理方法
ユーザIDによる識別とパスワード設定による認証を実施しており、認証後は利用機能の認可機能によ
り、そのユーザがシステム上で利用可能な機能を制限することで不正利用が行えない対策を実施してい
る。

 アクセス権限の発効・失効の
管理

[ 行っている ] ＜選択肢＞
1） 行っている 2） 行っていない

 具体的な管理方法
・収納課長が業務ごとにアクセスできる権限を決め、システムに反映している。
・人事異動等によりアクセス権限の変更を行った際は、変更した内容を帳票に出力し、アクセス権の失
効・追加等を再確認している。

 その他の措置の内容 －

2） 行っていない

 具体的な管理方法
異動退職等があった際に、ユーザIDやアクセス権を収納課長が業務上アクセスが不要となったIDやアク
セス権を変更又は削除している。

 特定個人情報の使用の記録 [ 記録を残している ] ＜選択肢＞
1） 記録を残している

 アクセス権限の管理 [ 行っている ] ＜選択肢＞
1） 行っている

2) 記録を残していない

 具体的な方法
・アクセスログによる記録を残している。
・団体内統合宛名システムでは、操作者による特定個人情報の全ての業務処理記録を行っている。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク３：　従業者が事務外で使用するリスク

 リスクに対する措置の内容

・システムの操作履歴(操作ログ)を記録している。
・システム利用職員への研修等において、事務外利用の禁止等について指導している。
・担当者へのヒアリングを実施し、業務上必要のない検索又は抽出が行われていないことを確認してい
る。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク４：　特定個人情報ファイルが不正に複製されるリスク

 リスクに対する措置の内容
・バックアップ以外にファイルを複製しないよう、職員・委託先に対し指導している。
・バックアップ処理の実行権限を持つ者を限定している。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 特定個人情報の使用におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

その他、特定個人情報の使用にあたり、以下の措置を講じている。
　・スクリーンセーバ等を利用して、長時間にわたり特定個人情報を表示させない。
　・収納・滞納管理システム端末の画面は、来庁者から見えない位置に置くか、覗き見防止シートを貼る。
　・特定個人情報が表示された画面のハードコピーの取得は事務処理に必要となる範囲にとどめ、使用後はシュレッダー処理する。
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 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託 [ ] 委託しない

 委託先による特定個人情報の不正入手・不正な使用に関するリスク
 委託先による特定個人情報の不正な提供に関するリスク
 委託先による特定個人情報の保管・消去に関するリスク
 委託契約終了後の不正な使用等のリスク
 再委託に関するリスク

 情報保護管理体制の確認

・外部委託業者を選定する際、個人情報保護方針の策定、プライバシーマーク等の個人情報保護や対
策を目的として公共機関の認定・認証を取得しているか等を確認している。
・入札の通知を発送する際に、個人情報の保護に関する法律を遵守し、個人情報の保護に関し必要な
措置を講じ、適正な管理を行うことを書面にて通知している。
・契約後直ちに、業務従事者名簿を提出することとしている。

 特定個人情報ファイルの閲覧
者・更新者の制限

[ 制限している ] ＜選択肢＞
1） 制限している 2） 制限していない

 具体的な制限方法
・ID/パスワードにより制限している。
・情報セキュリティポリシーの遵守を契約条件としている。

 特定個人情報ファイルの取扱
いの記録

[ 記録を残している ] ＜選択肢＞
1） 記録を残している 2） 記録を残していない

 具体的な方法
・アクセスログによる記録を残している。
・団体内統合宛名システムでは、操作者による特定個人情報の全ての業務処理記録を行っている。

 特定個人情報の提供ルール [ 定めている ] ＜選択肢＞

 特定個人情報の消去ルール [ 定めている ] ＜選択肢＞
1） 定めている 2） 定めていない

1） 定めている 2） 定めていない
 委託先から他者への
提供に関するルールの
内容及びルール遵守
の確認方法

提供を禁止している。

 委託元と委託先間の
提供に関するルールの
内容及びルール遵守
の確認方法

委託契約の仕様により、特定個人情報の具体的な取り扱い手順について合意し作業を実施している。
作業の遵守状況は、合意された取り扱い手順の実施記録により確認を行っている。

2） 定めていない

 規定の内容

・目的外利用の禁止
・情報漏洩を防ぐための保管管理に責任を負う。
・必要に応じて、前橋市は委託先の視察・監査を行うことができる。
・一括再委託の禁止

 ルールの内容及び
ルール遵守の確認方
法

前橋市の指示により消去し、その結果を書面にて報告させている。

 委託契約書中の特定個人情
報ファイルの取扱いに関する
規定

＜選択肢＞

[ 定めている ] 1） 定めている

 具体的な方法 －

 その他の措置の内容 －

 再委託先による特定個人情
報ファイルの適切な取扱いの
確保

＜選択肢＞

[ 再委託していない ] 1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない 4） 再委託していない

 特定個人情報ファイルの取扱いの委託におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

－

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている
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 ５．特定個人情報の提供・移転 （委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。） [ ○ ] 提供・移転しない

 リスク１：　不正な提供・移転が行われるリスク

 特定個人情報の提供・移転
の記録

[ ] ＜選択肢＞
1） 記録を残している 2） 記録を残していない

 ルールの内容及び
ルール遵守の確認方
法

 その他の措置の内容

 具体的な方法

 特定個人情報の提供・移転
に関するルール

[ ] ＜選択肢＞
1） 定めている 2） 定めていない

 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク２：　不適切な方法で提供・移転が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 特定個人情報の提供・移転（委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対
する措置

3） 課題が残されている

 リスク３：　誤った情報を提供・移転してしまうリスク、誤った相手に提供・移転してしまうリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞

 ６．情報提供ネットワークシステムとの接続 [ ○ ] 接続しない（入手） [ ○ ] 接続しない（提供）

 リスク１：　目的外の入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク３：　入手した特定個人情報が不正確であるリスク

 リスクに対する措置の内容

3） 課題が残されている

 リスク２：　安全が保たれない方法によって入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞
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 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク４：　入手の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク６：　不適切な方法で提供されるリスク

 リスクに対する措置の内容

3） 課題が残されている

 リスク５：　不正な提供が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞

 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

3） 課題が残されている

 情報提供ネットワークシステムとの接続に伴うその他のリスク及びそのリスクに対する措置

 リスク７：　誤った情報を提供してしまうリスク、誤った相手に提供してしまうリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である

 ７．特定個人情報の保管・消去

 リスク１：　特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク

 ①NISC政府機関統一基準群 [ 政府機関ではない ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて遵守している 2） 十分に遵守している
3） 十分に遵守していない 4） 政府機関ではない

 ②安全管理体制 [ 十分に整備している ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて整備している 2） 十分に整備している
3） 十分に整備していない

 ③安全管理規程 [ 十分に整備している ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて整備している 2） 十分に整備している
3） 十分に整備していない

 ④安全管理体制・規程の職
員への周知

[ 十分に周知している ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて周知している 2） 十分に周知している
3） 十分に周知していない
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 ⑤物理的対策 [ 十分に行っている ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない

 具体的な対策の内容

＜前橋市における措置＞
・特定個人情報ファイルを管理しているサーバは、インターネット等の外部ネットワークから隔離された
ネットワーク上に設置している。
・特定個人情報ファイルを管理している全てのサーバには、ウイルス対策ソフトを導入しており、パターン
ファイルも最新版が適用されるよう管理している。
＜中間サーバ･プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバ・プラットフォームではUTM（コンピュータウイルスやハッキングなどの脅威からネットワーク
を効率的かつ包括的に保護する装置）等を導入し、アクセス制限、侵入検知及び侵入防止を行うととも
に、ログの解析を行っている。
・中間サーバ・プラットフォームでは、ウイルス対策ソフトを導入し、パターンファイルの更新を行ってい
る。
・導入しているＯＳ及びミドルウェアについて、必要に応じてセキュリティパッチの適用を行っている。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①ガバメントクラウドについては政府情報システムのセキュリティ制度（ISMAP）のリストに登録されたクラ
ウドサービスから調達することとしており、システムのサーバー等は、クラウド事業者が保有・管理する環
境に構築し、その環境には認可された者だけがアクセスできるよう適切な入退室管理策を行っている。
②事前に許可されていない装置等に関しては、外部に持出できないこととしている。

 ⑥技術的対策 [ 十分に行っている ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない

 具体的な対策の内容

＜前橋市における措置＞
・特定個人情報ファイルを管理しているサーバは、インターネット等の外部ネットワークから隔離された
ネットワーク上に設置している。
・特定個人情報ファイルを管理している全てのサーバには、ウイルス対策ソフトを導入しており、パターン
ファイルも最新版が適用されるよう管理している。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①国及びクラウド事業者は利用者のデータにアクセスしない契約等となっている。
②前橋市が委託したASP(「地方公共団体情報システムのガバメントクラウドの利用に関する基準【第1.0
版】」（令和４年１０月　デジタル庁。以下「利用基準」という。）に規定する「ASP」をいう。以下同じ。)又は
ガバメントクラウド運用管理補助者（利用基準に規定する「ガバメントクラウド運用管理補助者」をいう。
以下同じ。）は、ガバメントクラウドが提供するマネージドサービスにより、ネットワークアクティビティ、
データアクセスパターン、アカウント動作等について継続的にモニタリングを行うとともに、ログ管理を行
う。
③クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対するセキュリティの脅威に対し、脅威検出やDDos対策を24
時間365日講じる。
④クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対し、ウイルス対策ソフトを導入し、パターンファイルの更新を
行う。
⑤前橋市が委託したASP又はガバメントクラウド運用管理補助者は、導入しているOS及びミドルウエア
について、必要に応じてセキュリティパッチの適用を行う。
⑥ガバメントクラウドの特定個人情報を保有するシステムを構築する環境は、インターネットとは切り離さ
れた閉域ネットワークで構成する。
⑦前橋市やASP又はガバメントクラウド運用管理補助者の運用保守地点からガバメントクラウドへの接
続については、閉域ネットワークで構成する。
⑧前橋市が管理する業務データは、国及びクラウド事業者がアクセスできないよう制御を講じる。

 ⑦バックアップ [ 十分に行っている ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない

 ⑧事故発生時手順の策定・
周知

[ 十分に行っている ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない
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 ⑨過去３年以内に、評価実施
機関において、個人情報に関
する重大事故が発生したか

[ 発生なし ] ＜選択肢＞
1） 発生あり

 ⑩死者の個人番号 [ 保管している ] ＜選択肢＞
1） 保管している 2） 保管していない

2） 発生なし

 その内容 －

 再発防止策の内容 －

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク２：　特定個人情報が古い情報のまま保管され続けるリスク

 リスクに対する措置の内容

・収納及び滞納管理事務における対象者情報は共通基盤システムにより随時自動更新されるため、古
い情報のまま保管されるリスクはない。
・納税者及び相続人の情報は、随時、必要に応じて本人確認及び調査したうえ、変更があればその都度
更新する。

 具体的な保管方法 生存者の個人番号と同様の方法にて安全管理措置を実施している。

 その他の措置の内容 －

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞

 リスク３：　特定個人情報が消去されずいつまでも存在するリスク

 消去手順 [ 定めている ] ＜選択肢＞
1） 定めている 2） 定めていない

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 特定個人情報の保管・消去におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

－

 手順の内容

＜前橋市における措置＞
・収納情報において、完納後１０年間保管する必要があるため、システム上の特定個人情報について
は、賦課及び収納情報の保管期間経過後、消去する。
・申告書等の紙媒体についてはシュレッダー処分を行う。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
データの復元がなされないよう、クラウド事業者において、NIST 800-88、ISO/IEC27001等に準拠したプ
ロセスにしたがって確実にデータを消去する。

 その他の措置の内容 －

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
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Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策 ※（７．リスク１⑨を除く。）

 １．特定個人情報ファイル名

（７）電子申告ファイル

 ２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）

 リスク１：　目的外の入手が行われるリスク

 対象者以外の情報の入手を
防止するための措置の内容

○本人又は本人の代理人
○給与支払者、公的年金等支払者（日本年金機構、地方公務員共済組合等を除く。）
地方税ポータルセンタ（eLTAX）では、申告等の手続きを行おうとしている者からしか情報を受け付けず、
対象者以外の情報の入手ができないようシステムで制御している。eLTAXを利用するためには、利用届
出を提出し、利用者IDと暗証番号を取得して、電子証明書を登録する必要がある。申告等の手続きの際
に添付される電子証明書と登録情報との確認を行うことにより、なりすましでないかの確認・検証ができ
る。
また、利用届出や申告データ等に記載された提出先により、審査システム（eLTAX）が地方税ポータルセ
ンタ（eLTAX）から対象者以外の情報が入手できないようシステムで制御している。
<マイナポータル申請管理における措置>
マニュアルやｗｅｂ上で、個人番号の提出が必要な者の要件を明示・周知し、本人以外の情報の入手を
防止する。

○公的年金等支払者（日本年金機構、地方公務員共済組合等）
公的年金等支払者から提出された情報に記載された提出先により、審査システム（eLTAX）が地方税
ポータルセンタ（eLTAX）から対象者以外の情報が入手できないようシステムで制御している。

2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク２：　不適切な方法で入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

○本人又は本人の代理人
○給与支払者、公的年金等支払者（日本年金機構、地方公務員共済組合等を除く。）
○公的年金等支払者（日本年金機構、地方公務員共済組合等）
申告等の手続きを行う者が、地方税法等の規定に基づき申告書等を提出する際には、法令等において
手続きに必要な事項を規定した様式を示していることから、申告等の手続きを行う者は個人番号の記載
が必要であると認識した上で申告書等を提出することとなる。
マイナポータル申請管理における措置としては、住民がマイナポータル申請管理から個人番号付電子
申請データを送信するためには、個人番号カードの署名用電子証明書による電子署名を付すこととな
り、のちに署名検証も行われるため、本人からの情報のみが送信される。また、マイナポータル申請管
理の画面の誘導において住民に何の手続を探し電子申請を行いたいのか理解してもらいながら操作を
していただき、たどり着いた申請フォームが何のサービスにつながるものか明示することで、住民に過剰
な負担をかけることなく電子申請を実施いただけるよう措置を講じている。
<マイナポータル申請管理における措置>
・住民がマイナポータル申請管理から個人番号付電子申請データを送信するためには、個人番号カード
の署名用電子証明書による電子署名を付すこととなり、後に署名検証も行われるため、本人からの情報
のみが送信される。
・マイナポータル申請管理の画面の誘導において、住民が手続（電子申請）の内容を理解しながら操作
できるようにするとともに最終的な申請フォームにサービス内容を明示することにより、過剰な負担となら
ない措置を講じている。

 必要な情報以外を入手するこ
とを防止するための措置の内
容

審査システム（eLTAX）では、上記「対象者以外の情報の入手を防止するための措置の内容」欄に記載
のとおり、各入手元からの情報に設定された提出先により、対象者以外の情報が入手できないようシス
テムで制御するとともに、法令等により定められた様式を用いることで、必要な情報以外を入手できない
ようシステムで制御している。
<マイナポータル申請管理における措置>
住民がマイナポータル申請管理の画面の誘導に従いサービスを検索し、申請フォームを選択して必要
情報を入力することとなるが、画面での誘導を簡潔に行うことにより、異なる手続に係る申請や不要な情
報を送信してしまうリスクを防止する。

 その他の措置の内容 －

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている
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 リスク３：　入手した特定個人情報が不正確であるリスク

 入手の際の本人確認の措置
の内容

○本人又は本人の代理人
番号法施行規則第４条（電子情報処理組織を使用して個人番号の提供を受ける場合の本人確認の措
置）第２号ハに揚げる、署名用電子証明書及び当該電子証明書により確認される電子署名が行われた
当該提供に係る情報の送信を受けることなどにより確認する。
<マイナポータル申請管理における措置>
住民がマイナポータル申請管理から個人番号付電子申請データを送信するためには、個人番号カード
の署名用電子証明書による電子署名を付すこととなり、電子署名付与済の個人番号付電子申請データ
を受領した地方公共団体は署名検証（有効性確認、改ざん検知等）による本人確認を実施する。

○給与支払者、公的年金等支払者（日本年金機構、地方公務員共済組合等を除く。）
○公的年金等支払者（日本年金機構、地方公務員共済組合等）
特定個人情報の入手元が番号法第１６条の規定に基づき、本人確認を行った上で情報を入手している
ことが前提となっており、前橋市が当該入手元から入手する際は番号法第１６条が適用されない（提供を
行う者自身の本人確認は「○本人又は本人の代理人」と同様である。）。

 個人番号の真正性確認の措
置の内容

○本人又は本人の代理人
個人市民税、固定資産税及び事業所税システムは、団体内統合宛名システムと連携して個人番号を保
有しており、申告データ等を審査システム（eLTAX）から個人市民税、固定資産税及び事業所税システム
に登録する際に、真正性確認をする。

○給与支払者、公的年金等支払者（日本年金機構、地方公務員共済組合等を除く。）
○公的年金等支払者（日本年金機構、地方公務員共済組合等）
特定個人情報の入手元が番号法第１６条の規定に基づき、本人確認を行った上で情報を入手している
ことが前提となっており、前橋市が当該入手元から入手する際は番号法第１６条が適用されない（提供を
行う者自身の真正性確認は「○本人又は本人の代理人」と同様である。）。

 特定個人情報の正確性確保
の措置の内容

○本人又は本人の代理人
○給与支払者、公的年金等支払者（日本年金機構、地方公務員共済組合等を除く。）
○公的年金等支払者（日本年金機構、地方公務員共済組合等）
審査システム（eLTAX）は、地方税ポータルセンタ（eLTAX）で受付を行った情報を原本として保存するシ
ステムであるため、受領した情報をそのまま保管することとなる。

 その他の措置の内容 －

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている
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 リスク４：　入手の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリスク

 リスクに対する措置の内容

○本人又は本人の代理人
○給与支払者、公的年金等支払者（日本年金機構、地方公務員共済組合等を除く。）
申告等の手続きを行う者から地方税ポータルセンタ（eLTAX）までのインターネット回線については、暗号
化通信を行っている。また、地方税ポータルセンタ（eLTAX）から審査システム（eLTAX）までは、閉域網
であるＬＧＷＡＮを利用するとともに、暗号化通信を行っている。
<マイナポータル申請管理における措置>
マイナポータル申請管理と地方公共団体との間は、LGWAN回線を用いた通信を行うことにより、外部か
らの盗聴、漏えい等を防止しており、通信自体も暗号化している。

○公的年金等支払者（日本年金機構、地方公務員共済組合等）
公的年金等支払者から、一般社団法人地方税電子化協議会までは、施錠した容器に収納の上、輸送に
より又は持参により、暗号化された情報が記録されたＤＶＤを受領している。地方税ポータルセンタ
（eLTAX）から審査システム（eLTAX）までは、閉域網であるＬＧＷＡＮが利用され、暗号化通信を行ってい
る。
なお、地方税ポータルセンタ（eLTAX）が取得したＤＶＤは、施錠した容器に収納の上、輸送により、公的
年金等支払者に返却している。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている

 ３．特定個人情報の使用

 リスク１：　目的を超えた紐付け、事務に必要のない情報との紐付けが行われるリスク

 宛名システム等における措置
の内容

宛名システム等については、審査システムによりアクセスできないよう制御している。また、宛名システ
ム等へのアクセスは、特定の権限者以外は利用できない。

 事務で使用するその他のシ
ステムにおける措置の内容

審査システムは、個人住民税賦課事務上必要な最低限度の情報を定められたインターフェイスに基づ
いて連携するため、目的を超えた紐付けはされない。

2） 十分である
3） 課題が残されている

 特定個人情報の入手（情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

その他、特定個人情報の入手にあたり、以下の措置を講じている。
　・スクリーンセーバ等を利用して、長時間にわたり特定個人情報を表示させない。
　・審査システム端末の画面は、来庁者から見えない位置に置くか、覗き見防止シートを貼る。

 その他の措置の内容
情報セキュリティポリシーに則し、特定個人情報を取り扱う者に対して情報セキュリティに関する教育及
び研修を実施している。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク２：　権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって不正に使用されるリスク

 ユーザ認証の管理 [ 行っている ] ＜選択肢＞
1） 行っている 2） 行っていない

 具体的な管理方法

ユーザIDによる識別とパスワード設定による認証を実施しており、認証後は利用機能の認可機能によ
り、そのユーザがシステム上で利用可能な機能を制限することで不正利用が行えない対策を実施してい
る。

<マイナポータル申請管理における措置>
・マイナポータル申請管理を利用する必要がある職員を特定し、IDとパスワードによる認証を行う。
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 アクセス権限の発効・失効の
管理

[ 行っている ] ＜選択肢＞
1） 行っている 2） 行っていない

 具体的な管理方法

・市民税課長が業務ごとにアクセスできる権限を決め、システムに反映している。
・人事異動等によりアクセス権限の変更を行った際は、変更した内容を帳票に出力し、アクセス権の失
効・追加等を再確認している。
<マイナポータル申請管理における措置>
・アクセス権限が必要となった場合、ユーザID管理者が事務に必要となる情報にアクセスできるユーザ
IDを発効する。
・アクセス権限の付与を必要最低限とする。

 その他の措置の内容 －

2） 行っていない

 具体的な管理方法

異動退職等があった際に、ユーザIDやアクセス権を市民税課長が業務上アクセスが不要となったIDやア
クセス権を変更又は削除している。
<マイナポータル申請管理における措置>
定期的にアクセス権限の確認及び不正利用の有無をユーザーID管理者が確認する。また、不要となっ
たユーザーIDやアクセス権限については、直ちに変更し、又は削除する。

 特定個人情報の使用の記録 [ 記録を残している ] ＜選択肢＞
1） 記録を残している

 アクセス権限の管理 [ 行っている ] ＜選択肢＞
1） 行っている

2) 記録を残していない

 具体的な方法

アクセスログによる記録を残している。
<マイナポータル申請管理における措置>
・マイナポータル申請管理へのアクセスログ、税務システムへのアクセスログ及び操作ログを記録する。
・不正とみられる操作があった場合、操作内容を確認する。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク３：　従業者が事務外で使用するリスク

 リスクに対する措置の内容

・システムの操作履歴(操作ログ)を記録している。
・システム利用職員への研修等において、事務外利用の禁止等について指導している。
・担当者へのヒアリングを実施し、業務上必要のない検索又は抽出が行われていないことを確認してい
る。
<マイナポータル申請管理における措置>
・マイナポータル申請管理にアクセスできる端末を制限する。
・外部記録媒体を利用せず、特定のネットワーク間のみで作業を完了させる。
・不正とみられる操作があった場合、操作内容を確認する。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている
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 リスク４：　特定個人情報ファイルが不正に複製されるリスク

 リスクに対する措置の内容

・バックアップ以外にファイルを複製しないよう、職員・委託先に対し指導している。
・バックアップ処理の実行権限を持つ者を限定している。
<マイナポータル申請管理における措置>
・マイナポータル申請管理から取得した個人番号付電子申請データ等のデータについて、改ざんや業務
目的以外の複製を禁止するルールを定め、当該ルールに従って業務を行う。
・アクセス権限を付与された最小限の職員等のみが個人番号付電子申請等のデータの保存を行い、外
部記録媒体への書き出しは行わない。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞

 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託 [ ] 委託しない

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 特定個人情報の使用におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

その他、特定個人情報の使用にあたり、以下の措置を講じている。
　・スクリーンセーバ等を利用して、長時間にわたり特定個人情報を表示させない。
　・審査システム端末の画面は、来庁者から見えない位置に置くか、覗き見防止シートを貼る。
　・特定個人情報が表示された画面のハードコピーの取得は事務処理に必要となる範囲にとどめ、使用後はシュレッダー処理する。

 委託先による特定個人情報の不正入手・不正な使用に関するリスク
 委託先による特定個人情報の不正な提供に関するリスク
 委託先による特定個人情報の保管・消去に関するリスク
 委託契約終了後の不正な使用等のリスク
 再委託に関するリスク

 情報保護管理体制の確認

・外部委託業者を選定する際、個人情報保護方針の策定、プライバシーマーク等の個人情報保護や対
策を目的として公共機関の認定・認証を取得しているか等を確認している。
・入札の通知を発送する際に、個人情報の保護に関する法律を遵守し、個人情報の保護に関し必要な
措置を講じ、適正な管理を行うことを書面にて通知している。
・契約後直ちに、業務従事者名簿を提出することとしている。

 特定個人情報ファイルの閲覧
者・更新者の制限

[ 制限している ] ＜選択肢＞
1） 制限している 2） 制限していない

 具体的な制限方法
・ID/パスワードにより制限している。
・情報セキュリティポリシーの遵守を契約条件としている。

 特定個人情報ファイルの取扱
いの記録

[ 記録を残している ] ＜選択肢＞
1） 記録を残している 2） 記録を残していない

 具体的な方法 アクセスログによる記録を残している。

 特定個人情報の提供ルール [ 定めていない ] ＜選択肢＞

 特定個人情報の消去ルール [ 定めている ] ＜選択肢＞
1） 定めている 2） 定めていない

1） 定めている 2） 定めていない
 委託先から他者への
提供に関するルールの
内容及びルール遵守
の確認方法

提供を禁止している。

 委託元と委託先間の
提供に関するルールの
内容及びルール遵守
の確認方法

提供を禁止している。

 ルールの内容及び
ルール遵守の確認方
法

前橋市の指示により消去し、その結果を書面にて報告させている。
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2） 定めていない

 規定の内容

・目的外利用の禁止
・情報漏洩を防ぐための保管管理に責任を負う。
・必要に応じて、前橋市は委託先の視察・監査を行うことができる。
・一括再委託の禁止

 委託契約書中の特定個人情
報ファイルの取扱いに関する
規定

＜選択肢＞

[ 定めている ] 1） 定めている

 具体的な方法
原則として再委託は行わないが、受託業務遂行体制報告書により前橋市が承認した業者については、
再委託を許諾するとともにセキュリティ事項について委託と同様の措置を義務付けている。

 その他の措置の内容 －

 再委託先による特定個人情
報ファイルの適切な取扱いの
確保

＜選択肢＞

[ 十分に行っている ] 1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない 4） 再委託していない

 特定個人情報ファイルの取扱いの委託におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

－

 ５．特定個人情報の提供・移転 （委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。） [ ] 提供・移転しない

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク１：　不正な提供・移転が行われるリスク

 特定個人情報の提供・移転
の記録

[ 記録を残している ] ＜選択肢＞
1） 記録を残している 2） 記録を残していない

 ルールの内容及び
ルール遵守の確認方
法

○本人又は本人の代理人
○給与支払者
○公的年金等支払者（日本年金機構、地方公務員共済組合等）
・審査システム(eLTAX)を利用した特定個人情報の提供について、提供するデータの作成やシステムへ
の情報の格納、地方税ポータルセンタ(eLTAX)への送信方法は、あらかじめ定められた手順に沿って行
われ提供処理を行っている。

 その他の措置の内容 －

 具体的な方法

○本人又は本人の代理人
・審査システム(eLTAX)を利用して本人又は本人の代理人へ提供する特定個人情報については、送信
処理の際に、提供した情報のファイル名、送信処理の日時及び結果等が審査システム(eLTAX)に記録さ
れる。

○給与支払者
・審査システム(eLTAX)を利用して給与支払者へ提供する特定個人情報については、送信処理の際に、
提供した情報のファイル名、送信処理の日時及び結果等が審査システム(eLTAX)に記録される。

○公的年金等支払者（日本年金機構、地方公務員共済組合等）
・審査システム(eLTAX)を利用して公的年金支払者へ提供する特定個人情報については、送信処理の
際に、提供した情報のファイル名、送信処理の日時及び結果等が審査システム(eLTAX)に記録される。
・地方税ポータルセンタ(eLTAX)から公的年金支払者へ特別徴収税額通知データ等の情報が記録され
たDVDをセキュリティ便に預ける際には、DVDの払出を記録している。

 特定個人情報の提供・移転
に関するルール

[ 定めている ] ＜選択肢＞
1） 定めている 2） 定めていない

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

120 / 217 ページ



 リスク２：　不適切な方法で提供・移転が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

○本人又は本人の代理人
○給与支払者
・審査システム(eLTAX)において特定個人情報の提供処理を行う場合、税務担当者ID及び暗証番号に
より利用できる職員しか提供することができず、提供方法はシステムの機能で決められている。提供処
理の際にシステムに格納するデータには利用者IDがあり、それにより提供先が設定される。なお、地方
税ポータルセンタ(eLTAX)への送信には閉域網であるLGWANを用いており、また、提供を受ける者が提
供されたデータの確認等をする場合にはインターネット回線を用いているが、地方税ポータルセンタ
(eLTAX)に利用者IDとパスワードを用いてログインをし、確認している。これらのデータは暗号化している
ため情報漏えいや紛失のリスクが軽減されている。

○公的年金等支払者（日本年金機構、地方公務員共済組合等）
・審査システム(eLTAX)において特定個人情報の提供処理を行う場合、税務担当者ID及び暗証番号に
より利用できる職員しか提供することができず、提供方法はシステムの機能で決められている。提供処
理の際にシステムに格納するデータには特別徴収義務者コードがあり、それにより提供先が設定され
る。なお、地方税ポータルセンタ(eLTAX)への送信には閉域網であるLGWANを用いており、データは暗
号化しているため情報漏えいや紛失のリスクが軽減されている。
・地方税ポータルセンタ(eLTAX)から公的年金支払者にDVDにより提供する場合には、一般社団法人地
方税電子化協議会がセキュリティ便により提供しており、不適切な方法で提供・移転が行われないよう
にしている。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 特定個人情報の提供・移転（委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対
する措置

－

3） 課題が残されている

 リスク３：　誤った情報を提供・移転してしまうリスク、誤った相手に提供・移転してしまうリスク

 リスクに対する措置の内容

○本人又は本人の代理人
○給与支払者
・審査システム(eLTAX)において特定個人情報の提供処理を行う場合、税務担当者ID及び暗証番号に
より利用できる職員しか提供することができず、提供方法はシステムの機能で決められている。提供処
理の際にシステムに格納するデータには利用者IDがあり、それにより提供先が設定されることで、提供
先以外の者が入手することを防止している。

○公的年金等支払者（日本年金機構、地方公務員共済組合等）
・審査システム(eLTAX)において特定個人情報の提供処理を行う場合、税務担当者ID及び暗証番号に
より利用できる職員しか提供することができず、提供方法はシステムの機能で決められている。提供処
理の際にシステムに格納するデータには特別徴収義務者コードがあり、それにより提供先が設定される
ことで、提供先以外の者が入手することを防止している。また、地方税ポータルセンタ(eLTAX)からDVD
で提供する公的年金支払者との間は、地方税ポータルセンタ(eLTAX)が提供情報をDVDに記録の上、セ
キュリティ便により提供している。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞

 ６．情報提供ネットワークシステムとの接続 [ ○ ] 接続しない（入手） [ ○ ] 接続しない（提供）

 リスク１：　目的外の入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク３：　入手した特定個人情報が不正確であるリスク

 リスクに対する措置の内容

3） 課題が残されている

 リスク２：　安全が保たれない方法によって入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞

 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている
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 リスク４：　入手の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク６：　不適切な方法で提供されるリスク

 リスクに対する措置の内容

3） 課題が残されている

 リスク５：　不正な提供が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞

 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

3） 課題が残されている

 情報提供ネットワークシステムとの接続に伴うその他のリスク及びそのリスクに対する措置

 リスク７：　誤った情報を提供してしまうリスク、誤った相手に提供してしまうリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である

 ７．特定個人情報の保管・消去

 リスク１：　特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク

 ①NISC政府機関統一基準群 [ 政府機関ではない ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて遵守している 2） 十分に遵守している
3） 十分に遵守していない 4） 政府機関ではない

 ②安全管理体制 [ 十分に整備している ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて整備している 2） 十分に整備している
3） 十分に整備していない

 ③安全管理規程 [ 十分に整備している ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて整備している 2） 十分に整備している
3） 十分に整備していない

 ④安全管理体制・規程の職
員への周知

[ 十分に周知している ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて周知している 2） 十分に周知している
3） 十分に周知していない
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 ⑤物理的対策 [ 十分に行っている ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない

 具体的な対策の内容

＜前橋市における措置＞
・サーバと、データ、プログラム等を含んだ記録媒体及び帳票等の可搬媒体を保管する電算機室は、他
の部屋とは区別して専用の部屋としている。
・電算機室の出入口には生体認証による入退室管理を行っている。
・電算機室には監視設備として監視カメラを設置している。

＜審査システムのサーバ群における措置＞
・認定委託先事業者所有のデータセンター内に設置され、認定委託先事業者の社員により２４時間３６５
日運用監視されている。
・データセンター内は、全館入退館管理システムおよびビデオカメラにより常時監視され、またサーバ室
入り口扉は生体認証を採用している。
・全ての機器はラックに搭載され、ラックは常時施錠されている。
・データの受け入れは認定委託先事業者変更の際に限定され、データ持ち込みはデータセンターの責任
者の承認が必要となる。また導入作業は地方税電子化協議会からの指示によりのみ実施される。導入
後の移行媒体は一時的にデータセンター内の金庫に保管され、１か月を経過すると廃棄（データセン
ター内で破砕）される。
・データの持ち出しは認定委託先事業者変更の際に限定され、持ち出す際はデータセンターの責任者の
承認が必要となる。また移行用媒体作成およびサーバ内のデータ消去は、地方税電子化協議会からの
指示によりのみ実施される。

<マイナポータル申請管理における措置>
・マイナポータル申請管理からダウンロードしたデータは、電算機室のサーバ上に保管され、最終的にガ
バメントクラウド上にある基幹システムに取り込まれる。
・ダウンロードしたデータは、電算機室のサーバ上にのみ保存する。
・電算機室の出入口では生体認証による入退室管理を行っている。
・電算機室には監視設備として監視カメラを設置している。

 ⑥技術的対策 [ 十分に行っている ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない

 具体的な対策の内容

＜前橋市における措置＞
・特定個人情報ファイルを管理しているサーバは、インターネット等の外部ネットワークから隔離された
ネットワーク上に設置している。
・特定個人情報ファイルを管理している全てのサーバには、ウイルス対策ソフトを導入しており、パターン
ファイルも最新版が適用されるよう管理している。

＜審査システムのサーバ群における措置＞
・開発環境と運用環境は分離されており、さらに業務端末と事務用端末も分離されている。
・アカウントは申請に基づき、データセンターの責任者の承認をもって作成する。
・全てのアカウントは毎月一回、利用状況等を点検している。
・アカウントのパスワードは四半期に一度変更している。
・ファイアウォールにより原則は外部からのアクセスは全て不許可にしており、許可された通信のみアク
セスできるようにしている。
・外部からのアクセスはＬＧＷＡＮのみ許可している。

<マイナポータル申請管理における措置>
・利用する端末にはウイルス検出ソフトウェア等の導入によるウイルス定義ファイルの定期的な更新及
びウイルスチェックを実施し、マルウェアの検出を行う。
・マイナポータル申請管理と地方公共団体との間は、LGWAN回線を用いた通信を行うことにより外部か
らの盗聴、漏えい等を防止しており、通信自体も暗号化している。

 ⑦バックアップ [ 十分に行っている ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない

 ⑧事故発生時手順の策定・
周知

[ 十分に行っている ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない

 ⑨過去３年以内に、評価実施
機関において、個人情報に関
する重大事故が発生したか

[ 発生なし ] ＜選択肢＞
1） 発生あり 2） 発生なし

 その内容 －

 再発防止策の内容 －
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 ⑩死者の個人番号 [ 保管している ] ＜選択肢＞
1） 保管している 2） 保管していない

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク２：　特定個人情報が古い情報のまま保管され続けるリスク

 リスクに対する措置の内容

報告書、申告書等の情報は、原本として保存しておく必要があるため、特定個人情報の更新は無い。

<マイナポータル申請管理における措置>
個人番号付電子申請データの一時保管は、サーバ上で行い、一時保管中に再申請や申請情報の訂正
が発生した場合には古い情報で審査等を行わないよう履歴管理を行う。

 具体的な保管方法 生存者の個人番号と同様の方法にて安全管理措置を実施している。

 その他の措置の内容 －

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞

 リスク３：　特定個人情報が消去されずいつまでも存在するリスク

 消去手順 [ 定めている ] ＜選択肢＞
1） 定めている 2） 定めていない

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 特定個人情報の保管・消去におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

－

 手順の内容

賦課情報の保存期間は７年であるため、保存期間を過ぎた特定個人情報については、システム上から
消去する。

<マイナポータル申請管理における措置>
保管期間完了後の不要な個人番号付電子申請データ等の消去を徹底し、必要に応じて管理者が確認
する。

 その他の措置の内容 －

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
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Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策 ※（７．リスク１⑨を除く。）

 １．特定個人情報ファイル名

（８）国税連携ファイル

 ２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）

 リスク１：　目的外の入手が行われるリスク

 対象者以外の情報の入手を
防止するための措置の内容

国税庁から所得税申告書等データ、市区町村から住民登録外課税通知を入手する際には、国税庁及び
市区町村が前橋市を送信先と設定した対象者以外の情報が入手できないようシステムで制御している。

2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク２：　不適切な方法で入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容
特定個人情報の入手元である国税庁及び市区町村は、使用目的が法令に基づくものであることを理解
した上で提供を行うこととなる。

 必要な情報以外を入手するこ
とを防止するための措置の内
容

国税連携システム（eLTAX）では、上記「対象者以外の情報の入手を防止するための措置の内容」欄に
記載のとおり、各入手元からの情報に設定された提出先により、対象者以外の情報が入手できないよう
システムで制御するとともに、法令等により定められた様式を用いることで、必要な情報以外を入手でき
ないようシステムで制御している。

 その他の措置の内容 －

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている

 リスク３：　入手した特定個人情報が不正確であるリスク

 入手の際の本人確認の措置
の内容

特定個人情報の入手元が番号法第１６条の規定に基づき、本人確認を行った上で情報を入手している
ことが前提となっており、前橋市が当該入手元から入手する際は番号法第１６条が適用されない（提供を
行う者自身の本人確認は「本人又は本人の代理人」と同様である。）。

 個人番号の真正性確認の措
置の内容

特定個人情報の入手元が番号法第１６条の規定に基づき、本人確認を行った上で情報を入手している
ことが前提となっており、前橋市が当該入手元から入手する際は番号法第１６条が適用されない（提供を
行う者自身の真正性確認は「本人又は本人の代理人」と同様である。）。

 特定個人情報の正確性確保
の措置の内容

正確性の確保については、特定個人情報の入手元である国税庁及び市区町村に委ねられる。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 その他の措置の内容
正確性に疑義が生じた場合には、宛名システム等において確認することにより、適宜修正することで正
確性を確保している。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク４：　入手の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリスク

 リスクに対する措置の内容

国税庁から地方税ポータルセンタ（eLTAX）までは、専用回線を利用するとともに、暗号化通信を行って
いる。市区町村から地方税ポータルセンタ（eLTAX）までは、閉域網であるＬＧＷＡＮを利用するとともに、
暗号化通信を行っている。また、地方税ポータルセンタ（eLTAX）から国税連携システム（eLTAX）まで
は、閉域網であるＬＧＷＡＮを利用するとともに、暗号化通信を行っている。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている

 ３．特定個人情報の使用

 リスク１：　目的を超えた紐付け、事務に必要のない情報との紐付けが行われるリスク

 宛名システム等における措置
の内容

宛名システム等については、国税連携システムによりアクセスできないよう制御している。また、宛名シ
ステム等へのアクセスは、特定の権限者以外は利用できない。

 事務で使用するその他のシ
ステムにおける措置の内容

国税連携システムは、個人住民税賦課事務上必要な最低限度の情報を定められたインターフェイスに
基づいて連携するため、目的を超えた紐付けはされない。

2） 十分である
3） 課題が残されている

 特定個人情報の入手（情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

その他、特定個人情報の入手にあたり、以下の措置を講じている。
　・スクリーンセーバ等を利用して、長時間にわたり特定個人情報を表示させない。
　・国税連携システム端末の画面は、来庁者から見えない位置に置くか、覗き見防止シートを貼る。
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 その他の措置の内容
情報セキュリティポリシーに則し、特定個人情報を取り扱う者に対して情報セキュリティに関する教育及
び研修を実施している。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク２：　権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって不正に使用されるリスク

 ユーザ認証の管理 [ 行っている ] ＜選択肢＞
1） 行っている 2） 行っていない

 具体的な管理方法
ユーザIDによる識別とパスワード設定による認証を実施しており、認証後は利用機能の認可機能によ
り、そのユーザがシステム上で利用可能な機能を制限することで不正利用が行えない対策を実施してい
る。

 アクセス権限の発効・失効の
管理

[ 行っている ] ＜選択肢＞
1） 行っている 2） 行っていない

 具体的な管理方法
・市民税課長が業務ごとにアクセスできる権限を決め、システムに反映している。
・人事異動等によりアクセス権限の変更を行った際は、変更した内容を帳票に出力し、アクセス権の失
効・追加等を再確認している。

 その他の措置の内容 －

2） 行っていない

 具体的な管理方法
異動退職等があった際に、ユーザIDやアクセス権を市民税課長が業務上アクセスが不要となったIDやア
クセス権を変更又は削除している。

 特定個人情報の使用の記録 [ 記録を残している ] ＜選択肢＞
1） 記録を残している

 アクセス権限の管理 [ 行っている ] ＜選択肢＞
1） 行っている

2) 記録を残していない

 具体的な方法 アクセスログによる記録を残している。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク３：　従業者が事務外で使用するリスク

 リスクに対する措置の内容

・システムの操作履歴(操作ログ)を記録している。
・システム利用職員への研修等において、事務外利用の禁止等について指導している。
・担当者へのヒアリングを実施し、業務上必要のない検索又は抽出が行われていないことを確認してい
る。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク４：　特定個人情報ファイルが不正に複製されるリスク

 リスクに対する措置の内容
・バックアップ以外にファイルを複製しないよう、職員・委託先に対し指導している。
・バックアップ処理の実行権限を持つ者を限定している。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞

 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託 [ ] 委託しない

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 特定個人情報の使用におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

その他、特定個人情報の使用にあたり、以下の措置を講じている。
　・スクリーンセーバ等を利用して、長時間にわたり特定個人情報を表示させない。
　・国税連携システム端末の画面は、来庁者から見えない位置に置くか、覗き見防止シートを貼る。
　・特定個人情報が表示された画面のハードコピーの取得は事務処理に必要となる範囲にとどめ、使用後はシュレッダー処理する。

 委託先による特定個人情報の不正入手・不正な使用に関するリスク
 委託先による特定個人情報の不正な提供に関するリスク
 委託先による特定個人情報の保管・消去に関するリスク
 委託契約終了後の不正な使用等のリスク
 再委託に関するリスク

 情報保護管理体制の確認

・外部委託業者を選定する際、個人情報保護方針の策定、プライバシーマーク等の個人情報保護や対
策を目的として公共機関の認定・認証を取得しているか等を確認している。
・入札の通知を発送する際に、個人情報の保護に関する法律を遵守し、個人情報の保護に関し必要な
措置を講じ、適正な管理を行うことを書面にて通知している。
・契約後直ちに、業務従事者名簿を提出することとしている。
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 特定個人情報ファイルの閲覧
者・更新者の制限

[ 制限している ] ＜選択肢＞
1） 制限している 2） 制限していない

 具体的な制限方法
・ID/パスワードにより制限している。
・情報セキュリティポリシーの遵守を契約条件としている。

 特定個人情報ファイルの取扱
いの記録

[ 記録を残している ] ＜選択肢＞
1） 記録を残している 2） 記録を残していない

 具体的な方法 アクセスログによる記録を残している。

 特定個人情報の提供ルール [ 定めていない ] ＜選択肢＞

 特定個人情報の消去ルール [ 定めている ] ＜選択肢＞
1） 定めている 2） 定めていない

1） 定めている 2） 定めていない
 委託先から他者への
提供に関するルールの
内容及びルール遵守
の確認方法

提供を禁止している。

 委託元と委託先間の
提供に関するルールの
内容及びルール遵守
の確認方法

提供を禁止している。

2） 定めていない

 規定の内容

・目的外利用の禁止
・情報漏洩を防ぐための保管管理に責任を負う。
・必要に応じて、前橋市は委託先の視察・監査を行うことができる。
・一括再委託の禁止

 ルールの内容及び
ルール遵守の確認方
法

前橋市の指示により消去し、その結果を書面にて報告させている。

 委託契約書中の特定個人情
報ファイルの取扱いに関する
規定

＜選択肢＞

[ 定めている ] 1） 定めている

 具体的な方法
原則として再委託は行わないが、受託業務遂行体制報告書により前橋市が承認した業者については、
再委託を許諾するとともにセキュリティ事項について委託と同様の措置を義務付けている。

 その他の措置の内容 －

 再委託先による特定個人情
報ファイルの適切な取扱いの
確保

＜選択肢＞

[ 十分に行っている ] 1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない 4） 再委託していない

 特定個人情報ファイルの取扱いの委託におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

－

 ５．特定個人情報の提供・移転 （委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。） [ ] 提供・移転しない

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク１：　不正な提供・移転が行われるリスク

 特定個人情報の提供・移転
の記録

[ 記録を残している ] ＜選択肢＞
1） 記録を残している 2） 記録を残していない

 ルールの内容及び
ルール遵守の確認方
法

・国税連携システム(eLTAX)を利用した特定個人情報の提供については、提供するデータの作成やシス
テムへの情報の格納、地方税ポータルセンタ（eLTAX）への送信方法は、あらかじめ定められた手順に
沿って行われ提供処理を行っている。
・国税連携システム(eLTAX)では、特定個人情報の提供は、番号法施行規則第２０条第２号の規定に基
づき、安全性及び信頼性を確保するために必要な基準として、内閣総理大臣が定める基準に従って
行っている。

 その他の措置の内容 －

 具体的な方法
国税連携システム(eLTAX)を利用して国税庁及び市区町村へ提供する特定個人情報については、送信
処理の際に、データ登録を行った職員名や送信日時、送信先団体名等が、国税連携システム(eLTAX)
に記録される。

 特定個人情報の提供・移転
に関するルール

[ 定めている ] ＜選択肢＞
1） 定めている 2） 定めていない
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 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク２：　不適切な方法で提供・移転が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

・国税連携システム(eLTAX)において特定個人情報の提供処理を行う場合、利用者ID及び暗証番号に
より利用できる職員しか提供することができず、提供方法はシステムの機能で決められている。提供先
として国税庁及び市区町村以外を設定することはできない仕様になっている。また、地方税ポータルセン
タ(eLTAX)と市区町村間は閉域網であるLGWAN、地方税ポータルセンタ(eLTAX)と国税庁間は専用線を
用いており、データも暗号化しているため情報漏えいや紛失のリスクが軽減されている。
・国税連携システム(eLTAX)では、特定個人情報の提供は、番号法施行規則第２０条第２号の規定に基
づき、安全性及び信頼性を確保するために必要な基準として、内閣総理大臣が定める基準に従って
行っている。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 特定個人情報の提供・移転（委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対
する措置

－

3） 課題が残されている

 リスク３：　誤った情報を提供・移転してしまうリスク、誤った相手に提供・移転してしまうリスク

 リスクに対する措置の内容

・国税連携システム(eLTAX)では、特定個人情報の提供は、番号法施行規則第２０条第２号の規定に基
づき、安全性及び信頼性を確保するために必要な基準として、内閣総理大臣が定める基準に従って
行っている。
・前橋市と国税庁及び市区町村との間の情報連携については、提供先として国税庁及び市区町村以外
を設定することはできない仕様になっている。前橋市から地方税ポータルセンタ(eLTAX)までは閉域網で
あるLGWANが利用され、暗号化通信がされている。地方税ポータルセンタ(eLTAX)から国税庁までは、
専用回線が利用され、暗号化通信がされており、地方税ポータルセンタ(eLTAX)から市区町村までは、
閉域網であるLGWANが利用され、暗号化通信がされており、決められた情報のみを提供するようにシス
テム的に担保している。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞

 ６．情報提供ネットワークシステムとの接続 [ ○ ] 接続しない（入手） [ ○ ] 接続しない（提供）

 リスク１：　目的外の入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク３：　入手した特定個人情報が不正確であるリスク

 リスクに対する措置の内容

3） 課題が残されている

 リスク２：　安全が保たれない方法によって入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞

 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク４：　入手の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

3） 課題が残されている

 リスク５：　不正な提供が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞
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 リスク６：　不適切な方法で提供されるリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

3） 課題が残されている

 情報提供ネットワークシステムとの接続に伴うその他のリスク及びそのリスクに対する措置

 リスク７：　誤った情報を提供してしまうリスク、誤った相手に提供してしまうリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である

 ７．特定個人情報の保管・消去

 リスク１：　特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク

 ①NISC政府機関統一基準群 [ 政府機関ではない ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて遵守している 2） 十分に遵守している
3） 十分に遵守していない 4） 政府機関ではない

 ②安全管理体制 [ 十分に整備している ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて整備している 2） 十分に整備している
3） 十分に整備していない

 ③安全管理規程 [ 十分に整備している ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて整備している 2） 十分に整備している
3） 十分に整備していない

 ④安全管理体制・規程の職
員への周知

[ 十分に周知している ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて周知している 2） 十分に周知している
3） 十分に周知していない

 ⑤物理的対策 [ 十分に行っている ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない

 具体的な対策の内容

＜前橋市における措置＞
・サーバと、データ、プログラム等を含んだ記録媒体及び帳票等の可搬媒体を保管する電算機室は、他
の部屋とは区別して専用の部屋としている。
・電算機室の出入口には生体認証による入退室管理を行っている。
・電算機室には監視設備として監視カメラを設置している。

＜国税連携システムのサーバ群における措置＞
・認定委託先事業者所有のデータセンター内に設置され、認定委託先事業者の社員により２４時間３６５
日運用監視されている。
・データセンター内は、全館入退館管理システムおよびビデオカメラにより常時監視され、またサーバ室
入り口扉は生体認証を採用している。
・全ての機器はラックに搭載され、ラックは常時施錠されている。
・データの受け入れは認定委託先事業者変更の際に限定され、データ持ち込みはデータセンターの責任
者の承認が必要となる。また導入作業は地方税電子化協議会からの指示によりのみ実施される。導入
後の移行媒体は一時的にデータセンター内の金庫に保管され、１か月を経過すると廃棄（データセン
ター内で破砕）される。
・データの持ち出しは認定委託先事業者変更の際に限定され、持ち出す際はデータセンターの責任者の
承認が必要となる。また移行用媒体作成およびサーバ内のデータ消去は、地方税電子化協議会からの
指示によりのみ実施される。
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 ⑥技術的対策 [ 十分に行っている ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない

 具体的な対策の内容

＜前橋市における措置＞
・特定個人情報ファイルを管理しているサーバは、インターネット等の外部ネットワークから隔離された
ネットワーク上に設置している。
・特定個人情報ファイルを管理している全てのサーバには、ウイルス対策ソフトを導入しており、パターン
ファイルも最新版が適用されるよう管理している。

＜国税連携システムのサーバ群における措置＞
・開発環境と運用環境は分離されており、さらに業務端末と事務用端末も分離されている。
・アカウントは申請に基づき、データセンターの責任者の承認をもって作成する。
・全てのアカウントは毎月一回、利用状況等を点検している。
・アカウントのパスワードは四半期に一度変更している。
・ファイアウォールにより原則は外部からのアクセスは全て不許可にしており、許可された通信のみアク
セスできるようにしている。
・外部からのアクセスはＬＧＷＡＮのみ許可している。

 ⑦バックアップ [ 十分に行っている ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない

 ⑧事故発生時手順の策定・
周知

[ 十分に行っている ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない

 ⑨過去３年以内に、評価実施
機関において、個人情報に関
する重大事故が発生したか

[ 発生なし ] ＜選択肢＞
1） 発生あり

 ⑩死者の個人番号 [ 保管している ] ＜選択肢＞
1） 保管している 2） 保管していない

2） 発生なし

 その内容 －

 再発防止策の内容 －

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク２：　特定個人情報が古い情報のまま保管され続けるリスク

 リスクに対する措置の内容 報告書、申告書等の情報は、原本として保存しておく必要があるため、特定個人情報の更新は無い。

 具体的な保管方法 生存者の個人番号と同様の方法にて安全管理措置を実施している。

 その他の措置の内容 －

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞

 リスク３：　特定個人情報が消去されずいつまでも存在するリスク

 消去手順 [ 定めている ] ＜選択肢＞
1） 定めている 2） 定めていない

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 特定個人情報の保管・消去におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

－

 手順の内容
賦課情報の保存期間は７年であるため、保存期間を過ぎた特定個人情報については、システム上から
消去する。

 その他の措置の内容 －

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
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3) 十分に行っていない
2) 十分に行っている1) 特に力を入れて行っている]十分に行っている[

 ２．従業者に対する教育・啓発

 ②監査

[ ]

＜選択肢＞

 ３．その他のリスク対策

＜中間サーバ･プラットフォームにおける措置＞
中間サーバ・プラットフォームを活用することにより、統一した設備環境による高レベルのセキュリティ管理（入退室管理等）、ITリテラ
シーの高い運用担当者によるセキュリティリスクの低減、及び技術力の高い運用担当者による均一的で安定したシステム運用・監視を
実現している。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
ガバメントクラウド上での業務データの取扱いについては、当該業務データを保有する前橋市及びその業務データの取扱いについて委
託を受けるASP又はガバメントクラウド運用管理補助者が責任を有する。
ガバメントクラウド上での業務アプリケーションの運用等に障害が発生する場合等の対応については、原則としてガバメントクラウドに起
因する事象の場合は、国はクラウド事業者と契約する立場から、その契約を履行させることで対応する。また、ガバメントクラウドに起因
しない事象の場合は、前橋市に業務アプリケーションサービスを提供するASP又はガバメントクラウド運用管理補助者が対応するものと
する。
具体的な取り扱いについて、疑義が生じる場合は、前橋市とデジタル庁及び関係者で協議を行う。

＜前橋市における措置＞
年１回、各部署において職員等によりチェックリストによる自己点検を実施し、運用状況を確認している。
＜中間サーバ・プラットフォームにおける措置＞
運用規則等に基づき、中間サーバ・プラットフォームの運用に携わる職員及び事業者に対し、定期的に
自己点検を実施している。
＜国税連携システム（eLTAX）における措置＞
「電気通信回線その他の電気通信設備に関する技術基準及び情報通信の技術の利用における安全性
及び信頼性を確保するために必要な事項に関する基準（平成25年総務省告示第206号）」の達成状況に
ついて、自己評価を実施している。

十分に行っている 従業者に対する教育・啓発

 具体的な方法

＜前橋市における措置＞
・職員に対して、情報セキュリティポリシーに基づく研修や、個人情報保護に関する研修を実施している。
　また、審査システム及び国税連携システムの担当者を、一般社団法人地方税電子化協議会が実施し
ているセキュリティ研修会に参加させている。
・委託業者に対しては、契約内容に個人情報取扱に関する規定を設けている。
＜中間サーバ･プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバ･プラットフォームの運用に携わる職員及び事業者に対し、セキュリティ研修等を実施するこ
ととしている。
・中間サーバ･プラットフォームの業務に就く場合は、運用規則等について研修を行うこととしている。

3) 十分に行っていない
1) 特に力を入れて行っている 2) 十分に行っている
＜選択肢＞

Ⅳ　その他のリスク対策 ※

 １．監査

 ①自己点検 十分に行っている[ ＜選択肢＞
1) 特に力を入れて行っている 2) 十分に行っている
3) 十分に行っていない

]

 具体的なチェック方法

 具体的な内容

＜前橋市における措置＞
内部監査実施にあたっては、年度計画を策定し、情報セキュリティ対策の監査を実施することとしてい
る。
＜中間サーバ・プラットフォームにおける措置＞
運用規則等に基づき、中間サーバ・プラットフォームについて、定期的に監査を行うこととしている。
＜審査システム（eLTAX）及び国税連携システム（eLTAX）における措置>
運営する認定委託事業者が、毎年度、情報セキュリティ監査（外部監査）を受けている。また、地方税
ポータルセンタ（eLTAX）については、運営する一般社団法人地方税電子化協議会が、毎年度、情報セ
キュリティ監査（外部監査）を受けている。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
ガバメントクラウドについては政府情報システムのセキュリティ制度（ISMAP）のリストに登録されたクラウ
ドサービスから調達することとしており、ISMAPにおいて、クラウドサービス事業者は定期的にISMAP監
査機関リストに登録された監査機関による監査を行うこととしている。
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（手数料額、納付方法：
個人情報の開示等に係る手数料は無料。ただし、写しの交付には一面１
０円（カラーコピーは５０円、外注を要するコピーは別料金）のコピー代と
ともに、郵送する場合は郵送料の実費が必要。

－

[

[

無料

行っていない

2) 無料1) 有料
＜選択肢＞

）

]

 ２．特定個人情報ファイルの取扱いに関する問合せ

 ④個人情報ファイル簿の公表

 個人情報ファイル名

 公表場所

 ⑥個人情報ファイル簿への不
記載等

－

1) 行っている 2) 行っていない
＜選択肢＞]

 ①連絡先
前橋市財務部収納課
前橋市大手町二丁目１２－１
０２７－８９８－５８５７

 ②対応方法 問い合わせの受付時に受付票を起票し、対応について記録する。

Ⅴ　開示請求、問合せ
 １．特定個人情報の開示・訂正・利用停止請求

 ①請求先
前橋市総務部行政管理課
前橋市大手町二丁目１２－１
０２７－８９８－６５３３

 ②請求方法
個人情報の保護に関する法律第７７条第１項に基づき、開示請求書に必要事項を記載し、上記①へ提
出。

市ホームページ上に、請求先、請求方法、請求書様式等を掲載している。 特記事項

－

－

 ③手数料等

 ⑤法令による特別の手続
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 ①実施日

 ②方法

 ④主な意見の内容

 ⑤評価書への反映

 ３．第三者点検

Ⅵ　評価実施手続

 ①方法

 ③期間を短縮する特段の理
由

 ２．国民・住民等からの意見の聴取

 ②実施日・期間

 １．基礎項目評価

 ①実施日

 ②しきい値判断結果

[ ]

 ４．特定個人情報保護委員会の承認　【行政機関等のみ】

 ①提出日

 ②特定個人情報保護委員会
による審査

 ③結果

4) 特定個人情報保護評価の実施が義務付けられない（任意に全項目評価を実施）
3) 基礎項目評価の実施が義務付けられる（任意に全項目評価を実施）
2) 基礎項目評価及び重点項目評価の実施が義務付けられる（任意に全項目評価を実施）
1) 基礎項目評価及び全項目評価の実施が義務付けられる
＜選択肢＞
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平成27年12月22日
システム１　③他のシステムと
の接続　その他

審査システム（eLTAX）、国税連携システム
（eLTAX）

審査システム（eLTAX）、国税連携システム
（eLTAX）、コンビニ交付システム

事前
事後で足りるものの任意に事
前に提出

（別添３）変更箇所
変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成27年12月22日 （別添１）事務の内容 なし
市民がコンビニで請求した時はコンビニ交付シ
ステムを経由　を追記

事前
事後で足りるものの任意に事
前に提出

平成27年12月22日 システム１８　の新規記載 なし コンビニ交付システム　を記載 事前
事後で足りるものの任意に事
前に提出

平成27年12月22日
委託事項１　⑦再委託の許諾
方法

なし
前橋市の規程を満たしていることを確認し、再
委託を認める。

事前
事後で足りるものの任意に事
前に提出

平成27年12月22日 委託事項１　⑦再委託の有無 再委託しない 再委託する 事前 重要な変更

平成27年12月22日

再委託先による特定個人情報
ファイルの適切な取扱いの確
保

再委託していない 十分に行っている 事前 重要な変更

平成27年12月22日 委託事項１　⑦再委託事項 なし 業務パッケージソフトウェア保守業務 事前
事後で足りるものの任意に事
前に提出

平成27年12月22日 具体的な方法 －

原則として再委託は行わないが、受託業務遂行
体制報告書により前橋市が承認した業者につ
いては、再委託を許諾するとともにセキュリティ
事項について委託と同様の措置を義務付けて
いる。

事前 重要な変更
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成29年7月14日

Ⅰ基本情報　１．特定個人情
報ファイルを取り扱う事務　別
添１

①納税義務者等、国税庁、年金保険者、他自治
体から申告書等を受け付け、確認を行う。
②必要に応じて納税義務者等や申告書等の内
容について、調査を行う。
③上記により決定した賦課内容等を納税義務
者等、年金保険者へ納税通知書又は税額通知
書等で通知する。
④納税義務者の納付状況の確認を金融機関等
からの領収済通知書で行う。
⑤過誤納付があった場合は、納税義務者へ還
付、充当通知を行う。
⑥納期限までに納付されない納税義務者へ督
促状を発送する。
⑦督促後、法定期間を過ぎても納付のない納税
義務者に対し、滞納処分を行う。
⑧納税義務者等からの申告等により、標識交
付証明書等を交付する。
⑨税に関する各種証明書の申請があった場合
は、申請に応じた証明書を交付する。
⑩扶養是正情報等を国税庁へ通知する。
⑪必要に応じて番号法等に基づき特定個人情
報の情報連携を行う。
⑫必要に応じて法令等に基づき個人情報の情
報連携を行う。

①納税義務者等、国税庁、年金保険者、他自治
体から申告書等を受け付け、確認を行う。
②必要に応じて納税義務者等や申告書等の内
容について、調査を行う。
③上記により決定した賦課内容等を納税義務
者等、年金保険者へ納税通知書又は税額通知
書等で通知する。
④納税義務者の納付状況の確認を金融機関等
からの領収済通知書で行う。
⑤過誤納付があった場合は、納税義務者へ還
付、充当通知を行う。
⑥納期限までに納付されない納税義務者へ督
促状を発送する。
⑦督促後、法定期間を過ぎても納付のない納税
義務者に対し、滞納処分を行う。
⑧納税義務者等からの申告等により、標識交
付証明書等を交付する。
⑨税に関する各種証明書の申請があった場合
は、申請に応じた証明書を交付する。
⑩扶養是正情報等を国税庁へ通知する。
⑪必要に応じて番号法等に基づき特定個人情
報の情報連携を行う。
⑫必要に応じて法令等に基づき個人情報の情
報連携を行う。
⑬住民登録外課税通知を他市区町村へ通知、
又は他市区町村から受付ける。

事後

国税連携システム（eLTAX)に
住民登録外課税通知の電子
的手続きを追加することによ
る特定個人情報の漏えいのリ
スクを軽減させる変更
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成29年7月14日

Ⅰ基本情報　２．特定個人情
報ファイルを取り扱う事務にお
いて使用するシステム
システム12-③他のシステムと
の接続

[○]その他（国保総合システム） [　]その他（　　　　　　　） 事後
業務運用再確認の結果、削除
とする。

平成29年7月14日

Ⅰ基本情報　２．特定個人情
報ファイルを取り扱う事務にお
いて使用するシステム
システム８-②システムの機能

・国税連携システム（eLTAX）は、国及び地方を
通じた税務事務の一層の効率化を図るため、一
般社団法人地方税電子化協議会が構築したシ
ステムであり、平成23年1月から運用が開始さ
れたシステムである。
・国税庁のe-Taxに申告された所得税申告書等
データ及び国税当局に書面で申告された所得
税申告書等データが地方税ポータルセンタ
（eLTAX）に受付され、総合行政ネットワーク
（LGWAN）を通じ国税連携システム（eLTAX）に
送付される。
・国税連携システム（eLTAX）には、
　国税庁から、地方税ポータルセンタ（eLTAX）
を通じて、所得税申告書等データ、法定調書
（配当・報酬資料せん、年金・給与資料せん）
データを受領する。また、地方税ポータルセンタ
（eLTAX）を通じて、扶養是正情報等データを国
税庁に送付する。
等の機能がある。

・国税連携システム（eLTAX）は、国及び地方を
通じた税務事務の一層の効率化を図るため、一
般社団法人地方税電子化協議会が構築したシ
ステムであり、平成23年1月から運用が開始さ
れたシステムである。
・国税庁のe-Taxに申告された所得税申告書等
データ及び国税当局に書面で申告された所得
税申告書等データが地方税ポータルセンタ
（eLTAX）に受付され、総合行政ネットワーク
（LGWAN）を通じ国税連携システム（eLTAX）に
送付される。
・国税連携システム（eLTAX）には、
　国税庁から、地方税ポータルセンタ（eLTAX）
を通じて、所得税申告書等データ、法定調書
（配当・報酬資料せん、年金・給与資料せん）
データを受領する。また、地方税ポータルセンタ
（eLTAX）を通じて、扶養是正情報等データを国
税庁に送付する。
　課税用の資料及び住民登録外課税通知等を
電子データとして他の市区町村へ送付する。
等の機能がある。

事後

国税連携システム（eLTAX)に
住民登録外課税通知の電子
的手続きを追加することによ
る特定個人情報の漏えいのリ
スクを軽減させる変更

平成29年7月14日
Ⅰ基本情報　５．個人番号の
利用　法令上の根拠

１．番号法
・第９条第１項（利用範囲）及び別表第一
　１６の項

１．番号法
　第９条第１項（利用範囲）及び別表第一　１６
の項
２．行政手続における特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律別表第一の主
務省令で定める事務を定める命令（平成26年内
閣府・総務省令第5号）
　第１６条

事後
法令項目の修正のため重要
な変更に該当しない
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成29年7月14日

Ⅰ基本情報　６．情報ネット
ワークシステムによる情報連
携　②法令上の根拠

番号法第１９条第７号（特定個人情報の提供の
制限）及び別表第二
（別表第二における情報提供の根拠）
　第三欄（情報提供者）が「市町村長」の項のう
ち、第四欄（特定個人情報）に「地方税関係情
報」が含まれる項（１、２、３、４、６、８、９、１１、１
６、１８、２３、２６、２７、２８、２９、３１、３４、３５、
３７、３９、４０、４２、４８、５４、５７、５８、５９、６
１、６２、６３、６４、６５、６６、６７、７０、７１、７４、
８０、８４、８７、９１、９２、９４、９７、１０１、１０２、
１０３、１０６、１０７、１０８、１１３、１１４、１１５、１
１６、１１７、１２０の項）
※地域における医療及び介護の総合的な確保
を推進するための関係法律の整備等に関する
法律（平成２６年法律第８３号）による番号法の
改正を反映させた項番号を記載しています。

（別表第二における情報照会の根拠）
　２７の項

（情報提供の根拠）
　番号法第１９条第７号、第１９条第９号（特定個
人情報の提供の制限）及び別表第二第三欄（情
報提供者）が「市町村長」の項のうち、第四欄
（特定個人情報）に「地方税関係情報」が含まれ
る項（１、２、３、４、６、８、９、１１、１６、１８、２３、
２６、２７、２８、２９、３１、３４、３５、３７、３８、３
９、４０、４２、４８、５４、５７、５８、５９、６１、６２、
６３、６４、６５、６６、６７、７０、７１、７４、８０、８
４、８５の２、８７、９１、９２、９４、９７、１０１、１０
２、１０３、１０６、１０７、１０８、１１３、１１４、１１
５、１１６、１２０の項）
　行政手続における特定の個人を識別するため
の番号の利用等に関する法律別表第二の主務
省令で定める事務及び情報を定める命令（平成
26年内閣府・総務省令第7号）　第１条、第２条、
第３条、第４条、第６条、第７条、第８条、第１０
条、第１２条、第１３条、第１６条、第１９条、第２
０条、第２１条、第２２条、第２２条の３、第２２条
の４、第２３条、第２４条、第２４条の２、第２４条
の３、第２５条、第２６条の３、第２８条、第３１
条、第３１条の２、第３１条の３、第３２条、第３３
条、第３４条、第３５条、第３６条、第３７条、第３
８条、第３９条、第４０条、第４３条、第４３条の
３、第４３条の４、第４４条、第４４条の２、第４５
条、第４７条、第４９条、第４９条の２、第５０条、
第５１条、第５３条、第５４条、第５５条、第５８
条、第５９条、第５９条の２、第５９条の３
※地域における医療及び介護の総合的な確保
を推進するための関係法律の整備等に関する
法律（平成２６年法律第８３号）による番号法の
改正を反映させた項番号を記載しています。

事後
法令項目の修正のため重要
な変更に該当しない

平成29年7月14日

Ⅰ基本情報　６．情報ネット
ワークシステムによる情報連
携　②法令上の根拠

上記と同様

（情報照会の根拠）
　番号法第１９条第７号（特定個人情報の提供
の制限）及び別表第二　２７の項
　行政手続における特定の個人を識別するため
の番号の利用等に関する法律別表第二の主務
省令で定める事務及び情報を定める命令（平成
26年内閣府・総務省令第7号）　第２０条

事後
法令項目の修正のため重要
な変更に該当しない
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成29年7月14日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　（１）個人市民税ファイル
２．基本情報　④記録される項
目　全ての記録項目

（１）個人市民税ファイル （１）個人市民税ファイル 事後
税制改正による修正のため重
要な変更に該当しない

平成29年7月14日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　（１）個人市民税ファイル
３．特定個人情報の入手・使
用　⑧使用方法

１．賦課決定に関する業務
　・申告等により収集された課税資料と個人を
紐付けし、個人毎に資料を集約する。
　・市民税・県民税申告書に個人番号を出力し、
発送する。
　・住登外課税対象者に個人市民税を課税する
場合に、住所地市町村に送付する住登外課税
通知書に個人番号を記載する。
　・普通徴収納税通知書及び特別徴収税額通
知書に個人番号を記載する。
　・生活保護対象者や障害者である場合は、非
課税の判定や控除額の変更を行う。

１．賦課決定に関する業務
　・申告等により収集された課税資料と個人を
紐付けし、個人毎に資料を集約する。
　　・住登外課税対象者に個人市民税を課税す
る場合に、住所地市町村に送付する住登外課
税通知書に個人番号を記載する。
　・普通徴収納税通知書及び特別徴収税額通
知書に個人番号を記載する。
　・生活保護対象者や障害者である場合は、非
課税の判定や控除額の変更を行う。

事後
特定個人情報の漏えいのリス
クを軽減させる変更

平成29年7月14日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　（１）個人市民税ファイル
３．特定個人情報の入手・使
用　③入手の時期・頻度

・個人市民税課税対象者等４情報　　　随時
・給与支払報告書、確定申告書、公的年金支払
報告書、住民税申告書の受付けごと（毎年１月
～４月頃にかけて複数回入手、その後は随時）
・特別徴収税額通知の処理結果通知　 ９月
・年金特別徴収対象者情報　　　　　　　 ５月
・特別徴収処理停止通知の処理結果通知　 年
１２回
・特別徴収結果通知
年６回
・調査事務が必要になった都度情報提供ネット
ワークシステムから入手

・個人市民税課税対象者等４情報　　　随時
・給与支払報告書、確定申告書、公的年金支払
報告書、住民税申告書の受付けごと（毎年１月
～４月頃にかけて複数回入手、その後は随時）
・特別徴収税額通知の処理結果通知　 ９月
・年金特別徴収対象者情報　　　　　　　 ５月
・住民登録外課税情報　　　　　　　　　　５月
・特別徴収停止通知の処理結果通知　年１２回
・特別徴収税額等変更通知の処理結果通知
年１２回
・特別徴収結果通知
年６回
・調査事務が必要になった都度情報提供ネット
ワークシステムから入手

事後
当初作成時の記載漏れにつ
いて追加するもの

平成29年7月14日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　（１）個人市民税ファイル
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供移転先の有無

提供を行っている（６０）件 提供を行っている（６２）件 事後
法令項目の修正のため重要
な変更に該当しない
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成29年7月14日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　（１）個人市民税ファイル
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供先１　①法令上の根拠～
②提供先における用途

別紙Ⅱ－５－１ 別紙Ⅱ－５－１ 事後
法令項目の修正のため重要
な変更に該当しない

平成29年7月14日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　（１）個人市民税ファイル
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供先５　①法令上の根拠～
⑦時期・頻度

なし

市区町村
①法令上の根拠　番号法第１９条第９号、地方
税法第２９４条第３項
②提供先における用途　住民登録外課税を把
握する。
③提供する情報　地方税法第２９４条第３項の
規定によって、前橋市が住民登録外課税をした
場合において、該当者の課税住所、氏名等
④提供する情報の対象となる本人の数　１万人
未満
⑤提供する情報の対象となる本人の範囲　地
方税法第２９４条第３項の規定によって、前橋市
が所得を計算して個人市民税を課した住民登
録外課税者
⑥提供方法　紙
⑦時期・頻度　５月ほか随時

事後
法令に基づく様式変更による
修正のため重要な変更に該
当しない

平成29年7月14日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　（１）個人市民税ファイル
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供先３　①法令上の根拠

番号法第１９条第８号、地方税法第３１７条 番号法第１９条第９号、地方税法第３１７条 事後
法令項目の修正のため重要
な変更に該当しない

平成29年7月14日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　（１）個人市民税ファイル
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
移転先１　①法令上の根拠～
②提供先における用途

別紙Ⅱ－５－３ 別紙Ⅱ－５－３ 事後
法令項目の修正のため重要
な変更に該当しない
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成29年7月14日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　（７）電子申告ファイル
２．基本情報　④記録される項
目　全ての記録項目

別添２
（７）電子申告ファイル
①給与支払報告書
②公的年金等支払報告書
④事業所税申告書
④－１事業所税申告書　別表１
④－２事業所税申告書　別表２
④－３事業所税申告書　別表３
④－４事業所税申告書　別表４
⑨事業所用家屋貸付等申告書（申告者情報）
⑩事業所用家屋貸付等申告書（事業所家屋明
細書）
⑫事業所等新設・廃止申告書

別添２
（７）電子申告ファイル
①給与支払報告書
②公的年金等支払報告書
④事業所税申告書
④－１事業所税申告書　別表１
④－２事業所税申告書　別表２
④－３事業所税申告書　別表３
④－４事業所税申告書　別表４
⑨事業所用家屋貸付等申告書（申告者情報）
⑩事業所用家屋貸付等申告書（事業所家屋明
細書）
⑫事業所等新設・廃止申告書

事後
法令に基づく様式変更による
修正のため重要な変更に該
当しない

平成29年7月14日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　（７）電子申告ファイル
３．特定個人情報の入手・使
用　③入手の時期・頻度

・給与支払報告書　　　毎年１月～４月頃にかけ
て複数回入手
・公的年金支払報告書　　　　毎年１月～４月頃
にかけて複数回入手
・償却資産情報　　　　　申告により1月末までに
入手（1月1日時点の状況）
・償却資産申告情報　　随時
・事業所税申告情報　　３月（個人の場合）
・年金特別徴収対象者情報　 ５月に入手
・年金特別徴収税額通知処理結果通知　９月に
入手
・特別徴収関係書類（異動届等）　随時
※なお、上記の提出時期にかかわらず提出が
あれば一年を通じて受領している。

・給与支払報告書　　　毎年１月～４月頃にかけ
て複数回入手
・公的年金支払報告書　　　　毎年１月～４月頃
にかけて複数回入手
・償却資産情報　　　　　申告により1月末までに
入手（1月1日時点の状況）
・償却資産申告情報　　随時
・事業所税申告情報　　３月（個人の場合）
・年金特別徴収対象者情報　 ５月に入手
・年金特別徴収税額通知処理結果通知　９月に
入手
・年金特別徴収停止通知処理結果通知　年１２
回入手
・年金特別徴収税額等変更通知処理結果通知
年１２回入手
・年金特別徴収処理結果通知　年６回入手
・特別徴収関係書類（異動届等）　随時
※なお、上記の提出時期にかかわらず提出が
あれば一年を通じて受領している。

事後
当初作成時の記載漏れにつ
いて追加するもの
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成29年7月14日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　（７）電子申告ファイル
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものは除く。）
③提供する情報

地方税法第３２１条の７の５第１項及び第３２１
条の７の８第３項に基づき、当該年金所得に係
る特別徴収税額を特別徴収の方法によって徴
収する旨、当該特別徴収対象年金所得者に係
る支払回数割特別徴収税額、当該特別徴収対
象年金所得者の氏名及び住所、当該特別徴収
対象年金所得者に係る特別徴収対象年金給付
の種類並びに当該年金保険者の名称、当該特
別徴収対象年金所得者の性別及び生年月日並
びに当該特別徴収対象年金所得者に係る特別
徴収対象年金給付の額

地方税法第３２１条の７の５第１項及び第３２１
条の７の８第３項に基づき、当該年金所得に係
る特別徴収税額を特別徴収の方法によって徴
収する旨、当該年金所得に係る仮特別徴収税
額を特別徴収の方法によって徴収する旨、当該
特別徴収対象年金所得者に係る年金所得に係
る特別徴収税額及び支払回数割特別徴収税
額、当該特別徴収対象年金所得者に係る年金
所得に係る仮特別徴収税額及び支払回数割仮
特別徴収税額、当該特別徴収対象年金所得者
の氏名、住所、性別及び生年月日、当該特別徴
収対象年金所得者に係る当該特別徴収対象年
金給付の種類及び年額並びに当該特別徴収対
象年金給付の支払を行う年金保険者の名称、
特別徴収対象年金所得者が特別徴収対象年金
所得者に該当しないこととなった旨、仮特別徴
収税額通知に係る支払回数割仮特別徴収税額
を特別徴収の方法によって徴収しない旨

事後
当初作成時の記載漏れにつ
いて追加するもの

平成29年7月14日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　（８）国税連携ファイル
２．基本情報　④記録される項
目　全ての記録項目

別添２
（８）国税連携ファイル
①確定申告書
②法定調書
（②－１）301（利子等の支払調書）
（②－２）302（配当、剰余金の分配及び基金利
息の支払調書）
（②－３）309（報酬、料金、契約金及び賞金の
支払調書）
（②－４）359（配当、剰余金の分配及び基金利
息の支払調書）
（②－５）315（給与所得の源泉徴収票）
（②－６）331（公的年金等の源泉徴収票）
Ver014-01

別添２
（８）国税連携ファイル
①確定申告書　KOA010　Ver14.0
②法定調書
（②－１）374（利子等の支払調書）Ver017-01
（②－２）302（配当、剰余金の分配及び基金利
息の支払調書）
（②－３）309（報酬、料金、契約金及び賞金の
支払調書）Ver017-01
（②－４）359（配当、剰余金の分配及び基金利
息の支払調書）Ver017-01
（②－５）375（給与所得の源泉徴収票）Ver017-
01
（②－６）377（公的年金等の源泉徴収票）
Ver017-01
③扶養是正情報等Ver017-01
④住民登録外課税通知Ver017-01

事後
法令に基づく様式変更による
修正のため重要な変更に該
当しない

平成29年7月14日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　（７）電子申告ファイル
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものは除く。）
⑦時期・頻度

・年金特徴停止通知　年１２回
・特別徴収税額通知　年１回（７月）

・年金特徴停止通知　年１２回
・年金特徴税額等変更通知　年１２回
・特別徴収税額通知　年１回（７月）

事後
当初作成時の記載漏れにつ
いて追加するもの
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成29年7月14日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　（８）国税連携ファイル
３．特定個人情報の入手・使
用　⑤本人への明示

個人市民税の賦課に必要な情報については、
地方税法第３１７条の２及び第３１７条の６の条
文、番号法の別表第二の第２７号に規定されて
いる。

個人市民税の賦課に必要な情報については、
地方税法第２９４条、第３１７条の２及び第３１７
条の６の条文、番号法の別表第二の第２７号に
規定されている。

事後

国税連携システム（eLTAX)に
住民登録外課税通知の電子
的手続きを追加することによ
る特定個人情報の漏えいのリ
スクを軽減させる変更

平成29年7月14日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　（８）国税連携ファイル
３．特定個人情報の入手・使
用　③入手の時期・頻度

・確定申告受付時期　２月頃から４月中旬まで
は週に１回程度データ取込
・その他更正申告等５月から翌年１月までは、
月に１回程度取込

・確定申告受付時期　２月頃から４月中旬まで
は週に１回程度データ取込
・その他更正申告等５月から翌年１月までは、
月に１回程度取込
・住民登録外課税情報　５月から随時

事後

国税連携システム（eLTAX)に
住民登録外課税通知の電子
的手続きを追加することによ
る特定個人情報の漏えいのリ
スクを軽減させる変更

平成29年7月14日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　（８）国税連携ファイル
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供先１　①法令上の根拠

番号法第１９条第８号、地方税法第３１７条 番号法第１９条第９号、地方税法第３１７条 事後
法令項目の修正のため重要
な変更に該当しない

平成29年7月14日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　（８）国税連携ファイル
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供移転先の有無

提供を行っている（１）件 提供を行っている（２）件 事後

国税連携システム（eLTAX)に
住民登録外課税通知の電子
的手続きを追加することによ
る特定個人情報の漏えいのリ
スクを軽減させる変更

平成29年7月14日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　（８）国税連携ファイル
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供先２　①法令上の根拠～
⑦時期・頻度

なし

市区町村
①法令上の根拠　番号法第１９条第９号、地方
税法第２９４条第３項
②提供先における用途　住民登録外課税を把
握する。
③提供する情報　地方税法第２９４条第３項の
規定によって、前橋市が住民登録外課税をした
場合において、該当者の課税住所、氏名等
④提供する情報の対象となる本人の数　１万人
未満
⑤提供する情報の対象となる本人の範囲　地
方税法第２９４条第３項の規定によって、前橋市
が所得を計算して個人市民税を課した住民登
録外課税者
⑥提供方法　その他（地方税ポータルセンタ
（eLTAX））
⑦時期・頻度　５月ほか随時

事後

国税連携システム（eLTAX)に
住民登録外課税通知の電子
的手続きを追加することによ
る特定個人情報の漏えいのリ
スクを軽減させる変更
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成29年7月14日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク
（８）国税連携ファイル　２．特
定個人情報の入手（情報ネッ
トワークシステムを通じた入手
を除く。）　リスク１：目的外の
入手が行われるリスク　対象
者以外の情報の入手を防止
するための措置の内容

国税庁から所得税申告書等データを入手する
際には、国税庁が前橋市を送信先と設定した対
象者以外の情報が入手できないようシステムで
制御している。

国税庁から所得税申告書等データ、市区町村
から住民登録外課税通知を入手する際には、
国税庁及び市区町村が前橋市を送信先と設定
した対象者以外の情報が入手できないようシス
テムで制御している。

事後

国税連携システム（eLTAX)に
住民登録外課税通知の電子
的手続きを追加することによ
る特定個人情報の漏えいのリ
スクを軽減させる変更

平成29年7月14日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク
（８）国税連携ファイル　２．特
定個人情報の入手（情報ネッ
トワークシステムを通じた入手
を除く。）　リスク３：入手した特
定個人情報が不正確であるリ
スク　特定個人情報の正確性
確保の措置の内容

正確性の確保については、特定個人情報の入
手元である国税庁に委ねられる。

正確性の確保については、特定個人情報の入
手元である国税庁及び市区町村に委ねられる。

事後

国税連携システム（eLTAX)に
住民登録外課税通知の電子
的手続きを追加することによ
る特定個人情報の漏えいのリ
スクを軽減させる変更

平成29年7月14日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク
（８）国税連携ファイル　２．特
定個人情報の入手（情報ネッ
トワークシステムを通じた入手
を除く。）　リスク２：不適切な
方法で入手が行われるリスク
リスクに対する措置の内容

特定個人情報の入手元である国税庁は、使用
目的が法令に基づくものであることを理解した
上で提供を行うこととなる。

特定個人情報の入手元である国税庁及び市区
町村は、使用目的が法令に基づくものであるこ
とを理解した上で提供を行うこととなる。

事後

国税連携システム（eLTAX)に
住民登録外課税通知の電子
的手続きを追加することによ
る特定個人情報の漏えいのリ
スクを軽減させる変更

平成29年7月14日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク
（８）国税連携ファイル　２．特
定個人情報の入手（情報ネッ
トワークシステムを通じた入手
を除く。）　リスク４：入手の際
に特定個人情報が漏えい・紛
失するリスク　リスクに対する
措置の内容

国税庁から地方税ポータルセンタ（eLTAX）まで
は、専用回線を利用するとともに、暗号化通信
を行っている。また、地方税ポータルセンタ
（eLTAX）から国税連携システム（eLTAX）まで
は、閉域網であるＬＧＷＡＮを利用するとともに、
暗号化通信を行っている。

国税庁から地方税ポータルセンタ（eLTAX）まで
は、専用回線を利用するとともに、暗号化通信
を行っている。市区町村から地方税ポータルセ
ンタ（eLTAX）までは、閉域網であるＬＧＷＡＮを
利用するとともに、暗号化通信を行っている。ま
た、地方税ポータルセンタ（eLTAX）から国税連
携システム（eLTAX）までは、閉域網であるＬＧ
ＷＡＮを利用するとともに、暗号化通信を行って
いる。

事後

国税連携システム（eLTAX)に
住民登録外課税通知の電子
的手続きを追加することによ
る特定個人情報の漏えいのリ
スクを軽減させる変更
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成29年7月14日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク
（８）国税連携ファイル　５．特
定個人情報の提供・移転（委
託や情報ネットワークシステム
を通じた提供を除く。）　リスク
１：不正な提供・移転が行われ
るリスク　特定個人情報の提
供・移転の記録　具体的な方
法

国税連携システム(eLTAX)を利用して国税庁へ
提供する特定個人情報については、送信処理
の際に、データ登録を行った職員名や送信日
時、送信先団体名等が、国税連携システム
(eLTAX)に記録される。

国税連携システム(eLTAX)を利用して国税庁及
び市区町村へ提供する特定個人情報について
は、送信処理の際に、データ登録を行った職員
名や送信日時、送信先団体名等が、国税連携
システム(eLTAX)に記録される。

事後

住民登録外課税通知につい
て、国税連携システム
（eLTAX)において電子的手続
きを追加することによる個人
のプライバシー等の権利利益
に対するリスクを軽減させる変
更

平成29年7月14日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク
（８）国税連携ファイル　５．特
定個人情報の提供・移転（委
託や情報ネットワークシステム
を通じた提供を除く。）　リスク
３：誤った情報を提供・移転し
てしまうリスク、誤った相手に
提供・移転してしまうリスク　リ
スクに対する措置の内容

・国税連携システム(eLTAX)では、特定個人情
報の提供は、番号法施行規則第２０条第２号の
規定に基づき、安全性及び信頼性を確保するた
めに必要な基準として、内閣総理大臣が定める
基準に従って行っている。
・前橋市と国税庁との間の情報連携について
は、提供先として国税庁以外を設定することは
できない仕様になっている。前橋市から地方税
ポータルセンタ(eLTAX)までは閉域網である
LGWANが利用され、暗号化通信がされている。
地方税ポータルセンタ(eLTAX)から国税庁まで
は、専用回線が利用され、暗号化通信がされて
おり、決められた情報のみを提供するようにシ
ステム的に担保している。

・国税連携システム(eLTAX)では、特定個人情
報の提供は、番号法施行規則第２０条第２号の
規定に基づき、安全性及び信頼性を確保するた
めに必要な基準として、内閣総理大臣が定める
基準に従って行っている。
・前橋市と国税庁及び市区町村との間の情報連
携については、提供先として国税庁及び市区町
村以外を設定することはできない仕様になって
いる。前橋市から地方税ポータルセンタ(eLTAX)
までは閉域網であるLGWANが利用され、暗号
化通信がされている。地方税ポータルセンタ
(eLTAX)から国税庁までは、専用回線が利用さ
れ、暗号化通信がされており、地方税ポータル
センタ(eLTAX)から市区町村までは、閉域網で
あるLGWANが利用され、暗号化通信がされて
おり、決められた情報のみを提供するようにシ
ステム的に担保している。

事後

住民登録外課税通知につい
て、国税連携システム
（eLTAX)において電子的手続
きを追加することによる個人
のプライバシー等の権利利益
に対するリスクを軽減させる変
更

平成29年7月14日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク
（８）国税連携ファイル　５．特
定個人情報の提供・移転（委
託や情報ネットワークシステム
を通じた提供を除く。）　リスク
２：不適切な方法で提供・移転
が行われるリスク　リスクに対
する措置の内容

・国税連携システム(eLTAX)において特定個人
情報の提供処理を行う場合、利用者ID及び暗
証番号により利用できる職員しか提供すること
ができず、提供方法はシステムの機能で決めら
れている。提供先として国税庁以外を設定する
ことはできない仕様になっている。また、地方税
ポータルセンタ(eLTAX)と市区町村間は閉域網
であるLGWAN、地方税ポータルセンタ(eLTAX)
と国税庁間は専用線を用いており、データも暗
号化しているため情報漏えいや紛失のリスクが
軽減されている。

・国税連携システム(eLTAX)において特定個人
情報の提供処理を行う場合、利用者ID及び暗
証番号により利用できる職員しか提供すること
ができず、提供方法はシステムの機能で決めら
れている。提供先として国税庁及び市区町村以
外を設定することはできない仕様になっている。
また、地方税ポータルセンタ(eLTAX)と市区町村
間は閉域網であるLGWAN、地方税ポータルセ
ンタ(eLTAX)と国税庁間は専用線を用いており、
データも暗号化しているため情報漏えいや紛失
のリスクが軽減されている。
・国税連携システム(eLTAX)では、特定個人情
報の提供は、番号法施行規則第２０条第２号の
規定に基づき、安全性及び信頼性を確保するた
めに必要な基準として、内閣総理大臣が定める
基準に従って行っている。

事後

住民登録外課税通知につい
て、国税連携システム
（eLTAX)において電子的手続
きを追加することによる個人
のプライバシー等の権利利益
に対するリスクを軽減させる変
更
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成30年6月1日

Ⅰ基本情報　６．情報ネット
ワークシステムによる情報連
携　②法令上の根拠

（情報提供の根拠）
　番号法第１９条第７号、第１９条第９号（特定個
人情報の提供の制限）及び別表第二第三欄（情
報提供者）が「市町村長」の項のうち、第四欄
（特定個人情報）に「地方税関係情報」が含まれ
る項（１、２、３、４、６、８、９、１１、１６、１８、２３、
２６、２７、２８、２９、３１、３４、３５、３７、３８、３
９、４０、４２、４８、５４、５７、５８、５９、６１、６２、
６３、６４、６５、６６、６７、７０、７１、７４、８０、８
４、８５の２、８７、９１、９２、９４、９７、１０１、１０
２、１０３、１０６、１０７、１０８、１１３、１１４、１１
５、１１６、１２０の項）
　
※地域における医療及び介護の総合的な確保
を推進するための関係法律の整備等に関する
法律（平成２６年法律第８３号）による番号法の
改正を反映させた項番号を記載しています。

（情報提供の根拠）
　番号法第１９条第７号、第１９条第８号（特定個
人情報の提供の制限）及び別表第二第三欄（情
報提供者）が「市町村長」の項のうち、第四欄
（特定個人情報）に「地方税関係情報」が含まれ
る項（１、２、３、４、６、８、９、１１、１６、１８、２３、
２６、２７、２８、２９、３１、３４、３５、３７、３８、３
９、４０、４２、４８、５４、５７、５８、５９、６１、６２、
６３、６４、６５、６６、６７、７０、７１、７４、８０、８
４、８５の２、８７、９１、９２、９４、９７、１０１、１０
２、１０３、１０６、１０７、１０８、１１３、１１４、１１
５、１１６、１１７、１２０の項）
　
※年金生活者支援給付金の支給に関する法律
（平成２４年法律第１０２号）による番号法の改
正を反映させた項番号を記載しています。

事後
法令項目の修正のため重要
な変更に該当しない

平成30年6月1日

Ⅰ基本情報　２．特定個人情
報ファイルを取り扱う事務にお
いて使用するシステム　システ
ム４　③他のシステムとの接
続

[○]その他（審査システム（eLTAX）） [　]その他（　　） 事後
接続の有無の修正のため重
要な変更に該当しない

平成30年6月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　（１）個人市民税ファイル
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供・移転の有無

[○]提供を行っている（６２）件 [○]提供を行っている（６４）件 事後

法令に基づく提供事務追加及
び当初作成時の記載漏れに
により修正するため重要な変
更に該当しない

平成30年6月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　（１）個人市民税ファイル
３．特定個人情報の入手・使
用　③入手の時期・頻度

・給与支払報告書、確定申告書、公的年金支払
報告書、住民税申告書の受付けごと（毎年１月
～４月頃にかけて複数回入手、その後は随時）

・給与支払報告書、確定申告書、公的年金支払
報告書、寄付金税額控除に係る申告特例通知
書、住民税申告書の受付けごと（毎年１月～４
月頃にかけて複数回入手、その後は随時）

事後
当初作成時の記載漏れにつ
いて追加するため重要な変更
に該当しない

平成30年6月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　（１）個人市民税ファイル
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供・移転の有無

[○]移転を行っている（２８）件 [○]移転を行っている（２９）件 事後

別紙Ⅱ－５－３において、当
初作成時の記載漏れによる追
加並びに誤記載による削除に
よるため重要な変更に該当し
ない
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成30年6月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　（１）個人市民税ファイル
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供先１

番号法第１９条第７号別表第二に定める情報照
会者（別紙Ⅱ-５-１参照）

番号法第１９条第７号別表第二に定める情報照
会者（別紙Ⅱ-５-１参照）、番号法第１９条第８
号に定める条例事務関係情報照会者

事後
法令に基づく修正のため重要
な変更に該当しない

平成30年6月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　（１）個人市民税ファイル
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供先１　②提供先における
用途

番号法第１９条第７号別表第二の第２欄に掲げ
る事務（別紙Ⅱ-５-１参照）

番号法第１９条第７号別表第二の第２欄に掲げ
る事務（別紙Ⅱ-５-１参照）、別表第二の第２欄
に掲げる事務に準ずる個人情報保護委員会規
則で定める事務

事後
法令に基づく修正のため重要
な変更に該当しない

平成30年6月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　（１）個人市民税ファイル
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供先１　①法令上の根拠

番号法第１９条第７号別表第二（別紙Ⅱ-５-１参
照）

番号法第１９条第７号別表第二（別紙Ⅱ-５-１参
照）、番号法第１９条第８号

事後
法令に基づく修正のため重要
な変更に該当しない

平成30年6月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　（１）個人市民税ファイル
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供先４　①法令上の根拠～
②提供先における用途

別紙Ⅱ－５－２ 別紙Ⅱ－５－２
別表第一の事務の番号２７追加

事後
当初作成時の記載漏れにつ
いて追加するため重要な変更
に該当しない

平成30年6月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　（１）個人市民税ファイル
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供先１　①法令上の根拠～
②提供先における用途

別紙Ⅱ－５－１ 別紙Ⅱ－５－１
項番１１７追加

事後
法令に基づく提供事務追加の
ため重要な変更に該当しない

平成30年6月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　（１）個人市民税ファイル
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
移転先１　①法令上の根拠～
②提供先における用途

別紙Ⅱ－５－３ 別紙Ⅱ－５－３
事後

法令及び市組織変更に基づく
修正、当初作成時の記載漏れ
並びに誤記載により修正する
ため重要な変更に該当しない
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成30年6月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　（７）電子申告ファイル
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供先１

・厚生労働大臣（日本年金機構）
・厚生労働大臣（日本年金機構）を経由して国
家公務員共済組合連合会、日本私立学校振
興・共済事業団
・地方公務員共済組合連合会を経由して地方
職員共済組合、地方職員共済組合団体共済
部、東京都職員共済組合、札幌市職員共済組
合、川崎市職員共済組合、横浜市職員共済組
合、名古屋市職員共済組合、京都市職員共済
組合、大阪市職員共済組合、神戸市職員共済
組合、広島市職員共済組合、北九州市職員共
済組合、福岡市職員共済組合、公立学校共済
組合、警察共済組合、全国市町村職員共済組
合連合会

・厚生労働大臣（日本年金機構）
・厚生労働大臣（日本年金機構）を経由して国
家公務員共済組合連合会、日本私立学校振
興・共済事業団
・地方公務員共済組合連合会を経由して地方
職員共済組合、地方職員共済組合団体共済
部、東京都職員共済組合、公立学校共済組合、
警察共済組合、全国市町村職員共済組合連合
会

事後

指定都市共済組合（１０組合）
は、全国市町村職員共済組合
連合会に含まれていることか
ら、重複記載となっているた
め、指定都市共済組合（１０組
合）を削除とする。

平成30年6月1日

Ⅰ－２．特定個人情報ファイル
を取り扱う事務において使用
するシステム
システム2③他のシステムとの
接続

[○]　その他（資産税ＧＩＳ、家屋評価システム、
審査システム(eLTAX)）

[○]　その他（資産税ＧＩＳ、家屋評価システム) 事後

記載のみされていたが、実際
には審査システムに接続でき
ないため、記載内容変更。そ
のため、重要な変更に該当し
ない

平成30年6月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　（８）国税連携ファイル
２．基本情報　④記録される項
目　全ての記録項目

別添２
（８）国税連携ファイル
①確定申告書　KOA010　Ver14.0
医療費控除

別添２
（８）国税連携ファイル
①確定申告書　KOA010　Ver15.0
医療費控除区分、医療費控除控除額

事後
法令に基づく様式変更による
修正のため重要な変更に該
当しない
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和1年5月30日
Ⅰ基本情報　システム7　②シ
ステムの機能

・審査システム（eLTAX）は、税務事務の効率化
を図るため、税務システムと連携している。
　審査システム（eLTAX）から税務システムへの
連携：申告データ、利用届出データ、申請・届出
データ等
　税務システムから審査システム（eLTAX）への
連携：特別徴収税額通知データ等

・審査システム（eLTAX）は、税務事務の効率化
を図るため、税務システムと連携している。
　審査システム（eLTAX）から税務システムへの
連携：申告データ、利用届出データ、申請・届出
データ、寄附金税額控除に係る申告特例通知
データ等
　税務システムから審査システム（eLTAX）への
連携：特別徴収税額通知データ等

事前
法令に基づく様式変更による
修正のため重要な変更に該
当しない

令和1年5月30日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　（８）国税連携ファイル
２．基本情報　④記録される項
目　全ての記録項目

（８）国税連携ファイル
①確定申告書　KOA010　Ver14.0
一般社団法人地方税電子化協議会「XML構造
設計書」及び「国税連携システムに係る仕様書」
を基に作成
平成  年分の所得税及び復興特別所得税の確
定申告書A(第一表・第二表)、申告書第一表、
申告書見出し部（第一表）、年分、税務署名、提
出年月日、納税者等部、住所（又は居所）、納
税地区分、郵便番号、住所、１月１日の住所、
年、住所、個人番号、フリガナ、氏名、性別、世
帯主の氏名、世帯主との続柄、生年月日、電話
番号、申告内容（第一表）、収入金額等、給与、
雑、公的年金等、その他、配当、一時、所得金
額、給与区分、給与金額、雑（特例表示）、雑、
配当、一時、合計、所得から差し引かれる金
額、社会保険料控除、小規模企業共済等掛金
控除、生命保険料控除、地震保険料控除、寡
婦・寡夫控除、勤労学生・障害者控除、配偶者
（特別）控除区分、配偶者（特別）控除控除額、
扶養控除、基礎控除、（６）から（１５）までの計、
雑損控除、医療費控除、寄附金控除、合計、税
金の計算、課税される所得金額、上の（２１）に
対する税額、配当控除、（特定増改築等）住宅
借入金等特別控除区分、（特定増改築等）住宅
借入金等特別控除控除額、政党等寄附金等特
別控除、住宅耐震改修特別控除・住宅特定改
修・認定住宅新築等特別税額控除区分、住宅
耐震改修特別控除区分、住宅特定改修特別税
額控除区分、認定住宅新築等特別税額控除区
分、区分、住宅耐震改修特別控除・住宅特定改
修・認定住宅新築等特別税額控除控除額、差
引所得税額、外国税額控除区分、災害減免額、
再差引所得税額、復興特別所得税額、所得税
等の額、外国税額控控除額、源泉徴収税額、申
告納税額、納める税金、還付される税金、その
他、配偶者の合計所得金額、雑所得・一時所得

（８）国税連携ファイル
①確定申告書　KOA010　Ver15.0
一般社団法人地方税電子化協議会「XML構造
設計書」及び「国税連携システムに係る仕様書」
を基に作成
平成  年分の所得税及び復興特別所得税の確
定申告書A(第一表・第二表)、申告書第一表、
申告書見出し部（第一表）、年分、税務署名、提
出年月日、納税者等部、住所（又は居所）、納
税地区分、郵便番号、住所、１月１日の住所、
年、住所、個人番号、フリガナ、氏名、性別、世
帯主の氏名、世帯主との続柄、生年月日、電話
番号、申告内容（第一表）、収入金額等、給与、
雑、公的年金等、その他、配当、一時、所得金
額、給与区分、給与金額、雑（特例表示）、雑、
配当、一時、合計、所得から差し引かれる金
額、社会保険料控除、小規模企業共済等掛金
控除、生命保険料控除、地震保険料控除、寡
婦・寡夫控除、勤労学生・障害者控除、配偶者
（特別）控除区分、配偶者（特別）控除控除額、
扶養控除、基礎控除、（６）から（１５）までの計、
雑損控除、医療費控除区分、医療費控除控除
額、寄附金控除、合計、税金の計算、課税され
る所得金額、上の（２１）に対する税額、配当控
除、（特定増改築等）住宅借入金等特別控除区
分、（特定増改築等）住宅借入金等特別控除控
除額、政党等寄附金等特別控除、住宅耐震改
修特別控除・住宅特定改修・認定住宅新築等
特別税額控除区分、住宅耐震改修特別控除区
分、住宅特定改修特別税額控除区分、認定住
宅新築等特別税額控除区分、区分、住宅耐震
改修特別控除・住宅特定改修・認定住宅新築
等特別税額控除控除額、差引所得税額、外国
税額控除区分、災害減免額、再差引所得税額、
復興特別所得税額、所得税等の額、外国税額
控控除額、源泉徴収税額、申告納税額、納める
税金、還付される税金、その他、配偶者の合計

事後
法令に基づく様式変更による
修正のため重要な変更に該
当しない
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和1年5月30日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　（１）個人市民税ファイル
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供先１　①法令上の根拠～
②提供先における用途

別紙Ⅱ－５－１ 別紙Ⅱ－５－１ 事後
法令項目の修正のため重要
な変更に該当しない

令和1年5月30日

Ⅰ基本情報　６．情報ネット
ワークシステムによる情報連
携　②法令上の根拠

（情報提供の根拠）
　番号法第１９条第７号、第１９条第９号（特定個
人情報の提供の制限）及び別表第二第三欄（情
報提供者）が「市町村長」の項のうち、第四欄
（特定個人情報）に「地方税関係情報」が含まれ
る項（１、２、３、４、６、８、９、１１、１６、１８、２３、
２６、２７、２８、２９、３１、３４、３５、３７、３８、３
９、４０、４２、４８、５４、５７、５８、５９、６１、６２、
６３、６４、６５、６６、６７、７０、７１、７４、８０、８
４、８５の２、８７、９１、９２、９４、９７、１０１、１０
２、１０３、１０６、１０７、１０８、１１３、１１４、１１
５、１１６、１１７、１２０の項）
　行政手続における特定の個人を識別するため
の番号の利用等に関する法律別表第二の主務
省令で定める事務及び情報を定める命令（平成
26年内閣府・総務省令第7号）　第１条、第２条、
第３条、第４条、第６条、第７条、第８条、第１０
条、第１２条、第１３条、第１６条、第１９条、第２
０条、第２１条、第２２条、第２２条の３、第２２条
の４、第２３条、第２４条、第２４条の２、第２４条
の３、第２５条、第２６条の３、第２８条、第３１
条、第３１条の２、第３１条の３、第３２条、第３３
条、第３４条、第３５条、第３６条、第３７条、第３
８条、第３９条、第４０条、第４３条、第４３条の
３、第４３条の４、第４４条、第４４条の２、第４５
条、第４７条、第４９条、第４９条の２、第５０条、
第５１条、第５３条、第５４条、第５５条、第５８
条、第５９条、第５９条の２、第５９条の３

（情報提供の根拠）
　番号法第１９条第７号、第１９条第９号（特定個
人情報の提供の制限）及び別表第二第三欄（情
報提供者）が「市町村長」の項のうち、第四欄
（特定個人情報）に「地方税関係情報」が含まれ
る項（１、２、３、４、６、８、９、１１、１６、１８、２０、
２３、２６、２７、２８、２９、３１、３４、３５、３７、３
８、３９、４０、４２、４８、５３、５４、５７、５８、５９、
６１、６２、６３、６４、６５、６６、６７、７０、７１、７
４、８０、８４、８５の２、８７、９１、９２、９４、９７、１
０１、１０２、１０３、１０６、１０７、１０８、１１３、１１
４、１１５、１１６、１１７、１２０の項）
　行政手続における特定の個人を識別するため
の番号の利用等に関する法律別表第二の主務
省令で定める事務及び情報を定める命令（平成
26年内閣府・総務省令第7号）　第１条、第２条、
第３条、第４条、第６条、第７条、第８条、第１０
条、第１２条、第１３条、第１４条、第１６条、第１
９条、第２０条、第２１条、第２２条、第２２条の
３、第２２条の４、第２３条、第２４条、第２４条の
２、第２４条の３、第２５条、第２６条の３、第２７
条、第２８条、第３１条、第３１条の２、第３１条の
３、第３２条、第３３条、第３４条、第３５条、第３６
条、第３７条、第３８条、第３９条、第４０条、第４
３条、第４３条の３、第４３条の４、第４４条、第４
４条の２、第４５条、第４７条、第４９条、第４９条
の２、第５０条、第５１条、第５３条、第５４条、第
５５条、第５８条、第５９条、第５９条の２、第５９
条の３

事後
法令項目の修正のため重要
な変更に該当しない

令和1年5月30日 （別添１）事務の内容 なし

納税義務者、地方税ポータルセンタ（eLTAX）か
らの給与支払報告書、公的年金支払報告書、
確定申告書などの課税資料のイメージを登録、
管理する。　を追記

事前
事後で足りるものの任意に事
前に提出

令和1年5月30日

 ２．特定個人情報ファイルを
取り扱う事務において使用す
るシステム

なし
システム１９　課税資料イメージ管理システムを
記載

事前
事後で足りるものの任意に事
前に提出
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和2年1月22日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　４．特定個人情報ファイル
の取扱いの委託　委託事項3
④委託先の特定個人情報ファ
イルの提供方法

その他（個人市民税システム、固定資産税シス
テム、軽自動車税システム、国民健康保険税シ
ステム、収納・滞納管理システム）

zichinowa（LGWAN回線） 事後
委託先の特定個人情報ファイ
ルの提供方法の変更ため重
要な変更に該当しない

令和1年5月30日 （別添１）事務の内容 なし
備考欄に⑭寄附金申告特例通知データを寄附
先各市区町村へ通知、又は各市区町村から受
付ける　を追記

事前
事後で足りるものの任意に事
前に提出

令和2年7月10日

 ２．特定個人情報ファイルを
取り扱う事務において使用す
るシステム

なし システム２０　地方税共通納税システムを記載 事後 重要な変更に該当しない

令和2年1月22日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　４．特定個人情報ファイル
の取扱いの委託　委託事項3
⑤委託先名

株式会社ジーシーシー（個人市民税システム、
固定資産税システム、軽自動車税システム、国
民健康保険税システム、収納・滞納管理システ
ム）

福島印刷株式会社（個人市民税システム、固定
資産税システム、軽自動車税システム、国民健
康保険税システム、収納・滞納管理システム）

事後
委託先の変更のため重要な
変更に該当しない
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和3年11月30日

Ⅰ基本情報　６．情報ネット
ワークシステムによる情報連
携　②法令上の根拠

（情報照会の根拠）
　番号法第１９条第７号（特定個人情報の提供
の制限）及び別表第二　２７の項
　行政手続における特定の個人を識別するため
の番号の利用等に関する法律別表第二の主務
省令で定める事務及び情報を定める命令（平成
26年内閣府・総務省令第7号）　第２０条

（情報照会の根拠）
　番号法第１９条第８号（特定個人情報の提供
の制限）及び別表第二　２７の項
　行政手続における特定の個人を識別するため
の番号の利用等に関する法律別表第二の主務
省令で定める事務及び情報を定める命令（平成
26年内閣府・総務省令第7号）　第２０条

事後
法令項目の修正のため重要
な変更に該当しない

令和3年11月30日

Ⅰ基本情報　６．情報ネット
ワークシステムによる情報連
携　②法令上の根拠

（情報提供の根拠）
　番号法第１９条第７号、第１９条第８号（特定個
人情報の提供の制限）及び別表第二第三欄（情
報提供者）が「市町村長」の項のうち、第四欄
（特定個人情報）に「地方税関係情報」が含まれ
る項（１、２、３、４、６、８、９、１１、１６、１８、２３、
２６、２７、２８、２９、３１、３４、３５、３７、３８、３
９、４０、４２、４８、５４、５７、５８、５９、６１、６２、
６３、６４、６５、６６、６７、７０、７１、７４、８０、８
４、８５の２、８７、９１、９２、９４、９７、１０１、１０
２、１０３、１０６、１０７、１０８、１１３、１１４、１１
５、１１６、１１７、１２０の項）
　行政手続における特定の個人を識別するため
の番号の利用等に関する法律別表第二の主務
省令で定める事務及び情報を定める命令（平成
26年内閣府・総務省令第7号）　第１条、第２条、
第３条、第４条、第６条、第７条、第８条、第１０
条、第１２条、第１３条、第１６条、第１９条、第２
０条、第２１条、第２２条、第２２条の３、第２２条
の４、第２３条、第２４条、第２４条の２、第２４条
の３、第２５条、第２６条の３、第２８条、第３１
条、第３１条の２、第３１条の３、第３２条、第３３
条、第３４条、第３５条、第３６条、第３７条、第３
８条、第３９条、第４０条、第４３条、第４３条の
３、第４３条の４、第４４条、第４４条の２、第４５
条、第４７条、第４９条、第４９条の２、第５０条、
第５１条、第５３条、第５４条、第５５条、第５８
条、第５９条、第５９条の２、第５９条の３
※年金生活者支援給付金の支給に関する法律
（平成２４年法律第１０２号）による番号法の改
正を反映させた項番号を記載しています。

（情報提供の根拠）
　番号法第１９条第８号、第１９条第９号（特定個
人情報の提供の制限）及び別表第二第三欄（情
報提供者）が「市町村長」の項のうち、第四欄
（特定個人情報）に「地方税関係情報」が含まれ
る項（１、２、３、４、６、８、９、１１、１６、１８、２０、
２３、２６、２７、２８、２９、３１、３４、３５、３７、３
８、３９、４０、４２、４８、５３、５４、５７、５８、５９、
６１、６２、６３、６４、６５、６６、６７、７０、７１、７
４、８０、８４、８５の２、８７、９１、９２、９４、９７、１
０１、１０２、１０３、１０６、１０７、１０８、１１３、１１
４、１１５、１１６、１１７、１２０の項）
　行政手続における特定の個人を識別するため
の番号の利用等に関する法律別表第二の主務
省令で定める事務及び情報を定める命令（平成
26年内閣府・総務省令第7号）　第１条、第２条、
第３条、第４条、第６条、第７条、第８条、第１０
条、第１２条、第１３条、第１４条、第１６条、第１
９条、第２０条、第２１条、第２２条、第２２条の
３、第２２条の４、第２３条、第２４条、第２４条の
２、第２４条の３、第２５条、第２６条の３、第２７
条、第２８条、第３１条、第３１条の２、第３１条の
３、第３２条、第３３条、第３４条、第３５条、第３６
条、第３７条、第３８条、第３９条、第４０条、第４
３条、第４３条の３、第４３条の４、第４４条、第４
４条の２、第４５条、第４７条、第４９条、第４９条
の２、第５０条、第５１条、第５３条、第５４条、第
５５条、第５８条、第５９条、第５９条の２、第５９
条の３

事後
法令項目の修正のため重要
な変更に該当しない

令和3年11月30日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの概
要 (6)収納・滞納管理ファイル
３．特定個人情報の入手・使
用　⑦使用の主体　使用部署

収納課、大胡・宮城・粕川・富士見支所納税課、
城南支所、各市民サービスセンター、国民健康
保険課

収納課、大胡・宮城・富士見支所地域振興課、
粕川支所市民サービス課、城南支所、各市民
サービスセンター、国民健康保険課

事後
機構改革による変更のため重
要な変更に該当しない
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和3年11月30日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　（１）個人市民税ファイル
３．特定個人情報の入手・使
用　⑦使用の主体　使用部署

市民税課、大胡・宮城・粕川・富士見支所税務
課

市民税課 事後
機構改革による変更のため重
要な変更に該当しない

令和3年11月30日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　（３）軽自動車税ファイル
３．特定個人情報の入手・使
用　⑧使用方法

賦課決定に関する業務
　・申告等により収集された課税資料と個人を
紐付けする。
　・納税通知書に個人番号を記載する。

賦課決定に関する業務
　・申告等により収集された課税資料と個人を
紐付けする。

事後
記載誤りの修正のため重要な
変更に該当しない

令和3年11月30日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　（３）軽自動車税ファイル
３．特定個人情報の入手・使
用　⑦使用の主体　使用部署

市民税課、大胡・宮城・粕川・富士見支所税務
課、城南支所

市民税課 事後
機構改革による変更のため重
要な変更に該当しない

令和3年11月30日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　（１）個人市民税ファイル
２．基本情報　④記録される項
目　全ての記録項目

（別添２）特定個人情報ファイル記録項目　（１）
個人市民税ファイル

（別添２）特定個人情報ファイル記録項目　（１）
個人市民税ファイル
業務雑所得、その他雑所得、所得金額調整控
除、条約適用配当等所得、条約適用利子等所
得、特例適用配当等所得、特例適用利子等所
得、繰越損失居住用財産、ひとり親、同一生計
配偶者、スイッチOTC支払額、生命保険・新生
命保険支払額、生命保険・旧生命保険支払額、
生命保険・介護医療保険支払額、生命保険・新
個人年金支払額、生命保険・旧個人年金支払
額　を追加

事後
税制改正による修正のため重
要な変更に該当しない

令和3年11月30日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　（４）事業所税ファイル
３．特定個人情報の入手・使
用　⑤本人への明示

事業所税の課税に必要な情報については、地
方税法第７０１条の４６及び地方税法第７０１条
の４７の条文、番号法の別表第二の第２７号に
規定されている。

事業所税の課税に必要な情報については、地
方税法第７０１条の４７の条文、番号法の別表
第二の第２７号に規定されている。

事後
記載誤りの修正のため重要な
変更に該当しない

令和3年11月30日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　（３）軽自動車税ファイル
２．基本情報　④記録される項
目　全ての記録項目

（別添２）特定個人情報ファイル記録項目　（３）
軽自動車税ファイル

（別添２）特定個人情報ファイル記録項目　（３）
軽自動車税ファイル
５０．軽課区分　を追加

事後
税制改正による修正のため重
要な変更に該当しない
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和3年11月30日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　（７）電子申告ファイル
２．基本情報　④記録される項
目　全ての記録項目

（別添２）特定個人情報ファイル記録項目　（７）
電子申告ファイル　①給与支払報告書

（別添２）特定個人情報ファイル記録項目　（７）
電子申告ファイル　①給与支払報告書
ひとり親　を追加

事後
税制改正による修正のため重
要な変更に該当しない

令和3年11月30日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　（８）国税連携ファイル
２．基本情報　④記録される項
目　全ての記録項目

（別添２）特定個人情報ファイル記録項目　（８）
国税連携ファイル　③扶養是正情報等Ver017-
01

（別添２）特定個人情報ファイル記録項目　（８）
国税連携ファイル　③扶養是正情報等Ver021-
01

事後
税制改正による修正のため重
要な変更に該当しない

令和3年11月30日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　（８）国税連携ファイル
２．基本情報　④記録される項
目　全ての記録項目

（別添２）特定個人情報ファイル記録項目　（８）
国税連携ファイル　①確定申告書　KOA010
Ver15.0

（別添２）特定個人情報ファイル記録項目　（８）
国税連携ファイル　①確定申告書　KOA020
Ver17.0

事後
税制改正による修正のため重
要な変更に該当しない

令和3年11月30日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　（２）固定資産税及び都市
計画税ファイル　３．特定個人
情報の入手・使用　⑦使用の
主体　使用者数

50人以上100人未満 10人以上50人未満 事後
組織変更に伴うものであるた
め重要な変更に該当しない

令和3年11月30日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　（２）固定資産税及び都市
計画税ファイル　３．特定個人
情報の入手・使用　⑦使用の
主体　使用部署

資産税課、大胡・宮城・粕川・富士見支所税務
課

資産税課 事後
組織変更に伴うものであるた
め重要な変更に該当しない
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和6年3月12日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　（１）個人市民税ファイル
５．特定個人情報の提供移転
提供先３　⑥提供方法

[〇]紙
[〇]紙
[〇]その他(地方ポータルセンタ(eLTAX))

事後
制度改正による修正のため重
要な変更に該当しない

令和6年3月12日

Ⅰ基本情報　６．情報ネット
ワークシステムによる情報連
携　②法令上の根拠

（情報提供の根拠）
　番号法第１９条第８号、第１９条第９号（特定個
人情報の提供の制限）及び別表第二第三欄（情
報提供者）が「市町村長」の項のうち、第四欄
（特定個人情報）に「地方税関係情報」が含まれ
る項（１、２、３、４、６、８、９、１１、１６、１８、２０、
２３、２６、２７、２８、２９、３１、３４、３５、３７、３
８、３９、４０、４２、４８、５３、５４、５７、５８、５９、
６１、６２、６３、６４、６５、６６、６７、７０、７１、７
４、８０、８４、８５の２、８７、９１、９２、９４、９７、１
０１、１０２、１０３、１０６、１０７、１０８、１１３、１１
４、１１５、１１６、１１７、１２０の項）
　行政手続における特定の個人を識別するため
の番号の利用等に関する法律別表第二の主務
省令で定める事務及び情報を定める命令（平成
26年内閣府・総務省令第7号）　第１条、第２条、
第３条、第４条、第６条、第７条、第８条、第１０
条、第１２条、第１４条、第１３条、第１６条、第１
９条、第２０条、第２１条、第２２条、第２２条の
３、第２２条の４、第２３条、第２４条、第２４条の
２、第２４条の３、第２５条、第２６条の３、第２７
条、第２８条、第３１条、第３１条の２、第３１条の
３、第３２条、第３３条、第３４条、第３５条、第３６
条、第３７条、第３８条、第３９条、第４０条、第４
３条、第４３条の３、第４３条の４、第４４条、第４
４条の２、第４５条、第４７条、第４９条、第４９条
の２、第５０条、第５１条、第５３条、第５４条、第
５５条、第５８条、第５９条、第５９条の２、第５９
条の３

（情報提供の根拠）
　番号法第１９条第８号、第１９条第９号（（特定
個人情報の提供の制限）及び別表第二第三欄
（情報提供者）が「市町村長」の項のうち、第四
欄（特定個人情報）に「地方税関係情報」が含ま
れる項（１、２、３、４、６、８、９、１１、１６、１８、２
０、２３、２６、２７、２８、２９、３０、３１、３４、３５、
３７、３８、３９、４０、４２、４８、５３、５４、５７、５
８、５９、６１、６２、６３、６４、６５、６６、６７、７０、
７１、７４、８０、８４、８５の２、８７、９１、９２、９４、
９７、１０１、１０２、１０３、１０６、１０７、１０８、１１
３、１１４、１１５、１１６、１１７、１２０、１２１の項）
　行政手続における特定の個人を識別するため
の番号の利用等に関する法律別表第二の主務
省令で定める事務及び情報を定める命令（平成
26年内閣府・総務省令第7号）　第１条、第２条、
第３条、第４条、第６条、第７条、第８条、第１０
条、第１２条、第１３条、第１４条、第１６条、第１
９条、第２０条、第２１条、第２２条、第２２条の
３、第２２条の４、第２３条、第２４条、第２４条の
２、第２４条の３、第２５条、第２６条の３、第２７
条、第２８条、第３１条、第３１条の２の２、第３１
条の３、第３２条、第３３条、第３４条、第３５条、
第３６条、第３７条、第３８条、第３９条、第３９条
の２、第４０条、第４３条、第４３条の３、第４３条
の４、第４４条、第４４条の５、第４５条、第４７
条、第４９条、第４９条の２、第５１条、第５３条、
第５４条、第５５条、第５８条、第５９条、第５９条
の２の２、第５９条の２の３、第５９条の３、第５９
条の４

事後
法令項目の修正のため重要
な変更に該当しない

令和6年3月12日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　（２）固定資産税及び都市
計画税ファイル　３．特定個人
情報の入手・使用　①入手元

［〇］地方公共団体・地方独立行政法人（本市
農業委員会、他自治体）
［　 ］民間事業者（　　　　　　　　　　　　　）

［〇］地方公共団体・地方独立行政法人（本市
農業委員会、本市水道局、他自治体）
［〇］民間事業者（電気・ガス・電気通信供給会
社、不動産会社）

事後
税制改正による修正のため重
要な変更に該当しない
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和6年3月12日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　（２）固定資産税及び都市
計画税ファイル　３．特定個人
情報の入手・使用　③入手の
時期・頻度

－
・水道・電気・ガス・電気通信・固定資産に関す
る契約者情報　　随時

事後
税制改正による修正のため重
要な変更に該当しない

令和6年3月12日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　（７）電子申告ファイル
３．特定個人情報の入手・使
用　⑦使用の主体　使用部
署・使用者数

市民税課、資産税課、大胡・宮城・粕川・富士見
支所税務課

市民税課
10人以上50人未満

事後
運用変更や組織変更に伴うも
ののため重要な変更に該当し
ない

令和6年3月12日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　（７）電子申告ファイル
２．基本情報　④記録される項
目　全ての記録項目

別添２を参照
（７）電子申告ファイル
①給与支払報告書
（項目列挙・・・）
②公的年金等支払報告書
（項目列挙・・・）
⑥給与支払報告　特別徴収に係る給与所得者
異動届出書
（項目列挙・・・）
⑧特別徴収切替届出（依頼）書
（項目列挙・・・）
⑪特別徴収義務者の所在地・名称変更届出書
（項目列挙・・・）

別添２を参照
（７）電子申告ファイル
①給与支払報告書
別紙Ⅲのとおり
②公的年金等支払報告書
別紙Ⅳのとおり
⑥給与支払報告　特別徴収に係る給与所得者
異動届出書
別紙Ⅴのとおり
⑧特別徴収切替届出（依頼）書
削除
⑪特別徴収義務者の所在地・名称変更届出書
削除

事後
法令に基づく様式変更による
修正のため重要な変更に該
当しない

令和6年3月12日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　（８）国税連携ファイル
３．特定個人情報の入手・使
用　⑦使用の主体：使用部署・
使用者数

市民税課、大胡・宮城・粕川・富士見支所税務
課
50人以上100人未満

市民税課
10人以上50人未満

事後
課内の運用や組織変更に伴う
もののため重要な変更に該当
しない

令和6年3月12日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　（８）国税連携ファイル
３．特定個人情報の入手・使
用　③入手の時期・頻度

・確定申告受付時期　2月頃から4月中旬までは
週に１回程度データ取込

・確定申告受付時期　2月頃から4月中旬までは
週に3回程度データ取込

事後
運用変更や組織変更に伴うも
ののため重要な変更に該当し
ない
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和6年3月12日
Ⅱ（個人市民税ファイル）-６．
③消去方法

＜前橋市における措置＞
・収納情報において、完納後１０年間保管する
必要があるため、システム上の特定個人情報に
ついては、賦課及び収納情報の保管期間経過
後、消去する。
・申告書等の紙媒体については保管期間を定
め、期間を過ぎたものはシュレッダー処分を行
う。
＜中間サーバ・プラットフォームにおける措置＞
・特定個人情報の消去は地方公共団体からの
操作によって実施されるため、通常、中間サー
バ・プラットフォームの保守・運用を行う事業者
が特定個人情報を消去することはない。
・ディスク交換やハード更改等の際は、中間
サーバ・プラットフォームの保守・運用を行う事
業者において、保存された情報が読み出しでき
ないよう、物理的破壊又は専用ソフト等を利用し
て完全に消去する。

左記に下記内容を追加する。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①特定個人情報の消去は前橋市からの操作に
よって実施される。前橋市の業務データは国及
びガバメントクラウドのクラウド事業者にはアク
セスが制御されているため特定個人情報を消
去することはない。
②クラウド事業者がHDDやSSDなどの記録装置
等を障害やメンテナンス等により交換する際に
データの復元がなされないよう、クラウド事業者
において、NIST 800-88、ISO/IEC27001等にし
たがって確実にデータを消去する。
③既存システムについては、前橋市が委託した
開発事業者が既存の環境からガバメントクラウ
ドへ移行することになるが、移行に際しては、
データ抽出及びクラウド環境へのデータ投入、
並びに利用しなくなった環境の破棄等を実施す
る。

事前
事後で足りるものの任意に事
前に提出

令和6年3月12日
Ⅱ（個人市民税ファイル）-６．
①保管場所

＜前橋市における措置＞
・サーバと、データ、プログラム等を含んだ記録
媒体及び帳票等の可搬媒体を保管する電算機
室は、他の部屋とは区別して専用の部屋とす
る。
・電算機室の出入口には生体認証による入退
室管理をする。
・電算機室には監視設備として監視カメラを設
置する。
・申告書等の紙媒体については、鍵付保管庫に
保管する。
＜中間サーバ・プラットフォームにおける措置＞
中間サーバ･プラットフォームはデータセンター
に設置しており、データセンターへの入館及び
サーバ室への入室を厳重に管理する。
・特定個人情報は、サーバ室に設置された中間
サーバのデータベース内に保存され、バックアッ
プもデータベース上に保存される。

左記に下記内容を追加する。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①サーバ等はクラウド事業者が保有・管理する
環境に設置し、設置場所のセキュリティ対策は
クラウド事業者が実施する。なお、クラウド事業
者はISMAPのリストに登録されたクラウドサービ
ス事業者であり、セキュリティ管理策が適切に
実施されているほか、次を満たすものとする。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受け
ていること。
・日本国内でのデータ保管を条件としているこ
と。
②特定個人情報は、クラウド事業者が管理する
データセンター内のデータベースに保存され、
バックアップも日本国内に設置された複数の
データセンターのうち本番環境とは別のデータ
センター内に保存される。

事前 重要な変更
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和6年3月12日
Ⅱ（固定資産税及び都市計画
税ファイル）-６．③消去方法

＜前橋市における措置＞
・収納情報において、完納後１０年間保管する
必要があるため、システム上の特定個人情報に
ついては、賦課及び収納情報の保管期間経過
後、消去する。
・申告書等の紙媒体については保管期間を定
め、期間を過ぎたものはシュレッダー処分を行
う。
＜中間サーバ・プラットフォームにおける措置＞
・特定個人情報の消去は地方公共団体からの
操作によって実施されるため、通常、中間サー
バ・プラットフォームの保守・運用を行う事業者
が特定個人情報を消去することはない。
・ディスク交換やハード更改等の際は、中間
サーバ・プラットフォームの保守・運用を行う事
業者において、保存された情報が読み出しでき
ないよう、物理的破壊又は専用ソフト等を利用し
て完全に消去する。

左記に下記内容を追加する。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①特定個人情報の消去は前橋市からの操作に
よって実施される。前橋市の業務データは国及
びガバメントクラウドのクラウド事業者にはアク
セスが制御されているため特定個人情報を消
去することはない。
②クラウド事業者がHDDやSSDなどの記録装置
等を障害やメンテナンス等により交換する際に
データの復元がなされないよう、クラウド事業者
において、NIST 800-88、ISO/IEC27001等にし
たがって確実にデータを消去する。
③既存システムについては、前橋市が委託した
開発事業者が既存の環境からガバメントクラウ
ドへ移行することになるが、移行に際しては、
データ抽出及びクラウド環境へのデータ投入、
並びに利用しなくなった環境の破棄等を実施す
る。

事前
事後で足りるものの任意に事
前に提出

令和6年3月12日
Ⅱ（固定資産税及び都市計画
税ファイル）-６．①保管場所

＜前橋市における措置＞
・サーバと、データ、プログラム等を含んだ記録
媒体及び帳票等の可搬媒体を保管する電算機
室は、他の部屋とは区別して専用の部屋とす
る。
・電算機室の出入口には生体認証による入退
室管理をする。
・電算機室には監視設備として監視カメラを設
置する。
・申告書等の紙媒体については、鍵付保管庫に
保管する。
＜中間サーバ・プラットフォームにおける措置＞
中間サーバ･プラットフォームはデータセンター
に設置しており、データセンターへの入館及び
サーバ室への入室を厳重に管理する。
・特定個人情報は、サーバ室に設置された中間
サーバのデータベース内に保存され、バックアッ
プもデータベース上に保存される。

左記に下記内容を追加する。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①サーバ等はクラウド事業者が保有・管理する
環境に設置し、設置場所のセキュリティ対策は
クラウド事業者が実施する。なお、クラウド事業
者はISMAPのリストに登録されたクラウドサービ
ス事業者であり、セキュリティ管理策が適切に
実施されているほか、次を満たすものとする。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受け
ていること。
・日本国内でのデータ保管を条件としているこ
と。
②特定個人情報は、クラウド事業者が管理する
データセンター内のデータベースに保存され、
バックアップも日本国内に設置された複数の
データセンターのうち本番環境とは別のデータ
センター内に保存される。

事前 重要な変更
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和6年3月12日
Ⅱ（軽自動車税ファイル）-６．
③消去方法

＜前橋市における措置＞
・収納情報において、完納後１０年間保管する
必要があるため、システム上の特定個人情報に
ついては、賦課及び収納情報の保管期間経過
後、消去する。
・申告書等の紙媒体については保管期間を定
め、期間を過ぎたものはシュレッダー処分を行
う。

左記に下記内容を追加する。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①特定個人情報の消去は前橋市からの操作に
よって実施される。前橋市の業務データは国及
びガバメントクラウドのクラウド事業者にはアク
セスが制御されているため特定個人情報を消
去することはない。
②クラウド事業者がHDDやSSDなどの記録装置
等を障害やメンテナンス等により交換する際に
データの復元がなされないよう、クラウド事業者
において、NIST 800-88、ISO/IEC27001等にし
たがって確実にデータを消去する。
③既存システムについては、前橋市が委託した
開発事業者が既存の環境からガバメントクラウ
ドへ移行することになるが、移行に際しては、
データ抽出及びクラウド環境へのデータ投入、
並びに利用しなくなった環境の破棄等を実施す
る。

事前
事後で足りるものの任意に事
前に提出

令和6年3月12日
Ⅱ（軽自動車税ファイル）-６．
①保管場所

＜前橋市における措置＞
・サーバと、データ、プログラム等を含んだ記録
媒体及び帳票等の可搬媒体を保管する電算機
室は、他の部屋とは区別して専用の部屋とす
る。
・電算機室の出入口には生体認証による入退
室管理をする。
・電算機室には監視設備として監視カメラを設
置する。

左記に下記内容を追加する。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①サーバ等はクラウド事業者が保有・管理する
環境に設置し、設置場所のセキュリティ対策は
クラウド事業者が実施する。なお、クラウド事業
者はISMAPのリストに登録されたクラウドサービ
ス事業者であり、セキュリティ管理策が適切に
実施されているほか、次を満たすものとする。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受け
ていること。
・日本国内でのデータ保管を条件としているこ
と。
②特定個人情報は、クラウド事業者が管理する
データセンター内のデータベースに保存され、
バックアップも日本国内に設置された複数の
データセンターのうち本番環境とは別のデータ
センター内に保存される。

事前 重要な変更
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和6年3月12日
Ⅱ（事業所税ファイル）-６．③
消去方法

＜前橋市における措置＞
・収納情報において、完納後１０年間保管する
必要があるため、システム上の特定個人情報に
ついては、賦課及び収納情報の保管期間経過
後、消去する。
・申告書等の紙媒体については保管期間を定
め、期間を過ぎたものはシュレッダー処分を行
う。

左記に下記内容を追加する。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①特定個人情報の消去は前橋市からの操作に
よって実施される。前橋市の業務データは国及
びガバメントクラウドのクラウド事業者にはアク
セスが制御されているため特定個人情報を消
去することはない。
②クラウド事業者がHDDやSSDなどの記録装置
等を障害やメンテナンス等により交換する際に
データの復元がなされないよう、クラウド事業者
において、NIST 800-88、ISO/IEC27001等にし
たがって確実にデータを消去する。
③既存システムについては、前橋市が委託した
開発事業者が既存の環境からガバメントクラウ
ドへ移行することになるが、移行に際しては、
データ抽出及びクラウド環境へのデータ投入、
並びに利用しなくなった環境の破棄等を実施す

事前
事後で足りるものの任意に事
前に提出

令和6年3月12日
Ⅱ（事業所税ファイル）-６．①
保管場所

＜前橋市における措置＞
・サーバと、データ、プログラム等を含んだ記録
媒体及び帳票等の可搬媒体を保管する電算機
室は、他の部屋とは区別して専用の部屋とす
る。
・電算機室の出入口には生体認証による入退
室管理をする。
・電算機室には監視設備として監視カメラを設
置する。

左記に下記内容を追加する。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①サーバ等はクラウド事業者が保有・管理する
環境に設置し、設置場所のセキュリティ対策は
クラウド事業者が実施する。なお、クラウド事業
者はISMAPのリストに登録されたクラウドサービ
ス事業者であり、セキュリティ管理策が適切に
実施されているほか、次を満たすものとする。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受け
ていること。
・日本国内でのデータ保管を条件としているこ
と。
②特定個人情報は、クラウド事業者が管理する
データセンター内のデータベースに保存され、
バックアップも日本国内に設置された複数の
データセンターのうち本番環境とは別のデータ
センター内に保存される。

事前 重要な変更
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和6年3月12日
Ⅱ（国民健康保険税ファイル）
-６．③消去方法

＜前橋市における措置＞
・収納情報において、完納後１０年間保管する
必要があるため、システム上の特定個人情報に
ついては、賦課及び収納情報の保管期間経過
後、消去する。
・申告書等の紙媒体については保管期間を定
め、期間を過ぎたものはシュレッダー処分を行
う。
＜中間サーバ・プラットフォームにおける措置＞
・特定個人情報の消去は地方公共団体からの
操作によって実施されるため、通常、中間サー
バ・プラットフォームの保守・運用を行う事業者
が特定個人情報を消去することはない。
・ディスク交換やハード更改等の際は、中間
サーバ・プラットフォームの保守・運用を行う事
業者において、保存された情報が読み出しでき
ないよう、物理的破壊又は専用ソフト等を利用し
て完全に消去する。

左記に下記内容を追加する。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①特定個人情報の消去は前橋市からの操作に
よって実施される。前橋市の業務データは国及
びガバメントクラウドのクラウド事業者にはアク
セスが制御されているため特定個人情報を消
去することはない。
②クラウド事業者がHDDやSSDなどの記録装置
等を障害やメンテナンス等により交換する際に
データの復元がなされないよう、クラウド事業者
において、NIST 800-88、ISO/IEC27001等にし
たがって確実にデータを消去する。
③既存システムについては、前橋市が委託した
開発事業者が既存の環境からガバメントクラウ
ドへ移行することになるが、移行に際しては、
データ抽出及びクラウド環境へのデータ投入、
並びに利用しなくなった環境の破棄等を実施す
る。

事前
事後で足りるものの任意に事
前に提出

令和6年3月12日
Ⅱ（国民健康保険税ファイル）
-６．①保管場所

＜前橋市における措置＞
・サーバと、データ、プログラム等を含んだ記録
媒体及び帳票等の可搬媒体を保管する電算機
室は、他の部屋とは区別して専用の部屋とす
る。
・電算機室の出入口には生体認証による入退
室管理をする。
・電算機室には監視設備として監視カメラを設
置する。
・申告書等の紙媒体については、鍵付保管庫に
保管する。
＜中間サーバ・プラットフォームにおける措置＞
中間サーバ･プラットフォームはデータセンター
に設置しており、データセンターへの入館及び
サーバ室への入室を厳重に管理する。
・特定個人情報は、サーバ室に設置された中間
サーバのデータベース内に保存され、バックアッ
プもデータベース上に保存される。

左記に下記内容を追加する。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①サーバ等はクラウド事業者が保有・管理する
環境に設置し、設置場所のセキュリティ対策は
クラウド事業者が実施する。なお、クラウド事業
者はISMAPのリストに登録されたクラウドサービ
ス事業者であり、セキュリティ管理策が適切に
実施されているほか、次を満たすものとする。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受け
ていること。
・日本国内でのデータ保管を条件としているこ
と。
②特定個人情報は、クラウド事業者が管理する
データセンター内のデータベースに保存され、
バックアップも日本国内に設置された複数の
データセンターのうち本番環境とは別のデータ
センター内に保存される。

事前 重要な変更
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令和6年3月12日
Ⅱ（収納・滞納管理ファイル）-
６．①保管場所

＜前橋市における措置＞
・サーバと、データ、プログラム等を含んだ記録
媒体及び帳票等の可搬媒体を保管する電算機
室は、他の部屋とは区別して専用の部屋とす
る。
・電算機室の出入口には生体認証による入退
室管理をする。
・電算機室には監視設備として監視カメラを設
置する。
・申告書等の紙媒体については、鍵付保管庫に
保管する。
＜中間サーバ・プラットフォームにおける措置＞
中間サーバ･プラットフォームはデータセンター
に設置しており、データセンターへの入館及び
サーバ室への入室を厳重に管理する。
・特定個人情報は、サーバ室に設置された中間
サーバのデータベース内に保存され、バックアッ
プもデータベース上に保存される。

左記に下記内容を追加する。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①サーバ等はクラウド事業者が保有・管理する
環境に設置し、設置場所のセキュリティ対策は
クラウド事業者が実施する。なお、クラウド事業
者はISMAPのリストに登録されたクラウドサービ
ス事業者であり、セキュリティ管理策が適切に
実施されているほか、次を満たすものとする。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受け
ていること。
・日本国内でのデータ保管を条件としているこ
と。
②特定個人情報は、クラウド事業者が管理する
データセンター内のデータベースに保存され、
バックアップも日本国内に設置された複数の
データセンターのうち本番環境とは別のデータ
センター内に保存される。

事前 重要な変更

（別添３）変更箇所
変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和6年3月12日
Ⅱ（収納・滞納管理ファイル）-
６．③消去方法

＜前橋市における措置＞
・収納情報において、完納後１０年間保管する
必要があるため、システム上の特定個人情報に
ついては、賦課及び収納情報の保管期間経過
後、消去する。
・申告書等の紙媒体については保管期間を定
め、期間を過ぎたものはシュレッダー処分を行
う。
＜中間サーバ・プラットフォームにおける措置＞
・特定個人情報の消去は地方公共団体からの
操作によって実施されるため、通常、中間サー
バ・プラットフォームの保守・運用を行う事業者
が特定個人情報を消去することはない。
・ディスク交換やハード更改等の際は、中間
サーバ・プラットフォームの保守・運用を行う事
業者において、保存された情報が読み出しでき
ないよう、物理的破壊又は専用ソフト等を利用し
て完全に消去する。

左記に下記内容を追加する。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①特定個人情報の消去は前橋市からの操作に
よって実施される。前橋市の業務データは国及
びガバメントクラウドのクラウド事業者にはアク
セスが制御されているため特定個人情報を消
去することはない。
②クラウド事業者がHDDやSSDなどの記録装置
等を障害やメンテナンス等により交換する際に
データの復元がなされないよう、クラウド事業者
において、NIST 800-88、ISO/IEC27001等にし
たがって確実にデータを消去する。
③既存システムについては、前橋市が委託した
開発事業者が既存の環境からガバメントクラウ
ドへ移行することになるが、移行に際しては、
データ抽出及びクラウド環境へのデータ投入、
並びに利用しなくなった環境の破棄等を実施す
る。

事前
事後で足りるものの任意に事
前に提出
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和6年3月12日
Ⅲ（個人市民税ファイル）-４．
「情報管理体制の確認」

・外部委託業者を選定する際、個人情報保護方
針の策定、プライバシーマーク等の個人情報保
護や対策を目的として公共機関の認定・認証を
取得しているか等を確認している。
・入札の通知を発送する際に、個人情報の保護
に関する法律、前橋市個人情報保護条例等を
遵守し、個人情報の保護に関し必要な措置を講
じ、適正な管理を行うことを書面にて通知してい
る。
・契約後直ちに、業務従事者名簿を提出するこ
ととしている。

・外部委託業者を選定する際、個人情報保護方
針の策定、プライバシーマーク等の個人情報保
護や対策を目的として公共機関の認定・認証を
取得しているか等を確認している。
・入札の通知を発送する際に、個人情報の保護
に関する法律を遵守し、個人情報の保護に関し
必要な措置を講じ、適正な管理を行うことを書
面にて通知している。
・契約後直ちに、業務従事者名簿を提出するこ
ととしている。

事後
法令改正に伴うため、重要な
変更に当たらない。

令和6年3月12日
Ⅲ（軽自動車税ファイル）-４．
「情報管理体制の確認」

・外部委託業者を選定する際、個人情報保護方
針の策定、プライバシーマーク等の個人情報保
護や対策を目的として公共機関の認定・認証を
取得しているか等を確認している。
・入札の通知を発送する際に、個人情報の保護
に関する法律、前橋市個人情報保護条例等を
遵守し、個人情報の保護に関し必要な措置を講
じ、適正な管理を行うことを書面にて通知してい
る。
・契約後直ちに、業務従事者名簿を提出するこ
ととしている。

・外部委託業者を選定する際、個人情報保護方
針の策定、プライバシーマーク等の個人情報保
護や対策を目的として公共機関の認定・認証を
取得しているか等を確認している。
・入札の通知を発送する際に、個人情報の保護
に関する法律を遵守し、個人情報の保護に関し
必要な措置を講じ、適正な管理を行うことを書
面にて通知している。
・契約後直ちに、業務従事者名簿を提出するこ
ととしている。

事後
法令改正に伴うため、重要な
変更に当たらない。

令和6年3月12日

Ⅲ（固定資産税及び都市計画
税ファイル）-４．「情報管理体
制の確認」

・外部委託業者を選定する際、個人情報保護方
針の策定、プライバシーマーク等の個人情報保
護や対策を目的として公共機関の認定・認証を
取得しているか等を確認している。
・入札の通知を発送する際に、個人情報の保護
に関する法律、前橋市個人情報保護条例等を
遵守し、個人情報の保護に関し必要な措置を講
じ、適正な管理を行うことを書面にて通知してい
る。
・契約後直ちに、業務従事者名簿を提出するこ
ととしている。

・外部委託業者を選定する際、個人情報保護方
針の策定、プライバシーマーク等の個人情報保
護や対策を目的として公共機関の認定・認証を
取得しているか等を確認している。
・入札の通知を発送する際に、個人情報の保護
に関する法律を遵守し、個人情報の保護に関し
必要な措置を講じ、適正な管理を行うことを書
面にて通知している。
・契約後直ちに、業務従事者名簿を提出するこ
ととしている。

事後
法令改正に伴うため、重要な
変更に当たらない。
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和6年3月12日
Ⅲ（国民健康保険税ファイル）
-４．「情報管理体制の確認」

・外部委託業者を選定する際、個人情報保護方
針の策定、プライバシーマーク等の個人情報保
護や対策を目的として公共機関の認定・認証を
取得しているか等を確認している。
・入札の通知を発送する際に、個人情報の保護
に関する法律、前橋市個人情報保護条例等を
遵守し、個人情報の保護に関し必要な措置を講
じ、適正な管理を行うことを書面にて通知してい
る。
・契約後直ちに、業務従事者名簿を提出するこ
ととしている。

・外部委託業者を選定する際、個人情報保護方
針の策定、プライバシーマーク等の個人情報保
護や対策を目的として公共機関の認定・認証を
取得しているか等を確認している。
・入札の通知を発送する際に、個人情報の保護
に関する法律を遵守し、個人情報の保護に関し
必要な措置を講じ、適正な管理を行うことを書
面にて通知している。
・契約後直ちに、業務従事者名簿を提出するこ
ととしている。

事後
法令改正に伴うため、重要な
変更に当たらない。

令和6年3月12日
Ⅲ（事業所税ファイル）-４．
「情報管理体制の確認」

・外部委託業者を選定する際、個人情報保護方
針の策定、プライバシーマーク等の個人情報保
護や対策を目的として公共機関の認定・認証を
取得しているか等を確認している。
・入札の通知を発送する際に、個人情報の保護
に関する法律、前橋市個人情報保護条例等を
遵守し、個人情報の保護に関し必要な措置を講
じ、適正な管理を行うことを書面にて通知してい
る。
・契約後直ちに、業務従事者名簿を提出するこ
ととしている。

・外部委託業者を選定する際、個人情報保護方
針の策定、プライバシーマーク等の個人情報保
護や対策を目的として公共機関の認定・認証を
取得しているか等を確認している。
・入札の通知を発送する際に、個人情報の保護
に関する法律を遵守し、個人情報の保護に関し
必要な措置を講じ、適正な管理を行うことを書
面にて通知している。
・契約後直ちに、業務従事者名簿を提出するこ
ととしている。

事後
法令改正に伴うため、重要な
変更に当たらない。

令和6年3月12日
Ⅲ（収納・滞納管理ファイル）-
４．「情報管理体制の確認」

・外部委託業者を選定する際、個人情報保護方
針の策定、プライバシーマーク等の個人情報保
護や対策を目的として公共機関の認定・認証を
取得しているか等を確認している。
・入札の通知を発送する際に、個人情報の保護
に関する法律、前橋市個人情報保護条例等を
遵守し、個人情報の保護に関し必要な措置を講
じ、適正な管理を行うことを書面にて通知してい
る。
・契約後直ちに、業務従事者名簿を提出するこ
ととしている。

・外部委託業者を選定する際、個人情報保護方
針の策定、プライバシーマーク等の個人情報保
護や対策を目的として公共機関の認定・認証を
取得しているか等を確認している。
・入札の通知を発送する際に、個人情報の保護
に関する法律を遵守し、個人情報の保護に関し
必要な措置を講じ、適正な管理を行うことを書
面にて通知している。
・契約後直ちに、業務従事者名簿を提出するこ
ととしている。

事後
法令改正に伴うため、重要な
変更に当たらない。
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和6年3月12日
Ⅲ（電子申告ファイル）-４．
「情報管理体制の確認」

・外部委託業者を選定する際、個人情報保護方
針の策定、プライバシーマーク等の個人情報保
護や対策を目的として公共機関の認定・認証を
取得しているか等を確認している。
・入札の通知を発送する際に、個人情報の保護
に関する法律、前橋市個人情報保護条例等を
遵守し、個人情報の保護に関し必要な措置を講
じ、適正な管理を行うことを書面にて通知してい
る。
・契約後直ちに、業務従事者名簿を提出するこ
ととしている。

・外部委託業者を選定する際、個人情報保護方
針の策定、プライバシーマーク等の個人情報保
護や対策を目的として公共機関の認定・認証を
取得しているか等を確認している。
・入札の通知を発送する際に、個人情報の保護
に関する法律を遵守し、個人情報の保護に関し
必要な措置を講じ、適正な管理を行うことを書
面にて通知している。
・契約後直ちに、業務従事者名簿を提出するこ
ととしている。

事後
法令改正に伴うため、重要な
変更に当たらない。

令和6年3月12日
Ⅲ（国税連携ファイル）-４．
「情報管理体制の確認」

・外部委託業者を選定する際、個人情報保護方
針の策定、プライバシーマーク等の個人情報保
護や対策を目的として公共機関の認定・認証を
取得しているか等を確認している。
・入札の通知を発送する際に、個人情報の保護
に関する法律、前橋市個人情報保護条例等を
遵守し、個人情報の保護に関し必要な措置を講
じ、適正な管理を行うことを書面にて通知してい
る。
・契約後直ちに、業務従事者名簿を提出するこ
ととしている。

・外部委託業者を選定する際、個人情報保護方
針の策定、プライバシーマーク等の個人情報保
護や対策を目的として公共機関の認定・認証を
取得しているか等を確認している。
・入札の通知を発送する際に、個人情報の保護
に関する法律を遵守し、個人情報の保護に関し
必要な措置を講じ、適正な管理を行うことを書
面にて通知している。
・契約後直ちに、業務従事者名簿を提出するこ
ととしている。

事後
法令改正に伴うため、重要な
変更に当たらない。
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和6年3月12日

Ⅲ（個人市民税ファイル）-７．
リスク１⑤物理的対策「具体的
な対策の内容」

＜前橋市における措置＞
・サーバと、データ、プログラム等を含んだ記録
媒体及び帳票等の可搬媒体を保管する電算機
室は、他の部屋とは区別して専用の部屋として
いる。
・電算機室の出入口には生体認証による入退
室管理を行っている。
・電算機室には監視設備として監視カメラを設
置している。
・申告書等の紙媒体については、鍵付保管庫に
保管している。
＜中間サーバ･プラットフォームにおける措置＞
中間サーバ･プラットフォームをデータセンター
に構築し、設置場所への入退室者管理、有人
監視及び施錠管理をすることとしている。また、
設置場所はデータセンター内の専用の領域と
し、他テナントとの混在によるリスクを回避して
いる。

左記に下記内容を追加する。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①ガバメントクラウドについては政府情報システ
ムのセキュリティ制度（ISMAP）のリストに登録さ
れたクラウドサービスから調達することとしてお
り、システムのサーバー等は、クラウド事業者が
保有・管理する環境に構築し、その環境には認
可された者だけがアクセスできるよう適切な入
退室管理策を行っている。
②事前に許可されていない装置等に関しては、
外部に持出できないこととしている。

事前 重要な変更

令和6年3月12日

Ⅲ（固定資産税及び都市計画
税ファイル）-７．リスク１⑤物
理的対策「具体的な対策の内
容」

＜前橋市における措置＞
・サーバと、データ、プログラム等を含んだ記録
媒体及び帳票等の可搬媒体を保管する電算機
室は、他の部屋とは区別して専用の部屋として
いる。
・電算機室の出入口には生体認証による入退
室管理を行っている。
・電算機室には監視設備として監視カメラを設
置している。
・申告書等の紙媒体については、鍵付保管庫に
保管している。
＜中間サーバ･プラットフォームにおける措置＞
中間サーバ･プラットフォームをデータセンター
に構築し、設置場所への入退室者管理、有人
監視及び施錠管理をすることとしている。また、
設置場所はデータセンター内の専用の領域と
し、他テナントとの混在によるリスクを回避して
いる。

左記に下記内容を追加する。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①ガバメントクラウドについては政府情報システ
ムのセキュリティ制度（ISMAP）のリストに登録さ
れたクラウドサービスから調達することとしてお
り、システムのサーバー等は、クラウド事業者が
保有・管理する環境に構築し、その環境には認
可された者だけがアクセスできるよう適切な入
退室管理策を行っている。
②事前に許可されていない装置等に関しては、
外部に持出できないこととしている。

事前 重要な変更
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和6年3月12日

Ⅲ（軽自動車税ファイル）-７．
リスク１⑤物理的対策「具体的
な対策の内容」

＜前橋市における措置＞
・サーバと、データ、プログラム等を含んだ記録
媒体及び帳票等の可搬媒体を保管する電算機
室は、他の部屋とは区別して専用の部屋として
いる。
・出入口には生体認証による入退室管理を行っ
ている。
・監視設備として監視カメラを設置している。
・申告書等の紙媒体については、鍵付保管庫に
保管している。

左記に下記内容を追加する。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①ガバメントクラウドについては政府情報システ
ムのセキュリティ制度（ISMAP）のリストに登録さ
れたクラウドサービスから調達することとしてお
り、システムのサーバー等は、クラウド事業者が
保有・管理する環境に構築し、その環境には認
可された者だけがアクセスできるよう適切な入
退室管理策を行っている。
②事前に許可されていない装置等に関しては、
外部に持出できないこととしている。

事前 重要な変更

令和6年3月12日

Ⅲ（事業所税ファイル）-７．リ
スク１⑤物理的対策「具体的
な対策の内容」

＜前橋市における措置＞
・サーバと、データ、プログラム等を含んだ記録
媒体及び帳票等の可搬媒体を保管する電算機
室は、他の部屋とは区別して専用の部屋として
いる。
・出入口には生体認証による入退室管理を行っ
ている。
・監視設備として監視カメラを設置している。
・申告書等の紙媒体については、鍵付保管庫に
保管している。

左記に下記内容を追加する。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①ガバメントクラウドについては政府情報システ
ムのセキュリティ制度（ISMAP）のリストに登録さ
れたクラウドサービスから調達することとしてお
り、システムのサーバー等は、クラウド事業者が
保有・管理する環境に構築し、その環境には認
可された者だけがアクセスできるよう適切な入
退室管理策を行っている。
②事前に許可されていない装置等に関しては、
外部に持出できないこととしている。

事前 重要な変更
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和6年3月12日

Ⅲ（国民健康保険税ファイル）
-７．リスク１⑤物理的対策「具
体的な対策の内容」

＜前橋市における措置＞
・サーバと、データ、プログラム等を含んだ記録
媒体及び帳票等の可搬媒体を保管する電算機
室は、他の部屋とは区別して専用の部屋として
いる。
・出入口には生体認証による入退室管理を行っ
ている。
・監視設備として監視カメラを設置している。
・申告書等の紙媒体については、鍵付保管庫に
保管している。
＜中間サーバ･プラットフォームにおける措置＞
中間サーバ･プラットフォームをデータセンター
に構築し、設置場所への入退室者管理、有人
監視及び施錠管理をすることとしている。また、
設置場所はデータセンター内の専用の領域と
し、他テナントとの混在によるリスクを回避して
いる。

左記に下記内容を追加する。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①ガバメントクラウドについては政府情報システ
ムのセキュリティ制度（ISMAP）のリストに登録さ
れたクラウドサービスから調達することとしてお
り、システムのサーバー等は、クラウド事業者が
保有・管理する環境に構築し、その環境には認
可された者だけがアクセスできるよう適切な入
退室管理策を行っている。
②事前に許可されていない装置等に関しては、
外部に持出できないこととしている。

事前 重要な変更

令和6年3月12日

Ⅲ（収納・滞納管理ファイル）-
７．リスク１⑤物理的対策「具
体的な対策の内容」

＜前橋市における措置＞
・サーバと、データ、プログラム等を含んだ記録
媒体及び帳票等の可搬媒体を保管する電算機
室は、他の部屋とは区別して専用の部屋として
いる。
・出入口には生体認証による入退室管理を行っ
ている。
・監視設備として監視カメラを設置している。
・申告書等の紙媒体については、鍵付保管庫に
保管している。
＜中間サーバ･プラットフォームにおける措置＞
中間サーバ･プラットフォームをデータセンター
に構築し、設置場所への入退室者管理、有人
監視及び施錠管理をすることとしている。また、
設置場所はデータセンター内の専用の領域と
し、他テナントとの混在によるリスクを回避して
いる。

左記に下記内容を追加する。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①ガバメントクラウドについては政府情報システ
ムのセキュリティ制度（ISMAP）のリストに登録さ
れたクラウドサービスから調達することとしてお
り、システムのサーバー等は、クラウド事業者が
保有・管理する環境に構築し、その環境には認
可された者だけがアクセスできるよう適切な入
退室管理策を行っている。
②事前に許可されていない装置等に関しては、
外部に持出できないこととしている。

事前 重要な変更
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和6年3月12日

Ⅲ（個人市民税ファイル）-７．
リスク１⑥技術的対策「具体的
な対策の内容」

＜前橋市における措置＞
・特定個人情報ファイルを管理しているサーバ
は、インターネット等の外部ネットワークから隔
離されたネットワーク上に設置している。
・特定個人情報ファイルを管理している全ての
サーバには、ウイルス対策ソフトを導入してお
り、パターンファイルも最新版が適用されるよう
管理している。
＜中間サーバ･プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバ・プラットフォームではUTM（コン
ピュータウイルスやハッキングなどの脅威から
ネットワークを効率的かつ包括的に保護する装
置）等を導入し、アクセス制限、侵入検知及び侵
入防止を行うとともに、ログの解析を行ってい
る。
・中間サーバ・プラットフォームでは、ウイルス対
策ソフトを導入し、パターンファイルの更新を
行っている。
・導入しているＯＳ及びミドルウェアについて、必
要に応じてセキュリティパッチの適用を行ってい
る。

左記に下記内容を追加する。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①国及びクラウド事業者は利用者のデータにア
クセスしない契約等となっている。
②前橋市が委託したASP(「地方公共団体情報
システムのガバメントクラウドの利用に関する基
準【第1.0版】」（令和４年１０月　デジタル庁。以
下「利用基準」という。）に規定する「ASP」をい
う。以下同じ。)又はガバメントクラウド運用管理
補助者（利用基準に規定する「ガバメントクラウ
ド運用管理補助者」をいう。以下同じ。）は、ガバ
メントクラウドが提供するマネージドサービスに
より、ネットワークアクティビティ、データアクセス
パターン、アカウント動作等について継続的に
モニタリングを行うとともに、ログ管理を行う。
③クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対す
るセキュリティの脅威に対し、脅威検出やDDos
対策を24時間365日講じる。
④クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対し、
ウイルス対策ソフトを導入し、パターンファイル
の更新を行う。
⑤前橋市が委託したASP又はガバメントクラウド
運用管理補助者は、導入しているOS及びミドル
ウエアについて、必要に応じてセキュリティパッ
チの適用を行う。
⑥ガバメントクラウドの特定個人情報を保有す
るシステムを構築する環境は、インターネットと
は切り離された閉域ネットワークで構成する。
⑦前橋市やASP又はガバメントクラウド運用管
理補助者の運用保守地点からガバメントクラウ
ドへの接続については、閉域ネットワークで構
成する。
⑧前橋市が管理する業務データは、国及びクラ
ウド事業者がアクセスできないよう制御を講じ
る。

事前 重要な変更
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和6年3月12日

Ⅲ（固定資産税及び都市計画
税ファイル）-７．リスク１⑥技
術的対策「具体的な対策の内
容」

＜前橋市における措置＞
・特定個人情報ファイルを管理しているサーバ
は、インターネット等の外部ネットワークから隔
離されたネットワーク上に設置している。
・特定個人情報ファイルを管理している全ての
サーバには、ウイルス対策ソフトを導入してお
り、パターンファイルも最新版が適用されるよう
管理している。
＜中間サーバ･プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバ・プラットフォームではUTM（コン
ピュータウイルスやハッキングなどの脅威から
ネットワークを効率的かつ包括的に保護する装
置）等を導入し、アクセス制限、侵入検知及び侵
入防止を行うとともに、ログの解析を行ってい
る。
・中間サーバ・プラットフォームでは、ウイルス対
策ソフトを導入し、パターンファイルの更新を
行っている。
・導入しているＯＳ及びミドルウェアについて、必
要に応じてセキュリティパッチの適用を行ってい
る。

左記に下記内容を追加する。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①国及びクラウド事業者は利用者のデータにア
クセスしない契約等となっている。
②前橋市が委託したASP(「地方公共団体情報
システムのガバメントクラウドの利用に関する基
準【第1.0版】」（令和４年１０月　デジタル庁。以
下「利用基準」という。）に規定する「ASP」をい
う。以下同じ。)又はガバメントクラウド運用管理
補助者（利用基準に規定する「ガバメントクラウ
ド運用管理補助者」をいう。以下同じ。）は、ガバ
メントクラウドが提供するマネージドサービスに
より、ネットワークアクティビティ、データアクセス
パターン、アカウント動作等について継続的に
モニタリングを行うとともに、ログ管理を行う。
③クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対す
るセキュリティの脅威に対し、脅威検出やDDos
対策を24時間365日講じる。
④クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対し、
ウイルス対策ソフトを導入し、パターンファイル
の更新を行う。
⑤前橋市が委託したASP又はガバメントクラウド
運用管理補助者は、導入しているOS及びミドル
ウエアについて、必要に応じてセキュリティパッ
チの適用を行う。
⑥ガバメントクラウドの特定個人情報を保有す
るシステムを構築する環境は、インターネットと
は切り離された閉域ネットワークで構成する。
⑦前橋市やASP又はガバメントクラウド運用管
理補助者の運用保守地点からガバメントクラウ
ドへの接続については、閉域ネットワークで構
成する。
⑧前橋市が管理する業務データは、国及びクラ
ウド事業者がアクセスできないよう制御を講じ
る。

事前 重要な変更
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和6年3月12日

Ⅲ（軽自動車税ファイル）-７．
リスク１⑥技術的対策「具体的
な対策の内容」

＜前橋市における措置＞
・特定個人情報ファイルを管理しているサーバ
は、インターネット等の外部ネットワークから隔
離されたネットワーク上に設置している。
・特定個人情報ファイルを管理している全ての
サーバには、ウイルス対策ソフトを導入してお
り、パターンファイルも最新版が適用されるよう
管理している。

左記に下記内容を追加する。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①国及びクラウド事業者は利用者のデータにア
クセスしない契約等となっている。
②前橋市が委託したASP(「地方公共団体情報
システムのガバメントクラウドの利用に関する基
準【第1.0版】」（令和４年１０月　デジタル庁。以
下「利用基準」という。）に規定する「ASP」をい
う。以下同じ。)又はガバメントクラウド運用管理
補助者（利用基準に規定する「ガバメントクラウ
ド運用管理補助者」をいう。以下同じ。）は、ガバ
メントクラウドが提供するマネージドサービスに
より、ネットワークアクティビティ、データアクセス
パターン、アカウント動作等について継続的に
モニタリングを行うとともに、ログ管理を行う。
③クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対す
るセキュリティの脅威に対し、脅威検出やDDos
対策を24時間365日講じる。
④クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対し、
ウイルス対策ソフトを導入し、パターンファイル
の更新を行う。
⑤前橋市が委託したASP又はガバメントクラウド
運用管理補助者は、導入しているOS及びミドル
ウエアについて、必要に応じてセキュリティパッ
チの適用を行う。
⑥ガバメントクラウドの特定個人情報を保有す
るシステムを構築する環境は、インターネットと
は切り離された閉域ネットワークで構成する。
⑦前橋市やASP又はガバメントクラウド運用管
理補助者の運用保守地点からガバメントクラウ
ドへの接続については、閉域ネットワークで構
成する。
⑧前橋市が管理する業務データは、国及びクラ
ウド事業者がアクセスできないよう制御を講じ
る。

事前 重要な変更
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和6年3月12日

Ⅲ（事業所税ファイル）-７．リ
スク１⑥技術的対策「具体的
な対策の内容」

＜前橋市における措置＞
・特定個人情報ファイルを管理しているサーバ
は、インターネット等の外部ネットワークから隔
離されたネットワーク上に設置している。
・特定個人情報ファイルを管理している全ての
サーバには、ウイルス対策ソフトを導入してお
り、パターンファイルも最新版が適用されるよう
管理している。

左記に下記内容を追加する。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①国及びクラウド事業者は利用者のデータにア
クセスしない契約等となっている。
②前橋市が委託したASP(「地方公共団体情報
システムのガバメントクラウドの利用に関する基
準【第1.0版】」（令和４年１０月　デジタル庁。以
下「利用基準」という。）に規定する「ASP」をい
う。以下同じ。)又はガバメントクラウド運用管理
補助者（利用基準に規定する「ガバメントクラウ
ド運用管理補助者」をいう。以下同じ。）は、ガバ
メントクラウドが提供するマネージドサービスに
より、ネットワークアクティビティ、データアクセス
パターン、アカウント動作等について継続的に
モニタリングを行うとともに、ログ管理を行う。
③クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対す
るセキュリティの脅威に対し、脅威検出やDDos
対策を24時間365日講じる。
④クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対し、
ウイルス対策ソフトを導入し、パターンファイル
の更新を行う。
⑤前橋市が委託したASP又はガバメントクラウド
運用管理補助者は、導入しているOS及びミドル
ウエアについて、必要に応じてセキュリティパッ
チの適用を行う。
⑥ガバメントクラウドの特定個人情報を保有す
るシステムを構築する環境は、インターネットと
は切り離された閉域ネットワークで構成する。
⑦前橋市やASP又はガバメントクラウド運用管
理補助者の運用保守地点からガバメントクラウ
ドへの接続については、閉域ネットワークで構
成する。
⑧前橋市が管理する業務データは、国及びクラ
ウド事業者がアクセスできないよう制御を講じ
る。

事前 重要な変更
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和6年3月12日

Ⅲ（国民健康保険税ファイル）
-７．リスク１⑥技術的対策「具
体的な対策の内容」

＜前橋市における措置＞
・特定個人情報ファイルを管理しているサーバ
は、インターネット等の外部ネットワークから隔
離されたネットワーク上に設置している。
・特定個人情報ファイルを管理している全ての
サーバには、ウイルス対策ソフトを導入してお
り、パターンファイルも最新版が適用されるよう
管理している。
＜中間サーバ･プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバ・プラットフォームではUTM（コン
ピュータウイルスやハッキングなどの脅威から
ネットワークを効率的かつ包括的に保護する装
置）等を導入し、アクセス制限、侵入検知及び侵
入防止を行うとともに、ログの解析を行ってい
る。
・中間サーバ・プラットフォームでは、ウイルス対
策ソフトを導入し、パターンファイルの更新を
行っている。
・導入しているＯＳ及びミドルウェアについて、必
要に応じてセキュリティパッチの適用を行ってい
る。

左記に下記内容を追加する。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①国及びクラウド事業者は利用者のデータにア
クセスしない契約等となっている。
②前橋市が委託したASP(「地方公共団体情報
システムのガバメントクラウドの利用に関する基
準【第1.0版】」（令和４年１０月　デジタル庁。以
下「利用基準」という。）に規定する「ASP」をい
う。以下同じ。)又はガバメントクラウド運用管理
補助者（利用基準に規定する「ガバメントクラウ
ド運用管理補助者」をいう。以下同じ。）は、ガバ
メントクラウドが提供するマネージドサービスに
より、ネットワークアクティビティ、データアクセス
パターン、アカウント動作等について継続的に
モニタリングを行うとともに、ログ管理を行う。
③クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対す
るセキュリティの脅威に対し、脅威検出やDDos
対策を24時間365日講じる。
④クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対し、
ウイルス対策ソフトを導入し、パターンファイル
の更新を行う。
⑤前橋市が委託したASP又はガバメントクラウド
運用管理補助者は、導入しているOS及びミドル
ウエアについて、必要に応じてセキュリティパッ
チの適用を行う。
⑥ガバメントクラウドの特定個人情報を保有す
るシステムを構築する環境は、インターネットと
は切り離された閉域ネットワークで構成する。
⑦前橋市やASP又はガバメントクラウド運用管
理補助者の運用保守地点からガバメントクラウ
ドへの接続については、閉域ネットワークで構
成する。
⑧前橋市が管理する業務データは、国及びクラ
ウド事業者がアクセスできないよう制御を講じ
る。

事前 重要な変更
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和6年3月12日
Ⅲ（個人市民税ファイル）-７．
リスク３「手順の内容」

・収納情報において、完納後１０年間保管する
必要があるため、システム上の特定個人情報に
ついては、賦課及び収納情報の保管期間経過
後、消去する。
・申告書等の紙媒体についてはシュレッダー処
分を行う。

左記に下記内容を追加する。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
データの復元がなされないよう、クラウド事業者
において、NIST 800-88、ISO/IEC27001等に準
拠したプロセスにしたがって確実にデータを消
去する。

事前 重要な変更

令和6年3月12日

Ⅲ（収納・滞納管理ファイル）-
７．リスク１⑥技術的対策「具
体的な対策の内容」

＜前橋市における措置＞
・特定個人情報ファイルを管理しているサーバ
は、インターネット等の外部ネットワークから隔
離されたネットワーク上に設置している。
・特定個人情報ファイルを管理している全ての
サーバには、ウイルス対策ソフトを導入してお
り、パターンファイルも最新版が適用されるよう
管理している。
＜中間サーバ･プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバ・プラットフォームではUTM（コン
ピュータウイルスやハッキングなどの脅威から
ネットワークを効率的かつ包括的に保護する装
置）等を導入し、アクセス制限、侵入検知及び侵
入防止を行うとともに、ログの解析を行ってい
る。
・中間サーバ・プラットフォームでは、ウイルス対
策ソフトを導入し、パターンファイルの更新を
行っている。
・導入しているＯＳ及びミドルウェアについて、必
要に応じてセキュリティパッチの適用を行ってい
る。

左記に下記内容を追加する。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①国及びクラウド事業者は利用者のデータにア
クセスしない契約等となっている。
②前橋市が委託したASP(「地方公共団体情報
システムのガバメントクラウドの利用に関する基
準【第1.0版】」（令和４年１０月　デジタル庁。以
下「利用基準」という。）に規定する「ASP」をい
う。以下同じ。)又はガバメントクラウド運用管理
補助者（利用基準に規定する「ガバメントクラウ
ド運用管理補助者」をいう。以下同じ。）は、ガバ
メントクラウドが提供するマネージドサービスに
より、ネットワークアクティビティ、データアクセス
パターン、アカウント動作等について継続的に
モニタリングを行うとともに、ログ管理を行う。
③クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対す
るセキュリティの脅威に対し、脅威検出やDDos
対策を24時間365日講じる。
④クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対し、
ウイルス対策ソフトを導入し、パターンファイル
の更新を行う。
⑤前橋市が委託したASP又はガバメントクラウド
運用管理補助者は、導入しているOS及びミドル
ウエアについて、必要に応じてセキュリティパッ
チの適用を行う。
⑥ガバメントクラウドの特定個人情報を保有す
るシステムを構築する環境は、インターネットと
は切り離された閉域ネットワークで構成する。
⑦前橋市やASP又はガバメントクラウド運用管
理補助者の運用保守地点からガバメントクラウ
ドへの接続については、閉域ネットワークで構
成する。
⑧前橋市が管理する業務データは、国及びクラ
ウド事業者がアクセスできないよう制御を講じ
る。

事前 重要な変更
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和6年3月12日
Ⅲ（軽自動車税ファイル）-７．
リスク３「手順の内容」

・収納情報において、完納後１０年間保管する
必要があるため、システム上の特定個人情報に
ついては、賦課及び収納情報の保管期間経過
後、消去する。
・申告書等の紙媒体についてはシュレッダー処
分を行う。

左記に下記内容を追加する。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
データの復元がなされないよう、クラウド事業者
において、NIST 800-88、ISO/IEC27001等に準
拠したプロセスにしたがって確実にデータを消
去する。

事前 重要な変更

令和6年3月12日

Ⅲ（固定資産税及び都市計画
税ファイル）-７．リスク３「手順
の内容」

・収納情報において、完納後１０年間保管する
必要があるため、システム上の特定個人情報に
ついては、賦課及び収納情報の保管期間経過
後、消去する。
・申告書等の紙媒体についてはシュレッダー処
分を行う。

左記に下記内容を追加する。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
データの復元がなされないよう、クラウド事業者
において、NIST 800-88、ISO/IEC27001等に準
拠したプロセスにしたがって確実にデータを消
去する。

事前 重要な変更

令和6年3月12日
Ⅲ（国民健康保険税ファイル）
-７．リスク３「手順の内容」

・収納情報において、完納後１０年間保管する
必要があるため、システム上の特定個人情報に
ついては、賦課及び収納情報の保管期間経過
後、消去する。
・申告書等の紙媒体についてはシュレッダー処
分を行う。

左記に下記内容を追加する。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
データの復元がなされないよう、クラウド事業者
において、NIST 800-88、ISO/IEC27001等に準
拠したプロセスにしたがって確実にデータを消
去する。

事前 重要な変更

令和6年3月12日
Ⅲ（事業所税ファイル）-７．リ
スク３「手順の内容」

・収納情報において、完納後１０年間保管する
必要があるため、システム上の特定個人情報に
ついては、賦課及び収納情報の保管期間経過
後、消去する。
・申告書等の紙媒体についてはシュレッダー処
分を行う。

左記に下記内容を追加する。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
データの復元がなされないよう、クラウド事業者
において、NIST 800-88、ISO/IEC27001等に準
拠したプロセスにしたがって確実にデータを消
去する。

事前 重要な変更
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和6年3月12日

Ⅳ（その他のリスク対策）-１．
②監査「具体的な対策の内
容」

＜前橋市における措置＞
内部監査実施にあたっては、年度計画を策定
し、情報セキュリティ対策の監査を実施すること
としている。
＜中間サーバ・プラットフォームにおける措置＞
運用規則等に基づき、中間サーバ・プラット
フォームについて、定期的に監査を行うこととし
ている。
＜審査システム（eLTAX）及び国税連携システ
ム（eLTAX）における措置>
運営する認定委託事業者が、毎年度、情報セ
キュリティ監査（外部監査）を受けている。また、
地方税ポータルセンタ（eLTAX）については、運
営する一般社団法人地方税電子化協議会が、
毎年度、情報セキュリティ監査（外部監査）を受
けている。

左記に下記内容を追加する。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
ガバメントクラウドについては政府情報システム
のセキュリティ制度（ISMAP）のリストに登録され
たクラウドサービスから調達することとしており、
ISMAPにおいて、クラウドサービス事業者は定
期的にISMAP監査機関リストに登録された監査
機関による監査を行うこととしている。

事前 重要な変更

令和6年3月12日
Ⅲ（収納・滞納管理ファイル）-
７．リスク３「手順の内容」

・収納情報において、完納後１０年間保管する
必要があるため、システム上の特定個人情報に
ついては、賦課及び収納情報の保管期間経過
後、消去する。
・申告書等の紙媒体についてはシュレッダー処
分を行う。

左記に下記内容を追加する。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
データの復元がなされないよう、クラウド事業者
において、NIST 800-88、ISO/IEC27001等に準
拠したプロセスにしたがって確実にデータを消
去する。

事前 重要な変更

令和6年3月12日 Ⅳ（その他のリスク対策）-３．

＜中間サーバ･プラットフォームにおける措置＞
中間サーバ・プラットフォームを活用することに
より、統一した設備環境による高レベルのセ
キュリティ管理（入退室管理等）、ITリテラシーの
高い運用担当者によるセキュリティリスクの低
減、及び技術力の高い運用担当者による均一
的で安定したシステム運用・監視を実現してい
る。

左記に下記内容を追加する。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
ガバメントクラウド上での業務データの取扱いに
ついては、当該業務データを保有する前橋市及
びその業務データの取扱いについて委託を受
けるASP又はガバメントクラウド運用管理補助
者が責任を有する。
ガバメントクラウド上での業務アプリケーション
の運用等に障害が発生する場合等の対応につ
いては、原則としてガバメントクラウドに起因す
る事象の場合は、国はクラウド事業者と契約す
る立場から、その契約を履行させることで対応
する。また、ガバメントクラウドに起因しない事象
の場合は、前橋市に業務アプリケーションサー
ビスを提供するASP又はガバメントクラウド運用
管理補助者が対応するものとする。
具体的な取り扱いについて、疑義が生じる場合
は、前橋市とデジタル庁及び関係者で協議を行
う。

事前 重要な変更
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和6年3月12日 Ⅴ-１．②請求方法
前橋市個人情報保護条例第１９条に基づき、開
示請求書に必要事項を記載し、上記①へ提出。

個人情報の保護に関する法律第７７条第１項に
基づき、開示請求書に必要事項を記載し、上記
①へ提出。

事後
法令改正に伴う変更のため重
要な変更には該当しない

令和6年3月12日
番号法第９条第１項別表第一
（情報移転先の事務）

（別紙Ⅱ-５-３）のとおり （別紙Ⅱ-５-３）のとおり 事後
組織変更及び法令改正に伴う
変更のため重要な変更には
該当しない

令和6年3月12日
番号法第９条第１項別表第一
（情報提供先の事務）

（別紙Ⅱ-５-２）のとおり （別紙Ⅱ-５-２）のとおり 事後
法令改正に伴う変更のため重
要な変更には該当しない

令和6年3月12日

Ⅰ基本情報　２．特定個人情
報ファイルを取り扱う事務にお
いて使用するシステム　システ
ム２０　①システムの名称

地方税共通納税システム
地方税共通納税システム・共通納税インター
フェースシステム・納付ポータルシステム

事後
税制改正による修正のため重
要な変更に該当しない

令和6年3月12日

Ⅰ基本情報　６．情報ネット
ワークシステムによる情報連
携　②法令上の根拠

（情報提供の根拠）
　番号法第１９条第８号、第１９条第９号（特定個
人情報の提供の制限）及び別表第二第三欄（情
報提供者）が「市町村長」の項のうち、第四欄
（特定個人情報）に「地方税関係情報」が含まれ
る項（１、２、３、４、６、８、９、１１、１６、１８、２０、
２３、２６、２７、２８、２９、３０、３１、３４、３５、３
７、３８、３９、４０、４２、４８、５３、５４、５７、５８、
５９、６１、６２、６３、６４、６５、６６、６７、７０、７
１、７４、８０、８４、８５の２、８７、９１、９２、９４、９
７、１０１、１０２、１０３、１０６、１０７、１０８、１１
３、１１４、１１５、１１６、１１７、１２０、１２１の項）

（情報提供の根拠）
　番号法第１９条第８号、第１９条第９号、第１９
条第１０号（特定個人情報の提供の制限）及び
別表第二第三欄（情報提供者）が「市町村長」
の項のうち、第四欄（特定個人情報）に「地方税
関係情報」が含まれる項（１、２、３、４、６、８、
９、１１、１６、１８、２０、２３、２６、２７、２８、２９、
３０、３１、３４、３５、３７、３８、３９、４０、４２、４
８、５３、５４、５７、５８、５９、６１、６２、６３、６４、
６５、６６、６７、７０、７１、７４、８０、８４、８５の２、
８７、９１、９２、９４、９７、１０１、１０２、１０３、１０
６、１０７、１０８、１１３、１１４、１１５、１１６、１１
７、１２０、１２１の項）

事後
組織変更及び法令改正に伴う
変更のため重要な変更には
該当しない
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和6年3月12日

Ⅰ基本情報　２．特定個人情
報ファイルを取り扱う事務にお
いて使用するシステム２１

なし pufure 事後
記載漏れの修正のため重要
な変更に該当しない

令和6年3月12日

Ⅰ基本情報　２．特定個人情
報ファイルを取り扱う事務にお
いて使用するシステム　システ
ム２０　②システムの機能

１　電子納税
　自宅や職場のパソコンから、一括で全ての地
方自治体へ電子納税を行う。各自治体には、共
通口座を介して市の口座に入金される。
　地方税共通納税システムで受付された納付情
報は、総合行政ネットワーク（LGWAN）を通じ、
審査システム（eLTAX）で受領する。

１　電子納税
　納税者が自宅や職場のパソコンから、複数の
納付先へ一括して電子納付が可能となるシステ
ムである。
　納付情報を作成し、納税者が納付情報に基づ
き支払操作を行い納税することを可能にする
eLTAXポータルと納付書に記載されたキー情報
やQRコードを活用して納税することを可能とす
る共通納税インターフェースシステム及び納付
ポータルシステムがある。
　地方税共通納税システムで受付された納付情
報は、総合行政ネットワーク（LGWAN）を通じ、
審査システム（eLTAX）で受領し、納税された資
金は機構の幹事⾦融機関⼝座を介して市の口
座に入金される。

事後
税制改正による修正のため重
要な変更に該当しない

令和6年3月12日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　（１）個人市民税ファイル
５．特定個人情報の提供・移
転　提供先１　①法令上の根
拠

番号法第１９条第７号別表第二（別紙Ⅱ-５-１参
照）、番号法第１９条第８号

番号法第１９条第８号別表第二（別紙Ⅱ-５-１参
照）、番号法第１９条第９号

事後
法令改正に伴う変更のため重
要な変更には該当しない

令和6年3月12日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　（１）個人市民税ファイル
５．特定個人情報の提供・移
転　提供先１

番号法第１９条第７号別表第二に定める情報照
会者（別紙Ⅱ-５-１参照）、番号法第１９条第８
号に定める条例事務関係情報照会者

番号法第１９条第８号別表第二に定める情報照
会者（別紙Ⅱ-５-１参照）、番号法第１９条第９
号に定める条例事務関係情報照会者

事後
法令改正に伴う変更のため重
要な変更には該当しない
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和6年3月12日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　（１）個人市民税ファイル
５．特定個人情報の提供・移
転　提供先１　②提供先にお
ける用途

番号法第１９条第７号別表第二の第２欄に掲げ
る事務（別紙Ⅱ-５-１参照）、別表第二の第２欄
に掲げる事務に準ずる個人情報保護委員会規
則で定める事務

番号法第１９条第８号別表第二の第２欄に掲げ
る事務（別紙Ⅱ-５-１参照）、別表第二の第２欄
に掲げる事務に準ずる個人情報保護委員会規
則で定める事務

事後
法令改正に伴う変更のため重
要な変更には該当しない

令和6年3月12日
番号法第９条第１項別表第一
（情報移転先の事務）

（別紙Ⅱ-５-１）のとおり （別紙Ⅱ-５-１）のとおり 事後
法令改正に伴う変更のため重
要な変更には該当しない

令和6年3月12日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　（２）固定資産税及び都市
計画税ファイル　３．特定個人
情報の入手・使用　⑤本人へ
の明示

・固定資産税の賦課に必要な情報については、
地方税法第３８１条、第３８２条、第３８３条、第３
８４条及び第３８４条の２の条文、番号法の別表
第二の第２７号に規定されている。
・都市計画税の賦課に必要な情報については、
地方税法第７０２条の条文、番号法の別表第二
の第２７号に規定されている。

・固定資産税の賦課に必要な情報については、
地方税法第３８１条、第３８２条、第３８３条、第３
８４条、第３８４条の２及び第３８４条の３の条
文、番号法の別表第二の第２７号に規定されて
いる。
・都市計画税の賦課に必要な情報については、
地方税法第７０２条の条文、番号法の別表第二
の第２７号に規定されている。

事後
法令改正に伴う変更のため重
要な変更には該当しない

令和6年3月12日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　（１）個人市民税ファイル
５．特定個人情報の提供・移
転　提供先３

番号法第１９条第９号、地方税法第３１７条 番号法第１９条第１０号、地方税法第３１７条 事後
法令改正に伴う変更のため重
要な変更には該当しない

令和6年3月12日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　（２）固定資産税及び都市
計画税ファイル　６．特定個人
情報の保管・消去　②保管期
間　期間

10年以上20年未満 20年以上 事後
法令改正等に伴う変更のため
重
要な変更には該当しない
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和6年3月12日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　（２）固定資産税及び都市
計画税ファイル　６．特定個人
情報の保管・消去　②保管期
間　その妥当性

課税台帳の保存期間は１０年と定められている
ため。

課税台帳の保存期間は2０年と定められている
ため。

事後
法令改正等に伴う変更のため
重
要な変更には該当しない

令和6年3月12日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　（１）国税連携ファイル
４．特定個人情報ファイルの取
扱い委託　委託事項１　⑥委
託先名

株式会社TKC 株式会社NTTデータ 事後
認定委託先事業者の変更の
ため重要な変更に該当しない

令和6年3月12日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　（２）固定資産税及び都市
計画税ファイル　６．特定個人
情報の保管・消去　③消去方
法

＜前橋市における措置＞
・収納情報において、完納後１０年間保管する
必要があるため、システム上の特定個人情報に
ついては、賦課及び収納情報の保管期間経過
後、消去する。
・申告書等の紙媒体については保管期間を定
め、期間を過ぎたものはシュレッダー処分を行
う。

＜前橋市における措置＞
・システム上の特定個人情報については、課税
台帳の保存期間である２０年経過後、消去す
る。
・申告書等の紙媒体については保管期間を定
め、期間を過ぎたものはシュレッダー処分を行
う。

事後
法令改正等に伴う変更のため
重
要な変更には該当しない

令和6年3月12日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　別添２（１）個人市民税ファ
イル

Ⅱ特定個人情報ファイルの概要　別添２（１）個
人市民税ファイルのとおり

事後
法令改正に伴う変更のため重
要な変更には該当しない

令和6年3月12日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　（８）国税連携ファイル
５．特定個人情報の提供・移
転　提供先１　　①法令上の根
拠

番号法第１９条第９号、地方税法第３１７条 番号法第１９条第１０号、地方税法第３１７条 事後
法令改正に伴う変更のため重
要な変更には該当しない
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和6年3月12日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　別添２（８）国税連携ファイ
ル　②法定調書

Ⅱ特定個人情報ファイルの概要　別添２（８）国
税連携ファイル　②法定調書のとおり

事後
法令改正に伴う変更のため重
要な変更には該当しない

令和6年3月12日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　別添２（８）国税連携ファイ
ル

Ⅱ特定個人情報ファイルの概要　別添２（８）国
税連携ファイルのとおり

事後
法令改正に伴う変更のため重
要な変更には該当しない

令和6年3月12日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　（１）個人市民税ファイル
５．特定個人情報の提供・移
転　提供先１　①法令上の根
拠

番号法第１９条第７号別表第二（別紙Ⅱ-５-１参
照）、番号法第１９条第８号

番号法第１９条第８号別表第二（別紙Ⅱ-５-１参
照）、番号法第１９条第９号

事後
法令改正に伴う変更のため重
要な変更には該当しない

令和6年3月12日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　別添２（８）国税連携ファイ
ル　（②－４）359（配当、剰余
金の分配及び基金利息の支
払調書）

Ⅱ特定個人情報ファイルの概要　別添２（８）国
税連携ファイル　（②－４）359（配当、剰余金の
分配及び基金利息の支払調書）のとおり

事後
法令改正に伴う変更のため重
要な変更には該当しない

令和6年3月12日
Ⅰ-2-システム17-②システム
の機能　７．送付先情報通知

個人番号の通知に係る事務の委任先である機
構において、住民に対して番号通知書類(通知
カード、個人番号カード交付申請書（以下「交付
申請書」という。）等)を送付するため、既存住民
基本台帳システムから当該市町村の住民基本
台帳に記載されている者の送付先情報を抽出
し、当該情報を、機構が設置・管理する個人番
号カード管理システムに通知する。

個人番号の通知に係る事務の委任先である機
構において、住民に対して番号通知書類(個人
番号通知書、個人番号カード交付申請書（以下
「交付申請書」という。）等)を送付するため、既
存住民基本台帳システムから当該市町村の住
民基本台帳に記載されている者の送付先情報
を抽出し、当該情報を、機構が設置・管理する
個人番号カード管理システムに通知する。

事後
番号通知書類の修正のため
重要な変更に該当しない
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（別紙Ⅱ-５-１）　番号法第１９条第８号別表第二に定める情報照会者
　※情報提供者は前橋市長

項番 情報照会者 事務 特定個人情報
1 厚生労働大臣 健康保険法第五条第二項の規定により厚生労

働大臣が行うこととされた健康保険に関する事
務であって主務省令で定めるもの

地方税法その他の地方税に関する法律に基づ
く条例の規定により算定した税額若しくはその
算定の基礎となる事項に関する情報（以下「地
方税関係情報」という。）、住民基本台帳法第
七条第四号に規定する事項（以下「住民票関
係情報」という。）又は介護保険法による保険
給付の支給、地域支援事業の実施若しくは保
険料の徴収に関する情報（以下「介護保険給
付等関係情報」という。）であって主務省令で定
めるもの

2 全国健康保険
協会

健康保険法による保険給付の支給に関する事
務であって主務省令で定めるもの

地方税関係情報、住民票関係情報又は介護保
険給付等関係情報であって主務省令で定める
もの

3 健康保険組合 健康保険法による保険給付の支給に関する事
務であって主務省令で定めるもの

地方税関係情報、住民票関係情報又は介護保
険給付等関係情報であって主務省令で定める
もの

4 厚生労働大臣 船員保険法第四条第二項の規定により厚生労
働大臣が行うこととされた船員保険に関する事
務であって主務省令で定めるもの

地方税関係情報、住民票関係情報又は介護保
険給付等関係情報であって主務省令で定める
もの

6 全国健康保険
協会

船員保険法による保険給付又は平成十九年法
律第三十号附則第三十九条の規定によりなお
従前の例によるものとされた平成十九年法律第
三十号第四条の規定による改正前の船員保険
法による保険給付の支給に関する事務であって
主務省令で定めるもの

地方税関係情報、住民票関係情報又は介護保
険給付等関係情報であって主務省令で定める
もの

8 都道府県知事 児童福祉法による養育里親若しくは養子縁組里
親の登録、里親の認定又は障害児入所給付
費、高額障害児入所給付費若しくは特定入所障
害児食費等給付費の支給に関する事務であっ
て主務省令で定めるもの

児童福祉法による障害児通所支援に関する情
報、地方税関係情報、住民票関係情報、介護
保険給付等関係情報又は障害者の日常生活
及び社会生活を総合的に支援するための法律
による自立支援給付の支給に関する情報（以
下「障害者自立支援給付関係情報」という。）で
あって主務省令で定めるもの

9 都道府県知事 児童福祉法による小児慢性特定疾病医療費の
支給に関する事務であって主務省令で定めるも
の

地方税関係情報又は住民票関係情報であって
主務省令で定めるもの

11 市町村長 児童福祉法による障害児通所給付費、特例障
害児通所給付費、高額障害児通所給付費、障
害児相談支援給付費若しくは特例障害児相談
支援給付費の支給又は障害福祉サービスの提
供に関する事務であって主務省令で定めるもの

児童福祉法による障害児通所支援に関する情
報、地方税関係情報、住民票関係情報、介護
保険給付等関係情報又は障害者自立支援給
付関係情報であって主務省令で定めるもの

16 都道府県知事
又は市町村長

児童福祉法による負担能力の認定又は費用の
徴収に関する事務であって主務省令で定めるも
の

児童福祉法による障害児通所支援に関する情
報、地方税関係情報、住民票関係情報又は障
害者自立支援給付関係情報であって主務省令
で定めるもの

18 市町村長 予防接種法による給付の支給又は実費の徴収
に関する事務であって主務省令で定めるもの

地方税関係情報又は住民票関係情報であって
主務省令で定めるもの

20 市町村長 身体障害者福祉法による障害福祉サービス、障
害者支援施設等への入所等の措置又は費用の
徴収に関する事務であって主務省令で定めるも
の

地方税関係情報、住民票関係情報又は障害者
自立支援給付関係情報であって主務省令で定
めるもの

23 都道府県知事 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律に
よる入院措置又は費用の徴収に関する事務で
あって主務省令で定めるもの

地方税関係情報又は住民票関係情報であって
主務省令で定めるもの
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（別紙Ⅱ-５-１）　番号法第１９条第８号別表第二に定める情報照会者
　※情報提供者は前橋市長

項番 情報照会者 事務 特定個人情報
26 都道府県知事

等
生活保護法による保護の決定及び実施又は徴
収金の徴収に関する事務であって主務省令で定
めるもの

地方税関係情報、母子保健法による養育医療
の給付若しくは養育医療に要する費用の支給
に関する情報、児童手当法による児童手当若
しくは特例給付の支給に関する情報（以下「児
童手当関係情報」という。）、介護保険給付等
関係情報又は障害者自立支援給付関係情報
であって主務省令で定めるもの

27 市町村長 地方税法その他の地方税に関する法律及びこ
れらの法律に基づく条例による地方税の賦課徴
収に関する事務であって主務省令で定めるもの

地方税関係情報又は住民票関係情報であって
主務省令で定めるもの

28 都道府県知事 地方税法その他の地方税に関する法律及びこ
れらの法律に基づく条例による地方税の賦課徴
収に関する事務であって主務省令で定めるもの

地方税関係情報であって主務省令で定めるも
の

29 厚生労働大臣
又は共済組合
等

地方税法その他の地方税に関する法律及びこ
れらの法律に基づく条例による地方税の賦課徴
収に関する事務であって主務省令で定めるもの

地方税関係情報であって主務省令で定めるも
の

30 社会福祉協議
会

社会福祉法による生計困難者に対して無利子又
は低利で資金を融通する事業の実施に関する
事務であって主務省令で定めるもの

地方税関係情報、住民票関係情報、児童手当
関係情報又は介護保険給付等関係情報であっ
て主務省令で定めるもの

31 公営住宅法第
二条第十六号
に規定する事
業主体である
都道府県知事
又は市町村長

公営住宅法による公営住宅の管理に関する事
務であって主務省令で定めるもの

地方税関係情報又は住民票関係情報であって
主務省令で定めるもの

34 日本私立学校
振興・共済事
業団

私立学校教職員共済法による短期給付又は年
金である給付の支給に関する事務であって主務
省令で定めるもの

地方税関係情報又は住民票関係情報であって
主務省令で定めるもの

35 厚生労働大臣
又は共済組合
等

厚生年金保険法による年金である保険給付又
は一時金の支給に関する事務であって主務省
令で定めるもの

地方税関係情報又は住民票関係情報であって
主務省令で定めるもの

37 文部科学大臣
又は都道府県
教育委員会

特別支援学校への就学奨励に関する法律によ
る特別支援学校への就学のため必要な経費の
支弁に関する事務であって主務省令で定めるも
の

地方税関係情報又は住民票関係情報であって
主務省令で定めるもの

38 都道府県教育
委員会又は市
町村教育委員
会

学校保健安全法による医療に要する費用につい
ての援助に関する事務であって主務省令で定め
るもの

地方税関係情報又は住民票関係情報であって
主務省令で定めるもの

39 国家公務員共
済組合

国家公務員共済組合法による短期給付の支給
に関する事務であって主務省令で定めるもの

地方税関係情報、住民票関係情報又は介護保
険給付等関係情報であって主務省令で定める
もの

40 国家公務員共
済組合連合会

国家公務員共済組合法又は国家公務員共済組
合法の長期給付に関する施行法による年金であ
る給付の支給に関する事務であって主務省令で
定めるもの

地方税関係情報又は住民票関係情報であって
主務省令で定めるもの

42 市町村長又は
国民健康保険
組合

国民健康保険法による保険給付の支給又は保
険料の徴収に関する事務であって主務省令で定
めるもの

地方税関係情報、住民票関係情報又は介護保
険給付等関係情報であって主務省令で定める
もの

48 厚生労働大臣 国民年金法による年金である給付若しくは一時
金の支給、保険料の納付に関する処分又は保
険料その他徴収金の徴収に関する事務であって
主務省令で定めるもの

地方税関係情報又は住民票関係情報であって
主務省令で定めるもの
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（別紙Ⅱ-５-１）　番号法第１９条第８号別表第二に定める情報照会者
　※情報提供者は前橋市長

項番 情報照会者 事務 特定個人情報
53 市町村長 知的障害者福祉法による障害福祉サービス、障

害者支援施設等への入所等の措置又は費用の
徴収に関する事務であって主務省令で定めるも
の

地方税関係情報、住民票関係情報又は障害者
自立支援給付関係情報であって主務省令で定
めるもの

54 住宅地区改良
法第二条第二
項に規定する
施行者である
都道府県知事
又は市町村長

住宅地区改良法による改良住宅の管理若しくは
家賃若しくは敷金の決定若しくは変更又は収入
超過者に対する措置に関する事務であって主務
省令で定めるもの

地方税関係情報又は住民票関係情報であって
主務省令で定めるもの

57 都道府県知事
等

児童扶養手当法による児童扶養手当の支給に
関する事務であって主務省令で定めるもの

地方税関係情報、住民票関係情報又は障害者
の日常生活及び社会生活を総合的に支援する
ための法律による療養介護若しくは施設入所
支援に関する情報であって主務省令で定める
もの

58 地方公務員共
済組合

地方公務員等共済組合法による短期給付の支
給に関する事務であって主務省令で定めるもの

地方税関係情報、住民票関係情報又は介護保
険給付等関係情報であって主務省令で定める
もの

59 地方公務員共
済組合又は全
国市町村職員
共済組合連合
会

地方公務員等共済組合法又は地方公務員等共
済組合法の長期給付等に関する施行法による
年金である給付の支給に関する事務であって主
務省令で定めるもの

地方税関係情報又は住民票関係情報であって
主務省令で定めるもの

61 市町村長 老人福祉法による福祉の措置に関する事務で
あって主務省令で定めるもの

地方税関係情報、住民票関係情報又は介護保
険給付等関係情報であって主務省令で定める
もの

62 市町村長 老人福祉法による費用の徴収に関する事務で
あって主務省令で定めるもの

地方税関係情報、住民票関係情報又は介護保
険給付等関係情報であって主務省令で定める
もの

63 都道府県知事 母子及び父子並びに寡婦福祉法による償還未
済額の免除又は資金の貸付けに関する事務で
あって主務省令で定めるもの

地方税関係情報であって主務省令で定めるも
の

64 都道府県知事
又は市町村長

母子及び父子並びに寡婦福祉法による配偶者
のない者で現に児童を扶養しているもの又は寡
婦についての便宜の供与に関する事務であって
主務省令で定めるもの

地方税関係情報であって主務省令で定めるも
の

65 都道府県知事
等

母子及び父子並びに寡婦福祉法による給付金
の支給に関する事務であって主務省令で定める
もの

地方税関係情報であって主務省令で定めるも
の

66 厚生労働大臣
又は都道府県
知事

特別児童扶養手当等の支給に関する法律によ
る特別児童扶養手当の支給に関する事務であっ
て主務省令で定めるもの

地方税関係情報又は住民票関係情報であって
主務省令で定めるもの

67 都道府県知事
等

特別児童扶養手当等の支給に関する法律によ
る障害児福祉手当若しくは特別障害者手当又は
昭和六十年法律第三十四号附則第九十七条第
一項の福祉手当の支給に関する事務であって
主務省令で定めるもの

地方税関係情報又は住民票関係情報であって
主務省令で定めるもの

70 市町村長 母子保健法による費用の徴収に関する事務で
あって主務省令で定めるもの

地方税関係情報又は住民票関係情報であって
主務省令で定めるもの

71 厚生労働大臣
又は都道府県
知事

雇用対策法による職業転換給付金の支給に関
する事務であって主務省令で定めるもの

地方税関係情報であって主務省令で定めるも
の
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（別紙Ⅱ-５-１）　番号法第１９条第８号別表第二に定める情報照会者
　※情報提供者は前橋市長

項番 情報照会者 事務 特定個人情報
74 市町村長（児

童手当法第十
七条第一項の
表の下欄に掲
げる者を含
む。）

児童手当法による児童手当又は特例給付の支
給に関する事務であって主務省令で定めるもの

地方税関係情報又は住民票関係情報であって
主務省令で定めるもの

80 後期高齢者医
療広域連合

高齢者の医療の確保に関する法律による後期
高齢者医療給付の支給又は保険料の徴収に関
する事務であって主務省令で定めるもの

地方税関係情報、住民票関係情報又は介護保
険給付等関係情報であって主務省令で定める
もの

84 厚生労働大臣 昭和六十年法律第三十四号附則第八十七条第
二項の規定により厚生年金保険の実施者たる
政府が支給するものとされた年金である保険給
付の支給に関する事務であって主務省令で定め
るもの

地方税関係情報又は住民票関係情報であって
主務省令で定めるもの

85
の2

特定優良賃貸
住宅の供給の
促進に関する
法律第１８条
第２項に規定
する賃貸住宅
の建設及び管
理を行う都道
府県知事又は
市町村長

特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律
による賃貸住宅の管理に関する事務であって主
務省令で定めるもの

地方税関係情報又は住民票関係情報であって
主務省令で定めるもの

87 都道府県知事
等

中国残留邦人等支援給付等の支給に関する事
務であって主務省令で定めるもの

地方税関係情報、母子保健法による養育医療
の給付若しくは養育医療に要する費用の支給
に関する情報、児童手当関係情報、介護保険
給付等関係情報又は障害者自立支援給付関
係情報であって主務省令で定めるもの

91 厚生労働大臣 平成八年法律第八十二号附則第十六条第三項
の規定により厚生年金保険の実施者たる政府
が支給するものとされた年金である給付の支給
に関する事務であって主務省令で定めるもの

地方税関係情報又は住民票関係情報であって
主務省令で定めるもの

92 平成八年法律
第八十二号附
則第三十二条
第二項に規定
する存続組合
又は平成八年
法律第八十二
号附則第四十
八条第一項に
規定する指定
基金

平成八年法律第八十二号による年金である長
期給付又は年金である給付の支給に関する事
務であって主務省令で定めるもの

地方税関係情報又は住民票関係情報であって
主務省令で定めるもの

94 市町村長 介護保険法による保険給付の支給、地域支援
事業の実施又は保険料の徴収に関する事務で
あって主務省令で定めるもの

地方税関係情報、住民票関係情報又は介護保
険給付等関係情報であって主務省令で定める
もの

97 都道府県知事
又は保健所を
設置する市の
長

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療
に関する法律による費用の負担又は療養費の
支給に関する事務であって主務省令で定めるも
の

地方税関係情報であって主務省令で定めるも
の

101 厚生労働大臣 厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済
組合制度の統合を図るための農林漁業団体職
員共済組合法等を廃止する等の法律附則第十
六条第三項の規定により厚生年金保険の実施
者たる政府が支給するものとされた年金である
給付の支給に関する事務であって主務省令で定
めるもの

地方税関係情報又は住民票関係情報であって
主務省令で定めるもの
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（別紙Ⅱ-５-１）　番号法第１９条第８号別表第二に定める情報照会者
　※情報提供者は前橋市長

項番 情報照会者 事務 特定個人情報
102 農林漁業団体

職員共済組合
厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済
組合制度の統合を図るための農林漁業団体職
員共済組合法等を廃止する等の法律による年
金である給付（同法附則第十六条第三項の規定
により厚生年金保険の実施者たる政府が支給す
るものとされた年金である給付を除く。）若しくは
一時金の支給又は特例業務負担金の徴収に関
する事務であって主務省令で定めるもの

地方税関係情報又は住民票関係情報であって
主務省令で定めるもの

103 独立行政法人
農業者年金基
金

独立行政法人農業者年金基金法による農業者
年金事業の給付の支給若しくは保険料その他徴
収金の徴収又は同法附則第六条第一項第一号
の規定により独立行政法人農業者年金基金が
行うものとされた平成十三年法律第三十九号に
よる改正前の農業者年金基金法若しくは平成二
年法律第二十一号による改正前の農業者年金
基金法による給付の支給に関する事務であって
主務省令で定めるもの

地方税関係情報又は住民票関係情報であって
主務省令で定めるもの

106 独立行政法人
日本学生支援
機構

独立行政法人日本学生支援機構法による学資
の貸与及び支給に関する事務であって主務省令
で定めるもの

地方税関係情報又は住民票関係情報であって
主務省令で定めるもの

107 厚生労働大臣 特定障害者に対する特別障害給付金の支給に
関する法律による特別障害給付金の支給に関
する事務であって主務省令で定めるもの

地方税関係情報であって主務省令で定めるも
の

108 都道府県知事
又は市町村長

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支
援するための法律による自立支援給付の支給
又は地域生活支援事業の実施に関する事務で
あって主務省令で定めるもの

児童福祉法による障害児通所支援に関する情
報、地方税関係情報、住民票関係情報、介護
保険給付等関係情報又は障害者自立支援給
付関係情報であって主務省令で定めるもの

113 文部科学大
臣、都道府県
知事又は都道
府県教育委員
会

高等学校等就学支援金の支給に関する法律に
よる就学支援金の支給に関する事務であって主
務省令で定めるもの

地方税関係情報又は住民票関係情報であって
主務省令で定めるもの

114 厚生労働大臣 職業訓練の実施等による特定求職者の就職の
支援に関する法律による職業訓練受講給付金
の支給に関する事務であって主務省令で定める
もの

地方税関係情報又は住民票関係情報であって
主務省令で定めるもの

115 平成二十三年
法律第五十六
号附則第二十
三条第一項第
三号に規定す
る存続共済会

平成二十三年法律第五十六号による年金であ
る給付の支給に関する事務であって主務省令で
定めるもの

地方税関係情報であって主務省令で定めるも
の

116 市町村長 子ども・子育て支援法による子どものための教
育・保育給付の支給又は地域子ども・子育て支
援事業の実施に関する事務であって主務省令で
定めるもの

児童福祉法による障害児通所支援に関する情
報、地方税関係情報、住民票関係情報又は障
害者自立支援給付関係情報であって主務省令
で定めるもの

117 厚生労働大臣 年金生活者支援給付金の支給に関する法律に
よる年金生活者支援給付金の支給に関する事
務であって主務省令で定めるもの

地方税関係情報、住民票関係情報又は介護保
険給付等関係情報であって主務省令で定める
もの

120 都道府県知事 難病の患者に対する医療等に関する法律による
特定医療費の支給に関する事務であって主務
省令で定めるもの

地方税関係情報又は住民票関係情報であって
主務省令で定めるもの
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（別紙Ⅱ-５-１）　番号法第１９条第８号別表第二に定める情報照会者
　※情報提供者は前橋市長

項番 情報照会者 事務 特定個人情報
121 公的給付の支

給等の迅速か
つ確実な実施
のための預貯
金口座の登録
等に関する法
律第十条に規
定する特定公
的給付の支給
を実施する行
政機関の長等

公的給付の支給等の迅速かつ確実な実施のた
めの預貯金口座の登録等に関する法律による
特定公的給付の支給を実施するための基礎とす
る情報の管理に関する事務であって主務省令で
定めるもの

地方税関係情報であって主務省令で定めるも
の
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（別紙Ⅱ-５-２）　番号法第９条第１項別表第一（情報提供先の事務）
　※情報提供者は前橋市長で、情報照会者は前橋市教育委員会

事務

別表
第一
の事
務の
番号

提供先
別表第一上の「事務」

※番号法（平成26年7月17日
公表）

別表第一の主務省令で定める事務を
定める命令（平成26年9月10日公布）

就学援助 26 学務管
理課

特別支援学校への就学奨励
に関する法律（昭和二十九
年法律第百四十四号）による
特別支援学校への就学のた
め必要な経費の支弁に関す
る事務であって主務省令で
定めるもの

特別支援学校への就学奨励に関する法律（昭和二十九年法律
第百四十四号）第五条の経費の算定に必要な資料の受理、そ
の資料に係る事実についての審査又はその資料の提出に対す
る応答に関する事務

医療に要
する費用
の援助

27 学務管
理課

学校保健安全法(昭和三十
三年法律第五十六号)による
医療に要する費用について
の援助に関する事務であっ
て主務省令で定めるもの

一　学校保健安全法(昭和三十三年法律第五十六号)第二十四
条の援助の対象となる者の認定に関する事務
二　学校保健安全法第二十四条の医療に要する費用の支給に
関する事務

高等学校
等就学支
援金の支
給

91 前橋高
等学校

高等学校等就学支援金の支
給に関する法律（平成二十
二年法律第十八号）による就
学支援金の支給に関する事
務であって主務省令で定め
るもの

一　高等学校等就学支援金の支給に関する法律（平成二十二
年法律第十八号）第四条の就学支援金の受給資格の認定の申
請の受理、その申請に係る事実についての審査又はその申請
に対する応答に関する事務
二　高等学校等就学支援金の支給に関する法律第十七条の収
入の状況の届出の受理、その届出に係る事実についての審査
又はその届出に対する応答に関する事務
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（別紙Ⅱ-５-３）　番号法第９条第１項別表第一（情報移転先の事務）

事務

別表
第一
の事
務の
番号

移転先
別表第一上の「事務」

※番号法（平成26年7月17日
公表）

別表第一の主務省令で定める事務を
定める命令（平成26年9月10日公布）

一　児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）第六条の
四第一号の養育里親若しくは同条第二号の養子縁組里親の登
録、同条第三号の里親の認定若しくは同法第十九条の三第一
項の小児慢性特定疾病医療費若しくは同法第二十四条の三第
一項の障害児入所給付費の支給の申請の受理、その申請に係
る事実についての審査又はその申請に対する応答に関する事
務
二　児童福祉法第十九条の二第一項の小児慢性特定疾病医
療費、同法第二十条第一項の療育の給付、同法第二十四条の
二第一項の障害児入所給付費、同法第二十四条の六第一項
の高額障害児入所給付費、同法第二十四条の七第一項の特
定入所障害児食費等給付費又は同法第二十四条の二十第一
項の障害児入所医療費の支給に関する事務
三　児童福祉法による医療受給者証又は入所受給者証に関す
る事務
四　児童福祉法第十九条の五第二項の医療費支給認定の変
更に関する事務
五　児童福祉法第十九条の六第一項の医療費支給認定の取
消し又は同法第二十四条の四第一項の入所給付決定の取消し
に関する事務
六　児童福祉法第三十三条の六第一項（同条第六項において
準用する場合を含む。）の児童自立生活援助の実施の申込み
の受理、その申込みに係る事実についての審査又はその申込
みに対する応答に関する事務
七　児童福祉法第三十四条の十九の養育里親名簿及び養子
縁組里親名簿の作成に関する事務
八　児童福祉法第五十六条第一項の負担能力の認定又は同
条第二項の費用の徴収に関する事務
九　児童福祉法第五十七条の四第二項又は第三項の資料の
提供等の求めに関する事務
十　児童福祉法施行規則（昭和二十三年厚生省令第十一号）
第七条の九第三項若しくは第二十五条の七第七項の申請内容
の変更の届出の受理、その届出に係る事実についての審査又
はその届出に対する応答に関する事務

児童福祉
法による
小児慢性
特定疾病
医療費、
療育の給
付等

7 こども支
援課

児童福祉法（昭和二十二年
法律第百六十四号）による養
育里親若しくは養子縁組里
親の登録、里親の認定、小
児慢性特定疾病医療費、療
育の給付、障害児入所給付
費、高額障害児入所給付
費、特定入所障害児食費等
給付費若しくは障害児入所
医療費の支給、日常生活上
の援助及び生活指導並びに
就業の支援の実施、負担能
力の認定又は費用の徴収に
関する事務であって主務省
令で定めるもの
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（別紙Ⅱ-５-３）　番号法第９条第１項別表第一（情報移転先の事務）

事務

別表
第一
の事
務の
番号

移転先
別表第一上の「事務」

※番号法（平成26年7月17日
公表）

別表第一の主務省令で定める事務を
定める命令（平成26年9月10日公布）

児童福祉
法による
障害児支
援

8 障害福
祉課

児童福祉法による障害児通
所給付費、特例障害児通所
給付費、高額障害児通所給
付費、肢体不自由児通所医
療費、障害児相談支援給付
費若しくは特例障害児相談
支援給付費の支給、障害福
祉サービスの提供、保育所
における保育の実施若しくは
措置又は費用の徴収に関す
る事務であって主務省令で
定めるもの

一　児童福祉法第二十一条の五の三第一項の障害児通所給
付費、同法第二十一条の五の四第一項の特例障害児通所給
付費、同法第二十一条の五の十二第一項の高額障害児通所
給付費、同法第二十一条の五の二十八第一項の肢体不自由
児通所医療費、同法第二十四条の二十六第一項の障害児相
談支援給付費又は同法第二十四条の二十七第一項の特例障
害児相談支援給付費の支給に関する事務
二　児童福祉法第二十一条の五の六第一項の通所給付決定
の申請の受理、その申請に係る事実についての審査又はその
申請に対する応答に関する事務
三　児童福祉法による通所受給者証に関する事務
四　児童福祉法第二十一条の五の八第二項の通所給付決定
の変更に関する事務
五　児童福祉法第二十一条の五の九第一項の通所給付決定
の取消しに関する事務
六　児童福祉法第二十一条の六の障害福祉サービスの提供に
関する事務
七　児童福祉法第二十四条第三項の調整又は要請に関する事
務
八　児童福祉法第二十四条第四項から第六項までの措置に関
する事務
九　児童福祉法第五十六条第二項の費用の徴収に関する事務
十　児童福祉法第五十七条の四第一項の資料の提供等の求
めに関する事務
十一　児童福祉法施行規則第十八条の六第七項の申請内容
の変更の届出の受理、その届出に係る事実についての審査又
はその届出に対する応答に関する事務

児童福祉
法による
助産の実
施又は保
護の実施

9 児童福祉法による助産施設
における助産の実施又は母
子生活支援施設における保
護の実施に関する事務で
あって主務省令で定めるも
の

一　児童福祉法第二十二条第一項の助産施設における助産の
実施の申込みの受理、その申込みに係る事実についての審査
又はその申込みに対する応答に関する事務
二　前号に掲げるもののほか、児童福祉法第二十二条第一項
の助産施設における助産の実施に関する事務
三　児童福祉法第二十三条第一項の母子生活支援施設におけ
る保護の実施の申込みの受理、その申込みに係る事実につい
ての審査又はその申込みに対する応答に関する事務
四　前号に掲げるもののほか、児童福祉法第二十三条第一項
の母子生活支援施設における保護の実施に関する事務

予防接種 10 予防接種法（昭和二十三年
法律第六十八号）による予防
接種の実施、給付の支給又
は実費の徴収に関する事務
であって主務省令で定めるも
の

一　予防接種法（昭和二十三年法律第六十八号）第五条第一
項又は第六条第一項若しくは第三項の予防接種の実施に関す
る事務
二　予防接種法第五条第一項又は第六条第一項の予防接種
の実施の指示に関する事務
三　予防接種法第六条第三項の予防接種の実施に必要な協力
に関する事務
四　予防接種法第十五条第一項の給付の支給の請求の受理、
その請求に係る事実についての審査又はその請求に対する応
答に関する事務
五　予防接種法第十五条第一項の給付の支給を受ける権利に
係る届出等（届出又は申出をいう。以下この号において同じ。）
の受理、その届出等に係る事実についての審査又はその届出
等に対する応答に関する事務
六　予防接種法第二十八条の実費の徴収に関する事務

こども支
援課
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※番号法（平成26年7月17日
公表）

別表第一の主務省令で定める事務を
定める命令（平成26年9月10日公布）

生活保護 15 社会福
祉課

生活保護法による保護の決
定及び実施、就労自立給付
金の支給、保護に要する費
用の返還又は徴収金の徴収
に関する事務であって主務
省令で定めるもの

一　生活保護法（昭和二十五年法律第百四十四号）第十九条
第一項の保護の実施に関する事務
二　生活保護法第二十四条第一項の保護の開始若しくは同条
第九項の保護の変更の申請の受理、その申請に係る事実につ
いての審査又はその申請に対する応答に関する事務
三　生活保護法第二十五条第一項の職権による保護の開始又
は同条第二項の職権による保護の変更に関する事務
四　生活保護法第二十六条の保護の停止又は廃止に関する事
務
五　生活保護法第二十九条第一項の資料の提供等の求めに関
する事務
六　生活保護法第五十五条の四第一項の就労自立給付金の
支給の申請の受理、その申請に係る事実についての審査又は
その申請に対する応答に関する事務
七　生活保護法第六十三条の保護に要する費用の返還に関す
る事務
八　生活保護法第七十七条第一項又は第七十八条第一項から
第三項までの徴収金の徴収（同法第七十八条の二第一項又は
第二項の徴収金の徴収を含む。）に関する事務

地方税の
賦課徴収
等

16 収納
課、資
産税
課、国
民健康
保険課

地方税法その他の地方税に
関する法律及びこれらの法
律に基づく条例による地方税
の賦課徴収又は地方税に関
する調査（犯則事件の調査を
含む。）に関する事務であっ
て主務省令で定めるもの

地方税法（昭和二十五年法律第二百二十六号）その他の地方
税に関する法律及びこれらの法律に基づく条例による地方税の
課税標準の更正若しくは決定、税額の更正若しくは決定、納税
の告知、督促、滞納処分その他の地方税の賦課徴収に関する
事務又は地方税に関する調査（犯則事件の調査を含む。）に関
する事務

精神障害
者保健福
祉手帳の
交付

14 保健予
防課

精神保健及び精神障害者福
祉に関する法律（昭和二十
五年法律第百二十三号）に
よる診察、入院措置、費用の
徴収、退院等の請求又は精
神障害者保健福祉手帳の交
付に関する事務であって主
務省令で定めるもの

一　精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和二十五
年法律第百二十三号）第三十一条の費用の徴収に関する事務
二　精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第四十五条第
一項の精神障害者保健福祉手帳の交付の申請の受理、その申
請に係る事実についての審査又はその申請に対する応答に関
する事務
三　精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第四十五条第
四項の都道府県知事の認定の申請の受理、その申請に係る事
実についての審査又はその申請に対する応答に関する事務
四　精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第四十五条の
二第一項若しくは第三項又は精神保健及び精神障害者福祉に
関する法律施行令（昭和二十五年政令第百五十五号）第十条
の二第一項の精神障害者保健福祉手帳の返還に関する事務
五　精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令第七条
第一項の精神障害者保健福祉手帳交付台帳の整備に関する
事務
六　精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令第七条
第二項若しくは第四項の氏名を変更したとき、若しくは居住地を
移したときの届出の受理、その届出に係る事実についての審査
又はその届出に対する応答に関する事務
七　精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令第九条
の障害等級の変更の申請の受理、その申請に係る事実につい
ての審査又はその申請に対する応答に関する事務
八　精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令第十条
第一項の精神障害者保健福祉手帳の再交付に関する事務
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国民健康
保険

30 国民健
康保険
課

国民健康保険法（昭和三十
三年法律第百九十二号）に
よる保険給付の支給、保険
料の徴収又は保健事業の実
施に関する事務であって主
務省令で定めるもの

一　国民健康保険法（昭和三十三年法律第百九十二号）による
被保険者に係る申請等（申請、届出又は申出をいう。以下この
号において同じ。）の受理、その申請等に係る事実についての
審査又はその申請等に対する応答に関する事務
二　国民健康保険法による被保険者証、被保険者資格証明
書、高齢受給者証、食事療養標準負担額減額認定証、生活療
養標準負担額減額認定証、特定疾病療養受療証、限度額適用
認定証、限度額適用・標準負担額減額認定証又は特別療養証
明書に関する事務（前号に掲げるものを除く。）
三　国民健康保険法による保険給付の支給に関する事務
四　国民健康保険法第四十四条第一項の一部負担金に係る措
置に関する事務
五　国民健康保険法第六十三条の二の一時差止めに関する事
務
六　国民健康保険法第七十六条第一項の保険料の徴収又は
同条第二項の保険料の賦課に関する事務
七　国民健康保険法第八十二条第一項又は第三項の保健事
業の実施に関する事務
八　国民健康保険法第百十三条の二第一項の資料の提供等
の求めに関する事務

市営住宅
の管理

19 建築住
宅課

公営住宅法による公営住宅
（同法第二条第二号に規定
する公営住宅をいう。以下同
じ。）の管理に関する事務で
あって主務省令で定めるも
の

一　公営住宅法（昭和二十六年法律第百九十三号）第十六条
第一項若しくは第二十八条第二項の収入の申告の受理、その
申告に係る事実についての審査又はその申告に対する応答に
関する事務
二　公営住宅法第十六条第四項若しくは第二十八条第四項の
収入の把握に関する事務
三　公営住宅法第十六条第五項（同法第二十八条第三項及び
第五項並びに第二十九条第九項において準用する場合を含
む。）の家賃若しくは金銭若しくは同法第十八条第二項の敷金
の減免の申請の受理、その申請に係る事実についての審査又
はその申請に対する応答に関する事務
四　公営住宅法第十八条第一項の敷金の徴収に関する事務
五　公営住宅法第十九条（同法第二十八条第三項及び第五項
並びに第二十九条第九項において準用する場合を含む。）の家
賃、敷金若しくは金銭の徴収猶予の申請の受理、その申請に係
る事実についての審査又はその申請に対する応答に関する事
務
六　公営住宅法第二十五条第一項の入居の申込みの受理、そ
の申込みに係る事実についての審査又はその申込みに対する
応答に関する事務
七　公営住宅法第二十七条第五項若しくは第六項の事業主体
の承認の申請の受理、その申請に係る事実についての審査又
はその申請に対する応答に関する事務
八　公営住宅法第二十九条第一項又は第三十二条第一項の
明渡しの請求に関する事務
九　公営住宅法第二十九条第六項の家賃の決定又は同条第
七項の金銭の徴収に関する事務
十　公営住宅法第二十九条第八項の期限の延長の申出の受
理、その申出に係る事実についての審査又はその申出に対す
る応答に関する事務
十一　公営住宅法第三十条第一項のあっせん等に関する事務
十二　公営住宅法第三十四条の収入状況の報告の請求等に関
する事務
十三　公営住宅法第四十八条の条例で定める事項に関する事
務
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国民年金 31 市民課 国民年金法（昭和三十四年
法律第百四十一号）による年
金である給付若しくは一時金
の支給、保険料その他徴収
金の徴収、基金の設立の認
可又は加入員の資格の取得
及び喪失に関する事項の届
出に関する事務であって主
務省令で定めるもの

一　国民年金法（昭和三十四年法律第百四十一号）による被保
険者に係る請求等（請求、申請、届出又は申出をいう。以下この
号及び第三号において同じ。）の受理、その請求等に係る事実
についての審査又はその請求等に対する応答に関する事務
二　国民年金法による被保険者の資格に関する事務（前号に掲
げるものを除く。）
三　国民年金法による給付の支給及び当該給付の受給権者に
係る請求等の受理、その請求等に係る事実についての審査又
はその請求等に対する応答に関する事務
四　国民年金法による給付の支給に関する事務
五　国民年金法による保険料その他徴収金に関する事務
六　国民年金法第百八条第一項又は第二項の資料の提供等
の求めに関する事務

市営住宅
の管理

35 建築住
宅課

住宅地区改良法による改良
住宅（同法第二条第六項に
規定する改良住宅をいう。以
下同じ。）の管理若しくは家
賃若しくは敷金の決定若しく
は変更又は収入超過者に対
する措置に関する事務で
あって主務省令で定めるも
の

一　住宅地区改良法（昭和三十五年法律第八十四号）第二十
九条第一項において準用する公営住宅法第十八条第一項の敷
金の徴収に関する事務
二　住宅地区改良法第二十九条第一項において準用する公営
住宅法第十八条第二項の敷金の減免の申請の受理、その申請
に係る事実についての審査又はその申請に対する応答に関す
る事務
三　住宅地区改良法第二十九条第一項において準用する公営
住宅法第十九条の家賃若しくは敷金の徴収猶予の申請の受
理、その申請に係る事実についての審査又はその申請に対す
る応答に関する事務
四　住宅地区改良法第二十九条第一項において準用する公営
住宅法第二十五条第一項の入居の申込みの受理、その申込み
に係る事実についての審査又はその申込みに対する応答に関
する事務
五　住宅地区改良法第二十九条第一項において準用する公営
住宅法第三十二条第一項の明渡しの請求に関する事務
六　住宅地区改良法第二十九条第一項において準用する公営
住宅法第三十四条の収入状況の報告の請求等又は同法第四
十八条の条例で定める事項に関する事務
七　住宅地区改良法第二十九条第三項の規定によりその例に
よることとされる公営住宅法の一部を改正する法律（平成八年
法律第五十五号）による改正前の公営住宅法（以下この条にお
いて「旧公営住宅法」という。）第十二条第一項の家賃の決定に
関する事務
八　住宅地区改良法第二十九条第三項の規定によりその例に
よることとされる旧公営住宅法第十二条第二項（旧公営住宅法
第二十一条の二第三項において準用する場合を含む。）の家賃
若しくは割増賃料の減免の申請の受理、その申請に係る事実
についての審査又はその申請に対する応答に関する事務
九　住宅地区改良法第二十九条第三項の規定によりその例に
よることとされる旧公営住宅法第二十一条の二第二項の割増
賃料の徴収に関する事務
十　住宅地区改良法第二十九条第三項の規定によりその例に
よることとされる旧公営住宅法第二十一条の二第三項において
準用する旧公営住宅法第十三条の二の割増賃料の徴収猶予
の申請の受理、その申請に係る事実についての審査又はその
申請に対する応答に関する事務
十一　住宅地区改良法第二十九条第三項の規定によりその例
によることとされる旧公営住宅法第二十一条の四前段のあっせ
ん等に関する事務
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児童扶養
手当の支
給

37 こども支
援課

児童扶養手当法（昭和三十
六年法律第二百三十八号）
による児童扶養手当の支給
に関する事務であって主務
省令で定めるもの

一　児童扶養手当法（昭和三十六年法律第二百三十八号）第
六条の児童扶養手当の受給資格及びその額の認定の請求の
受理、その請求に係る事実についての審査又はその請求に対
する応答に関する事務
二　児童扶養手当法による児童扶養手当証書に関する事務
三　児童扶養手当法第八条第一項の手当の額の改定の請求
の受理、その請求に係る事実についての審査又はその請求に
対する応答に関する事務
四　児童扶養手当法第十六条の未支払の手当の請求の受理、
その請求に係る事実についての審査又はその請求に対する応
答に関する事務
五　児童扶養手当法第二十八条の届出の受理、その届出に係
る事実についての審査又はその届出に対する応答に関する事
務
六　児童扶養手当法第三十条の資料の提供等の求めに関する
事務
七　児童扶養手当法施行規則（昭和三十六年厚生省令第五十
一号）第三条の届出の受理、その届出に係る事実についての
審査又はその届出に対する応答に関する事務
八　前各号に掲げるもののほか、児童扶養手当法第四条第一
項の児童扶養手当の支給に関する事務

老人福祉
法による
措置、徴
収

41 長寿包
括ケア
課

老人福祉法（昭和三十八年
法律第百三十三号）による福
祉の措置又は費用の徴収に
関する事務であって主務省
令で定めるもの

一　老人福祉法（昭和三十八年法律第百三十三号）第十条の
四又は第十一条の福祉の措置の実施に関する事務
二　老人福祉法第二十一条の費用の支弁又は同法第二十八
条第一項の費用の徴収に関する事務
三　老人福祉法第三十六条の調査等の求めに関する事務

母子及び
父子並び
に寡婦福
祉資金貸
付

43 こども支
援課

母子及び父子並びに寡婦福
祉法（昭和三十九年法律第
百二十九号）による資金の貸
付けに関する事務であって
主務省令で定めるもの

一　母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和三十九年法律第百
二十九号）第十三条第一項、第三十一条の六第一項若しくは第
三十二条第一項若しくは附則第三条若しくは第六条の資金の
貸付けの申請の受理、その申請に係る事実についての審査又
はその申請に対する応答に関する事務
二　母子及び父子並びに寡婦福祉法第十五条第二項（同法第
三十一条の六第五項において準用する場合を含む。）の償還免
除の申請の受理、その申請に係る事実についての審査又はそ
の申請に対する応答に関する事務
三　前二号に掲げるもののほか、母子及び父子並びに寡婦福
祉法第十三条第一項、第三十一条の六第一項若しくは第三十
二条第一項又は附則第三条若しくは第六条の資金の貸付けに
関する事務

母子及び
父子並び
に寡婦福
祉便宜の
供与

44 こども支
援課

母子及び父子並びに寡婦福
祉法による配偶者のない者
で現に児童を扶養しているも
の又は寡婦についての便宜
の供与に関する事務であっ
て主務省令で定めるもの

一　母子及び父子並びに寡婦福祉法第十七条第一項、第三十
一条の七第一項若しくは第三十三条第一項の便宜の供与の申
請の受理、その申請に係る事実についての審査又はその申請
に対する応答に関する事務
二　前号に掲げるもののほか、母子及び父子並びに寡婦福祉
法第十七条第一項、第三十一条の七第一項若しくは第三十三
条第一項の便宜の供与に関する事務

母子及び
父子並び
に寡婦福
祉給付金
の支給

45 こども支
援課

母子及び父子並びに寡婦福
祉法による給付金の支給に
関する事務であって主務省
令で定めるもの

一　母子及び父子並びに寡婦福祉法第三十一条（同法第三十
一条の十において読み替えて準用する場合を含む。次号にお
いて同じ。）の給付金の支給の申請の受理、その申請に係る事
実についての審査又はその申請に対する応答に関する事務
二　前号に掲げるもののほか、母子及び父子並びに寡婦福祉
法第三十一条の給付金の支給に関する事務
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特別児童
扶養手当
の支給

46 障害福
祉課

特別児童扶養手当等の支給
に関する法律（昭和三十九
年法律第百三十四号）による
特別児童扶養手当の支給に
関する事務であって主務省
令で定めるもの

一　特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和三十九年
法律第百三十四号）第五条の特別児童扶養手当の受給資格及
びその額の認定の請求の受理、その請求に係る事実について
の審査又はその請求に対する応答に関する事務
二　特別児童扶養手当等の支給に関する法律による特別児童
扶養手当証書に関する事務
三　特別児童扶養手当等の支給に関する法律第十三条の未支
払の手当の請求の受理、その請求に係る事実についての審査
又はその請求に対する応答に関する事務
四　特別児童扶養手当等の支給に関する法律第十六条におい
て読み替えて準用する児童扶養手当法第八条第一項の手当の
額の改定の請求の受理、その請求に係る事実についての審査
又はその請求に対する応答に関する事務
五　特別児童扶養手当等の支給に関する法律第三十五条の届
出の受理、その届出に係る事実についての審査又はその届出
に対する応答に関する事務（特別児童扶養手当に係るものに限
る。）
六　特別児童扶養手当等の支給に関する法律第三十七条の資
料の提供等の求めに関する事務
七　特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行規則（昭和
三十九年厚生省令第三十八号）第三条の届出の受理、その届
出に係る事実についての審査又はその届出に対する応答に関
する事務
八　前各号に掲げるもののほか、特別児童扶養手当等の支給
に関する法律第三条第一項の特別児童扶養手当の支給に関
する事務

障害児福
祉手当等
の支給

47 障害福
祉課

特別児童扶養手当等の支給
に関する法律による障害児
福祉手当若しくは特別障害
者手当又は国民年金法等の
一部を改正する法律（昭和六
十年法律第三十四号。以下
「昭和六十年法律第三十四
号」という。）附則第九十七条
第一項の福祉手当の支給に
関する事務であって主務省
令で定めるもの

一　特別児童扶養手当等の支給に関する法律第十九条（同法
第二十六条の五において準用する場合を含む。）の障害児福祉
手当若しくは特別障害者手当の受給資格の認定の請求の受
理、その請求に係る事実についての審査又はその請求に対す
る応答に関する事務
二　特別児童扶養手当等の支給に関する法律第三十五条の届
出の受理、その届出に係る事実についての審査又はその届出
に対する応答に関する事務（障害児福祉手当又は特別障害者
手当に係るものに限る。）
三　特別児童扶養手当等の支給に関する法律第三十七条の資
料の提供等の求めに関する事務
四　国民年金法等の一部を改正する法律（昭和六十年法律第
三十四号）附則第九十七条第一項の規定によりなお従前の例
によることとされた同法第七条の規定による改正前の特別児童
扶養手当等の支給に関する法律第三十五条の届出の受理、そ
の届出に係る事実についての審査又はその届出に対する応答
に関する事務
五　前各号に掲げるもののほか、特別児童扶養手当等の支給
に関する法律第十七条の障害児福祉手当、同法第二十六条の
二の特別障害者手当又は国民年金法等の一部を改正する法
律附則第九十七条第一項の福祉手当の支給に関する事務
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母子保健 49 こども支
援課

母子保健法（昭和四十年法
律第百四十一号）による保健
指導、新生児の訪問指導、
健康診査、妊娠の届出、母
子健康手帳の交付、妊産婦
の訪問指導、低体重児の届
出、未熟児の訪問指導、養
育医療の給付若しくは養育
医療に要する費用の支給又
は費用の徴収に関する事務
であって主務省令で定めるも
の

一　母子保健法（昭和四十年法律第百四十一号）第十条の保
健指導の実施又は保健指導を受けることの勧奨に関する事務
二　母子保健法第十一条の新生児の訪問指導の実施に関する
事務
三　母子保健法第十二条第一項の健康診査の実施又は同法
第十三条の健康診査の実施若しくは健康診査を受けることの勧
奨に関する事務
四　母子保健法第十五条の妊娠の届出の受理又はその届出に
係る事実についての審査に関する事務
五　母子保健法第十六条第一項の母子健康手帳の交付に関す
る事務
六　母子保健法第十七条第一項の妊産婦の訪問指導の実施
又は診療を受けることの勧奨に関する事務
七　母子保健法第十八条の低体重児の届出の受理又はその届
出に係る事実についての審査に関する事務
八　母子保健法第十九条第一項の未熟児の訪問指導の実施に
関する事務
九　母子保健法第二十条第一項の養育医療の給付又は養育
医療に要する費用の支給に関する事務
十　母子保健法第二十一条の四第一項の費用の徴収に関する
事務

児童手
当、特例
給付の支
給

56 子育て
支援課

児童手当法による児童手当
又は特例給付（同法附則第
二条第一項に規定する給付
をいう。以下同じ。）の支給に
関する事務であって主務省
令で定めるもの

一　児童手当法（昭和四十六年法律第七十三号）第七条第一
項（同法第十七条第一項（同法附則第二条第三項において準
用する場合を含む。）及び同法附則第二条第三項において適用
し、又は準用する場合を含む。）若しくは第二項の児童手当若し
くは特例給付（同法附則第二条第一項の給付をいう。次号及び
第三号において同じ。）の受給資格及びその額についての認定
の請求の受理、その請求に係る事実についての審査又はその
請求に対する応答に関する事務
二　児童手当法第九条第一項（同法附則第二条第三項におい
て準用する場合を含む。）の児童手当若しくは特例給付の額の
改定の請求の受理、その請求に係る事実についての審査又は
その請求に対する応答に関する事務
三　児童手当法第十二条第一項（同法附則第二条第三項にお
いて準用する場合を含む。）の未支払の児童手当若しくは特例
給付の請求の受理、その請求に係る事実についての審査又は
その請求に対する応答に関する事務
四　児童手当法第二十一条第一項若しくは第二項（同法附則第
二条第三項において準用する場合を含む。）の費用の支払の申
出の受理、その申出に係る事実についての審査又はその申出
に対する応答に関する事務
五　児童手当法第二十六条（同条第二項を除き、同法附則第二
条第三項において準用する場合を含む。）の届出の受理、その
届出に係る事実についての審査又はその届出に対する応答に
関する事務
六　児童手当法第二十八条（同法附則第二条第三項において
準用する場合を含む。）の資料の提供等の求めに関する事務
七　児童手当法施行規則（昭和四十六年厚生省令第三十三
号）第一条の三の父母指定者の届出の受理、その届出に係る
事実についての審査又はその届出に対する応答に関する事務
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後期高齢
者医療保
険

59 国民健
康保険
課

高齢者の医療の確保に関す
る法律による後期高齢者医
療給付の支給、保険料の徴
収又は保健事業の実施に関
する事務であって主務省令
で定めるもの

一　高齢者の医療の確保に関する法律（昭和五十七年法律第
八十号）による被保険者に係る申請等（申請、届出又は申出を
いう。以下この号において同じ。）の受理、その申請等に係る事
実についての審査又はその申請等に対する応答に関する事務
二　高齢者の医療の確保に関する法律による被保険者証、被
保険者資格証明書、特定疾病療養受療証又は限度額適用・標
準負担額減額認定証に関する事務（前号に掲げるものを除く。）
三　高齢者の医療の確保に関する法律第五十六条の後期高齢
者医療給付の支給に関する事務
四　高齢者の医療の確保に関する法律第六十九条第一項の一
部負担金に係る措置に関する事務
五　高齢者の医療の確保に関する法律第九十二条の一時差止
めに関する事務
六　高齢者の医療の確保に関する法律第百四条第一項の保険
料の徴収又は同条第二項の保険料の賦課に関する事務
七　高齢者の医療の確保に関する法律第百二十五条第一項又
は第四項の保健事業の実施に関する事務
八　高齢者の医療の確保に関する法律第百三十八条第一項又
は第三項の資料の提供等の求めに関する事務

市営住宅
の管理

61
の2

建築住
宅課

特定優良賃貸住宅の供給の
促進に関する法律による賃
貸住宅の管理に関する事務
であって主務省令で定めるも
の

一　特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律施行規則
（平成五年建設省令第十六号）第二十八条の入居の申込みの
受理、その申込みに係る事実についての審査又はその申込み
に対する応答に関する事務
二　特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律施行規則第
三十条の規定による賃貸住宅に係る賃貸借契約の解除に関す
る事務

中国残留
邦人等支
援給付等
の支給

63 社会福
祉課

中国残留邦人等の円滑な帰
国の促進並びに永住帰国し
た中国残留邦人等及び特定
配偶者の自立の支援に関す
る法律による支援給付又は
配偶者支援金（以下「中国残
留邦人等支援給付等」とい
う。）の支給に関する事務で
あって主務省令で定めるも
の

一　中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した
中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律
第十四条第一項及び第三項の支援給付並びに同法第十五条
第一項の配偶者支援金の支給の実施、中国残留邦人等の円
滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律
の一部を改正する法律（平成十九年法律第百二十七号。次号
において「平成十九年改正法」という。）附則第四条第一項の支
援給付の支給の実施並びに中国残留邦人等の円滑な帰国の
促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正
する法律（平成二十五年法律第百六号。以下この条において
「平成二十五年改正法」という。）附則第二条第一項の規定によ
りなお従前の例によるものとされた平成二十五年改正法による
改正前の中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国
後の自立の支援に関する法律（以下この条において「旧法」とい
う。）第十四条第一項の支援給付、平成二十五年改正法附則第
二条第二項の規定によりなお従前の例によるものとされた旧法
第十四条第三項の支援給付及び平成二十五年改正法附則第
二条第三項の支援給付並びに平成二十五年改正法附則第三
条第一項の配偶者支援金の支給の実施に関する事務
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二　中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した
中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律
第十四条第四項（同法第十五条第三項及び平成十九年改正法
附則第四条第二項において準用する場合を含む。以下この条
において同じ。）並びに平成二十五年改正法附則第二条第一項
及び第二項の規定によりなお従前の例によるものとされた旧法
第十四条第四項の規定によりその例によるものとされる生活保
護法第二十四条第一項の開始若しくは同条第九項の変更の申
請の受理、その申請に係る事実についての審査又はその申請
に対する応答に関する事務
三　中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した
中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律
第十四条第四項並びに平成二十五年改正法附則第二条第一
項及び第二項の規定によりなお従前の例によるものとされた旧
法第十四条第四項の規定によりその例によるものとされる生活
保護法第二十五条第一項の職権による開始又は同条第二項
の職権による変更に関する事務
四　中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した
中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律
第十四条第四項並びに平成二十五年改正法附則第二条第一
項及び第二項の規定によりなお従前の例によるものとされた旧
法第十四条第四項の規定によりその例によるものとされる生活
保護法第二十六条の停止又は廃止に関する事務
五　中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した
中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律
第十四条第四項並びに平成二十五年改正法附則第二条第一
項及び第二項の規定によりなお従前の例によるものとされた旧
法第十四条第四項の規定によりその例によるものとされる生活
保護法第二十九条第一項の資料の提供等の求めに関する事
務
六　中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した
中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律
第十四条第四項並びに平成二十五年改正法附則第二条第一
項及び第二項の規定によりなお従前の例によるものとされた旧
法第十四条第四項の規定によりその例によるものとされる生活
保護法第六十三条の費用の返還に関する事務
七　中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した
中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律
第十四条第四項並びに平成二十五年改正法附則第二条第一
項及び第二項の規定によりなお従前の例によるものとされた旧
法第十四条第四項の規定によりその例によるものとされる生活
保護法第七十七条第一項又は第七十八条第一項及び第二項
の徴収金の徴収（同法第七十八条の二第一項の徴収金の徴収
を含む。）に関する事務
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事務

別表
第一
の事
務の
番号

移転先
別表第一上の「事務」

※番号法（平成26年7月17日
公表）

別表第一の主務省令で定める事務を
定める命令（平成26年9月10日公布）

介護保険 68 介護保
険課

介護保険法（平成九年法律
第百二十三号）による保険給
付の支給、地域支援事業の
実施又は保険料の徴収に関
する事務であって主務省令
で定めるもの

一　介護保険法（平成九年法律第百二十三号）による被保険者
に係る届出の受理、その届出に係る事実についての審査又は
その届出に対する応答に関する事務
二　介護保険法による被保険者証、負担割合証又は認定証に
関する事務（前号及び次号に掲げるものを除く。）
三　介護保険法第十八条第一号の介護給付、同条第二号の予
防給付若しくは同条第三号の市町村特別給付又は同法第百十
五条の四十五の三第二項の第一号事業支給費の支給に関す
る事務
四　介護保険法第二十七条第一項の要介護認定、同法第二十
八条第二項の要介護更新認定若しくは同法第二十九条第一項
の要介護状態区分の変更の認定の申請の受理、その申請に係
る事実についての審査又はその申請に対する応答に関する事
務
五　介護保険法第三十二条第一項の要支援認定、同法第三十
三条第二項の要支援更新認定若しくは同法第三十三条の二第
一項の要支援状態区分の変更の認定の申請の受理、その申請
に係る事実についての審査又はその申請に対する応答に関す
る事務
六　介護保険法第三十七条第二項の介護給付等対象サービス
の種類の指定の変更申請の受理、その申請に係る事実につい
ての審査又はその申請に対する応答に関する事務
七　介護保険法第五十条の居宅介護サービス費等の額の特例
若しくは同法第六十条の介護予防サービス費等の額の特例の
申請の受理、その申請に係る事実についての審査又はその申
請に対する応答に関する事務

八　介護保険法第六十六条の保険料滞納者に係る支払方法の
変更に関する事務
九　介護保険法第六十七条又は第六十八条の保険給付の支
払の一時差止めに関する事務
十　介護保険法第六十九条の保険料を徴収する権利が消滅し
た場合の保険給付の特例に関する事務
十一　介護保険法第百十五条の四十五の地域支援事業に関す
る事務（第一号から第三号まで及び次号に掲げるものを除く。）
十二　介護保険法第百十五条の四十五第五項又は第百十五
条の四十七第八項の利用料に関する事務
十三　介護保険法第百二十九条第一項の保険料の徴収又は
同条第二項の保険料の賦課に関する事務
十四　介護保険法第二百三条第一項の資料の提供等の求めに
関する事務
２　前項第二号、第三号（介護保険法第十八条第二号の予防給
付及び同法第百十五条の四十五の三第二項の第一号事業支
給費に係る部分を除く。）、第六号、第七号（同法第六十条の介
護予防サービス費等の額の特例に係る部分を除く。）及び第八
号から第十号までの規定は、健康保険法等の一部を改正する
法律（平成十八年法律第八十三号）附則第百三十条の二第一
項の規定によりなおその効力を有するものとされた同法第二十
六条の規定による改正前の介護保険法第八条第二十六項に規
定する介護療養型医療施設に係る同法による保険給付の支給
に関する事務について準用する。この場合において、これらの
規定中「介護保険法」とあるのは、「健康保険法等の一部を改正
する法律附則第百三十条の二第一項の規定によりなおその効
力を有するものとされた同法第二十六条の規定による改正前の
介護保険法」と読み替えるものとする。
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事務

別表
第一
の事
務の
番号

移転先
別表第一上の「事務」

※番号法（平成26年7月17日
公表）

別表第一の主務省令で定める事務を
定める命令（平成26年9月10日公布）

感染症予
防

70 保健予
防課

感染症の予防及び感染症の
患者に対する医療に関する
法律（平成十年法律第百十
四号）による入院の勧告若し
くは措置、費用の負担又は
療養費の支給に関する事務
であって主務省令で定めるも
の

一　感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法
律（平成十年法律第百十四号）第十九条第一項又は第二十条
第一項（これらの規定を同法第二十六条において読み替えて準
用する場合を含む。）の入院の勧告に関する事務
二　感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法
律第十九条第三項又は第二十条第二項（これらの規定を同法
第二十六条において読み替えて準用する場合を含む。）の入院
の措置に関する事務
三　感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法
律第三十七条第一項若しくは第三十七条の二第一項の費用負
担の申請の受理、その申請に係る事実についての審査又はそ
の申請に対する応答に関する事務
四　感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法
律第四十二条第一項の療養費の支給の申請の受理、その申請
に係る事実についての審査又はその申請に対する応答に関す
る事務

特別障害
給付金の
支給

83 市民課 特定障害者に対する特別障
害給付金の支給に関する法
律（平成十六年法律第百六
十六号）による特別障害給付
金の支給に関する事務で
あって主務省令で定めるも
の

一　特定障害者に対する特別障害給付金の支給に関する法律
（平成十六年法律第百六十六号）第六条第一項若しくは第二項
の特別障害者給付金の受給資格及びその額の認定の請求の
受理、その請求に係る事実についての審査又はその請求に対
する応答に関する事務
二　特定障害者に対する特別給付金の支給に関する法律によ
る受給資格者証に関する事務
三　特定障害者に対する特別障害給付金の支給に関する法律
第八条第一項の特別障害給付金の額の改定の請求の受理、そ
の請求に係る事実についての審査又はその請求に対する応答
に関する事務
四　特定障害者に対する特別障害給付金の支給に関する法律
第二十七条第一項若しくは第二項の届出の受理、その届出に
係る事実についての審査又はその届出に対する応答に関する
事務
五　特定障害者に対する特別障害給付金の支給に関する法律
第二十九条の資料の提供の求めに関する事務
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別表
第一
の事
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番号

移転先
別表第一上の「事務」

※番号法（平成26年7月17日
公表）

別表第一の主務省令で定める事務を
定める命令（平成26年9月10日公布）

障害者自
立支援

84 障害福
祉課

障害者の日常生活及び社会
生活を総合的に支援するた
めの法律（平成十七年法律
第百二十三号）による自立支
援給付の支給又は地域生活
支援事業の実施に関する事
務であって主務省令で定め
るもの

一　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため
の法律（平成十七年法律第百二十三号）第十二条の資料の提
供等の求めに関する事務
二　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため
の法律第二十条第一項の支給決定、同法第五十一条の六第
一項の地域相談支援給付決定若しくは同法第五十三条の支給
認定の申請の受理、その申請に係る事実についての審査又は
その申請に対する応答に関する事務
三　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため
の法律による受給者証、地域相談支援受給者証又は自立支援
医療受給者証に関する事務
四　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため
の法律第二十四条第二項の支給決定の変更、同法第五十一
条の九第二項の地域相談支援給付決定の変更又は同法第五
十六条第二項の支給認定の変更に関する事務
五　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため
の法律第二十五条第一項の支給決定の取消し、同法第五十一
条の十第一項の地域相談支援給付決定の取消し又は同法第
五十七条第一項の支給認定の取消しに関する事務
六　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため
の法律施行令（平成十八年政令第十号）第十五条、第二十六
条の七若しくは第三十二条の申請内容の変更の届出の受理、
その届出に係る事実についての審査又はその届出に対する応
答に関する事務
七　前各号に掲げるもののほか、障害者の日常生活及び社会
生活を総合的に支援するための法律第六条の自立支援給付の
支給に関する事務
八　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため
の法律第七十七条又は第七十八条の地域生活支援事業の実
施に関する事務

子ども子
育て支援
事業

94 こども施
設課

子ども・子育て支援法（平成
二十四年法律第六十五号）
による子どものための教育・
保育給付の支給又は地域子
ども・子育て支援事業の実施
に関する事務であって主務
省令で定めるもの

一　子ども・子育て支援法（平成二十四年法律第六十五号）第
十六条の資料の提供等の求めに関する事務
二　子ども・子育て支援法第二十条第一項の支給認定若しくは
同法第二十三条第一項の支給認定の変更の認定の申請の受
理、その申請に係る事実についての審査又はその申請に対す
る応答に関する事務
三　子ども・子育て支援法による支給認定証に関する事務
四　子ども・子育て支援法第二十二条若しくは子ども・子育て支
援法施行規則（平成二十六年内閣府令第四十四号）第十五条
第一項の届出の受理、その届出に係る事実についての審査又
はその届出に対する応答に関する事務
五　子ども・子育て支援法第二十三条第四項の職権による支給
認定の変更の認定に関する事務
六　子ども・子育て支援法第二十四条第一項の支給認定の取
消しに関する事務
七　子ども・子育て支援法第五十九条の地域子ども・子育て支
援事業に関する事務
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難病法に
よる特定
医療費の
支給

98 保健予
防課

難病の患者に対する医療等
に関する法律（平成二十六
年法律第五十号）による特定
医療費の支給に関する事務
であって主務省令で定めるも
の

一　難病の患者に対する医療等に関する法律（平成二十六年
法律第五十号）第五条第一項の特定医療費の支給に関する事
務
二　難病の患者に対する医療等に関する法律第六条第一項の
支給認定の申請の受理、その申請に係る事実についての審査
又はその申請に対する応答に関する事務
三　難病の患者に対する医療等に関する法律による医療受給
者証に関する事務
四　難病の患者に対する医療等に関する法律第十条第二項の
支給認定の変更に関する事務
五　難病の患者に対する医療等に関する法律第十一条第一項
の支給認定の取消しに関する事務
六　難病の患者に対する医療等に関する法律第三十七条の資
料の提供等の求めに関する事務
七　難病の患者に対する医療等に関する法律施行規則（平成
二十六年厚生労働省令第百二十一号）第十三条第一項の申請
内容の変更の届出の受理、その届出に係る事実についての審
査又はその届出に対する応答に関する事務

201 / 217 ページ



別紙Ⅲ_給与支払報告書_記録項目

必須 型 文字属性 文字数

2 法定資料の種類
「315」を記録する。

○ 数字 3
315であること。

3 整理番号１

税務署から連絡されている「整理番号１（10桁の数字）」を
記録する。

半角 10

4 本支店等区分番号

税務署に連絡した本店及び支店等の各提出義務者を区分する
番号（一連番号、支店番号等）を記録する。

半角 5

5
提出義務者の住所（居所）又は所
在地

提出義務者の住所（居所）又は所在地を記録する。

○ 全角 60

6 提出義務者の氏名又は名称
提出義務者の氏名又は名称を記録する。

○ 全角 30

7 提出義務者の電話番号
提出義務者の電話番号を記録する。
(例)「03-1234-5678」、「03(1234)5678」 半角 15

8 整理番号２
税務署から連絡されている「整理番号２（13桁の数字）」を
記録する。 半角 13

9 提出者の住所（居所）又は所在地
記録を省略する。

全角 60

10 提出者の氏名又は名称
記録を省略する。

全角 30

11 訂正表示

提出済みの誤りレコードを訂正(取り消しを含む。)するため
のレコードの場合には「1」「2」「3」、新規の場合には
「0」を記録する。

※eLTAX仕様：
　"0"：新規
　"1"：追加
　"2"：訂正
　"3"：取消

○ 数字 1 CC1110

0～3の範囲内であるこ
と。

12 年分

支払の確定した年を和暦で記録する。なお、元年～9年につ
いては、前ゼロを付加して「01」～「09」と記録する。

※「02」以上の数値であること
○ 数字 2

01～99の範囲内であるこ
と。

13 支払を受ける者－住所又は居所
支払を受ける者の住所又は居所を記録する。

○ 全角 60

14 支払を受ける者－国外住所表示
支払を受ける場合の住所又は居所が国内である場合には
「0」を、国外である場合には「1」を記録する。 数字 1

0又は1であること。

15 支払を受ける者－氏名
支払を受ける者の氏名を記録する。

○ 全角 30

16 支払を受ける者－役職名
書面による場合の記載に準じて記録する。

全角 15

17 種別
同上

全角 10

18 支払金額
同上　　　(注)未払金額を含む。

数字 10
0以上であること。

19 未払金額
書面による場合の記載に準じて記録する。

数字 10
0以上であること。

20
給与所得控除後の給与等の金額
（調整控除後）

同上
数字 10

0以上であること。

21 所得控除の額の合計額
同上

数字 10
0以上であること。

22 源泉徴収税額
同上　　　(注)未徴収税額を含む。

数字 10
0以上であること。

23 未徴収税額
書面による場合の記載に準じて記録する。

数字 10
0以上であること。

24 （源泉）控除対象配偶者の有無

書面による場合の記載に準じて記録する。
1．主たる給与等における、控除対象配偶者（年末調整の適
用を受けていない場合には、源泉控除対象配偶者）の有無
　●控除対象配偶者（年末調整の適用を受けていない場合に
は、源泉控除対象配偶者）を有する場合：「1」
　●控除対象配偶者（年末調整の適用を受けていない場合に
は、源泉控除対象配偶者）を有していない場合：「2」
2．従たる給与等における、源泉控除対象配偶者の有無
　●源泉控除対象配偶者を有する場合：「3」
　●源泉控除対象配偶者を有していない場合：「4」

数字 1 CC6290

1～4の範囲内であるこ
と。

25 老人控除対象配偶者
老人控除対象配偶者を有する場合には「1」、それ以外の場
合には「0」を記録する。 数字 1

0又は1であること。

26 配偶者（特別）控除の額
書面による場合の記載に準じて記録する。

数字 10
0以上であること。

27 控除対象扶養親族の数－特定－主 数字 2

28 控除対象扶養親族の数－特定－従 数字 2

29 控除対象扶養親族の数－老人－主 数字 2

30
控除対象扶養親族の数－老人－上
の内訳

数字 2

給与支払報告書（総務省通知形式CSV）　令和02年分～

No. CSV項目名称 データの意味
入力文字

コードID 備考

控除対象扶養親族の数を特定、老人、その他の区分及び主た
る給与等と従たる給与等の区分に応じ、書面による場合の記
載に準じて記録する。
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必須 型 文字属性 文字数

給与支払報告書（総務省通知形式CSV）　令和02年分～

No. CSV項目名称 データの意味
入力文字

コードID 備考

31 控除対象扶養親族の数－老人－従 数字 2

32
控除対象扶養親族の数－その他－
主

数字 2

33
控除対象扶養親族の数－その他－
従

数字 2

控除対象扶養親族の数を特定、老人、その他の区分及び主た
る給与等と従たる給与等の区分に応じ、書面による場合の記
載に準じて記録する。
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必須 型 文字属性 文字数

給与支払報告書（総務省通知形式CSV）　令和02年分～

No. CSV項目名称 データの意味
入力文字

コードID 備考

34 障害者の数－特別障害者 数字 2

35 障害者の数－上の内訳 数字 2

36 障害者の数－その他 数字 2

37 社会保険料等の金額
書面による場合の記載に準じて記録する。

数字 10
0以上であること。

38 上の内訳
社会保険料等の金額の内訳を書面による場合の記載に準じて
記録する。 数字 10

0以上であること。

39 生命保険料の控除額
書面による場合の記載に準じて記録する。

数字 10
0以上であること。

40 地震保険料の控除額
同上

数字 10
0以上であること。

41 住宅借入金等特別控除等の額
同上

数字 10
0以上であること。

42 旧個人年金保険料の金額
同上

数字 10
0以上であること。

43 配偶者の合計所得
同上

数字 10
0以上であること。

44 旧長期損害保険料の金額
同上

数字 10
0以上であること。

45 受給者の生年月日－元号 ○ 数字 1

1～5の範囲内であるこ
と。

46 受給者の生年月日－年 ○ 数字 2

01～99の範囲内であるこ
と。

47 受給者の生年月日－月 ○ 数字 2

01～12の範囲内であるこ
と。

48 受給者の生年月日－日 ○ 数字 2

01～31の範囲内であるこ
と。

49 夫あり
記録を省略する。

半角 1

50 未成年者
該当する場合には「1」、それ以外の場合には「0」を記録す
る。 数字 1

0又は1であること。

51 乙欄適用
同上

数字 1
0又は1であること。

52 本人が－特別障害者
同上

数字 1
0又は1であること。

53 本人が－その他の障害者
同上

数字 1
0又は1であること。

54 老年者
記録を省略する。

数字 1

55 寡婦
該当する場合には「1」、それ以外の場合には「0」を記録す
る。

数字 1
0又は1であること。

56 寡夫
記録しないでください。

数字 1

57 勤労学生
該当する場合には「1」、それ以外の場合には「0」を記録す
る。

数字 1
0又は1であること。

58 死亡退職
同上

数字 1
0又は1であること。

59 災害者
同上

数字 1
0又は1であること。

60 外国人
同上

数字 1
0又は1であること。

61
中途就・退職－中途就職・退職の
区分

数字 1

0以上、2以下であるこ
と。

62 中途就・退職－年 数字 2

01～99の範囲内であるこ
と。

63 中途就・退職－月 数字 2

01～12の範囲内であるこ
と。

64 中途就・退職－日 数字 2

01～31の範囲内であるこ
と。

65 住所（居所）又は所在地
他の支払者の住所（居所）又は所在地を記録する。

全角 60

66 国外住所表示

他の支払者の住所（居所）又は所在地が国内である場合には
「0」を、国外である場合には「1」を記録する。

数字 1

0又は1であること。

67 氏名又は名称
他の支払者の氏名又は名称を記録する。

全角 30

68 給与等の金額
書面による場合の記載に準じて記録する。

数字 10
0以上であること。

69 徴収した額
同上

数字 10
0以上であること。

障害者の数を特別障害者とその他の障害者の区分に応じ、書
面による場合の記載に準じて記録する。

受給者の生年月日の元号、年、月及び日を記録する。この場
合、元号については、昭和は「1」、大正は「2」、明治は
「3」、平成は「4」、令和は「5」を記録し、また「年」、
「月」及び「日」については、それぞれ別項目で2桁を使用
し、1桁の場合は前ゼロを付加して記録する。
(例)「令和元年9月30日 → 5,01,09,30」

中途就・退職の区分及びその年月日を記録する。この場合、
中途就・退職の区分は、中途就職の場合には「1」、中途退
職の場合には「2」、それ以外の場合には「0」を記録する。
また、「年」、「月」及び「日」については、それぞれ別項
目で2桁を使用し、1桁の場合は前ゼロを付加して記録する
（「年」については和暦とする。）。
　(例)「令和2年10月1日 → 02,10,01」
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必須 型 文字属性 文字数

給与支払報告書（総務省通知形式CSV）　令和02年分～

No. CSV項目名称 データの意味
入力文字

コードID 備考

70 控除した社会保険料の金額
同上

数字 10
0以上であること。

71 災害者に係る徴収猶予税額
同上

数字 10
0以上であること。
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必須 型 文字属性 文字数

給与支払報告書（総務省通知形式CSV）　令和02年分～

No. CSV項目名称 データの意味
入力文字

コードID 備考

72
他の支払者のもとを退職した年月
日－年

数字 2

01～99の範囲内であるこ
と。

73
他の支払者のもとを退職した年月
日－月

数字 2

01～12の範囲内であるこ
と。

74
他の支払者のもとを退職した年月
日－日

数字 2

01～31の範囲内であるこ
と。

75
住宅借入金等特別控除等適用家屋
居住年月日（1回目）－年

数字 2

01～99の範囲内であるこ
と。

76
住宅借入金等特別控除等適用家屋
居住年月日（1回目）－月

数字 2

01～12の範囲内であるこ
と。

77
住宅借入金等特別控除等適用家屋
居住年月日（1回目）－日

数字 2

01～31の範囲内であるこ
と。

78 住宅借入金等特別控除適用数

年末調整の際に所得税における住借控除の適用を受ける場
合、当該控除の適用数を記録する。

(例)租税特別措置法第41条第1項と同法第41条の3の2第1項の
適用を受ける場合には「2」を記録する。

数字 1

79 住宅借入金等特別控除可能額
書面による場合の記載に準じて記録する。

数字 10
0以上であること。

80
住宅借入金等特別控除区分（1回
目）

住宅の新築・購入又は増改築の区分により、次の番号を記録
する。
租税特別措置法第41条第1項又は第6項に規定する住宅借入金
等を有する場合の特別控除は「01」、同法同条第10項に規定
する住宅借入金等を有する場合の特別控除は「02」、同法第
41条の3の2第1項又は第5項に規定する特定増改築に係る特別
控除は「03」、東日本大震災の被災者の家屋の再取得の場合
の特別控除は「04」を記録する。
ただし、租税特別措置法第41条第5項又は同法第41条の3の2
第18項に規定する特定取得に該当する場合で、同法第41条第
1項又は第6項に規定する住宅借入金等を有する場合の特別控
除は「11」、同法同条第10項に規定する住宅借入金等を有す
る場合の特別控除は「12」、同法第41条の3の2第1項、第5項
又は第8項に規定する特定増改築に係る特別控除は「13」、
同法第41条第14項に規定する特別特定取得に該当する場合
で、同法同条第13項に規定する住宅借入金等を有する場合の
特別控除は「21」、同法同条第16項に規定する住宅借入金等
を有する場合の特別控除は「22」、東日本大震災の被災者の
家屋の再取得の場合の特別控除は「24」を記録する。
なお、複数の所得税における住借控除の適用を受ける場合
は、1回目の所得税における住借控除の適用について記録す
る。

数字 2

01～04又は11～13の範囲
内、又は21、22、24のい
ずれかであること。

81 住宅借入金等の額（1回目）

租税特別措置法第41条の3の2第1項、第5項又は第8項に規定
にする増改築等住宅借入金等の金額を記録する。
また、住宅の購入・増改築等で、複数の所得税における住借
控除の適用を受ける場合は、1回目の所得税における住借控
除の適用について、租税特別措置法第41条第1項、第6項、第
10項、第13項若しくは第16項又は同法第41条の3の2第1項、
第5項若しくは第8項に規定する（特定増改築等）住宅借入金
等の金額を記録する。

数字 8

0以上であること。

82
住宅借入金等特別控除等適用家屋
居住年月日（2回目）－年

数字 2

01～99の範囲内であるこ
と。

83
住宅借入金等特別控除等適用家屋
居住年月日（2回目）－月

数字 2

01～12の範囲内であるこ
と。

84
住宅借入金等特別控除等適用家屋
居住年月日（2回目）－日

数字 2

01～31の範囲内であるこ
と。

85
住宅借入金等特別控除区分（2回
目）

住宅の購入・増改築等で、複数の所得税における住借控除の
適用を受ける場合は、2回目の所得税における住借控除の適
用について、次の番号を記録する。
租税特別措置法第41条第1項又は第6項に規定する住宅借入金
等を有する場合の特別控除は「01」、同法同条第10項に規定
する住宅借入金等を有する場合の特別控除は「02」、同法第
41条の3の2第1項又は第5項に規定する特定増改築に係る特別
控除は「03」、東日本大震災の被災者の家屋の再取得の場合
は「04」を記録する。
ただし、租税特別措置法第41条第5項又は同法第41条の3の2
第18項に規定する特定取得に該当する場合で、同法第41条第
1項又は第6項に規定する住宅借入金等を有する場合の特別控
除は「11」、同法同条第10項に規定する住宅借入金等を有す
る場合の特別控除は「12」、同法第41条の3の2第1項、第5項
又は第8項に規定する特定増改築に係る特別控除は「13」、
同法第41条第14項に規定する特別特定取得に該当する場合
で、同法同条第13項に規定する住宅借入金等を有する場合の
特別控除は「21」、同法同条第16項に規定する住宅借入金等
を有する場合の特別控除は「22」、東日本大震災の被災者の
家屋の再取得の場合の特別控除は「24」を記録する。

数字 2

01～04又は11～13の範囲
内、又は21、22、24のい
ずれかであること。

住宅の購入・増改築等で、複数の所得税における住借控除の
適用を受ける場合は、2回目の所得税における住借控除の適
用を受ける家屋への居住開始年月日を記録する。
　また、「年」、「月」及び「日」については、それぞれ別
項目で2桁を使用し、1桁の場合は前ゼロを付加して記録する
（「年」については和暦とする。）。
　(例)「令和2年10月1日 → 02,10,01」

同上　　また、「年」、「月」及び「日」については、それ
ぞれ別項目で2桁を使用し、1桁の場合は前ゼロを付加して記
録する（「年」については和暦とする。）。
　(例)「令和2年10月1日 → 02,10,01」

年末調整の際に所得税における住宅借入金等特別控除（以下
「住借控除」という。）の適用を受ける場合、その適用に係
る家屋への居住開始年月日を記録する。
また、「年」、「月」及び「日」については、それぞれ別項
目で2桁を使用し、1桁の場合は前ゼロを付加して記録する
（「年」については和暦とする。）。
　(例)「令和2年10月1日 → 02,10,01」
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必須 型 文字属性 文字数

給与支払報告書（総務省通知形式CSV）　令和02年分～

No. CSV項目名称 データの意味
入力文字

コードID 備考

86 住宅借入金等の額（2回目）

住宅の購入・増改築等で、複数の所得税における住借控除の
適用を受ける場合は、2回目の所得税における住借控除の適
用について租税特別措置法第41条第1項、第6項、第10項、第
13項若しくは第16項又は同法第41条の3の2第1項、第5項若し
くは第8項の規定により所得税における住借控除の適用を受
ける場合、当該規定に規定する増改築等住宅借入金等の金額
を記録する。

数字 8

0以上であること。

87 摘要

書面による場合の記載に準じて記録する。
住宅の購入・増改築等で、複数の所得税における住借控除の
適用を受ける場合には、3回目以降の新築・購入又は増改築
の区分を「住借区分（何回目）××」、所得税における住借
控除の適用を受ける家屋への居住開始年月日を「住借控除居
住年月日（何回目）××年××月××日」、住宅借入金等の
額を「住借額（何回目）×××円」と記録する。

全角 65

88 新生命保険料の金額
書面による場合の記載に準じて記録する。

数字 10
0以上であること。

89 旧生命保険料の金額
同上

数字 10
0以上であること。

90 介護医療保険料の金額
同上

数字 10
0以上であること。

91 新個人年金保険料の金額
同上

数字 10
0以上であること。

92 16歳未満扶養親族の数
同上

数字 2

93 国民年金保険料等の金額
同上

数字 10
0以上であること。

94 非居住者である親族の数
同上

数字 2

95
提出義務者の個人番号又は法人番
号

提出義務者の個人番号（12桁の数字）又は法人番号（13桁の
数字）を記録する。

※12桁の場合、数値の前にゼロを付加しないこと
　　（例）123456789012

数字 13

13桁以内であること。

96 支払を受ける者の個人番号
支払を受ける者の個人番号（12桁の数字）を記録する。

数字 12
12桁であること。

97
（源泉・特別）控除対象配偶者－
フリガナ

控除対象配偶者又は配偶者特別控除の対象となる配偶者（年
末調整の適用を受けていない場合には、源泉控除対象配偶
者）の氏名のフリガナを記録する。

全角 30

98
（源泉・特別）控除対象配偶者－
氏名

控除対象配偶者又は配偶者特別控除の対象となる配偶者（年
末調整の適用を受けていない場合には、源泉控除対象配偶
者）の氏名を記録する。

全角 30

99
（源泉・特別）控除対象配偶者－
区分

控除対象配偶者又は配偶者特別控除の対象となる配偶者（年
末調整の適用を受けていない場合には、源泉控除対象配偶
者）が非居住者の場合には「01」、それ以外の場合には
「00」を記録する。

数字 2

00又は01であること。

100
（源泉・特別）控除対象配偶者－
個人番号

控除対象配偶者又は配偶者特別控除の対象となる配偶者（年
末調整の適用を受けていない場合には、源泉控除対象配偶
者）の個人番号（12桁の数字）を記録する。

数字 12

12桁であること。

101
控除対象扶養親族（1）－フリガ
ナ

控除対象扶養親族(1)の氏名のフリガナを記録する。
全角 30

102 控除対象扶養親族（1）－氏名
控除対象扶養親族(1)の氏名を記録する。

全角 30

103 控除対象扶養親族（1）－区分
控除対象扶養親族(1)が非居住者の場合には「01」、それ以
外の場合には「00」を記録する。 数字 2

00又は01であること。

104
控除対象扶養親族（1）－個人番
号

控除対象扶養親族(1)の個人番号（12桁の数字）を記録す
る。 数字 12

12桁であること。

105
控除対象扶養親族（2）－フリガ
ナ

控除対象扶養親族(2)の氏名のフリガナを記録する。
全角 30

106 控除対象扶養親族（2）－氏名
控除対象扶養親族(2)の氏名を記録する。

全角 30

107 控除対象扶養親族（2）－区分
控除対象扶養親族(2)が非居住者の場合には「01」、それ以
外の場合には「00」を記録する。 数字 2

00又は01であること。

108
控除対象扶養親族（2）－個人番
号

控除対象扶養親族(2)の個人番号（12桁の数字）を記録す
る。 数字 12

12桁であること。

109
控除対象扶養親族（3）－フリガ
ナ

控除対象扶養親族(3)の氏名のフリガナを記録する。
全角 30

110 控除対象扶養親族（3）－氏名
控除対象扶養親族(3)の氏名を記録する。

全角 30

111 控除対象扶養親族（3）－区分
控除対象扶養親族(3)が非居住者の場合には「01」、それ以
外の場合には「00」を記録する。 数字 2

00又は01であること。

112
控除対象扶養親族（3）－個人番
号

控除対象扶養親族(3)の個人番号（12桁の数字）を記録す
る。 数字 12

12桁であること。
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113
控除対象扶養親族（4）－フリガ
ナ

控除対象扶養親族(4)の氏名のフリガナを記録する。
全角 30

114 控除対象扶養親族（4）－氏名
控除対象扶養親族(4)の氏名を記録する。

全角 30

115 控除対象扶養親族（4）－区分
控除対象扶養親族(4)が非居住者の場合には「01」、それ以
外の場合には「00」を記録する。 数字 2

00又は01であること。

116
控除対象扶養親族（4）－個人番
号

控除対象扶養親族(4)の個人番号（12桁の数字）を記録す
る。 数字 12

12桁であること。

117
16歳未満の扶養親族（1）－フリ
ガナ

16歳未満の扶養親族(1)の氏名のフリガナを記録する。
全角 30

118 16歳未満の扶養親族（1）－氏名
16歳未満の扶養親族(1)の氏名を記録する。

全角 30

119 16歳未満の扶養親族（1）－区分
16歳未満の扶養親族(1)が国内に住所を有しない者である場
合には「01」、それ以外の場合には「00」を記録する。 数字 2

00又は01であること。

120
16歳未満の扶養親族（1）－個人
番号

16歳未満の扶養親族(1)の個人番号（12桁の数字）を記録す
る。 数字 12

12桁であること。

121
16歳未満の扶養親族（2）－フリ
ガナ

16歳未満の扶養親族(2)の氏名のフリガナを記録する。
全角 30

122 16歳未満の扶養親族（2）－氏名
16歳未満の扶養親族(2)の氏名を記録する。

全角 30

123 16歳未満の扶養親族（2）－区分
16歳未満の扶養親族(2)が国内に住所を有しない者である場
合には「01」、それ以外の場合には「00」を記録する。 数字 2

00又は01であること。

124
16歳未満の扶養親族（2）－個人
番号

16歳未満の扶養親族(2)の個人番号（12桁の数字）を記録す
る。 数字 12

12桁であること。

125
16歳未満の扶養親族（3）－フリ
ガナ

16歳未満の扶養親族(3)の氏名のフリガナを記録する。
全角 30

126 16歳未満の扶養親族（3）－氏名
16歳未満の扶養親族(3)の氏名を記録する。

全角 30

127 16歳未満の扶養親族（3）－区分
16歳未満の扶養親族(3)が国内に住所を有しない者である場
合には「01」、それ以外の場合には「00」を記録する。 数字 2

00又は01であること。

128
16歳未満の扶養親族（3）－個人
番号

16歳未満の扶養親族(3)の個人番号（12桁の数字）を記録す
る。 数字 12

12桁であること。

129
16歳未満の扶養親族（4）－フリ
ガナ

16歳未満の扶養親族(4)の氏名のフリガナを記録する。
全角 30

130 16歳未満の扶養親族（4）－氏名
16歳未満の扶養親族(4)の氏名を記録する。

全角 30

131 16歳未満の扶養親族（4）－区分
16歳未満の扶養親族(4)が国内に住所を有しない者である場
合には「01」、それ以外の場合には「00」を記録する。 数字 2

00又は01であること。

132
16歳未満の扶養親族（4）－個人
番号

16歳未満の扶養親族(4)の個人番号（12桁の数字）を記録す
る。 数字 12

12桁であること。

133
5人目以降の控除対象扶養親族の
個人番号

書面による場合の記載に準じて記録する。
全角 100

134
5人目以降の16歳未満の扶養親族
の個人番号

同上
全角 100

135 普通徴収
該当する場合には「1」を、それ以外の場合には「0」を記録
する。 数字 1

0又は1であること。

136 青色専従者
同上

数字 1
0又は1であること。

137 条約免除
同上

数字 1
0又は1であること。

138 支払を受ける者のフリガナ

支払を受ける者の氏名のフリガナを記録する。

○
※1

半角カナ
60

※1：eLTAX対応ソフト会
社では、連携方式によっ
ては全角を設定する必要
がある。
詳細は、「XML構造仕様
書」の 「4 CSVファイル
レイアウト仕様書　4.2
給与支払報告手続、公的
年金支払報告手続、事業
所用家屋貸付等申告手続
及び固定資産税（償却資
産）申告手続における、
CSVデータ取り扱いについ
て」を参照。

139 受給者番号
支払者（特別徴収義務者）において受給者に付設した番号を
記録する。 半角 25
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140 提出先市町村コード

統計に用いる都道府県等の区域を示す標準コード（昭和45年
行政管理庁告示第44号）」の該当コードを記録する。

※補足
　提出先の地方公共団体コード（政令市の場合は、市を示す
コード（例：横浜市の場合、141003））を記録する。
　（JISの都道府県コード（X0401）2桁、市区町村コード
（X0402）3桁及びチェックデジット（モジュラス１１）1桁
からなる、地方公共団体コード）

○ 数字 6

5桁又は6桁であること。

141 指定番号

提出先市町村の指定した番号を記録する。なお、新たに市町
村に給与支払報告書を提出することとなった等により前年度
の指定番号がない場合には、記録を省略する。

半角 12

文字属性については、半
角英数字及び半角ハイフ
ンのみ許容する。

142 基礎控除の額

基礎控除の額に相当する金額に応じて、以下のとおり記録す
る。
　48万円：記録しない
　32万円：320000
　16万円：160000
　なし:0

数字 10

0以上であること。

143 所得金額調整控除額
書面による場合の記載に準じて記録する。

数字 10
0以上であること。

144 ひとり親
該当する場合には「1」、それ以外の場合には「0」を記録す
る。 数字 1

0又は1であること。
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2 法定資料の種類
「331」を記録する。

○ 数字 3
331であること。

3 整理番号１

税務署から連絡されている「整理番号１（10桁の数字）」を
記録する。 半角 10

4 本支店等区分番号

税務署に連絡した本店及び支店等の各提出義務者を区分する
番号（一連番号、支店番号等）を記録する。

半角 5

5
提出義務者の住所（居所）又は所
在地

提出義務者の住所（居所）又は所在地を記録する。
○ 全角 60

6 提出義務者の氏名又は名称
提出義務者の氏名又は名称を記録する。

○ 全角 30

7 提出義務者の電話番号
提出義務者の電話番号を記録する。
　(例)「03-1234-5678」、「03(1234)5678」 半角 15

8 整理番号２

税務署から連絡されている「整理番号２（13桁の数字）」を
記録する。 半角 13

9 提出者の住所（居所）又は所在地
記録を省略する。

全角 60

10 提出者の氏名又は名称
記録を省略する。

全角 30

11 訂正表示

提出済みの誤りレコードを訂正(取り消しを含む。)するため
のレコードの場合には「1」「2」「3」、新規の場合には
「0」を記録する。

※eLTAX仕様：
　"0"：新規
　"1"：追加
　"2"：訂正
　"3"：取消

○ 数字 1 CC1110

0～3の範囲内であるこ
と。

12 年分

支払の確定した年又は支払の年を和暦で記録する。なお、元
年分～9年分については、前ゼロを付加して「01」～「09」
と記録する。

※「02」以上の数値であること

○ 数字 2

01～99の範囲内であるこ
と。

13 支払を受ける者－住所又は居所
支払を受ける者の住所又は居所を記録する。

○ 全角 60

14 支払を受ける者－国外住所表示

支払を受ける場合の住所又は居所が国内である場合には
「0」、国外である場合には「1」を記録する。

数字 1

0又は1であること。

15 支払を受ける者－氏名
支払を受ける者の氏名を記録する。

○ 全角 30

16 支払を受ける者－生年月日－元号 ○ 数字 1
1～5の範囲内であるこ
と。

17 支払を受ける者－生年月日－年 ○ 数字 2
01～99の範囲内であるこ
と。

18 支払を受ける者－生年月日－月 ○ 数字 2
01～12の範囲内であるこ
と。

19 支払を受ける者－生年月日－日 ○ 数字 2
01～31の範囲内であるこ
と。

20
所得税法第２０３条の３第１号・
第４号適用分－支払金額

書面による場合の記載に準じて記録する。
（注）未払金額も含む。 数字 10

0以上であること。

21
所得税法第２０３条の３第１号・
第４号適用分－未払金額

書面による場合の記載に準じて記録する。

数字 10

0以上であること。

22
所得税法第２０３条の３第１号・
第４号適用分－源泉徴収税額

書面による場合の記載に準じて記録する。
(注)未徴収税額を含む。 数字 10

0以上であること。

23
所得税法第２０３条の３第１号・
第４号適用分－未徴収税額

書面による場合の記載に準じて記録する。

数字 10

0以上であること。

24
所得税法第２０３条の３第２号・
第５号適用分－支払金額

数字 10
0以上であること。

25
所得税法第２０３条の３第２号・
第５号適用分－未払金額

数字 10
0以上であること。

26
所得税法第２０３条の３第２号・
第５号適用分－源泉徴収税額

数字 10
0以上であること。

27
所得税法第２０３条の３第２号・
第５号適用分－未徴収税額

数字 10
0以上であること。

28
所得税法第２０３条の３第３号・
第６号適用分－支払金額

数字 10
0以上であること。

29
所得税法第２０３条の３第３号・
第６号適用分－未払金額

数字 10
0以上であること。

所得税法第203条の3第1号・第4号適用分に準じて記録するこ
と。

所得税法第203条の3第1号・第4号適用分に準じて記録するこ
と。

書面による場合の記載に準じて記録する。
元号については、昭和は「1」、大正は「2」、明治は
「3」、平成は「4」、令和は「5」を記録し、また、
「年」、「月」及び「日」は、それぞれ別項目で2桁を使用
し、1桁の場合は前ゼロを付加して記録する。
　（例）「令和元年9月30日　→　5,01,09,30」

公的年金等支払報告書（総務省通知形式CSV）　令和03年分～

No. CSV項目名称 データの意味
入力文字

備考コードID
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30
所得税法第２０３条の３第３号・
第６号適用分－源泉徴収税額

数字 10
0以上であること。

31
所得税法第２０３条の３第３号・
第６号適用分－未徴収税額

数字 10
0以上であること。

32
所得税法第２０３条の３第７号適
用分－支払金額

数字 10
0以上であること。

33
所得税法第２０３条の３第７号適
用分－未払金額

数字 10
0以上であること。

34
所得税法第２０３条の３第７号適
用分－源泉徴収税額

数字 10
0以上であること。

35
所得税法第２０３条の３第７号適
用分－未徴収税額

数字 10
0以上であること。

36 本人－特別障害者
該当する場合には「1」、該当しない場合には「0」を記録す
る。 数字 1

0又は1であること。

37 本人－その他の障害者
該当する場合には「1」、該当しない場合には「0」を記録す
る。 数字 1

0又は1であること。

38 本人－老年者
記録を省略する。

数字 1

39 源泉控除対象配偶者の有無等

書面による場合の記載に準じて記録する。
源泉控除対象配偶者を有する場合には「1」、有しない場合
には「2」を記録する。
なお、源泉控除対象配偶者が老人控除対象配偶者に該当する
場合には「3」を記録する。

数字 1

1又は2又は3であること。

40 控除対象扶養親族の数－老人
書面による場合の記載に準じて記録する。

数字 2

41 控除対象扶養親族の数－その他
同上

数字 2

42 障害者の数－特別障害者
同上

数字 2

43 障害者の数－その他
同上

数字 2

44 社会保険料の金額
同上

数字 10
0以上であること。

45 控除対象扶養親族の数－特定
同上

数字 2

46 摘要
同上

全角 100

47
障害者の数－特別障害者のうち同
居

同上
数字 2

48 本人－ひとり親・特別寡婦

該当する場合には「1」、該当しない場合には「0」を記録す
る。

（注）令和3年度（令和2年分）以前の公的年金等支払報告書
を作成する場合には、特別寡婦の該当の有無について、令和
4年度（令和3年分）以降の公的年金等支払報告書を作成する
場合は「ひとり親」の該当の有無について記録する。

数字 1

0又は1であること。

49 本人－寡婦・寡夫

該当する場合には「1」、該当しない場合には「0」を記録す
る。

（注）令和3年度（令和2年分）以前の公的年金等支払報告書
を作成する場合には、寡婦・寡夫の該当の有無について、令
和4年度（令和3年分）以降の公的年金等支払報告書を作成す
る場合は「寡婦」の該当の有無について記録する。

数字 1

0又は1であること。

50 １６歳未満の扶養親族の数
書面による場合の記載に準じて記録する。

数字 2

51 非居住者である親族の数
同上

数字 2

52 提出義務者の法人番号

提出義務者の法人番号（13桁の数字）を記録する。

数字 13

13桁であること。

53 支払を受ける者のフリガナ

支払を受ける者の氏名のフリガナを記録する。

○
※1

半角カナ
60

※1：eLTAX対応ソフト会
社では、連携方式によっ
ては全角を設定する必要
がある。
詳細は、「XML構造仕様
書」の 「4 CSVファイル
レイアウト仕様書　4.2
給与支払報告手続、公的
年金支払報告手続、事業
所用家屋貸付等申告手続
及び固定資産税（償却資
産）申告手続における、
CSVデータ取り扱いについ
て」を参照。

54 支払を受ける者の個人番号

支払を受ける者の個人番号（12桁の数字）を記録する。

数字 12

12桁であること。

55 源泉控除対象配偶者－フリガナ
源泉控除対象配偶者の氏名のフリガナを記録する。

全角 30

56 源泉控除対象配偶者－氏名
源泉控除対象配偶者の氏名を記録する。

全角 30

57 源泉控除対象配偶者－区分
源泉控除対象配偶者が、非居住者の場合には「01」、それ以
外の場合には「00」を記録する。 数字 2

00又は01であること。

所得税法第203条の3第1号・第4号適用分に準じて記録するこ
と。

所得税法第203条の3第1号・第4号適用分に準じて記録するこ
と。
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必須 型 文字属性 文字数

公的年金等支払報告書（総務省通知形式CSV）　令和03年分～

No. CSV項目名称 データの意味
入力文字

備考コードID

58 源泉控除対象配偶者－個人番号

源泉控除対象配偶者の個人番号（12桁の数字）を記録する。

数字 12

12桁であること。

59
源泉控除対象配偶者－配偶者の合
計所得

書面による場合の記載に準じて記録する。

数字 10

0以上であること。

60
源泉控除対象配偶者－４８万円以
下

源泉控除対象配偶者の合計所得金額の見積額が48万円以下で
ある場合には「1」、それ以外の場合には「0」を記録する。 数字 1

0又は1であること。

61
控除対象扶養親族（1）－フリガ
ナ

控除対象扶養親族（1）の氏名のフリガナを記録する。
全角 30

62 控除対象扶養親族（1）－氏名
控除対象扶養親族（1）の氏名を記録する。

全角 30

63 控除対象扶養親族（1）－区分
控除対象扶養親族（1）が、非居住者の場合には「01」、そ
れ以外の場合には「00」を記録する。 数字 2

00又は01であること。

64
控除対象扶養親族（1）－個人番
号

控除対象扶養親族（1）の個人番号（12桁の数字）を記録す
る。

数字 12

12桁であること。

65
控除対象扶養親族（2）－フリガ
ナ

控除対象扶養親族（2）の氏名のフリガナを記録する。
全角 30

66 控除対象扶養親族（2）－氏名
控除対象扶養親族（2）の氏名を記録する。

全角 30

67 控除対象扶養親族（2）－区分
控除対象扶養親族（2）が、非居住者の場合には「01」、そ
れ以外の場合には「00」を記録する。 数字 2

00又は01であること。

68
控除対象扶養親族（2）－個人番
号

控除対象扶養親族（2）の個人番号（12桁の数字）を記録す
る。

数字 12

12桁であること。

69
16歳未満の扶養親族（1）－フリ
ガナ

16歳未満の扶養親族（1）の氏名のフリガナを記録する。
全角 30

70 16歳未満の扶養親族（1）－氏名
16歳未満の扶養親族（1）の氏名を記録する。

全角 30

71 16歳未満の扶養親族（1）－区分
16歳未満の扶養親族（1）が、国内に住所を有しない者であ
る場合には「01」、それ以外の場合には「00」を記録する。 数字 2

00又は01であること。

72
16歳未満の扶養親族（1）－個人
番号

16歳未満の扶養親族（1）の個人番号（12桁の数字）を記録
する。

数字 12

12桁であること。

73
16歳未満の扶養親族（2）－フリ
ガナ

16歳未満の扶養親族（2）の氏名のフリガナを記録する。
全角 30

74 16歳未満の扶養親族（2）－氏名
16歳未満の扶養親族（2）の氏名を記録する。

全角 30

75 16歳未満の扶養親族（2）－区分
16歳未満の扶養親族（2）が、国内に住所を有しない者であ
る場合には「01」、それ以外の場合には「00」を記録する。 数字 2

00又は01であること。

76
16歳未満の扶養親族（2）－個人
番号

16歳未満の扶養親族（2）の個人番号（12桁の数字）を記録
する。

数字 12

12桁であること。

77 受給者番号
支払者（提出義務者）において受給者に付設した番号を記録
する。 半角 25

78 提出先市町村コード

統計に用いる都道府県等の区域を示す標準コード（昭和45年
行政管理庁告示第44号）」の該当コードを記録する。

※補足
　提出先の地方公共団体コード（政令市の場合は、市を示す
コード（例：横浜市の場合、141003））を記録する。
　（JISの都道府県コード（X0401）2桁、市区町村コード
（X0402）3桁及びチェックデジット（モジュラス１１）1桁
からなる、地方公共団体コード）

○ 数字 6

5桁又は6桁であること。

79 指定番号

提出先市町村の指定した番号を記録する。
なお、新たに市町村に公的年金等支払報告書を提出すること
となったこと等により指定番号がない場合には、記録を省略
する。

半角 12

文字属性については、半
角英数字及び半角ハイフ
ンのみ許容する。
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別紙Ⅴ_給与支払報告特別徴収に係る給与所得者異動届出書_記録項目

特徴継続 一括徴収 普通徴収
2 「L01」を記録する。

○ 半角 3
L01であること

3 現年度特別徴収中で「特別徴収に係る給与所得者異動届出
書」を作成する場合には「1」を、現年度特別徴収を行ってい
ない提出先への「給与支払報告に係る給与所得者異動届出
書」を作成する場合には「2」を、現年度特別徴収中かつ次年
度の給与支払報告書を提出済みの場合は「3」を記録する。
1：現年度
2：新年度
3：両年度

※『「年度」欄判定フロー』ご参照

○ 数字 1 CC6680

1～3の範囲内であること

4 特別徴収義務者の前年の住民税に係る各提出先市町村の設定
した番号を記録する。

この項目は年度が「1：現年度」、「3：両年度」の場合のみ
必須とする。

△ 任意 半角 12

文字属性については、半
角英数字及び半角ハイフ
ンのみ許容する。

5 給与所得者の特別徴収税額の通知書に記載された宛名番号を
記録する。 半角 11

6 給与所得者の氏名のフリガナを記録する。
○ 全角 60

7 給与所得者の氏名を記録する。
○ 全角 30

8
○ 数字 1

1～5の範囲内であること

9
○ 数字 2

01～99の範囲内であるこ
と

10
○ 数字 2

01～12の範囲内であるこ
と

11
○ 数字 2

01～31の範囲内であるこ
と

12 給与所得者の個人番号を記録する。
数字 12

13 支払者(特別徴収義務者)において受給者に付設した番号を記
録する。 半角 25

14 給与所得者の1月1日現在の住所を記録する。
全角 60

15 給与所得者の異動後の住所を記録する。
○ 全角 60

16 特別徴収税額の年税額を記録する。

この項目は年度が「1：現年度」、「3：両年度」の場合のみ
記録する。

△ 設定不可 数字 10

0以上であること

17

△ 設定不可 数字 1

1～5の範囲内であること

18

△ 設定不可 数字 2

01～99の範囲内であるこ
と

19

△ 設定不可 数字 2

01～12の範囲内であるこ
と

20

△ 設定不可 数字 1

1～5の範囲内であること

21

△ 設定不可 数字 2

01～99の範囲内であるこ
と

22

△ 設定不可 数字 2

01～12の範囲内であるこ
と

23 徴収済額を記録する。

この項目は、年度が「1：現年度」、「3：両年度」の場合の
み記録する。

△ 設定不可 数字 10

0以上であること

24

△ 設定不可 数字 1

1～5の範囲内であること

25

△ 設定不可 数字 2

01～99の範囲内であるこ
と

26

△ 設定不可 数字 2

01～12の範囲内であるこ
と

27

△ 設定不可 数字 1

1～5の範囲内であること

28

△ 設定不可 数字 2

01～99の範囲内であるこ
と

29

△ 設定不可 数字 2

01～12の範囲内であるこ
と

30 特別徴収税額（年税額）－徴収済額を記録する。

この項目は、年度が「1：現年度」、「3：両年度」の場合の
み記録する。

設定不可 数字 10

特別徴収税額（年税額）
－徴収済額と一致するこ
と

31
○ 数字 1

1～5の範囲内であること

32
○ 数字 2

01～99の範囲内であるこ
と

33
○ 数字 2

01～12の範囲内であるこ
と

34
○ 数字 2

01～31の範囲内であるこ
と

         給与所得者異動届出書　CSVファイルレイアウト

No. CSV項目名称 データの意味

入力文字

コードID 備考
必須

現年度・両年度
新年度 型 文字属性 文字数

必須

給与支払者－特別徴収義務者指定番号 必須

給与支払者－宛名番号 任意

年度 必須

ファイルの種類

給与所得者－フリガナ 必須

給与所得者－１月１日現在の住所 任意

給与所得者－氏名 必須

給与所得者の生年月日－元号
給与所得者の生年月日の元号、年、月及び日を記録する。こ
の場合、元号については、昭和は「1」、大正は「2」、明治
は「3」、平成は「4」、令和は「5」を記録し、また「年」、
「月」及び「日」については、それぞれ別項目で2桁を使用す
る。

必須

給与所得者の生年月日－年 必須

給与所得者の生年月日－月 必須

給与所得者の生年月日－日 必須

給与所得者－個人番号 任意

給与所得者－受給者番号 任意

給与所得者－異動後の住所 必須

特別徴収税額（年税額） 必須

徴収済期間－自（元号）
徴収済期間の開始の元号、年及び月を記録する。この場合、
元号については、昭和は「1」、大正は「2」、明治は「3」、
平成は「4」、令和は「5」を記録し、また「年」及び「月」
については、それぞれ別項目で2桁を使用する。

この項目は年度が「1：現年度」、「3：両年度」の場合かつ
徴収済額が1円以上の場合にのみ必須とする。
年度が「2：新年度」の場合は記録しない。

徴収済額が
1円以上の場合は必須

0円の場合は任意

徴収済期間－自（年）
徴収済額が

1円以上の場合は必須
0円の場合は任意

徴収済期間－自（月）
徴収済額が

1円以上の場合は必須
0円の場合は任意

徴収済期間－至（元号）
徴収済期間の終了の元号、年及び月を記録する。この場合、
元号については、昭和は「1」、大正は「2」、明治は「3」、
平成は「4」、令和は「5」を記録し、また「年」及び「月」
については、それぞれ別項目で2桁を使用する。

この項目は年度が「1：現年度」、「3：両年度」の場合かつ
徴収済額が1円以上の場合にのみ必須とする。
年度が「2：新年度」の場合は記録しない。

徴収済額が
1円以上の場合は必須

0円の場合は任意

徴収済期間－至（年）
徴収済額が

1円以上の場合は必須
0円の場合は任意

徴収済期間－至（月）
徴収済額が

1円以上の場合は必須
0円の場合は任意

徴収済額 必須

未徴収期間－自（元号）
未徴収期間の開始の元号、年及び月を記録する。この場合、
元号については、昭和は「1」、大正は「2」、明治は「3」、
平成は「4」、令和は「5」を記録し、また「年」及び「月」
については、それぞれ別項目で2桁を使用する。

この項目は、年度が「1：現年度」、「3：両年度」の場合か
つ未徴収税額が1円以上の場合にのみ必須とする。
年度が「2：新年度」の場合は記録しない。

未徴収税額が
1円以上の場合は必須

0円の場合は任意

未徴収期間－自（年）
未徴収税額が

1円以上の場合は必須
0円の場合は任意

未徴収期間－自（月）
未徴収税額が

1円以上の場合は必須
0円の場合は任意

未徴収期間－至（元号）
未徴収期間の終了の元号、年及び月を記録する。この場合、
元号については、昭和は「1」、大正は「2」、明治は「3」、
平成は「4」、令和は「5」を記録し、また「年」及び「月」
については、それぞれ別項目で2桁を使用する。

この項目は、年度が「1：現年度」、「3：両年度」の場合か
つ未徴収税額が1円以上の場合にのみ必須とする。
年度が「2：新年度」の場合は記録しない。

未徴収税額が
1円以上の場合は必須

0円の場合は任意

未徴収期間－至（年）
未徴収税額が

1円以上の場合は必須
0円の場合は任意

未徴収期間－至（月）
未徴収税額が

1円以上の場合は必須
0円の場合は任意

未徴収税額 任意

異動年月日－元号
異動年月日の元号、年、月及び日を記録する。この場合、元
号については、昭和は「1」、大正は「2」、明治は「3」、平
成は「4」、令和は「5」を記録し、また「年」、「月」及び
「日」については、それぞれ別項目で2桁を使用する。

必須

異動年月日－年 必須

異動年月日－月 必須

異動年月日－日 必須
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特徴継続 一括徴収 普通徴収

         給与所得者異動届出書　CSVファイルレイアウト

No. CSV項目名称 データの意味

入力文字

コードID 備考
必須

現年度・両年度
新年度 型 文字属性 文字数

35 該当する異動事由の「1」～「7」を記録する。
1：退職
2：転勤
3：休職・長欠
4：死亡
5：支払少額・不定期
6：合併・解散
7：その他

○ 数字 1 CC6700

1～7の範囲内であること

36 異動の事由が「7：その他」の場合に事由・理由を記録する。

△ 全角 10

37 該当する異動後の未徴収税額の徴収方法の「1」～「3」を記
録する。
1：特別徴収継続
2：一括徴収
3：普通徴収（本人納付）

この項目は、年度が「1：現年度」、「3：両年度」の場合の
み記録する。

△ 必須 必須 必須 設定不可 数字 1 CC6310

1～3の範囲内であること

38

新しい勤務先の特別徴収義務者指
定番号

新しい勤務先（特別徴収義務者）が提出する関係市町村長に
より指定された特別徴収義務者指定番号を記録する。

この項目はこれまでに同市町村長から指定されたことがない
場合（特別徴収継続の場合－新しい勤務先の特別徴収義務者
指定番号（新規）が「1：指定されたことがない」場合）は、
記録しない。

△

新しい勤
務先の特
別徴収義
務者指定
番号（新
規）が
0の場合
は必須
1の場合
は設定不

可

設定不可 設定不可 任意 半角 12

文字属性については、半
角英数字及び半角ハイフ
ンのみ許容する。

39

新しい勤務先の特別徴収義務者指
定番号（新規）

新しい勤務先（特別徴収義務者）が提出先市町村から特別徴
収義務者指定番号を指定されている場合は「0」を、指定され
たことがない場合は「1」を記録する。

△ 必須 設定不可 設定不可 任意 数字 1 CC6690

0 or 1であること

40

新しい勤務先の法人番号

新しい勤務先（特別徴収義務者）の個人番号（12桁の数字）
又は法人番号（13桁の数字）を記録する。

※12桁の場合、数値の前にゼロを付加しないこと
　　（例）123456789012

任意 設定不可 設定不可 任意 数字 13

13桁以内であること

41

新しい勤務先の所在地の郵便番号

新しい勤務先（特別徴収義務者）の所在地の郵便番号を記録
する。
※ハイフンは付与しないこと 任意 設定不可 設定不可 任意 zipcode 数字 7

42

新しい勤務先の所在地

新しい勤務先（特別徴収義務者）の所在地を記録する。

△ 必須 設定不可 設定不可 任意 全角 80

43

新しい勤務先の氏名又は名称（フ
リガナ）

新しい勤務先（特別徴収義務者）の氏名又は名称（フリガ
ナ）を記録する。

△ 必須 設定不可 設定不可 任意 全角 60

44

新しい勤務先の氏名又は名称

新しい勤務先（特別徴収義務者）の氏名又は名称を記録す
る。

△ 必須 設定不可 設定不可 任意 全角 30

45

担当者連絡先の所属

新しい勤務先（特別徴収義務者）の担当者連絡先の所属を記
録する。

△ 必須 設定不可 設定不可 任意 全角 20

46

担当者連絡先の氏名

新しい勤務先（特別徴収義務者）の担当者連絡先の氏名を記
録する。

△ 必須 設定不可 設定不可 任意 全角 40

47

担当者連絡先の電話

新しい勤務先（特別徴収義務者）の担当者連絡先の電話番号
を記録する。

△ 必須 設定不可 設定不可 任意
tel-

number
半角 20

48

担当者連絡先の電話（内線）

新しい勤務先（特別徴収義務者）の担当者連絡先の電話番号
（内線）を記録する。

任意 設定不可 設定不可 任意 数字 10

49

月割額

給与所得者にかかる月割額を記録する。

この項目は、年度が「1：現年度」、「3：両年度」の場合の
み記録する。

△ 必須 設定不可 設定不可 設定不可 数字 10

50

納入開始月

新しい勤務先（特別徴収義務者）での納入開始月を2桁で記録
する。

この項目は、年度が「1：現年度」、「3：両年度」の場合の
み記録する。

△ 必須 設定不可 設定不可 設定不可 数字 2

01～12の範囲内であるこ
と

51

受給者番号

新しい勤務先（特別徴収義務者）において受給者に付設した
番号を記録する。

任意 設定不可 設定不可 任意 半角 25

異動の事由 必須

異動の事由－事由理由
異動の事由が
7の場合は必須

7以外の場合は設定不可

異動後の未徴収税額の徴収方法

特
別
徴
収
継
続
の
場
合
※
1
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入力文字

コードID 備考
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現年度・両年度
新年度 型 文字属性 文字数

52

納入書の要否

特別徴収継続の場合－新しい勤務先の特別徴収義務者指定番
号（新規）が「1：新規」の場合のみ、該当する納入書の要否
の「1：必要」又は「2：不要」を記録する。

△

新しい勤
務先の特
別徴収義
務者指定
番号（新
規）が
1の場合
は必須
0の場合
は設定不

可

設定不可 設定不可 任意 数字 1 CC6350

1 or 2であること

53

一括徴収の理由

該当する一括徴収の理由の「1」～「2」を記録する。
1：申出あり
2：希望無し

△ 設定不可 必須 設定不可 設定不可 数字 1 CC6330

1 or 2であること

54

理由１－元号 △ 設定不可

一括徴収
の理由が
1の場合
は必須
2の場合
は設定不

可

設定不可 設定不可 数字 1

1～5の範囲内であること

55

理由１－年 △ 設定不可

一括徴収
の理由が
1の場合
は必須
2の場合
は設定不

可

設定不可 設定不可 数字 2

01～99の範囲内であるこ
と

56

理由２－元号 △ 設定不可

一括徴収
の理由が
2の場合
は必須
1の場合
は設定不

可

設定不可 設定不可 数字 1

1～5の範囲内であること

57

理由２－年 △ 設定不可

一括徴収
の理由が
2の場合
は必須
1の場合
は設定不

可

設定不可 設定不可 数字 2

01～99の範囲内であるこ
と

58

徴収予定月日－元号 △ 設定不可 必須 設定不可 設定不可 数字 1

1～5の範囲内であること

59

徴収予定月日－年 △ 設定不可 必須 設定不可 設定不可 数字 2

01～99の範囲内であるこ
と

60

徴収予定月日－月

一括徴収による徴収予定月日の「月」を2桁で記録する。

△ 設定不可 必須 設定不可 設定不可 数字 2

01～12の範囲内であるこ
と

61

徴収予定月日－日

一括徴収による徴収予定月日の「日」を2桁で記録する。

△ 設定不可 必須 設定不可 設定不可 数字 2

01～31の範囲内であるこ
と

62

徴収予定額

一括徴収による徴収予定額の合計を記録する。

設定不可 任意 設定不可 設定不可 数字 10

未徴収税額と一致するこ
と

63

納入月

一括徴収した税額を納入する月を記録します。

△ 設定不可 必須 設定不可 設定不可 数字 2

01～12の範囲内であるこ
と

64

普通徴収の理由

該当する普通徴収の理由の「1」～「3」を記録する。
1：一括徴収希望なし
2：未徴収税額以下
3：死亡退職

△ 設定不可 設定不可 必須 設定不可 数字 1 CC6320

1～3の範囲内であること

65

理由１－元号 △ 設定不可 設定不可

普通徴収
の理由が
1の場合
は必須
1以外の
場合は設
定不可

設定不可 数字 1

1～5の範囲内であること

66

理由１－年 △ 設定不可 設定不可

普通徴収
の理由が
1の場合
は必須
1以外の
場合は設
定不可

設定不可 数字 2

01～99の範囲内であるこ
と

67

理由２－元号 △ 設定不可 設定不可

普通徴収
の理由が
2の場合
は必須
2以外の
場合は設
定不可

設定不可 数字 1

1～5の範囲内であること

68

理由２－年 △ 設定不可 設定不可

普通徴収
の理由が
2の場合
は必須
2以外の
場合は設
定不可

設定不可 数字 2

01～99の範囲内であるこ
と

普
通
徴
収
の
場
合
※
３

普通徴収の理由が「1：一括徴収希望なし」の場合のみ、賦課
年度の元号及び年を記録する。この場合、元号については、
昭和は「1」、大正は「2」、明治は「3」、平成は「4」、令
和は「5」を記録し、また「年」については、別項目で2桁を
使用する。

普通徴収の理由が「2：未徴収税額以下」の場合のみ、賦課年
度＋1をした時の元号及び年を記録する。この場合、元号につ
いては、昭和は「1」、大正は「2」、明治は「3」、平成は
「4」、令和は「5」を記録し、また「年」については、別項
目で2桁を使用する。

特
別
徴
収
継
続
の
場
合
※
1

一
括
徴
収
の
場
合
※
２

一括徴収の理由が「1：申出あり」の場合、賦課年度の元号及
び年を記録する。この場合、元号については、昭和は「1」、
大正は「2」、明治は「3」、平成は「4」、令和は「5」を記
録し、また「年」については、別項目で2桁を使用する。

一括徴収の理由が「2：希望無し」の場合、賦課年度＋1をし
た時の元号及び年を記録する。この場合、元号については、
昭和は「1」、大正は「2」、明治は「3」、平成は「4」、令
和は「5」を記録し、また「年」については、別項目で2桁を
使用する。

一括徴収による徴収予定月日の元号及び年を記録する。この
場合、元号については、昭和は「1」、大正は「2」、明治は
「3」、平成は「4」、令和は「5」を記録し、また「年」につ
いては、別項目で2桁を使用する。
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69

提出先市町村コード

統計に用いる都道府県等の区域を示す標準コード(昭和45年行
政管理庁告示第44号)」の該当コードを記録する。

※補足
　提出先の地方公共団体コード(政令市の場合は、市を示す
コード(例：横浜市の場合、141003））を記録する。
　(JISの都道府県コード（X0401)2桁、市区町村コード
（X0402)3桁及びチェックデジット(モジュラス１１）1桁から
なる、地方公共団体コード)

○ 必須 必須 必須 必須 数字 6

5桁 or 6桁であること

※１　特別徴収継続の場合の各項目は、年度が「1：現年度」、「3：両年度」の場合は、異動後の未徴収税額の徴収方法が「1：特別徴収継続」の場合に記録してください。

　　　年度が「2：新年度」の場合は、特別徴収継続を希望する場合のみ記録してください。

※２　一括徴収の場合の各項目は、年度が「1：現年度」、「3：両年度」の場合で、異動後の未徴収税額の徴収方法が「2：一括徴収継続」の場合に記録してください。

※３　普通徴収の場合の各項目は、年度が「1：現年度」、「3：両年度」の場合で、異動後の未徴収税額の徴収方法が「3：普通徴収（本人納付）」の場合に記録してください。

必須欄の凡例
○：いずれの場合も必須となる項目。
△：条件付き必須項目。他の項目の設定内容によって必須となる場合があります。必須となる条件は「データの意味」欄に記載しています。

文字属性の凡例
全角：【全角】eLTAXで使用可能な全角文字の入力を可とする。ただし、e-Taxで使用不可となっている文字（℃、Å、⌒、★、☆、♀、♂、♪、♭、♯）は使用不可とする。
半角：【半角】英数字、記号の入力を可とする。（","（カンマ）、"@"（アットマーク）はCSVファイル内で区切り文字として扱ってるため使用不可。）
数字：【半角】数字の入力を可とする。
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特別徴収・給与所得者異動届出書　「年度」欄判定フロー

下記フローに従い、「年度」欄に設定する値を決定する。

①特別徴収実施状況

特別徴収を

していない

特別徴収をして

いる

未提出

現年度

未提出 提出済

作成不要

②次年度分給与支払報告書提出状況

提出済

③住所変更の有無

変更あり※

両年度

変更なし

新年度

：確認項目

：回答選択肢

：「年度」欄

現年度

転出元自治体に

特別徴収に係る給与所得者

異動届書を

作成する。

新年度

転出先自治体に

給与支払報告に係る給与

所得者異動届書を作成す

る。

※給与所得者の住所に変更があったことにより、異動年月日時点で特別徴

収している税額の納入先市町村と、次年度分給与支払報告書を提出した市

町村が異なる場合は、それぞれの市町村へ異動届出書を提出する必要があ

ります。

：作成不要

②次年度分給与支払報告書提出状況


